
《ID102500A 申請 公共施設マネジメント課，教育総務課 地方自治法第 238 条の 4 第 7 項》 

 

申請に対する処分 ／ 審査基準・標準処理期間  個票（紀の川市） 

 

＜個票情報＞  

所 管 部 署 公共施設マネジメント課，教育総務課 

適用日（掲載日） 平成 30 年 4月 1日 

＜処分の概要＞ 

許認可等の名称 行政財産の使用許可 

処  分  権  者 市長。ただし、教育財産については教育長。 

根 拠 規 定 地方自治法第 238 条の 4第 7項 

＜審査基準／標準処理期間＞ 

基 準 規 定 地方自治法第 238 条、第 238 条の 4第 7項 

審  査  基  準 

■設定  □未設定 

（行政財産の管理及び処分） 

第 238 条の４ 行政財産は、次項から第４項までに定めるものを除くほか、これ

を貸し付け、交換し、売り払い、譲与し、出資の目的とし、若しくは信託し、又

はこれに私権を設定することができない。 

２ 行政財産は、次に掲げる場合には、その用途又は目的を妨げない限度におい

て、貸し付け、又は私権を設定することができる。 

(１) 当該普通地方公共団体以外の者が行政財産である土地の上に政令で定め

る堅固な建物その他の土地に定着する工作物であつて当該行政財産である土

地の供用の目的を効果的に達成することに資すると認められるものを所有

し、又は所有しようとする場合（当該普通地方公共団体と１棟の建物を区分

して所有する場合を除く。）において、その者（当該行政財産を管理する普通

地方公共団体が当該行政財産の適正な方法による管理を行う上で適当と認め

る者に限る。）に当該土地を貸し付けるとき。 

(２) 普通地方公共団体が国、他の地方公共団体又は政令で定める法人と行政

財産である土地の上に１棟の建物を区分して所有するためその者に当該土地

を貸し付ける場合 

(３) 普通地方公共団体が行政財産である土地及びその隣接地の上に当該普通

地方公共団体以外の者と１棟の建物を区分して所有するためその者（当該建

物のうち行政財産である部分を管理する普通地方公共団体が当該行政財産の

適正な方法による管理を行う上で適当と認める者に限る。）に当該土地を貸し

付ける場合 

(４) 行政財産のうち庁舎その他の建物及びその附帯施設並びにこれらの敷地

（以下この号において「庁舎等」という。）についてその床面積又は敷地に余

裕がある場合として政令で定める場合において、当該普通地方公共団体以外

の者（当該庁舎等を管理する普通地方公共団体が当該庁舎等の適正な方法に

よる管理を行う上で適当と認める者に限る。）に当該余裕がある部分を貸し付



けるとき（前３号に掲げる場合に該当する場合を除く。）。 

(５) 行政財産である土地を国、他の地方公共団体又は政令で定める法人の経

営する鉄道、道路その他政令で定める施設の用に供する場合において、その

者のために当該土地に地上権を設定するとき。 

(６) 行政財産である土地を国、他の地方公共団体又は政令で定める法人の使

用する電線路その他政令で定める施設の用に供する場合において、その者の

ために当該土地に地役権を設定するとき。 

３ 前項第２号に掲げる場合において、当該行政財産である土地の貸付けを受け

た者が当該土地の上に所有する１棟の建物の一部（以下この項及び次項におい

て「特定施設」という。）を当該普通地方公共団体以外の者に譲渡しようとする

ときは、当該特定施設を譲り受けようとする者（当該行政財産を管理する普通

地方公共団体が当該行政財産の適正な方法による管理を行う上で適当と認める

者に限る。）に当該土地を貸し付けることができる。 

４ 前項の規定は、同項（この項において準用する場合を含む。）の規定により行

政財産である土地の貸付けを受けた者が当該特定施設を譲渡しようとする場合

について準用する。 

５ 前３項の場合においては、次条第４項及び第５項の規定を準用する。 

６ 第１項の規定に違反する行為は、これを無効とする。 

７ 行政財産は、その用途又は目的を妨げない限度においてその使用を許可する

ことができる。 

８ 前項の規定による許可を受けてする行政財産の使用については、借地借家法

（平成３年法律第 90 号）の規定は、これを適用しない。 

９ 第７項の規定により行政財産の使用を許可した場合において、公用若しくは

公共用に供するため必要を生じたとき、又は許可の条件に違反する行為がある

と認めるときは、普通地方公共団体の長又は委員会は、その許可を取り消すこ

とができる。 

【基準】 

上記の条文による。 

 

参 考 資 料  

標準処理期間 

■設定  □未設定 

おおむね１４日 

備          考  

 設    定    日 平成 31 年 3月 31 日 
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《ID208200A申請人材マネジメント課 こども課児童手当法第17条》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 人材マネジメント課， こども課

適用日（掲載日） I 令和 5 年4 月 1 日

く処分の概要＞

許認可等の名称 児童手当の受給資格及び額の認定並びに額の改定（公務員の場合）

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 児童手当法第 17 条

＜審査基準／標準処理期間＞

児童手当法第 3 条第 1 項、第4 条～第 6 条、第7 条第 1 項•第 2 項、第 8 条第 1
基 準 規 定I項～第 3 項、第 9 条

児童手当法施行令第 1 条～第 3 条

■設定 □ 未設定

（公務員に関する特例）
第 17 条 次の表の上欄に掲げる者（以下 「公務員」という。）である一般受給資

格者についてこの章の規定を適用する場合においては、第7条第1項中 「住所
地（ 一般受給資格者が未成年後見人であり、かつ、法人である場合にあっては、
主たる事務所の所在地とする。）の市町村長（ 特別区の区長 を含む。以下同じ。）」
とあり、第8条第1項及び第 14 条第1項中 「市町村長 」とあるのは、それぞれ
同表の下欄のように読み替えるものとする。
表 省略

審 査 基 準 I 2 第7条第3項の規定は、前項の規定によって読み替えられる同条第1項の認

参 考 資 料

定を受けた者が当該認定をした者を異にすることとなった場合について準用す
る。

3 第1項の規定によって読み替えられる第7条第1項の認定を受けた者につい
ては、第8条第3項中 「住所を変更した」とあるのは、 「当該認定をした者を異
にすることとなった 」と読み替えるものとする。

【基準】
上記の条文及び基準規定による。

標準処理期間 I ■設定 □ 未設定



おおむね3 0日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日
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《ID111400A 申請市民課 環境衛生課墓地、 埋葬等に関する法律第5条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1市民課， 環境衛生 課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 5年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 埋葬、 火葬又は改葬の許可

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 墓地、 埋葬等に関する法律第 5条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
幕地、 埋葬等に関する法律第 5条第 2項
墓地、 埋葬等に関する法律施行規則第 1条、 第 2条

■設定 □未設定

［埋葬・火葬又は改葬の許可〕
第 5条 埋葬、 火葬又は改葬を行おうとする者は、 厚生労働省 令で定めるところ

により、 市町村長（特別区の区長を含む。 以下同じ。） の許可を受けなければな
らない。

2 前項の許可は、 埋葬及び火葬に係るものにあっては死亡若しくは死産の届出
審 査 基 準 を受理し、 死亡の報告若しくは死産の通知を受け、 又は船舶の船長から死亡若

しくは死産に関する航海日誌の謄本 の送付を受けた市町村長が、 改葬に係るも
のにあっては死体又は焼骨の現に存する地の市町村長が行なうものとする。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間 埋葬、 火葬：おおむね 1日。 ただし、 特殊事情のある場合はおおむね7日

改葬： 3日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《IDl 68000A申請国保年金課国民健康保険法第9条第2 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 I 国保年金課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 被保険者証の交付

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 国民健康保険法第 9条第 2項

＜審査基準／標準処理期間＞
国民健康保険法第 5条、 第 6条、 第7条、 第 8条

基 準 規 定 国民健康保険法施行規則第 1条、 第 10 条の 2
0紀の川市国民健康保険条例第 5条

■設定 □未設定

（届出等）
第9条 世帯主は、 厚生労働省 令で定めるところにより、 その世帯に属する被保

険者の資格の取得及び喪失に関する事項その他必要な事項を市町村に届け出な
ければならない。

2 世帯主は、 当該世帯主が住所を有する市町村に対し、 その世帯に属する全て
の被保険者に係る被保険者証の交付を求めることができる。

3 市町村は、 保険料を滞納している世帯主（当該市町村の区域内に住所を有す
る世帯主に限り、 その世帯に属する全ての被保険者が原子爆弾被爆者に対する
援護に関する法律（平成6年法律第 1 17号） による 一般疾病医療費の支給その

他 厚生労働省 令で定める医療に関する給付（第6項及び第 8項において「原爆
一般疾病医療費の支給等」という。） を受けることができる世帯主を除く。） が、

審 査 基 準 当該保険料の納期限から 厚生労働省 令で定める期間が経過するまでの間に当該
保険料を納付しない場合においては、 当該保険料の滞納につき災害その他の政
令で定める特別の事情があると認められる場合を除き、 厚生労働省 令で定める

ところにより、 当該世帯主に対し被保険者証の返還を求めるものとする。
4 市町村は、 前項に規定する 厚生労働省 令で定める期間が経過しない場合にお

いても、同項に規定する世帯主に対し被保険者証の返還を求めることができる。
ただし、 同項に規定する政 令で定める特別の事情があると認められるときは、
この限りでない。

5 前 2項の規定により被保険者証の返還を求められた世帯主は、 市町村に当該
被保険者証を返還しなければならない。

6 前項の規定により世帯主が被保険者証を返還したときは、 市町村は、 当該世
帯主に対し、 その世帯に属する被保険者（原爆 一般疾病医療費の支給等を受け

ることができる者及び 18歳に達する日 以後の最初の 3月 3 1日までの間にある
者を除く。） に係る被保険者資格証明書（その世帯に属する被保険者の 一部が原



爆 一般疾病医療費の支給等を受けることができる者又は 18歳に達する日 以後
の最初の 3月 3 1 日までの間にある者であるときは当該被保険者資格証明書及
びそれらの者に係る被保険者証(18歳に達する日 以後の最初の 3月 3 1日まで

の間にある者（原爆 一般疾病医療費の支給等を受けることができる者を除く。）
にあっては、 有効期間を 6月とする被保険者証。 以下この項において同じ。）、
その世帯に属するすべての被保険者が原爆 一般疾病医療費の支給等を受けるこ
とができる者又は 18歳に達する日 以後の最初の3月 3 1日までの間にある者で
あるときはそれらの者に係る被保険者証） を交付する。

7 市町村は、 被保険者資格証明書の交付を受けている世帯主が滞納している保
険料を完納したとき又はその者に係る滞納額の著しい減少、 災害その他の政 令
で定める特別の事情があると認めるときは、 当該世帯主に対し、 その世帯に属
するすべての被保険者に係る被保険者証を交付する。

8 世帯主が被保険者資格証明書の交付を受けている場合において、 その世帯に
属する被保険者が原爆 一般疾病医療費の支給等を受けることができる者となっ
たときは、 市町村は、 当該世帯主に対し、 当該被保険者に係る被保険者証を交
付する。

9 世帯主は、 その世帯に属する被保険者がその資格を喪失したときは、 厚生労
働省 令の定めるところにより、 速やかに、 市町村にその旨を届け出るとともに、
当該被保険者に係る被保険者証又は被保険者資格証明書を返還しなければなら
なし‘。

10 市町村は、 被保険者証及び被保険者資格証明書の有効期間を定めることがで
きる。 この場合において、 この法律の規定による保険料を滞納している世帯主
（第3項の規定により市町村が被保険者証の返還を求めるものとされる者を除
く。） 及びその世帯に属する被保険者、 国民年金法 （昭和 34年法律第 141号）
の規定による保険料を滞納している世帯主（同法第 88条第 2項の規定により保
険料を納付する義務を負う者を含み、 厚生労働大臣が 厚生労働省 令で定める要
件に該当するものと認め、 その旨を市町村に通知した者に限る。） 及びその世帯

に属する被保険者その他 厚生労働省 令で定める者の被保険者証については、 特
別の有効期間を定めることができる。 ただし、 18歳に達する日 以後の最初の 3
月 3 1 日までの間にある者が属する世帯に属する被保険者の被保険者証につい
て 6月未満の特別の有効期間を定める場合においては、 当該者に係る被保険者
証の特別の有効期間は、 6月以 上としなければならない。

1 1  市町村は、 愉項の規定により被保険者証又は被保険者資格証明書の有効期間
を定める場合（被保険者証につき特別の有効期間を定める場合を含む。） には、
同 一の世帯に属するすべての被保険者（同項ただし書に規定する場合における
当該世帯に属する 18歳に達する日 以後の最初の3月 3 1日までの間にある者そ
の他 厚生労働省 令で定める者を除く。）について同 一の有効期間を定めなければ
ならない。

12 第 10 項の規定による 厚生労働大臣の通知の権限に係る事務は、日本年金機構
に行わせるものとする。

13 国民年金法第 10 9条の 4第3項、 第4項、 第6項及び第7項の規定は、 前項
の通知の権限について準用する。 この場合において、 必要な技術的読替えは、
政 令で定める。

14 住民 基本台帳法 （昭和42年法律第 8 1 号） 第 22条から第 24条まで、 第 25
条、 第 30 条の 46又は第 30 条の 47の規定による届出があったとき（当該届出
に係る書面に同法第 28条の規定による付記がされたときに限る。） は、 その届
出と同 一の事由に基づく第1項又は第9項の規定による届出があったものとみ
なす。

15 前各項に規定するもののほか、 被保険者に関する届出並びに被保険者証及び
被保険者資格証明書に関して必要な事項は、 厚生労働省 令で定める。



0紀の）1|市国民健康保険条例
（被保険者としない者）

第 5条 児章福祉法（昭和 22年法律第 164 号）の規定により児童福祉施設に入所
している児童又は小規模住居型児童養育事業を行う者若しくは里親に委託され
ている児童であって、 民 法（明治 29年法律第 89号）の規定による扶養義務者の
ないものは、 被保険者としない。
【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね3日

備 考

設 定 日 令和4年 3月 3 1日



《IDl 68230A申請国保年金課国民健康保険法第44条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 I 国保年金課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 一部負担金の減額、 免除及び徴収猶予

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 国民健康保険法第44条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 国民健康保険法第44条第 1項

■設定 □未設定

第44条 市町村及び組合は、 特別の理由がある被保険者で、 保険医療機関等に第
42条又は 前条の規定による 一部負担金を支払うことが困難であると認められる
ものに対し、 次の各号の措置を採ることができる。

(1) 一部負担金を減額すること。
(2) 一部負担金の支払を免除すること。
(3) 保険医療機関等に対する支払に代えて、 一部負担金を直接に徴収するこ

ととし、 その徴収を猶予すること。
2 前項の措置を受けた被保険者は、第42条第1項及び 前条第 2項の規定にかか

審 査 基 準 わらず、 前項第1号の措置を受けた被保険者にあっては、 その減額された 一部
負担金を保険医療機関等に支払うをもって足り、 同項第 2号又は第3号の措置
を受けた被保険者にあっては、 一部負担金を保険医療機関等に支払うことを要
しない。

3 第42条の 2の規定は、 前項の場合における 一部負担金の支払について準用す
る。
【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

20 日



備 考

設 定 日 令和4年3月31日



《IDl 68300A申請国保年金課国民健康保険法第54条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 I 国保年金課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 療養費の支給

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 国民健康保険法第 54条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
国民健康保険法第 54条、 第 54条の 3第 3項•第4項•第 5項
国民健康保険法施行規則第 27条

■設定 □未設定

（療養費）
第 54条 市町村及び組合は、 療養の給付若しくは入院時食事療養費、 入院時生活

療養費若しくは保険外併用療養費の支給（ 以下この項及び 次項において「療養
の給付等」という。） を行うことが困難であると認めるとき、 又は被保険者が保
険医療機関等 以外の病院、 診療所若しくは薬局その他の者について診療、 薬剤
の支給若しくは手当を受けた場合において、 市町村又は組合がやむを得ないも
のと認めるときは、 療養の給付等に代えて、 療養費を支給することができる。
ただし、 当該被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員が当該被保険者に係る
被保険者資格証明書の交付を受けている間は、 この限りでない。

2 市町村及び組合は、 被保険者が電子資格確認等により被保険者であることの
確認を受けないで保険医療機関等について診療又は薬剤の支給を受けた場合に
おいて、 当該確認を受けなかったことが、 緊急その他やむを得ない理由による

審 査 基 準 ものと認めるときは、 療養の給付等に代えて、 療養費を支給するものとする。
ただし、 当該被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員が当該被保険者に係る
被保険者資格証明書の交付を受けている間は、 この限りでない。

3 療養費の額は、 当該療養（食事療養及び生活療養を除く。） について算定した
費用の額から、 その額に第42条第1項各号の区分に応じ、 同項各号に掲げる割
合を乗じて得た額を控除した額及び当該食事療養又は生活療養について算定し

た費用の額から食事療養標準負担額又は生活療養標準負担額を控除した額を基
準として、 市町村又は組合が定める。

4 前項の費用の額の算定については、 療養の給付を受けるべき場合においては
第45条第 2項の規定を、入院時食事療養費の支給を受けるべき場合においては
第 52条第 2項の規定を、入院時生活療養費の支給を受けるべき場合においては
第 52条の 2第 2項の規定を、保険外併用療養費の支給を受けるべき場合におい
ては 前条第 2項の規定を準用する。 ただし、 その額は、 現に療養に要した費用
の額を超えることができない。



【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね9 0日

備 考

設 定 日 令和4年 3月 3 1日



《IDl 68400A申請国保年金課国民健康保険法第54条の3第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 I 国保年金課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 特別療養費の支給

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 国民健康保険法第 54条の 3第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
国民健康保険法第 54条の 3第 1項
国民健康保険法施行規則第 27条の 5

■設定 □未設定

（特別療養費）
第 54条の 3 市町村及び組合は、 世帯主又は組合員がその世帯に属する被保険者

に係る被保険者資格証明書の交付を受けている場合において、 当該被保険者が
保険医療機関等又は指定訪問看護事業者について療養を受けたときは、 当該世
帯主又は組合員に対し、 その療養に要した費用について、 特別療養費を支給す

る。
2 健康保険法第 64条並びに本 法第 36条第3項、 第40 条、 第41条、 第45条第

3項、 第45条の 2、 第 52条第5項、 第 53条第 2項、 第 54条の 2第3項、 第
8項及び第 10 項、 第 54条の 2の 2並びに 前条の規定は、 保険医療機関等又は

指定訪問看護事業者について受けた特別療養費に係る療養及びこれに伴う特別
療養費の支給について準用する。 この場合において、 第 53条第 2項中 「保険外
併用療養費の額」とあるのは 「特別療養費の額」と、 「健康保険法第 86条第 2

審 査 基 準 項第1号」とあるのは 「、 被保険者証が交付されているならば療養の給付を受
けることができる場合は健康保険法第 76条第 2項の規定による 厚生労働大臣
の定めの例により、 被保険者証が交付されているならば保険外併用療養費の支
給を受けることができる場合は同法第 86 条第 2項第1号の規定による 厚生労
働大臣の定めの例により、 被保険者証が交付されているならば訪問看護療養費
の支給を受けることができる場合は同法第 88条第4項」と読み替えるほか、 そ
の他の規定に関し必要な技術的読替えは、 政 令で定める。

3 第1項に規定する場合において、 当該世帯主又は組合員に対し当該被保険者
に係る被保険者証が交付されているとすれば第 54 条第1項の規定が適用され
ることとなるときは、 市町村及び組合は、 療養費を支給することができる。

4 第1項に規定する場合において、 被保険者が電子資格確認等により被保険者
であることの確認を受けないで保険医療機関等について診療又は薬剤の支給を
受け、 当該確認を受けなかったことが、 緊急その他やむを得ない理由によるも
のと認めるときは、 市町村及び組合は、 療養費を支給するものとする。



5 第 54条第3項及び第4項の規定は、 前 2項の規定による療養費について準用
する。 この場合において、 同条第4項中 「療養の給付を受けるべき場合」とあ
るのは 「被保険者証が交付されているならば療養の給付を受けることができる
場合」と、 「入院時食事療養費の支給を受けるべき場合」とあるのは 「被保険者
証が交付されているならば入院時食事療養費の支給を受けることができる場
合」と、 「入院時生活療養費の支給を受けるべき場合」とあるのは 「被保険者証

が交付されているならば人院時生活療養費の支給を受けることができる場合」
と、 「保険外併用療養費の支給を受けるべき場合」とあるのは 「被保険者証が交
付されているならば保険外併用療養費の支給を受けることができる場合」と読
み替えるものとする。
【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね9 0日

備 考

設 定 日 平成 3 1年 3月 3 1日



《IDl 68500A申請国保年金課国民健康保険法第54条の4第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 I 国保年金課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和4年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 移送費の支給

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 国民健康保険法第 54条の 4第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
国民健康保険法第 54条の 4
国民健康保険法施行規則第 27条の 9、 第 27条の 10 、 第 27条の 1 1

■設定 □未設定

（移送費）
第 54条の 4 市町村及び組合は、 被保険者が療養の給付（保険外併用療養費に係

る療養及び特別療養費に係る療養を含む。）を受けるため病院又は診療所に移送
されたときは、 当該被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員に対し、 移送費
として、 厚生労働省 令で定めるところにより算定した額を支給する。

審 査 基 準 2 前項の移送費は、 厚生労働省 令で定めるところにより市町村又は組合が必要
であると認める場合に限り、 支給するものとする。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね9 0日

備 考

設 定 日 令和 5年 3月 3 1日



《IDl 68600A申請国保年金課国民健康保険法第55条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 I 国保年金課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 特別療養給付の支給

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 国民健康保険法第 55条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
国民健康保険法第 55条
国民健康保険法施行規則第 28条第 1項

■設定 □未設定

（被保険者が日 層労働者又はその被扶養者となった場合）
第 55 条 被保険者が第6条第7号に該当するに至ったためその資格を喪失した

場合において、 その資格を喪失した際現に療養の給付、 入院時食事療養費に係
る療養、 入院時生活療養費に係る療養、 保険外併用療養費に係る療養、 訪問看
護療養費に係る療養若しくは特別療養費に係る療養又は介護保険法（ 平成9年

法律第 123号） の規定による居宅介護サ ー ビス費に係る指定居宅サ ー ビス（同
法第41条第1項に規定する指定居宅サ ー ビスをいう。）（療養に相当するものに
限る。）、 特例居宅介護サ ー ビス費に係る居宅サ ー ビス（同法第 8条第1項に規
定する居宅サ ー ビスをいう。）若しくはこれに相当するサ ー ビス（これらのサ ー

ビスのうち療養に相当するものに限る。）、 地域密着型介護サ ー ビス費に係る指
定地域密着型サ ー ビス（同法第42条の 2第1項に規定する指定地域密着型サ ー

ビスをいう。）（療養に相当するものに限る。）、 特例地域密着型介護サ ー ビス費
審 査 基 準 に係る地域密着型サ ー ビス（同法第 8条第 14項に規定する地域密着型サ ー ビス

をいう。）若しくはこれに相当するサ ー ビス（これらのサ ー ビスのうち療養に相
当するものに限る。）、 施設介護サ ー ビス費に係る指定施設サ ー ビス等 （同法第
48条第1項に規定する指定施設サ ー ビス等をいう。）（療養に相当するものに限
る。）、 特例施設介護サ ー ビス費に係る施設サ ー ビス（同法第 8条第 26項に規定
する施設サ ー ビスをいう。）（療養に相当するものに限る。）、 介護予防サ ー ビス
費に係る指定介護予防サ ー ビス（同法第 53条第1項に規定する指定介誰予防サ
ー ビスをいう。）（療養に相当するものに限る。）若しくは特例介護予防サ ー ビス

費に係る介護予防サ ー ビス（同法第 8条の 2第1項に規定する介護予防サ ー ビ
スをいう。）若しくはこれに相当するサ ー ビス（これらのサ ー ビスのうち療養に

相当するものに限る。） を受けていたときは、 その者は、 当該疾病又は負傷及び
これによって発した疾病について当該市町村又は組合から療養の給付、 入院時
食事療養費の支給、 入院時生活療養費の支給、 保険外併用療養費の支給、 訪問
看護療養費の支給、特別療養費の支給又は移送費の支給を受けることができる。



2 前項の規定による療養の給付、 入院時食事療養費の支給、 入院時生活療養費
の支給、 保険外併用療養費の支給、 訪問看護療養費の支給、 特別療養費の支給
又は移送費の支給は、 次の各号のいずれかに該当するに至ったときは、 行わな
し‘

゜

(1) 当該疾病又は負傷につき、 健康保険法第 5章の規定による療養の給付、
入院時食事療養費の支給、 入院時生活療養費の支給、 保険外併用療養費の支
給、 訪問看護療養費の支給、 移送費の支給、 家族療養費の支給、 家族訪間看
護療養費の支給又は家族移送費の支給を受けることができるに至ったとき。

(2) その者が、 第6条第1号から第6号まで、 第 8号、 第9号又は第 11号の
いずれかに該当するに至ったとき。

(3) その者が、 当該疾病又は負傷につき、 他の市町村又は組合から療養の給
付、 入院時食事療養費の支給、 入院時生活療養費の支給、 保険外併用療養費
の支給、 訪間看護療養費の支給、 特別療養費の支給又は移送費の支給を受け
ることができるに至ったとき。

(4) 被保険者の資格を喪失した日から起算して 6箇月を経過したとき。
3 第1項の規定による療養の給付、 入院時食事療養費の支給、 入院時生活療養

費の支給、 保険外併用療養費の支給、 訪間看護療養費の支給、 特別療養費の支
給又は移送費の支給は、 当該疾病又は負傷につき、 健康保険法第 5章の規定に
よる特別療養費の支給又は移送費の支給若しくは家族移送費の支給を受けるこ
とができる間は、 行わない。

4 第1項の規定による療養の給付、 入院時食事療養費の支給、 入院時生活療養
費の支給、 保険外併用療養費の支給、 訪問看護療養費の支給又は特別療養費の
支給は、 当該疾病又は負傷につき、 介護保険法の規定によりそれぞれの給付に
相当する給付を受けることができる場合には、 行わない。
【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね9 0日

備 考

設 定 日 令和4年 3月 3 1日



《IDl 68700A申請国保年金課国民健康保険法第57条の2第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 I 国保年金課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 5年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 高額療養費の支給

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 国民健康保険法第 57条の 2第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
国民健康保険法第 57条の 2
国民健康保険法施行 令第 29条の 2、 第 29条の 2の 2、 第 29条の 3、 第 29条の 4

基 準 規 定 国民健康保険法施行規則第 27条の 12、 第 27条の 13の 2 ～第 27条の 13の 6、 第

審 査 基 準

参 考 資 料

27条の 14、 第 27条の 15、 第 27条の 16、 第 27条の 17、 第 27条の 17の 2、 第 27
条の 17の 3

■設定 □未設定

（高額療養費）
第 57条の 2 市町村及び組合は、 療養の給付について支払われた 一部負担金の額

又は療養（食事療養及び生活療養を除く。 次項において同じ。） に要した費用の
額からその療養に要した費用につき保険外併用療養費、 療養費、 訪間看護療養
費若しくは特別療養費として支給される額若しくは第 56 条第 2項の規定によ
り支給される差額に相当する額を控除した額（ 次条第1項において「 一部負担
金等の額」という。） が著しく高額であるときは、 世帯主又は組合員に対し、 高

額療養費を支給する。 ただし、 当該療養について療養の給付、 保険外併用療養
費の支給、 療養費の支給、 訪問看護療養費の支給若しくは特別療養費の支給又
は第 56条第 2項の規定による差額の支給を受けなかったときは、 この限りでな
1,,ヽ。

2 高額療養費の支給要 件、 支給額その他高額療養費の支給に関して必要な事項
は、 療養に必要な費用の負担の家計に与える影轡及び療養に要した費用の額を
考慮して、 政 令で定める。

【基準】
上記の条文及び基準規定による。

標準処理期間 I ■設定 □未設定



おおむね4 0日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《IDl 68800A申請国保年金課国民健康保険法第57条の3第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 I 国保年金課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 5年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 高額介護 合算療養費の支給

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 国民健康保険法第 57条の 3第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
国民健康保険法第 57条の 2第 2項、 第 57条の 3

基 準 規 定 国民健康保険法施行 令第 29条の 4の 2、 第 29条の 4の 3、 第 29条の 4の 4
国民健康保険法施行規則第 27条の 18～第 27条の 27
■設定 □未設定

（高額介護 合算療養費）
第 57条の 3 市町村及び組合は、 一部負担金等の額（ 前条第1項の高額療養費が

支給される場合にあっては、 当該支給額に相当する額を控除して得た額） 並び
に介護保険法第 5 1条第1項に規定する介護サ ー ビス 利用者負担額（同項の高額
介護サ ー ビス費が支給される場合にあっては、 当該支給額を控除して得た額）
及び同法第 6 1条第1項に規定する介護予防サ ー ビス 利用者負担額（同項の 裔額
介護予防サ ー ビス費が支給される場合にあっては、 当該支給額を控除して得た
額） の 合 計額が著しく高額であるときは、 世帯主又は組合員に対し、 高額介護

審 査 基 準 合算療養費を支給する。 ただし、 当該 一部負担金等の額に係る療養の給付、 保
険外併用療養費の支給、 療養費の支給、 訪間看護療養費の支給若しくは特別療
養費の支給又は第 56条第 2項の規定による差額の支給を受けなかったときは、
この限りでない。

2 前条第 2項の規定は、 裔額介護 合算療養費の支給について準用する。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね1 2 0日



備 考

設 定 日 令和 6 年3月31日



《ID281 900A申請国保年金課国民健康保険法 施行令第29条の2第7 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 I 国保年金課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 特定疾病給付対 象療養に係る市町村又は組合の認定

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 国民健康保険法施行 令第 29条の 2第7項

＜審査基準／標準処理期間＞
国民健康保険法施行 令第 27条の 2、 第 29条の 2第7項、 第 29条の 3第 8項
国民健康保険法施行規則第 27条の 12の 2第 1項•第 2項、 第 27条の 14

基 準 規 定 健康保険法施行 令第41条第7項
健康保険法施行 令第 41条第 7 項の規定に基づき 厚生労働大巨が定める医療に関
する給付（平成 2 1年4月 30 日 厚生労働省 告 示第 290 号）

■設定 □未設定

（月間の高額療養費の支給要 件及び支給額）
第 29条の 2 裔額療養費は、 次に掲げる額を 合算した額から 次項から第5項まで

の規定により支給される高額療養費の額を控除した額（ 以下この項において「 一

部負担金等世帯 合算額」という。） が高額療養費算定基準額を超える場合に支給
するものとし、 その額は、 一部負担金等世帯 合算額から高額療養費算定基準額
を控除した額とする。

(1 ) 被保険者（法第 55条第1項の規定により療養の給付、 保険外併用療養費
の支給、訪間看護療養費の支給又は特別療養費の支給を受けている者を含む。
以下この条、 第 29条の 3及び第 29条の 4において同じ。） が、 同 一の月にそ

れぞれ 一の病院、 診療所、 薬局その他の者（ 以下「病院等」という。） につい

審 査 基 準 て受けた療養（法第 36条第 2項第1号に規定する食事療養（ 以下この条にお
いて 単に「食事療養」という。） 及び同項第 2号に規定する生活療養（ 以下こ
の条において 単に「生活療養」という。） を除く。 以下この項から第 5項まで、
第 29条の 4第1項及び第 29条の 4の 2において同じ。）であって 次号に規定
する特定給付対 象療養 以外のものに係る イから ヌまでに掲げる額(70歳に達
する日の属する月以 前の療養に係るものにあっては、 2 1, 0 0 0 円（第 29条の
3第6項に規定する 75歳 到達時特例対 象療養に係るものにあっては、 10 , 50 0
円） 以 上のものに限る。） を 合算した額

イ 一部負担金の額（当該被保険者が、 同 一の月において、 口に規定する場合
に該当するときは、 口に掲げる額を 加えた額とする。 ハにおいて同じ。） と リ
に掲げる額との 合 計額

ロ 法第 56条第1項に規定する法 令による医療に関する現 物給付及び同条第
2項の規定による差額の支給を受けた場合における当該差額の算定の基 礎と



なった 一部負担金の額
ハ 当該療養が法第 36条第 2項第3号に規定する 評価療養、同項第4号に規定

する 患者 申出療養又は同項第 5号に規定する 選定療養を含む場合における 一

部負担金の額に保険外併用療養費の支給についての療養につき算定した費用
の額（その額が現に当該療養に要した費用の額を超えるときは、 当該現に療
養に要した費用の額とする。 二において同じ。） から当該療養に要した費用に
つき保険外併用療養費として支給される額に相当する額を控除した額（当該
被保険者が、 同 一の月において、 二に規定する場合に該当するときは、 二に
掲げる額を 加えた額とする。） を 加えた額と、 リに掲げる額との 合 計額

二 保険外併用療養費の支給を受けるべき場合について法第 56条第1項に規
定する法 令による医療費の支給及び同条第 2項の規定による差額の支給を受
けた場合における当該差額の算定の基 礎となった保険外併用療養費の額を当
該保険外併用療養費の支給についての療養につき算定した費用の額から控除
した額

ホ 療養費の支給についての療養につき算定した費用の額（その額が現に当該
療養に要した費用の額を超えるときは、 当該現に療養に要した費用の額とす
る。 へにおいて同じ。） から当該療養に要した費用につき療養費として支給さ
れる額に相当する額を控除した額（当該被保険者が、 同 一の月において、 ヘ

に規定する場合に該当するときは、 へに掲げる額を 加えた額とする。）
ヘ 療養費の支給を受けるべき場合について法第 56 条第1項に規定する法 令

による医療費の支給及び同条第 2項の規定による差額の支給を受けた場合に
おける当該差額の算定の基 礎となった療養費の額を当該療養費の支給につい
ての療養につき算定した費用の額から控除した額

卜 訪問看護療養費の支給についての療養につき算定した費用の額から当該療
養に要した費用の額につき訪間看護療養費として支給される額に相当する額
を控除した額（当該被保険者が、 同 一の月において、 チに規定する場合に該
当するときは、 チに掲げる額を 加えた額とする。） と リに掲げる額との 合 計額

チ 訪間看護療養費の支給を受けるべき場合について法第 56条第1項に規定
する法 令による医療費の支給及び同条第 2項の規定による差額の支給を受け
た場合における当該差額の算定の基 礎となった訪問看護療養費の額を当該訪
間看護療養費の支給についての療養につき算定した費用の額から控除した額

リ 特別療養費の支給についての療養につき算定した費用の額（その額が現に
当該療養に要した費用の額を超えるときは、 当該現に療養に要した費用の額
とする。 ヌにおいて同じ。） から当該療養に要した費用の額につき特別療養費
として支給される額に相当する額を控除した額（当該被保険者が、 同 一の月
において、 ヌに規定する場合に該当するときは、 ヌに掲げる額を 加えた額と
する。）

ヌ 特別療養費の支給を受けるべき場合について法第 56条第1項に規定する
法 令による医療費の支給及び同条第 2項の規定による差額の支給を受けた場
合における当該差額の算定の基 礎となった特別療養費の額を当該特別療養費

の支給についての療養につき算定した費用の額から控除した額
( 2 )  被保険者が 前号と同 一の月にそれぞれ 一の病院等について受けた特定給

付対 象療養（原子爆弾被爆者に対する 援護に関する法律による 一般疾病医療
費（第 29条の 4第3項において「原爆 一般疾病医療費」という。） の支給そ
の他 厚生労働省 令で定める医療に関する給付が行われるべき療養及び当該被
保険者が第 8項の規定による市町村又は組合の認定を受けた場合における同
項に規定する療養をいう。 以下同じ。） について当該被保険者がなお負担すべ
き額(70歳に達する日の属する月以 前の特定給付対 象療養に係るものにあっ
ては、当該特定給付対 象療養に係る 前号 イから ヌまでに掲げる額が 2 1, 0 0 0 円
（第 29条の 3第6項に規定する 75歳 到達時特例対 象療養に係るものにあっ



ては、 10 , 50 0 円） 以 上のものに限る。） を 合算した額
2 被保険者が療養（第 29条の 3第6項に規定する 75歳 到達時特例対 象療養で

あって、 70 歳に達する日の属する月以 前のものに限る。） を受けた場合におい
て、 当該被保険者が同 一の月にそれぞれ 一の病院等について受けた当該療養に
係る 前項第1号及び第 2号に掲げる額を当該被保険者 ごとにそれぞれ 合算した
額が高額療養費算定基準額を超えるときは、 当該それぞれ 合算した額から高額
療養費算定基準額を控除した額の 合算額を高額療養費として支給する。

3 被保険者が療養(70歳に達する日の属する月の 翌月以後の療養に限る。 第 5
項において同じ。） を受けた場合において、 当該被保険者が同 一の月にそれぞれ
ーの病院等について受けた当該療養に係る 次に掲げる額を 合算した額から 次項

又は第 5項の規定により支給される高額療養費の額を控除した額（ 以下この項
において「70歳 以 上 一部負担金等世帯 合算額」という。） が高額療養費算定基準
額を超えるときは、当該 70歳 以 上 一部負担金等世帯 合算額から高額療養費算定
基準額を控除した額を高額療養費として支給する。
( 1 )  被保険者が受けた当該療養（特定給付対 象療養を除く。） に係る第 1項第

1号 イから ヌまでに掲げる額を 合算した額
( 2 )  被保険者が受けた当該療養（特定給付対 象療養に限る。） について、 当該

被保険者がなお負担すべき額を 合算した額
4 被保険者が 次に掲げる療養（第 2号から第4号までに掲げる療養にあっては、

70歳に達する日の属する月の 翌月以後のものに限る。） を受けた場合において、
当該被保険者が同 一の月にそれぞれ 一の病院等について受けた当該療養に係る
前項第1号及び第 2号に掲げる額を当該被保険者 ごとにそれぞれ 合算した額か

ら 次項の規定により支給される 裔額療養費の額のうち当該被保険者に係る額を
それぞれ控除した額が高額療養費算定基準額を超えるときは、 当該それぞれ控
除した額から 裔額療養費算定基準額を控除した額の 合算額を高額療養費として
支給する。

(1) 高 齢者医療確保法第 52条第1号に該当し、月の 初日 以外の日において高
齢者医療確保法第 50 条の規定による被保険者（ 以下「後期高 齢者医療の被保

険者」という。） の資格を取得したことにより国民健康保険の被保険者の資格
を喪失した者が、 同日の 前日の属する月（同日 以 前の期間に限る。） に受けた
療養

( 2 )  被用者保険被保険者（健康保険の被保険者（日 雇特例被保険者であった
者（健康保険法施行 令（大正 15年勅令第 243号） 第41条の 2第9項に規定
する日 雇特例被保険者であった者をいう。第 29条の 4の 3第4項において同
じ。） を含む。）、 船員保険の被保険者、 国家公務員 共済組合法（昭和 33年法
律第 128号）若しくは地 方公務員等 共済組合法（昭和 37年法律第 152号） に
基づく 共済組合の組合員又は 私立学校教職員 共済法 （昭和 28年法律第 245
号） の規定による 私立学校教職員 共済制度の 加入者をいう。 以下この号及び
次条第1項第 5号において同じ。） が高 齢者医療確保法第 52条第1号に該当

し後期 裔齢者医療の被保険者の資格を取得したことにより、 月の 初日 以外の
日において国民健康保険の被保険者の資格を取得した当該被用者保険被保険
者の被扶養者（健康保険法、 船員保険法（昭和 14年法律第73号） 又は国家
公務員 共済組合法（他の法律において準用する場合を含む。）若しくは地 方公

務員等 共済組合法の規定による被扶養者をいう。第 29条の 4の 3第4項を除
き、 以下この章において同じ。） であった者が、 同日の属する月（同日 以後の
期間に限る。） に受けた療養

( 3 )  組合の組合員が高 齢者医療確保法第 52 条第1号に該当し後期高 齢者医
療の被保険者の資格を取得したことにより、 月の 初日 以外の日において当該
組合の被保険者の資格を喪失した当該組合員の世帯に属する当該組合員 以外
の被保険者であった者が、 同日の 前日の属する月（同日 以 前の期間に限る。）



に受けた療養
(4 ) 組合の組合員が高 齢者医療確保法第 52 条第1号に該当し後期高 齢者医

療の被保険者の資格を取得したことにより、 月の 初日 以外の日において当該
組合 以外の国民健康保険の被保険者の資格を取得した当該組合員の世帯に属
する当該組合員 以外の被保険者であった者が、 同日の属する月（同日 以後の
期間に限る。） に受けた療養

5 被保険者（法第42条第1項第4号の規定が適用される者である場合を除く。）
が療養（外 来療養（法第 36条第1項第1号から第4号までに掲げる療養（同項
第 5号に掲げる療養に伴うものを除く。） をいう。 次条並びに第 29条の 3第7
項第3号及び第 8項第3号において同じ。） に限る。） を受けた場合において、
当該被保険者が同 一の月にそれぞれ 一の病院等について受けた当該療養に係る
第3項第1号及び第 2号に掲げる額を当該被保険者 ごとにそれぞれ 合算した額
が高額療養費算定基準額を超えるときは、 当該それぞれ 合算した額から高額療
養費算定基準額を控除した額の 合算額を高額療養費として支給する。

6 被保険者が特定給付対 象療養 （当該被保険者が 次項の規定による市町村又は
組合の認定を受けた場合における同項に規定する特定疾病給付対 象療養及び当
該被保険者が第 8項の規定による市町村又は組合の認定を受けた場合における
同項に規定する療養を除く。） を受けた場合において、 当該被保険者が同 一の月
にそれぞれ 一の病院等について受けた当該特定給付対 象療養に係る第1項第1
号 イから ヌまでに掲げる額が高額療養費算定基準額を超えるときは、 当該同号
イから ヌまでに掲げる額から高額療養費算定基準額を控除した額を 裔額療養費

として支給する。
7 被保険者が特定疾病給付対 象療養（特定給付対 象療養 （当該被保険者が 次項

の規定による市町村又は組合の認定を受けた場合における同項に規定する療養
を除く。） のうち健康保険法施行 令第 41条第 7項に規定する 厚生労働大臣が定
める医療に関する給付が行われるべきものをいう。 第 29条の 3第 8項において
同じ。） を受けた場合において、 当該特定疾病給付対 象療養を受けた被保険者が
厚生労働省 令で定めるところにより市町村又は組合の認定を受けたものであ

り、 かつ、 当該被保険者が同 一の月にそれぞれ 一の病院等から受けた当該特定
疾病給付対 象療養に係る第1項第1号 イから ヌまでに掲げる額が高額療養費算
定基準額を超えるときは、 当該同号 イから ヌまでに掲げる額から高額療養費算
定基準額を控除した額を高額療養費として支給する。

8 被保険者が健康保険法施行 令第 41 条第 9項に規定する 厚生労働大臣の定め
る疾病に係る療養（食事療養及び生活療養を除く。） を受けた場合において、 当
該療養を受けた被保険者が 厚生労働省 令の定めるところにより市町村又は組合
の認定を受けたものであり、 かつ、 当該被保険者が同 一の月にそれぞれ 一の病
院等につき受けた当該療養に係る第1項第1号 イから ヌまでに掲げる額が高額
療養費算定基準額を超えるときは、 当該同号 イから ヌまでに掲げる額から高額
療養費算定基準額を控除した額を高額療養費として支給する。

9 ーの月において、 一の市町村の区域内に住所を有する被保険者（ 都道府県が
当該 都道府県内の市町村とともに行う国民健康保険（第 29条の 3及び第 29条
の 4の 2第 8項において 「都道府県等が行う国民健康保険」という。） の被保険
者に限る。） が、 月の 初日 以外の日において当該市町村が属する 都道府県内の他
の市町村の区域内に住所を有するに至り、 継続して同 一の世帯に属すると認め
られるときは、 当該被保険者が当該 都道府県等が行う国民健康保険の被保険者
として当該月に受けた療養に係る 裔額療養費の支給に対する第1項各号の規定
の適用については、同項各号中 「2 1, 0 0 0 円」とあるのは 「 10 , 50 0 円」と、 「 10 , 50 0
円」とあるのは 「5, 250 円」とする。



【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね4 0日

備 考

設 定 日 令和4年 3月 3 1日



《ID282000A申請国保年金課国民健康保険法 施行令第29条の2第8 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 I 国保年金課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 特定疾病の認定

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 国民健康保険法施行 令第 29条の 2第 8項

＜審査基準／標準処理期間＞
国民健康保険法施行 令第 29条の 2第 8項、 第 29条の 3第 9項
国民健康保険法施行規則第 27条の 13第 1項•第 2項•第 3項、 第 27条の 14

基 準 規 定 健康保険法施行 令第41条第 9項
健康保険法施行 令第 41条第 9 項の規定に基づき 厚生労働大巨が定める治療及び
疾病（昭和 59年 9月 28日 厚生 省 告 示第 156号）

■設定 □未設定

（月間の高額療養費の支給要 件及び支給額）
第 29条の 2 裔額療養費は、 次に掲げる額を 合算した額から 次項から第 5項まで

の規定により支給される高額療養費の額を控除した額（ 以下この項において「 一

部負担金等世帯 合算額」という。） が高額療養費算定基準額を超える場合に支給
するものとし、 その額は、 一部負担金等世帯 合算額から高額療養費算定基準額
を控除した額とする。

(1 ) 被保険者（法第 55条第1項の規定により療養の給付、 保険外併用療養費
の支給、訪間看護療養費の支給又は特別療養費の支給を受けている者を含む。
以下この条、 第 29条の 3及び第 29条の 4において同じ。） が、 同 一の月にそ

れぞれ 一の病院、 診療所、 薬局その他の者（ 以下「病院等」という。） につい

審 査 基 準 て受けた療養（法第 36条第 2項第1号に規定する食事療養（ 以下この条にお
いて 単に「食事療養」という。） 及び同項第 2号に規定する生活療養（ 以下こ
の条において 単に「生活療養」という。） を除く。 以下この項から第 5項まで、
第 29条の 4第1項及び第 29条の 4の 2において同じ。）であって 次号に規定
する特定給付対 象療養 以外のものに係る イから ヌまでに掲げる額(70歳に達
する日の属する月以 前の療養に係るものにあっては、 2 1, 0 0 0 円（第 29条の
3第6項に規定する 75歳 到達時特例対 象療養に係るものにあっては、 10 , 50 0
円） 以 上のものに限る。） を 合算した額

イ 一部負担金の額（当該被保険者が、 同 一の月において、 口に規定する場合
に該当するときは、 口に掲げる額を 加えた額とする。 ハにおいて同じ。） と リ
に掲げる額との 合 計額

ロ 法第 56 条第1項に規定する法 令による医療に関する現 物給付及び同条第
2項の規定による差額の支給を受けた場合における当該差額の算定の基 礎と



なった 一部負担金の額
ハ 当該療養が法第 36条第 2項第3号に規定する 評価療養、同項第4号に規定

する 患者 申出療養又は同項第 5号に規定する 選定療養を含む場合における 一

部負担金の額に保険外併用療養費の支給についての療養につき算定した費用
の額（その額が現に当該療養に要した費用の額を超えるときは、 当該現に療
養に要した費用の額とする。 二において同じ。） から当該療養に要した費用に
つき保険外併用療養費として支給される額に相当する額を控除した額（当該
被保険者が、 同 一の月において、 二に規定する場合に該当するときは、 二に
掲げる額を 加えた額とする。） を 加えた額と、 リに掲げる額との 合 計額

二 保険外併用療養費の支給を受けるべき場合について法第 56条第1項に規
定する法 令による医療費の支給及び同条第 2項の規定による差額の支給を受
けた場合における当該差額の算定の基 礎となった保険外併用療養費の額を当
該保険外併用療養費の支給についての療養につき算定した費用の額から控除
した額

ホ 療養費の支給についての療養につき算定した費用の額（その額が現に当該
療養に要した費用の額を超えるときは、 当該現に療養に要した費用の額とす
る。 へにおいて同じ。） から当該療養に要した費用につき療養費として支給さ
れる額に相当する額を控除した額（当該被保険者が、 同 一の月において、 ヘ

に規定する場合に該当するときは、 へに掲げる額を 加えた額とする。）
ヘ 療養費の支給を受けるべき場合について法第 56 条第1項に規定する法 令

による医療費の支給及び同条第 2項の規定による差額の支給を受けた場合に
おける当該差額の算定の基 礎となった療養費の額を当該療養費の支給につい
ての療養につき算定した費用の額から控除した額

卜 訪問看護療養費の支給についての療養につき算定した費用の額から当該療
養に要した費用の額につき訪間看護療養費として支給される額に相当する額
を控除した額（当該被保険者が、 同 一の月において、 チに規定する場合に該
当するときは、 チに掲げる額を 加えた額とする。） と リに掲げる額との 合 計額

チ 訪間看護療養費の支給を受けるべき場合について法第 56条第1項に規定
する法 令による医療費の支給及び同条第 2項の規定による差額の支給を受け
た場合における当該差額の算定の基 礎となった訪問看護療養費の額を当該訪
間看護療養費の支給についての療養につき算定した費用の額から控除した額

リ 特別療養費の支給についての療養につき算定した費用の額（その額が現に
当該療養に要した費用の額を超えるときは、 当該現に療養に要した費用の額
とする。 ヌにおいて同じ。） から当該療養に要した費用の額につき特別療養費
として支給される額に相当する額を控除した額（当該被保険者が、 同 一の月
において、 ヌに規定する場合に該当するときは、 ヌに掲げる額を 加えた額と
する。）

ヌ 特別療養費の支給を受けるべき場合について法第 56条第1項に規定する
法 令による医療費の支給及び同条第 2項の規定による差額の支給を受けた場
合における当該差額の算定の基 礎となった特別療養費の額を当該特別療養費

の支給についての療養につき算定した費用の額から控除した額
( 2 )  被保険者が 前号と同 一の月にそれぞれ 一の病院等について受けた特定給

付対 象療養（原子爆弾被爆者に対する 援護に関する法律による 一般疾病医療
費（第 29条の 4第3項において「原爆 一般疾病医療費」という。） の支給そ
の他 厚生労働省 令で定める医療に関する給付が行われるべき療養及び当該被
保険者が第 8項の規定による市町村又は組合の認定を受けた場合における同
項に規定する療養をいう。 以下同じ。） について当該被保険者がなお負担すべ
き額(70歳に達する日の属する月以 前の特定給付対 象療養に係るものにあっ
ては、当該特定給付対 象療養に係る 前号 イから ヌまでに掲げる額が 2 1, 0 0 0 円
（第 29条の 3第6項に規定する 75歳 到達時特例対 象療養に係るものにあっ



ては、 10 , 50 0 円） 以 上のものに限る。） を 合算した額
2 被保険者が療養（第 29条の 3第6項に規定する 75歳 到達時特例対 象療養で

あって、 70 歳に達する日の属する月以 前のものに限る。） を受けた場合におい
て、 当該被保険者が同 一の月にそれぞれ 一の病院等について受けた当該療養に
係る 前項第1号及び第 2号に掲げる額を当該被保険者 ごとにそれぞれ 合算した
額が高額療養費算定基準額を超えるときは、 当該それぞれ 合算した額から高額
療養費算定基準額を控除した額の 合算額を高額療養費として支給する。

3 被保険者が療養(70歳に達する日の属する月の 翌月以後の療養に限る。 第 5
項において同じ。） を受けた場合において、 当該被保険者が同 一の月にそれぞれ
ーの病院等について受けた当該療養に係る 次に掲げる額を 合算した額から 次項

又は第 5項の規定により支給される高額療養費の額を控除した額（ 以下この項
において「70歳 以 上 一部負担金等世帯 合算額」という。） が高額療養費算定基準
額を超えるときは、当該 70歳 以 上 一部負担金等世帯 合算額から高額療養費算定
基準額を控除した額を高額療養費として支給する。
( 1 )  被保険者が受けた当該療養（特定給付対 象療養を除く。） に係る第 1項第

1号 イから ヌまでに掲げる額を 合算した額
( 2 )  被保険者が受けた当該療養（特定給付対 象療養に限る。） について、 当該

被保険者がなお負担すべき額を 合算した額
4 被保険者が 次に掲げる療養（第 2号から第4号までに掲げる療養にあっては、

70歳に達する日の属する月の 翌月以後のものに限る。） を受けた場合において、
当該被保険者が同 一の月にそれぞれ 一の病院等について受けた当該療養に係る
前項第1号及び第 2号に掲げる額を当該被保険者 ごとにそれぞれ 合算した額か

ら 次項の規定により支給される 裔額療養費の額のうち当該被保険者に係る額を
それぞれ控除した額が高額療養費算定基準額を超えるときは、 当該それぞれ控
除した額から 裔額療養費算定基準額を控除した額の 合算額を高額療養費として
支給する。

(1) 高 齢者医療確保法第 52条第1号に該当し、月の 初日 以外の日において高
齢者医療確保法第 50 条の規定による被保険者（ 以下「後期高 齢者医療の被保

険者」という。） の資格を取得したことにより国民健康保険の被保険者の資格
を喪失した者が、 同日の 前日の属する月（同日 以 前の期間に限る。） に受けた
療養

( 2 )  被用者保険被保険者（健康保険の被保険者（日 雇特例被保険者であった
者（健康保険法施行 令（大正 15年勅令第 243号） 第41条の 2第9項に規定
する日 雇特例被保険者であった者をいう。第 29条の 4の 3第4項において同
じ。） を含む。）、 船員保険の被保険者、 国家公務員 共済組合法（昭和 33年法
律第 128号）若しくは地 方公務員等 共済組合法（昭和 37年法律第 152号） に
基づく 共済組合の組合員又は 私立学校教職員 共済法 （昭和 28年法律第 245
号） の規定による 私立学校教職員 共済制度の 加入者をいう。 以下この号及び
次条第1項第 5号において同じ。） が高 齢者医療確保法第 52条第1号に該当

し後期 裔齢者医療の被保険者の資格を取得したことにより、 月の 初日 以外の
日において国民健康保険の被保険者の資格を取得した当該被用者保険被保険
者の被扶養者（健康保険法、 船員保険法（昭和 14年法律第73号） 又は国家
公務員 共済組合法（他の法律において準用する場合を含む。）若しくは地 方公

務員等 共済組合法の規定による被扶養者をいう。第 29条の 4の 3第4項を除
き、 以下この章において同じ。） であった者が、 同日の属する月（同日 以後の
期間に限る。） に受けた療養

( 3 )  組合の組合員が高 齢者医療確保法第 52 条第1号に該当し後期高 齢者医
療の被保険者の資格を取得したことにより、 月の 初日 以外の日において当該
組合の被保険者の資格を喪失した当該組合員の世帯に属する当該組合員 以外
の被保険者であった者が、 同日の 前日の属する月（同日 以 前の期間に限る。）



に受けた療養
(4 ) 組合の組合員が高 齢者医療確保法第 52 条第1号に該当し後期高 齢者医

療の被保険者の資格を取得したことにより、 月の 初日 以外の日において当該
組合 以外の国民健康保険の被保険者の資格を取得した当該組合員の世帯に属
する当該組合員 以外の被保険者であった者が、 同日の属する月（同日 以後の
期間に限る。） に受けた療養

5 被保険者（法第42条第1項第4号の規定が適用される者である場合を除く。）
が療養（外 来療養（法第 36条第1項第1号から第4号までに掲げる療養（同項
第 5号に掲げる療養に伴うものを除く。） をいう。 次条並びに第 29条の 3第7
項第3号及び第 8項第3号において同じ。） に限る。） を受けた場合において、
当該被保険者が同 一の月にそれぞれ 一の病院等について受けた当該療養に係る
第3項第1号及び第 2号に掲げる額を当該被保険者 ごとにそれぞれ 合算した額
が高額療養費算定基準額を超えるときは、 当該それぞれ 合算した額から高額療
養費算定基準額を控除した額の 合算額を高額療養費として支給する。

6 被保険者が特定給付対 象療養 （当該被保険者が 次項の規定による市町村又は
組合の認定を受けた場合における同項に規定する特定疾病給付対 象療養及び当
該被保険者が第 8項の規定による市町村又は組合の認定を受けた場合における
同項に規定する療養を除く。） を受けた場合において、 当該被保険者が同 一の月
にそれぞれ 一の病院等について受けた当該特定給付対 象療養に係る第1項第1
号 イから ヌまでに掲げる額が高額療養費算定基準額を超えるときは、 当該同号
イから ヌまでに掲げる額から高額療養費算定基準額を控除した額を 裔額療養費

として支給する。
7 被保険者が特定疾病給付対 象療養（特定給付対 象療養 （当該被保険者が 次項

の規定による市町村又は組合の認定を受けた場合における同項に規定する療養
を除く。） のうち健康保険法施行 令第 41条第 7項に規定する 厚生労働大臣が定
める医療に関する給付が行われるべきものをいう。 第 29条の 3第 8項において
同じ。） を受けた場合において、 当該特定疾病給付対 象療養を受けた被保険者が
厚生労働省 令で定めるところにより市町村又は組合の認定を受けたものであ

り、 かつ、 当該被保険者が同 一の月にそれぞれ 一の病院等から受けた当該特定
疾病給付対 象療養に係る第1項第1号 イから ヌまでに掲げる額が高額療養費算
定基準額を超えるときは、 当該同号 イから ヌまでに掲げる額から高額療養費算
定基準額を控除した額を高額療養費として支給する。

8 被保険者が健康保険法施行 令第 41 条第 9項に規定する 厚生労働大臣の定め
る疾病に係る療養（食事療養及び生活療養を除く。） を受けた場合において、 当
該療養を受けた被保険者が 厚生労働省 令の定めるところにより市町村又は組合
の認定を受けたものであり、 かつ、 当該被保険者が同 一の月にそれぞれ 一の病
院等につき受けた当該療養に係る第1項第1号 イから ヌまでに掲げる額が高額
療養費算定基準額を超えるときは、 当該同号 イから ヌまでに掲げる額から高額
療養費算定基準額を控除した額を高額療養費として支給する。

9 ーの月において、 一の市町村の区域内に住所を有する被保険者（ 都道府県が
当該 都道府県内の市町村とともに行う国民健康保険（第 29条の 3及び第 29条
の 4の 2第 8項において 「都道府県等が行う国民健康保険」という。） の被保険
者に限る。） が、 月の 初日 以外の日において当該市町村が属する 都道府県内の他
の市町村の区域内に住所を有するに至り、 継続して同 一の世帯に属すると認め
られるときは、 当該被保険者が当該 都道府県等が行う国民健康保険の被保険者
として当該月に受けた療養に係る 裔額療養費の支給に対する第1項各号の規定
の適用については、同項各号中 「2 1, 0 0 0 円」とあるのは 「 10 , 50 0 円」と、 「 10 , 50 0
円」とあるのは 「5, 250 円」とする。



【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね 30 日

備 考

設 定 日 令和4年 3月 3 1日



《ID2821 ODA申請国保年金課国民健康保険法 施行規則第27条の14の2第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 I 国保年金課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 限 度額適用の認定

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 国民健康保険法施行規則第 27条の 14の 2第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
国民健康保険法施行 令第 29条の 4第 1項第 1号•第 2号
国民健康保険法施行規則第 27条の 14の 2第 1項

■設定 □未設定

（ 令第 29条の 4第1項第1号又は第 2号の市町村又は組合の認定）
第 27条の 14の 2 市町村又は組合は、 被保険者が 令第 29条の 3第1項各号又は

第 3項各号に掲げる場合のいずれかに該当するときは、 当該被保険者の属する
世帯の世帯主が保険料を滞納していることを確認した場合（第 5条の 8第1項
の規定により世帯主が届書を 提出し、 当該世帯主が滞納している保険料につき
令第1条に定める特別の事情があると認められる場合又は市町村若しくは組合

が適当と認める場合を除く。） を除き、 有 効期限を定めて、 令第 29条の 4第1
項第1号又は第 2号の規定による認定（ 以下この条において「認定」という。）
を行わなければならない。

2 市町村又は組合は、 認定を受けた被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員
であって、 次の各号に掲げる区分に応じて、 当該各号に定める 様式による限 度
額適用認定証（ 以下この条において「限 度額適用認定証」という。） の交付を受

審 査 基 準 けようとするものから 申 詰嚇の 提出があったときは、 限 度額適用認定証を、 当
該世帯主又は組合員に交付しなければならない。 ただし、 当該被保険者が減額
認定証の交付を受けており、 市町村又は組合が当該減額認定証に限 度額適用認
定証を 兼ねる旨を明記した場合は、 この限りでない。

(1) 市町村 様式第1号の 8による限 度額適用認定証
(2) 組合 様式第1号の 8の 2による限 度額適用認定証
3 認定を受けた被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員が 前項の規定により

限 度額適用認定証の交付を受けた場合であって、 認定を受けた被保険者が 次の
各号のいずれかに該当するに至ったときは、 世帯主又は組合員は、 遅滞なく、
限 度額適用認定証を当該世帯主が住所を有する市町村又は組合に返還しなけれ
ばならない。

(1) 令第 29条の 4第1項第1号 イに掲げる者が 令第 29条の 3第1項第1号
に掲げる場合に該当しなくなったとき、 令第 29条の 4第1項第1号 口に掲げ
る者が 令第 29条の 3第1項第 2号に掲げる場合に該当しなくなったとき、 令



第 29条の 4第1項第1号 ハに掲げる者が 令第 29条の 3第1項第3号に掲げ
る場合に該当しなくなったとき、 令第 29条の 4第1項第1号 二に掲げる者が
令第 29 条の 3第1項第4号に掲げる場合に該当しなくなったとき若しくは
令第 29条の 4第1項第1号 ホに掲げる者が 令第 29条の 3第1項第 5号に掲
げる場合に該当しなくなったとき又は 令第 29 条の 4第1項第 2号 イに掲げ

る者が 令第 29条の 3第3項第1号に掲げる場合に該当しなくなったとき、 令
第 29条の 4第1項第 2号 口に掲げる者が 令第 29条の 3第3項第 2号に掲げ
る場合に該当しなくなったとき、 令第 29条の 4第1項第 2号 ハに掲げる者が
令第 29条の 3第3項第3号に掲げる場合に該当しなくなったとき、 令第 29

条の 4第1項第 2号 二に掲げる者が 令第 29 条の 3第3項第4号に掲げる場
合に該当しなくなったとき若しくは 令第 29 条の 4第1項第 2号 ホに掲げる

者が 令第 29条の 3第3項第 5号に掲げる場合に該当しなくなったとき。
(2) 限 度額適用認定証の有 効期限に至ったとき。

4 市町村又は組合は、 第 2項の規定により限 度額適用認定証の交付を受けた場
合であって、 認定を受けた被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員が、 当該

認定後に保険料を滞納した場合においては、 第 5条の 8第1項（第 20 条におい
て準用する場合を含む。）の規定による届出により当該保険料の滞納につき 令第
1条に定める特別の事情があると認められる場合又は当該市町村又は組合が適

当と認める場合を除き、 当該世帯主に対し限 度額適用認定証の返還を求めるこ
とができる。 この場合における特別の事情に関する届出に係る届書については、
第 5条の 8第3項の規定を準用する。

5 第7条の 2（第3項ただし書を除く。） 及び第 26条の 3第 5項から第 8項ま
での規定は、 限 度額適用認定証について準用する。

6 認定を受けた被保険者は、 保険医療機関等又は指定訪問看護事業者について
療養を受けようとするときは、 それぞれ当該保険医療機関等又は指定訪間看護
事業者において、 認定を受けていることの確認を受けなければならない。 この
場合において、 当該認定を受けた者が、 第 24条の 4に規定する 方法により被保
険者であることの確認を受け、 当該療養を受けようとするとき（当該保険医療
機関等又は指定訪間看護事業者において、 認定を受けていることの電子 的確認
を受けることができる場合を除く。） は、 被保険者証又は 処方せ んに 添えて、 限
度額適用認定証を当該保険医療機関等又は指定訪問看護事業者に 提出しなけれ

ばならない。
【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね3 0日

備 考

設 定 日 令和4年 3月 3 1日



《ID282200A申請国保年金課国民健康保険法 施行規則第27条の14の5》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 I 国保年金課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 限 度額適用 ・ 標準負担額減額の認定

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 国民健康保険法施行規則第 27条の 14の 5

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
国民健康保険法施行 令第 29条の 4第 1項第 3号 ホ ・ ヘ•第4号 ホ ・ ヘ•第 5号 ロ
国民健康保険法施行規則第 27条の 14の 5

■設定 □未設定

（ 令第 29条の 4第1項第3号 ホ若しくは へ、第4号 ホ若しくは へ又は第 5号 口の
市町村又は組合の認定）

第 27条の 14の 5 市町村又は組合は、 被保険者が 令第 29条の 3第4項第5号若
しくは第6号、 第 5項第 5号若しくは第6号又は第6項第 2号に掲げる場合の
いずれかに該当している場合には、 令第 29条の 4第1項第3号 ホ若しくは へ、
第4号 ホ若しくは へ又は第 5号 口の規定による認定（ 以下この条において「認
定」という。） を行わなければならない。

2 市町村又は組合は、 認定を受けた被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員
であって、 次の各号に掲げる区分に応じて、 当該各号に定める 様式による限 度
額適用 ・ 標準負担額減額認定証（ 以下「限 度額適用 ・減額認定証」という。） の
交付を受けようとするものから 申 請書の 提出があったときは、 限 度額適用 ・ 減
額認定証を、 当該世帯主又は組合員に有 効期限を定めて交付しなければならな

審 査 基 準 し ‘゜

(1) 市町村 様式第1号の 9による限 度額適用 ・ 標準負担額減額認定証
(2) 組合 様式第1号の 9の 2による限 度額適用 ・ 標準負担額減額認定証

3 認定を受けた被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員が 前項の規定により
限 度額適用 ・ 減額認定証の交付を受けた場合であって、 認定を受けた被保険者
が 次の各号のいずれかに該当するに至ったときは、 世帯主又は組合員は、 遅滞
なく、 限 度額適用 ・ 減額認定証を当該世帯主が住所を有する市町村又は組合に
返還しなければならない。

(1) 令第 29条の 4第1項第3号 ホに掲げる者が 令第 29条の 3第4項第5号
に掲げる場合に該当しなくなったとき若しくは 令第 29条の 4第1項第3号
ヘに掲げる者が 令第 29条の 3第4項第6号に掲げる場合に該当しなくなっ

たとき、 令第 29条の 4第1項第4号 ホに掲げる者が 令第 29条の 3第 5項第
5号に掲げる場合に該当しなくなったとき若しくは 令第 29条の 4第1項第
4号 へに掲げる者が 令第 29条の 3第 5項第6号に掲げる場合に該当しなく



参 考 資 料

標準処理期間

備 考

なったとき又は 令第 29条の 4第1項第 5号 口に掲げる者が 令第 29条の 3第
6項第 2号に掲げる場合に該当しなくなったとき。

(2 ) 限 度額適用・減額認定証の有 効期限に至った場合であって、 当該市町村
又は組合から限 度額適用・減額認定証の返還の求めがあったとき。

4 第 7条の 2（第3項ただし書を除く。） 及び第 26条の 3第 5項から第 8項ま
での規定は、 限 度額適用・減額認定証について準用する。

5 認定を受けた被保険者は、 保険医療機関等又は指定訪問看護事業者について
療養を受けようとするときは、 それぞれ当該保険医療機関等又は指定訪問看護
事業者において、 認定を受けていることの確認を受けなければならない。 この
場合において、 当該認定を受けた者が、 第 24条の 4に規定する 方法により被保
険者であることの確認を受け、 当該療養を受けようとするとき（当該保険医療
機関等又は指定訪問看護事業者において、 認定を受けていることの電子 的確認
を受けることができる場合を除く。） は、 被保険者証又は 処方せ んに 添えて、 限
度額適用・減額認定証を当該保険医療機関等又は指定訪問看護事業者に 提出し

なければならない。
6 第 26条の 5（第 26条の 7第 2項において準用する場合を含む。） の規定は、

認定を受けていることの確認を受けることなく減額しない額の食事療養標準負
担額又は生活療養標準負担額を支払った場合における被保険者に対する入院時
食事療養費、入院時生活療養費又は保険外併用療養費の支給について準用する。
この場合において、 第 26条の 5の 見出し中 「食事療養標準負担額」とあるのは

「食事療養標準負担額又は生活療養標準負担額」と、 同条第1項中 「減額しな
い額の食事療養標準負担額」とあるのは 「減額しない額の食事療養標準負担額
又は生活療養標準負担額」と、 「を入院時食事療養費」とあるのは 「又は当該生

活療養について支払つた生活療養標準負担額から生活療養標準負担額の減額が
あったとすれば支払うべきであった生活療養標準負担額を控除した額に相当す
る額を、 それぞれ入院時食事療養費若しくは保険外併用療養費又は入院時生活
療養費若しくは保険外併用療養費」と、 同条第 2項中 「食事療養を」とあるのは

「食事療養又は生活療養を」と、 「食事療養標準負担額」とあるのは 「食事療養
標準負担額又は生活療養について支払った生活療養標準負担額」と、 同条第3
項中 「食事療養標準負担額」とあるのは 「食事療養標準負担額又は生活療養標
準負担額」と読み替えるものとする。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。

■設定 □未設定

おおむね3 0日

設 定 日 I 令和 6年 3月 3 1日



《ID285500A申請国保年金課国民健康保険法 施行規則第7条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 I 国保年金課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和4年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 被保険者証の 再交付

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 国民健康保険法施行規則第7条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 国民健康保険法施行規則第7条第 1項・第 2項•第4項•第 5項

■設定 □未設定

（被保険者証の 再交付及び返還）
第7条 世帯主は、 その世帯に属する被保険者に係る被保険者証を 破り、 汚し、

又は 失ったときは、 直ちに、 第1号に掲げる事項を記 載した 申 請書を当該世帯
主が住所を有する市町村に 提出し、 第 2号に掲げる書 類（当該 申 請書に被保険
者の 個人番号を記 載しない場合に限る。） を 提示して、 その 再交付を 申 請しなけ
ればならない。

(1) 次に掲げる事項
イ 被保険者の 氏名及び生年月日
ロ 被保険者の 個人番号又は被保険者記号・ 番号
ハ 再交付 申 請の理由

(2) 世帯主の 氏名及び生 年月日又は住所（ 以下この条において「 個人識別事
項」という。） が記 載された書 類であって、 次のいずれかに該当するもの

審 査 基 準 イ 個人番号 カ ー ド（行政手 続における特定の 個人を 識別するための 番号の
利用等に関する法律第 2条第7項に規定する 個人番号 カ ー ドをいう。 以下

同じ。）又は行政手 続における特定の 個人を 識別するための 番号の 利用等に
関する法律施行規則（ 平成 26年 内 閣府・ 総務省 令第 3号） 第1条第1号に
掲げる書 類

ロ イに掲げるもののほか、 官公署から発行され、 又は発給された書 類その
他これに 類する書 類であって、 写真の 表示その他の当該書 類に施された措
置によって、 当該世帯主が当該書 類に記 載された 個人識別事項により 識別

される特定の 個人と同 一の者であることを確認することができるものとし
て当該世帯主が住所を有する市町村が適当と認めるもの

ハ イ及び 口に掲げるもののほか、 介護保険の被保険者証、 児童扶養手当証
書若しくは特別児童扶養手当証書又は 官公署から発行され、 若しくは発給
された書 類その他これに 類する書 類であって当該世帯主が住所を有する市
町村が適当と認めるもののうち 2 以 上の書 類



2 被保険者証を 破り、 又は 汚した場合の 前項の 申 請には、 同項の 申 請書に、 そ
の被保険者証を 添えなければならない。

3 世帯主は、 被保険者証の 再交付を受けた後、 失った被保険者証を発 見したと
きは、 直ちに、 発 見した被保険者証を当該世帯主が住所を有する市町村に返還
しなければならない。

4 世帯主 以外の者が世帯主を代理して第1項の 申 請をする場合には、 同項第1
号に掲げる事項を記 載した 申 請書を当該世帯主が住所を有する市町村に 提出
し、 当該世帯主 以外の者の 個人識別事項が記 載された書 類であって、 当該世帯
主 以外の者に係る同項第 2号 イから ハまでのいずれかに該当するもの（当該 申
請書に被保険者の 個人番号を記 載しない場合に限る。） を 提示して、 その 再交付

を 申 請しなければならない。 この場合において、 当該世帯主 以外の者は、 当該
申 請書に、 当該世帯主 以外の者の 個人識別事項が記 載された書 類であって、 当

該 個人識別事項により 識別される特定の 個人が世帯主の 依頼により又は法 令の
規定により世帯主の代理 人として 再交付の 申 請をすることを証明するものとし
て 次に掲げるいずれかの書 類を 添えなければならない。

(1) 世帯主の代理 人として 再交付を 申 請する者が法定代理 人である場合に
は、 戸籍謄本 その他その資格を証明する書 類

( 2 )  世帯主の代理 人として 再交付を 申 請する者が法定代理 人以外の者である
場合には、 委任状

( 3 )  前 2号に掲げる書 類を 添えることが困難である場合には、 官公署から世
帯主に対し 1に限り発行され、 又は発給された書 類その他の世帯主の代理 人

として 再交付の 申 請をすることを証明するものとして当該世帯主が住所を有
する市町村が適当と認める書 類

5 前項後 段の規定にかかわらず、 市町村は、 同項各号に掲げる書 類により証明
すべき事 実を 公簿等によって確認することができるとき又は同項の世帯主 以外
の者が当該世帯主と同 一の世帯に属する者であるときは、 当該書 類を省 略させ
ることができる。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね3日

備 考

設 定 日 令和 5年 3月 3 1日



《ID285600A申請国保年金課国民健康保険法 施行規則第7条の3》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 I 国保年金課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 被保険者資格証明書の 再交付

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 国民健康保険法施行規則第7条の 3

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 国民健康保険法施行規則第7条の 3

■設定 □未設定

（準用規定）
第7条の 3 第7条及び第7条の 2の規定（第7条の 2第3項ただし書を除く。）

は、 被保険者資格証明書について準用する。

審 査 基 準

【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね3日

備 考

設 定 日 平成 3 1年 3月 3 1日



《ID285700A申請国保年金課国民健康保険法 施行規則第7条の4第4 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 I 国保年金課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和4年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 高 齢受給者証の 再交付

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 国民健康保険法施行規則第7条の 4第4項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 国民健康保険法施行規則第7条の 4第4項•第 5項•第 6項

■設定 □未設定

（高 齢受給者証の交付等）
第7条の 4 市町村は、法第42条第1項第 3号又は第4号の規定の適用を受ける

被保険者の属する世帯の世帯主（当該市町村の区域内に住所を有する世帯主に
限る。） に対し、 当該被保険者に係る 様式第1号の 2の 2による被保険者証を交
付した場合を除き、 様式第1号の 4又は 様式第1号の 5による 一部負担金の割
合を記 載した証（ 以下「高 齢受給者証」という。） を、 有効期限を定めて交付し

なければならない。
2 前項の被保険者が、 次の各号のいずれかに該当するに至ったときは、 当該被
保険者の属する世帯の世帯主は、 遅滞なく、 高 齢受給者証を当該世帯主が住所
を有する市町村に返還しなければならない。

(1) 高 齢受給者証に記 載された 一部負担金の割合が 変更されたとき。
(2) 当該市町村から法第9条第 3項又は第4項の規定による被保険者証の返

審 査 基 準 還の求めがあったとき。
3 第7条の 2（第 3項ただし書を除く。） の規定は、 圏齢受給者証の 検認及び 更

新について準用する。
4 世帯主は、 その世帯に属する被保険者に係る高 齢受給者証を 破り、 汚し、 又

は 失ったときは、 直ちに 次に掲げる事項を記 載した 申 請書を当該世帯主が住所
を有する市町村に 提出し、 第7条第1項第 2号に掲げる書 類（当該 申 請書に被
保険者の 個人番号を記 載しない場合に限る。） を 提示して、 その 再交付を 申 請し
なければならない。

(1) 被保険者の 氏名及び生 年月日
(2) 被保険者の 個人番号又は被保険者記号・ 番号
(3) 再交付 申 請の 理由
5 圏齢受給者証を 破り、 汚した場合の 前項の 申 請には、 同項の 申 請書に、 その

高 齢受給者証を 添えなければならない。
6 第7条第4項及び第 5項の規定は、高 齢受給者証の 再交付について準用する。



7 世帯主は、 高 齢受給者証の 再交付を受けた後、 失った 裔齢受給者証を発 見し
たときは、 直ちに、 発 見した高 齢受給者証を当該世帯主が住所を有する市町村
に返還しなければならない。

【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね3日

備 考

設 定 日 令和 5年 3月 3 1日



《ID285800A申請国保年金課国民健康保険法 施行規則第24条の3》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 I 国保年金課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和4年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 保険基準 収入額の適用

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 国民健康保険法施行規則第 24条の 3

＜審査基準／標準処理期間＞
国民健康保険法第42条第 1項第4号

基 準 規 定 国民健康保険法施行 令第 27条の 2第 2項、 第 27条の 2第 3項第 1号•第 2号
国民健康保険法施行規則第 24条の 2、 第 24条の 3
■設定 □未設定

（ 令第 27条の 2第3項第1号又は第 2号の規定の適用の 申 請）
第 24条の 3 令第 27条の 2第3項第1号又は第 2号の規定の適用を受けようと

する被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員は、 次に掲げる事項を記 載した
申 請書を当該世帯主が住所を有する市町村又は組合に 提出しなければならな

い。 ただし、 当該市町村又は組合において、 当該被保険者が同項第1号又は第
2号の規定の適用を受けることの確認を行うことができるときは、 この限りで

なし＼
審 査 基 準 (1) 世帯主若しくは組合員又はその世帯に属する被保険者の 氏名、 生 年月日

及び 個人番号
(2) 令第 27 条の 2第3項第1号又は第 2号に規定する者について 前条の規

定により算定した 収入の額
(3) 被保険者記号・ 番号
【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね3 0日



備 考

設 定 日 令和 5 年3月31日



《ID285900A申請国保年金課国民健康保険法 施行規則第26条の3第2 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 I 国保年金課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 食事療養標準負担額の減額に係る市町村又は組合の認定

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 国民健康保険法施行規則第 26条の 3第 2項

＜審査基準／標準処理期間＞
国民健康保険法施行規則第 26条の 2、 第 26条の 3第 1項・第 2項•第4項、 第

基 準 規 定 26条の 6の 3
国民健康保険法第 52条第 2項、 第 52条の 2第 2項

■設定 □未設定

（食事療養標準負担額の減額に係る市町村又は組合の認定）
第 26条の 3 市町村又は組合は、 被保険者が、 令第 29条の 3第1項第 5号 イ及

び 口の区分に 従い、 それぞれ同号 イ及び 口に定める者（第3項第1号において
「食事療養減額認定世帯員」という。） の全てについて 前条の規定により読み替
えて適用する健康保険法施行規則第 58条第1号に定める者であるときは、有 効

期限を定めて、健康保険法（大正 11年法律第70 号） 第 85条第 2項に規定する
厚生労働省 令で定める者として 前条の規定により読み替えて適用する健康保険

法施行規則第 58条第1号の規定による市町村又は組合の認定（第 27条の 14の
2及び第 27条の 14の 5に規定する認定を除く。 以下この条及び 次条において

「認定」という。） を行わなければならない。
2 市町村又は組合は、 認定を受けた被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員

審 査 基 準 であって、 次の各号に掲げる区分に応じて、 当該各号に定める 様式による食事
療養標準負担額減額認定証（ 以下「食事療養減額認定証」という。） の交付を受
けようとするものから 申 請書の 提出があったときは、 食事療養減額認定証を当
該世帯主又は組合員に交付しなければならない。

(1) 市町村 様式第1号の 6による食事療養標準負担額減額認定証
(2) 組合 様式第1号の 6の 2による食事療養標準負担額減額認定証

3 認定を受けた被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員が 前項の規定により
食事療養減額認定証の交付を受けた場合であって、 認定を受けた被保険者が 次
の各号のいずれかに該当するに至ったときは、 当該被保険者の属する世帯の世
帯主又は組合員は、 遅滞なく、 食事療養減額認定証を当該世帯主が住所を有す

る市町村又は組合に返還しなければならない。
(1) 食事療養減額認定世帯員のいずれかが 前条の規定により読み替えて適用

する健康保険法施行規則第 58条第1号に定める者でなくなったとき。
(2) 食事療養減額認定証の有 効期限に至ったとき。



4 第 7条の 2（第3項ただし書を除く。） の規定は、 食事療養減額認定証の 検認
及び 更新について準用する。

5 世帯主又は組合員は、 食事療養減額認定証を 破り、 汚し、 又は 失ったときは、
直ちに 申 請書を当該世帯主が住所を有する市町村又は組合に 提出して、 その 再
交付を 申 請しなければならない。

6 食事療養減額認定証を 破り、 汚した場合の 前項の 申 請には、 同項の 申 請書に、
その食事療養減額認定証を 添えなければならない。

7 世帯主又は組合員は、 食事療養減額認定証の 再交付を受けた後、 失った食事
療養減額認定証を発 見したときは、 直ちに、 発 見した食事療養減額認定証を当
該世帯主が住所を有する市町村又は組合に返還しなければならない。

8 認定を受けた被保険者に係る第 15条第1項（第 20 条において準用する場合
を含む。） に規定する届書（第 2条、 第3条、 第 5条、 第 5条の 2、 第 5条の 4、
第 5条の 8、 第 5条の 9及び第9条から第 10 条の 3までの届書を除く。） には、
当該届出に係る被保険者証に 加えて、 当該被保険者に係る食事療養減額認定証
を 添えなければならない。
【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね 30 日

備 考

設 定 日 令和4年 3月 3 1日



《ID286000A申請国保年金課国民健康保険法 施行規則第26条の3第5 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 I 国保年金課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 食事療養減額認定証の 再交付

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 国民健康保険法施行規則第 26条の 3第 5項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 国民健康保険法施行規則第 26条の 3第 5項•第 6項

■設定 □未設定

（食事療養標準負担額の減額に係る市町村又は組合の認定）
第 26条の 3 市町村又は組合は、 被保険者が、 令第 29条の 3第1項第 5号 イ及

び 口の区分に 従い、 それぞれ同号 イ及び 口に定める者（第3項第1号において
「食事療養減額認定世帯員」という。） の全てについて 前条の規定により読み替
えて適用する健康保険法施行規則第 58条第1号に定める者であるときは、有 効

期限を定めて、健康保険法（大正 11年法律第70 号） 第 85条第 2項に規定する
厚生労働省 令で定める者として 前条の規定により読み替えて適用する健康保険

法施行規則第 58条第1号の規定による市町村又は組合の認定（第 27条の 14の
2及び第 27条の 14の 5に規定する認定を除く。 以下この条及び 次条において

「認定」という。） を行わなければならない。
2 市町村又は組合は、 認定を受けた被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員

であって、 次の各号に掲げる区分に応じて、 当該各号に定める 様式による食事
審 査 基 準 療養標準負担額減額認定証（ 以下「食事療養減額認定証」という。） の交付を受

けようとするものから 申 請書の 提出があったときは、 食事療養減額認定証を当
該世帯主又は組合員に交付しなければならない。

(1) 市町村 様式第1号の 6による食事療養標準負担額減額認定証
(2) 組合 様式第1号の 6の 2による食事療養標準負担額減額認定証

3 認定を受けた被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員が 前項の規定により
食事療養減額認定証の交付を受けた場合であって、 認定を受けた被保険者が 次
の各号のいずれかに該当するに至ったときは、 当該被保険者の属する世帯の世
帯主又は組合員は、 遅滞なく、 食事療養減額認定証を当該世帯主が住所を有す

る市町村又は組合に返還しなければならない。
(1) 食事療養減額認定世帯員のいずれかが 前条の規定により読み替えて適用

する健康保険法施行規則第 58条第1号に定める者でなくなったとき。
(2) 食事療養減額認定証の有 効期限に至ったとき。

4 第7条の 2（第3項ただし書を除く。） の規定は、 食事療養減額認定証の 検認



及び 更新について準用する。
5 世帯主又は組合員は、 食事療養減額認定証を 破り、 汚し、 又は 失ったときは、

直ちに 申 請書を当該世帯主が住所を有する市町村又は組合に 提出して、 その 再
交付を 申 請しなければならない。

6 食事療養減額認定証を 破り、 汚した場合の 前項の 申 請には、 同項の 申 請書に、
その食事療養減額認定証を 添えなければならない。

7 世帯主又は組合員は、 食事療養減額認定証の 再交付を受けた後、 失った食事
療養減額認定証を発 見したときは、 直ちに、 発 見した食事療養減額認定証を当
該世帯主が住所を有する市町村又は組合に返還しなければならない。

8 認定を受けた被保険者に係る第 15条第1項（第 20 条において準用する場合
を含む。） に規定する届書（第 2条、 第3条、 第 5条、 第 5条の 2、 第 5条の 4、
第 5条の 8、 第 5条の 9及び第9条から第 10 条の 3までの届書を除く。） には、
当該届出に係る被保険者証に 加えて、 当該被保険者に係る食事療養減額認定証
を 添えなければならない。
【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね3日

備 考

設 定 日 平成 3 1年 3月 3 1日



《ID2861 ODA申請国保年金課国民健康保険法 施行規則第26条の5第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 I 国保年金課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 食事療養標準負担額減額に関する特例

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 国民健康保険法施行規則第 26条の 5第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 国民健康保険法施行規則第 26条の 5、 第 27条の 14の 5第 6項

■設定 □未設定

（食事療養標準負担額の減額に関する特例）
第 26条の 5 市町村又は組合は、 被保険者が、 保険医療機関において、 前条の認

定を受けていることの確認を受けることなく減額しない額の食事療養標準負担
額を支払つた場合において、 当該確認を受けなかったことがやむを得ないもの
と市町村又は組合が認めるときは、 当該食事療養について支払った食事療養標
準負担額から食事療養標準負担額の減額があったならば支払うべき食事療養標
準負担額を控除した額に相当する額を入院時食事療養費として支給することが
できる。

2 被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員は、 前項の規定による給付を受け
ようとするときは、 次に掲げる事項を記 載した 申 請書を当該世帯主が住所を有
する市町村又は組合に 提出しなければならない。

(1) 食事療養を受けた被保険者の 氏名、 生 年月日及び 個人番号
審 査 基 準 (2) 食事療養を受けた保険医療機関の 名 称及び所 在地

(3) 食事療養について支払った食事療養標準負担額
(4) 食事療養を受けた被保険者の入院期間
(5) 前条の認定を受けていることの確認を受けなかった理由
(6) 被保険者記号・ 番号

3 前項の 申 請書には同項第3号に掲げる費用の額及び食事療養標準負担額の減
額の認定に関する事 実を証する書 類を 添付しなければならない。 ただし、 市町
村は、 当該事 実を 公簿等によって確認することができるときは、 当該書 類を省
略させることができる。

【基準】
上記の条文による。



参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね9 0日

備 考

設 定 日 令和4年 3月 3 1日



《ID286200A申請国保年金課国民健康保険法 施行規則第26条の6の4第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 I 国保年金課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 生活療養標準負担額の減額に係る市町村又は組合の認定

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 国民健康保険法施行規則第 26条の 6の 4第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
国民健康保険法施行規則第 26条の 6の 3、 第 26条の 6の 4第 1項
国民健康保険法第 52条の 2第 2項

基 準 規 定 国民健康保険法施行 令第 29条の 3第 1項第 5号
健康保険法第 85条の 2第 2項
健康保険法施行規則第 62条の 3第 1号

■設定 □未設定

（生活療養標準負担額の減額に係る市町村又は組合の認定等）
第 26条の 6の 4 市町村又は組合は、 被保険者が、 令第 29条の 3第1項第 5号

イ及び 口の区分に 従い、 それぞれ同号 イ及び 口に定める者（第3項第1号にお
いて「生活療養減額認定世帯員」という。） の全てについて 前条の規定により読
み替えて適用する健康保険法施行規則第 62 条の 3第1号に定める者であると
きは、 有 効期限を定めて、健康保険法第 85条の 2第 2項に規定する 厚生労働省
令で定める者として 前条の規定により読み替えて適用する健康保険法施行規則

第 62条の 3第1号の規定による市町村又は組合の認定（第 27条の 14の 2及び
第 27条の 14の 5に規定する認定を除く。 以下この条において「認定」という。）
を行わなければならない。

審 査 基 準 I 2 市町村又は組合は、 認定を受けた被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員
であって、 次の各号に掲げる区分に応じて、 当該各号に定める 様式による生活
療養標準負担額減額認定証（ 以下「生活療養減額認定証」という。） の交付を受
けようとするものから 申 請書の 提出があったときは、 生活療養減額認定証を当
該世帯主又は組合員に交付しなければならない。 ただし、 当該被保険者が食事
療養減額認定証の交付を受けており、 市町村又は組合が当該食事療養減額認定
証に生活療養減額認定証を 兼ねる旨を明記した場合は、 この限りではない。

(1) 市町村 様式第1号の 6の 3による生活療養標準負担額減額認定証
(2) 組合 様式第1号の 6の 4による生活療養標準負担額減額認定証

3 認定を受けた被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員が 前項の規定により
生活療養減額認定証の交付を受けた場合であって、 認定を受けた被保険者が 次
の各号のいずれかに該当するに至ったときは、 世帯主又は組合員は、 遅滞なく、
生活療養減額認定証を当該世帯主が住所を有する市町村又は組合に返還しなけ



ればならない。
(1) 生活療養減額認定世帯員のいずれかが 前条の規定により読み替えて適用

する健康保険法施行規則第 62条の 3第1号に定める者でなくなったとき。
(2) 生活療養減額認定証の有 効期限に至ったとき。

4 第 7条の 2（第3項ただし書を除く。） 及び第 26条の 3第 5項から第 8項ま
での規定は、 生活療養減額認定証について準用する。

5 認定を受けた被保険者は、法第 52条の 2第1項に規定する入院時生活療養費
に係る療養又は法第 53条第1項に規定する保険外併用療養費に係る療養（生活
療養に限る。） を受けようとするときは、 保険医療機関において、 認定を受けて
いることの確認を受けなければならない。 この場合において、 当該認定を受け
た者が、 第 24条の 4に規定する 方法により被保険者であることの確認を受け、
当該療養を受けようとするとき（当該保険医療機関において、 認定を受けてい
ることの電子 的確認を受けることができる場合を除く。） は、 被保険者証に 添え
て、 生活療養減額認定証を当該保険医療機関に 提出しなければならない。

6 第 26条の 5の規定は、 保険医療機関において、 前項の認定を受けていること
の確認を受けることなく減額しない額の生活療養標準負担額を支払った場合に
おける被保険者に対する入院時生活療養費の支給について準用する。
【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね 30 日

備 考

設 定 日 令和4年 3月 3 1日



《ID286300A申請国保年金課国民健康保険法 施行規則第26条の6の4第4 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 I 国保年金課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 生活療養減額認定証の 再交付（第 26条の 3第 5項準用）

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 国民健康保険法施行規則第 26条の 6の 4第4項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 国民健康保険法施行規則第 26条の 3第 5項•第 6項、 第 26条の 6の 4第4項

■設定 □未設定

（生活療養標準負担額の減額に係る市町村又は組合の認定等）
第 26条の 6の 4 市町村又は組合は、 被保険者が、 令第 29条の 3第1項第 5号

イ及び 口の区分に 従い、 それぞれ同号 イ及び 口に定める者（第 3項第1号にお
いて「生活療養減額認定世帯員」という。） の全てについて 前条の規定により読
み替えて適用する健康保険法施行規則第 62 条の 3第1号に定める者であると
きは、 有 効期限を定めて、健康保険法第 85条の 2第 2項に規定する 厚生労働省
令で定める者として 前条の規定により読み替えて適用する健康保険法施行規則

第 62条の 3第1号の規定による市町村又は組合の認定（第 27条の 14の 2及び
第 27条の 14の 5に規定する認定を除く。 以下この条において「認定」という。）
を行わなければならない。

2 市町村又は組合は、 認定を受けた被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員
であって、 次の各号に掲げる区分に応じて、 当該各号に定める 様式による生活

審 査 基 準 療養標準負担額減額認定証（ 以下「生活療養減額認定証」という。） の交付を受
けようとするものから 申 請書の 提出があったときは、 生活療養減額認定証を当
該世帯主又は組合員に交付しなければならない。 ただし、 当該被保険者が食事
療養減額認定証の交付を受けており、 市町村又は組合が当該食事療養減額認定
証に生活療養減額認定証を 兼ねる旨を明記した場合は、 この限りではない。

(1) 市町村 様式第1号の 6の 3による生活療養標準負担額減額認定証
(2) 組合 様式第1号の 6の 4による生活療養標準負担額減額認定証
3 認定を受けた被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員が 前項の規定により

生活療養減額認定証の交付を受けた場合であって、 認定を受けた被保険者が 次
の各号のいずれかに該当するに至ったときは、 世帯主又は組合員は、 遅滞なく、
生活療養減額認定証を当該世帯主が住所を有する市町村又は組合に返還しなけ
ればならない。

(1) 生活療養減額認定世帯員のいずれかが 前条の規定により読み替えて適用
する健康保険法施行規則第 62条の 3第1号に定める者でなくなったとき。



(2) 生活療養減額認定証の有 効期限に至ったとき。
4 第 7条の 2（第3項ただし書を除く。） 及び第 26条の 3第 5項から第 8項ま

での規定は、 生活療養減額認定証について準用する。
5 認定を受けた被保険者は、法第 52条の 2第1項に規定する入院時生活療養費

に係る療養又は法第 53条第1項に規定する保険外併用療養費に係る療養（生活
療養に限る。） を受けようとするときは、 保険医療機関において、 認定を受けて
いることの確認を受けなければならない。 この場合において、 当該認定を受け
た者が、 第 24条の 4に規定する 方法により被保険者であることの確認を受け、
当該療養を受けようとするとき（当該保険医療機関において、 認定を受けてい
ることの電子 的確認を受けることができる場合を除く。） は、 被保険者証に 添え
て、 生活療養減額認定証を当該保険医療機関に 提出しなければならない。

6 第 26条の 5の規定は、 保険医療機関において、 前項の認定を受けていること
の確認を受けることなく減額しない額の生活療養標準負担額を支払った場合に
おける被保険者に対する入院時生活療養費の支給について準用する。
【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね3日

備 考

設 定 日 平成 3 1年 3月 3 1日



《ID286400A申請国保年金課国民健康保険法 施行規則第26条の6の4第6 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 I 国保年金課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 生活療養標準負担額減額に関する特例（第 26条の 5第 1項準用）

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 国民健康保険法施行規則第 26条の 6の 4第 6項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 国民健康保険法施行規則第 26条の 5第 1項、 第 26条の 6の 4第 6項

■設定 □未設定

（生活療養標準負担額の減額に係る市町村又は組合の認定等）
第 26条の 6の 4 市町村又は組合は、 被保険者が、 令第 29条の 3第1項第 5号

イ及び 口の区分に 従い、 それぞれ同号 イ及び 口に定める者（第 3項第1号にお
いて「生活療養減額認定世帯員」という。） の全てについて 前条の規定により読
み替えて適用する健康保険法施行規則第 62 条の 3第1号に定める者であると
きは、 有 効期限を定めて、健康保険法第 85条の 2第 2項に規定する 厚生労働省
令で定める者として 前条の規定により読み替えて適用する健康保険法施行規則

第 62条の 3第1号の規定による市町村又は組合の認定（第 27条の 14の 2及び
第 27条の 14の 5に規定する認定を除く。 以下この条において「認定」という。）
を行わなければならない。

2 市町村又は組合は、 認定を受けた被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員
であって、 次の各号に掲げる区分に応じて、 当該各号に定める 様式による生活

審 査 基 準 療養標準負担額減額認定証（ 以下「生活療養減額認定証」という。） の交付を受
けようとするものから 申 請書の 提出があったときは、 生活療養減額認定証を当
該世帯主又は組合員に交付しなければならない。 ただし、 当該被保険者が食事
療養減額認定証の交付を受けており、 市町村又は組合が当該食事療養減額認定
証に生活療養減額認定証を 兼ねる旨を明記した場合は、 この限りではない。

(1) 市町村 様式第1号の 6の 3による生活療養標準負担額減額認定証
(2) 組合 様式第1号の 6の 4による生活療養標準負担額減額認定証
3 認定を受けた被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員が 前項の規定により

生活療養減額認定証の交付を受けた場合であって、 認定を受けた被保険者が 次
の各号のいずれかに該当するに至ったときは、 世帯主又は組合員は、 遅滞なく、
生活療養減額認定証を当該世帯主が住所を有する市町村又は組合に返還しなけ
ればならない。

(1) 生活療養減額認定世帯員のいずれかが 前条の規定により読み替えて適用
する健康保険法施行規則第 62条の 3第1号に定める者でなくなったとき。



(2) 生活療養減額認定証の有 効期限に至ったとき。
4 第 7条の 2（第3項ただし書を除く。） 及び第 26条の 3第 5項から第 8項ま

での規定は、 生活療養減額認定証について準用する。
5 認定を受けた被保険者は、法第 52条の 2第1項に規定する入院時生活療養費

に係る療養又は法第 53条第1項に規定する保険外併用療養費に係る療養（生活
療養に限る。） を受けようとするときは、 保険医療機関において、 認定を受けて
いることの確認を受けなければならない。 この場合において、 当該認定を受け
た者が、 第 24条の 4に規定する 方法により被保険者であることの確認を受け、
当該療養を受けようとするとき（当該保険医療機関において、 認定を受けてい
ることの電子 的確認を受けることができる場合を除く。） は、 被保険者証に 添え
て、 生活療養減額認定証を当該保険医療機関に 提出しなければならない。

6 第 26条の 5の規定は、 保険医療機関において、 前項の認定を受けていること
の確認を受けることなく減額しない額の生活療養標準負担額を支払った場合に
おける被保険者に対する入院時生活療養費の支給について準用する。
【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね9 0日

備 考

設 定 日 令和4年 3月 3 1日



《ID286500A申請国保年金課国民健康保険法 施行規則第27条の13第8 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 I 国保年金課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 特定疾病受療証の 再交付

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 国民健康保険法施行規則第 27条の 13第 8項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 国民健康保険法施行規則第 27条の 13第 8項•第 9項

■設定 □未設定

（特定疾病に係る市町村又は組合の認定）
第 27条の 13 令第 29条の 2第 8項の規定による市町村又は組合の認定（ 以下こ

の条において「認定」という。） を受けようとする被保険者の属する世帯の世帯
主又は組合員は、 次に掲げる事項を記 載した特定疾病認定 申 請書を当該世帯主
が住所を有する市町村又は組合に 提出しなければならない。

(1) 認定を受けようとする被保険者の 氏名、 生年月日及び 個人番号
(2) 認定を受けようとする被保険者のかかつている 令第 29条の 2第 8項に

規定する疾病の 名 称
(3) 被保険者記号・ 番号
2 前項の 申 請書には、 同項第 2号に掲げる疾病にかかつていることに関する医

師又は 歯科医 師の 意見書その他当該疾病にかかつていることを証する書 類を 添
付しなければならない。

審 査 基 準 3 70歳に達する日の属する月以 前に受ける療 養に係る 令第 29条の 2第 8項に
規定する 厚生労働大臣の定める疾病（健康保険法施行 令第42条第9項第 2号に
規定する 厚生労働大臣が定める疾病を除く。） に係る高額療 養費が、 令第 29条
の 3第9項第 2号の規定によらないものであるときは、 第1項の 申 請書にはそ
の事 実を証する書 類を 添付しなければならない。 ただし、 市町村又は組合は、
当該事 実を 公簿等又はその 写しによって確認することができるときは、 当該書
類を省 略させることができる。

4 第1項の 申 請に基づき、 認定を行ったときは、 市町村又は組合は、 次の各号
に掲げる区分に応じて、 当該各号に定める 様式による特定疾病療 養受療証（ 以
下この条において「特定疾病受療証」という。） を、 認定を受けた被保険者の属
する世帯の世帯主又は組合員に健康保険法施行 令第 41条第9項に規定する 厚
生労働大臣の定める疾病 ごとに交付しなければならない。 ただし、 70歳に達す
る日の属する月以 前に受ける療 養に係る 令第 29条の 2第 8項に規定する 厚生

労働大臣の定める疾病（健康保険法施行 令第42条第9項第 2号に規定する 厚生



労働大臣が定める疾病を除く。）に係る特定疾病受療証については有 効期限を定
めて交付しなければならない。

(1) 市町村 様式第1号の 7による特定疾病療養受療証
(2) 組合 様式第1号の 7の 2による特定疾病療養受療証
5 認定を受けた被保険者は、保険医療機関等から 令第 29条の 2第 8項に規定す

る療養を受けようとするときは、 それぞれ当該保険医療機関等において、 認定
を受けていることの確認を受けなければならない。 この場合において、 当該認
定を受けた者が、第 24条の 4に規定する 方法により被保険者であることの確認
を受け、 当該療養を受けようとするときは、 被保険者証又は 処方せ んに 添えて、
特定疾病受療証を当該保険医療機関等に 提出しなければならない。

6 認定を受けた被保険者が、 次の各号のいずれかに該当するに至ったときは、
世帯主又は組合員は、 遅滞なく、 特定疾病受療証を当該世帯主が住所を有する
市町村又は組合に返還しなければならない。

(1) 特定疾病受療証に記 載された高額療養費算定基準額が 変更されたとき。
(2) 特定疾病受療証の有 効期限に至ったとき。

7 第7条の 2の規定（第3項ただし書を除く。） は、 特定疾病受療証の 検認及び
更新について準用する。

8 世帯主又は組合員は、 特定疾病受療証を 破り、 汚し、 又は 失ったときは、 直ち
に 申 請書を当該世帯主が住所を有する市町村又は組合に 提出して、 その 再交付
を 申 請しなければならない。
， 特定疾病受療証を 破り、 汚した場合の 愉項の 申 請には、 同項の 申 請書に、 そ

の特定疾病受療証を 添えなければならない。
10 世帯主又は組合員は、 特定疾病受療証の 再交付を受けた後、 失った特定疾病

受療証を発 見したときは、 直ちに、 発 見した特定疾病受療証を当該世帯主が住
所を有する市町村又は組合に返還しなければならない。

1 1  認定を受けた被保険者に係る第 15条第1項（第 20 条において準用する場合
を含む。） に規定する届書（第 2条、 第3条、 第 5条、 第 5条の 2、 第 5条の 4、
第 5条の 8、 第 5条の 9及び第9条から第 10 条の 3までの届書を除く。） には、
当該届出に係る被保険者証に 加えて、 当該被保険者に係る特定疾病受療証を 添
えなければならない。

【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね3日

備 考

設 定 日 平成 3 1年 3月 3 1日



《ID286590A申請国保年金課国民健康保険法 施行規則第27条の14の2第2 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 I 国保年金課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 限 度額適用認定証の交付

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 国民健康保険法施行規則第 27条の 14の 2第 2項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 国民健康保険法施行規則第 27条の 14の 2第 2項

■設定 □未設定

（ 令第 29条の 4第1項第1号又は第 2号の市町村又は組合の認定）
第 27条の 14の 2 市町村又は組合は、 被保険者が 令第 29条の 3第1項各号又は

第 3項各号に掲げる場合のいずれかに該当するときは、 当該被保険者の属する
世帯の世帯主が保険料を滞納していることを確認した場合（第 5条の 8第1項
の規定により世帯主が届書を 提出し、 当該世帯主が滞納している保険料につき
令第1条に定める特別の事情があると認められる場合又は市町村若しくは組合

が適当と認める場合を除く。） を除き、 有 効期限を定めて、 令第 29条の 4第1
項第1号又は第 2号の規定による認定（ 以下この条において「認定」という。）
を行わなければならない。

2 市町村又は組合は、 認定を受けた被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員
であって、 次の各号に掲げる区分に応じて、 当該各号に定める 様式による限 度
額適用認定証（ 以下この条において「限 度額適用認定証」という。） の交付を受

審 査 基 準 けようとするものから 申 詰奮の 提出があったときは、 限 度額 滴用認定証を、 当
該世帯主又は組合員に交付しなければならない。 ただし、 当該被保険者が減額
認定証の交付を受けており、 市町村又は組合が当該減額認定証に限 度額適用認
定証を 兼ねる旨を明記した場合は、 この限りでない。

(1) 市町村 様式第1号の 8による限 度額適用認定証
(2) 組合 様式第1号の 8の 2による限 度額適用認定証
3 認定を受けた被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員が 前項の規定により
限 度額適用認定証の交付を受けた場合であって、 認定を受けた被保険者が 次の
各号のいずれかに該当するに至ったときは、 世帯主又は組合員は、 遅滞なく、
限 度額適用認定証を当該世帯主が住所を有する市町村又は組合に返還しなけれ
ばならない。

(1) 令第 29条の 4第1項第1号 イに掲げる者が 令第 29条の 3第1項第1号
に掲げる場合に該当しなくなったとき、 令第 29条の 4第1項第1号 口に掲げ
る者が 令第 29条の 3第1項第 2号に掲げる場合に該当しなくなったとき、 令



第 29条の 4第 1項第 1号 ハに掲げる者が 令第 29条の 3第 1項第 3号に掲げ
る場合に該当しなくなったとき、 令第 29条の 4第 1項第 1号 二に掲げる者が
令第 29 条の 3第 1項第4号に掲げる場合に該当しなくなったとき若しくは
令第 29条の 4第 1項第 1号 ホに掲げる者が 令第 29条の 3第 1項第 5号に掲
げる場合に該当しなくなったとき又は 令第 29 条の 4第 1項第 2号 イに掲げ

る者が 令第 29条の 3第 3項第 1号に掲げる場合に該当しなくなったとき、 令
第 29条の 4第 1項第 2号 口に掲げる者が 令第 29条の 3第 3項第 2号に掲げ
る場合に該当しなくなったとき、 令第 29条の 4第 1項第 2号 ハに掲げる者が
令第 29条の 3第 3項第 3号に掲げる場合に該当しなくなったとき、 令第 29

条の 4第 1項第 2号 二に掲げる者が 令第 29 条の 3第 3項第4号に掲げる場
合に該当しなくなったとき若しくは 令第 29 条の 4第 1項第 2号 ホに掲げる

者が 令第 29条の 3第 3項第 5号に掲げる場合に該当しなくなったとき。
( 2 )  限 度額適用認定証の有 効期限に至ったとき。

4 市町村又は組合は、 第 2項の規定により限 度額適用認定証の交付を受けた場
合であって、 認定を受けた被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員が、 当該

認定後に保険料を滞納した場合においては、 第 5条の 8第 1項（第 20条におい
て準用する場合を含む。）の規定による届出により当該保険料の滞納につき 令第

1条に定める特別の事情があると認められる場合又は当該市町村又は組合が適
当と認める場合を除き、 当該世帯主に対し限 度額適用認定証の返還を求めるこ
とができる。 この場合における特別の事情に関する届出に係る届書については、
第 5条の 8第 3項の規定を準用する。

5 第 7条の 2（第 3項ただし書を除く。） 及び第 26条の 3第 5項から第 8項ま
での規定は、 限 度額適用認定証について準用する。

6 認定を受けた被保険者は、 保険医療機関等又は指定訪問看護事業者について
療養を受けようとするときは、 それぞれ当該保険医療機関等又は指定訪間看護
事業者において、 認定を受けていることの確認を受けなければならない。 この
場合において、 当該認定を受けた者が、 第 24条の 4に規定する 方法により被保
険者であることの確認を受け、 当該療養を受けようとするとき（当該保険医療
機関等又は指定訪間看護事業者において、 認定を受けていることの電子 的確認
を受けることができる場合を除く。） は、 被保険者証又は 処方せ んに 添えて、 限
度額適用認定証を当該保険医療機関等又は指定訪間看護事業者に 提出しなけれ

ばならない。
【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

3日

備 考

設 定 日 令和 4年 3月 3 1日



《ID286600A申請国保年金課国民健康保険法 施行規則第27条の14の2第5 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 I 国保年金課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 限 度額適用認定証の 再交付（第 26条の 3第 5項準用）

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 国民健康保険法施行規則第 27条の 14の 2第 5項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 国民健康保険法施行規則第 26条の 3第 5項•第 6項

■設定 □未設定

（ 令第 29条の 4第1項第1号又は第 2号の市町村又は組合の認定）
第 27条の 14の 2 市町村又は組合は、 被保険者が 令第 29条の 3第1項各号又は

第 3項各号に掲げる場合のいずれかに該当するときは、 当該被保険者の属する
世帯の世帯主が保険料を滞納していることを確認した場合（第 5条の 8第1項
の規定により世帯主が届書を 提出し、 当該世帯主が滞納している保険料につき
令第1条に定める特別の事情があると認められる場合又は市町村若しくは組合

が適当と認める場合を除く。） を除き、 有 効期限を定めて、 令第 29条の 4第1
項第1号又は第 2号の規定による認定（ 以下この条において「認定」という。）
を行わなければならない。

2 市町村又は組合は、 認定を受けた被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員
であって、 次の各号に掲げる区分に応じて、 当該各号に定める 様式による限 度
額適用認定証（ 以下この条において「限 度額適用認定証」という。） の交付を受

審 査 基 準 けようとするものから 申 詰嚇の 提出があったときは、 限 度額適用認定証を、 当
該世帯主又は組合員に交付しなければならない。 ただし、 当該被保険者が減額
認定証の交付を受けており、 市町村又は組合が当該減額認定証に限 度額適用認
定証を 兼ねる旨を明記した場合は、 この限りでない。

(1) 市町村 様式第1号の 8による限 度額適用認定証
(2) 組合 様式第1号の 8の 2による限 度額適用認定証
3 認定を受けた被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員が 前項の規定により

限 度額適用認定証の交付を受けた場合であって、 認定を受けた被保険者が 次の
各号のいずれかに該当するに至ったときは、 世帯主又は組合員は、 遅滞なく、
限 度額適用認定証を当該世帯主が住所を有する市町村又は組合に返還しなけれ
ばならない。

(1) 令第 29条の 4第1項第1号 イに掲げる者が 令第 29条の 3第1項第1号
に掲げる場合に該当しなくなったとき、 令第 29条の 4第1項第1号 口に掲げ
る者が 令第 29条の 3第1項第 2号に掲げる場合に該当しなくなったとき、 令



第 29条の 4第1項第1号 ハに掲げる者が 令第 29条の 3第1項第3号に掲げ
る場合に該当しなくなったとき、 令第 29条の 4第1項第1号 二に掲げる者が
令第 29 条の 3第1項第4号に掲げる場合に該当しなくなったとき若しくは
令第 29条の 4第1項第1号 ホに掲げる者が 令第 29条の 3第1項第 5号に掲
げる場合に該当しなくなったとき又は 令第 29 条の 4第1項第 2号 イに掲げ

る者が 令第 29条の 3第3項第1号に掲げる場合に該当しなくなったとき、 令
第 29条の 4第1項第 2号 口に掲げる者が 令第 29条の 3第3項第 2号に掲げ
る場合に該当しなくなったとき、 令第 29条の 4第1項第 2号 ハに掲げる者が
令第 29条の 3第3項第3号に掲げる場合に該当しなくなったとき、 令第 29

条の 4第1項第 2号 二に掲げる者が 令第 29 条の 3第3項第4号に掲げる場
合に該当しなくなったとき若しくは 令第 29 条の 4第1項第 2号 ホに掲げる

者が 令第 29条の 3第3項第 5号に掲げる場合に該当しなくなったとき。
(2) 限 度額適用認定証の有 効期限に至ったとき。

4 市町村又は組合は、 第 2項の規定により限 度額適用認定証の交付を受けた場
合であって、 認定を受けた被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員が、 当該

認定後に保険料を滞納した場合においては、 第 5条の 8第1項（第 20 条におい
て準用する場合を含む。）の規定による届出により当該保険料の滞納につき 令第
1条に定める特別の事情があると認められる場合又は当該市町村又は組合が適

当と認める場合を除き、 当該世帯主に対し限 度額適用認定証の返還を求めるこ
とができる。 この場合における特別の事情に関する届出に係る届書については、
第 5条の 8第3項の規定を準用する。

5 第7条の 2（第3項ただし書を除く。） 及び第 26条の 3第 5項から第 8項ま
での規定は、 限 度額適用認定証について準用する。

6 認定を受けた被保険者は、 保険医療機関等又は指定訪問看護事業者について
療養を受けようとするときは、 それぞれ当該保険医療機関等又は指定訪間看護
事業者において、 認定を受けていることの確認を受けなければならない。 この
場合において、 当該認定を受けた者が、 第 24条の 4に規定する 方法により被保
険者であることの確認を受け、 当該療養を受けようとするとき（当該保険医療
機関等又は指定訪間看護事業者において、 認定を受けていることの電子 的確認
を受けることができる場合を除く。） は、 被保険者証又は 処方せ んに 添えて、 限
度額適用認定証を当該保険医療機関等又は指定訪問看護事業者に 提出しなけれ

ばならない。
【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね3日

備 考

設 定 日 令和4年 3月 3 1日



《ID286650A申請国保年金課国民健康保険法 施行規則第27条の14の4第4 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 I 国保年金課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 3 1年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称
限 度額適用認定証の 再交付（国民健康保険法施行 令第 29条の 4第 1項第 3号 ハ若
しくは 二又は第4号 ハ若しくは 二の規定による認定）（第 26条の 3第 5項準用）

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 国民健康保険法施行規則第 27条の 14の 4第4項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 国民健康保険法施行規則第 26条の 3第 5項

■設定 □未設定

（ 令第 29 条の 4第1項第3号 ハ若しくは 二又は第4号 ハ若しくは 二の市町村
又は組合の認定）

第 27条の 14の 4 市町村又は組合は、 被保険者が 令第 29条の 3第4項第3号若
しくは第4号又は第5項第3号若しくは第4号に掲げる場合のいずれかに該当
するときは、 有効期限を定めて、 令第 29条の 4第1項第3号 ハ若しくは 二又は
第4号 ハ若しくは 二の規定による認定（ 以下この条において「認定」という。）
を行わなければならない。

2 市町村又は組合は、 認定を受けた被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員
であって、 次の各号に掲げる区分に応じて、 当該各号に定める 様式による限 度
額適用認定証（ 以下この条において「限 度額適用認定証」という。） の交付を受
けようとするものから 申 請書の 提出があったときは、 限 度額適用認定証を、 当
該世帯主又は組合員に交付しなければならない。

審 査 基 準 (1) 市町村 様式第1号の 8の 3による限 度額適用認定証
(2) 組合 様式第1号の 8の 4による限 度額適用認定証

3 認定を受けた被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員が 前項の規定により
限 度額適用認定証の交付を受けた場合であって、 認定を受けた被保険者が 次の
各号のいずれかに該当するに至ったときは、 世帯主又は組合員は、 遅滞なく、
限 度額適用認定証を当該世帯主が住所を有する市町村又は組合に返還しなけれ
ばならない。

(1) 令第 29条の 4第1項第3号 ハに掲げる者が 令第 29条の 3第4項第3号
に掲げる場合に該当しなくなったとき若しくは 令第 29 条の 4第1項第3号
ニに掲げる者が 令第 29 条の 3第4項第4号に掲げる場合に該当しなくなっ

たとき又は 令第 29条の 4第1項第4号 ハに掲げる者が 令第 29条の 3第 5項
第3号に掲げる場合に該当しなくなったとき若しくは 令第 29 条の 4第1項
第4号 二に掲げる者が 令第 29 条の 3第 5項第4号に掲げる場合に該当しな
くなったとき。



( 2 )  限 度額適用認定証の有 効期限に至ったとき。
4 第 7条の 2（第 3項ただし書を除く。） 及び第 26条の 3第 5項から第 8項ま

での規定は、 限 度額適用認定証について準用する。
5 認定を受けた被保険者は、 保険医療機関等又は指定訪問看護事業者について

療養を受けようとするときは、 それぞれ当該保険医療機関等又は指定訪間看護
事業者において、 認定を受けていることの確認を受けなければならない。 この
場合において、 当該認定を受けた者が、 第 24条の 4に規定する 方法により被保
険者であることの確認を受け、 当該療養を受けようとするとき（当該保険医療
機関等又は指定訪間看護事業者において、 認定を受けていることの電子 的確認
を受けることができる場合を除く。） は、 被保険者証又は 処方せ んに 添えて、 限
度額適用認定証を当該保険医療機関等又は指定訪問看護事業者に 提出しなけれ

ばならない。
【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね 3日

備 考

設 定 日 令和 2年 3月 3 1日



《ID286700A申請国保年金課国民健康保険法 施行規則第27条の14の5第4 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 I 国保年金課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 3 1年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 限 度額適用・標準負担額減額認定証の 再交付（第 26条の 3第 5項準用）

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 国民健康保険法施行規則第 27条の 14の 5第4項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 国民健康保険法施行規則第 27条の 14の 5第4項

■設定 □未設定

（ 令第 29条の 4第1項第3号 ホ若しくは へ、第4号 ホ若しくは へ又は第 5号 ロ
の市町村又は組合の認定）

第 27条の 14の 5 市町村又は組合は、 被保険者が 令第 29条の 3第4項第5号若
しくは第6号、 第 5項第 5号若しくは第6号又は第6項第 2号に掲げる場合の
いずれかに該当している場合には、 令第 29条の 4第1項第3号 ホ若しくは へ、
第4号 ホ若しくは へ又は第 5号 口の規定による認定（ 以下この条において「認
定」という。） を行わなければならない。

2 市町村又は組合は、 認定を受けた被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員
であって、 次の各号に掲げる区分に応じて、 当該各号に定める 様式による限 度
額適用・標準負担額減額認定証（ 以下「限 度額適用・減額認定証」という。） の
交付を受けようとするものから 申 請書の 提出があったときは、 限 度額適用・減
額認定証を、 当該世帯主又は組合員に交付しなければならない。

審 査 基 準 (1) 市町村 様式第1号の 9による限 度額適用・標準負担額減額認定証
(2) 組合 様式第1号の 9の 2による限 度額適用・標準負担額減額認定証

3 認定を受けた被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員が 前項の規定により
限 度額適用・減額認定証の交付を受けた場合であって、 認定を受けた被保険者
が 次の各号のいずれかに該当するに至ったときは、 世帯主又は組合員は、 遅滞
なく、 限 度額適用・減額認定証を当該世帯主が住所を有する市町村又は組合に
返還しなければならない。

(1) 令第 29条の 4第1項第3号 ホに掲げる者が 令第 29条の 3第4項第5号
に掲げる場合に該当しなくなったとき若しくは 令第 29条の 4第1項第3号
ヘに掲げる者が 令第 29条の 3第4項第6号に掲げる場合に該当しなくなっ

たとき、 令第 29条の 4第1項第4号 ホに掲げる者が 令第 29条の 3第 5項第
5号に掲げる場合に該当しなくなったとき若しくは 令第 29条の 4第1項第
4号 へに掲げる者が 令第 29条の 3第 5項第6号に掲げる場合に該当しなく
なったとき又は 令第 29条の 4第1項第5号 口に掲げる者が 令第 29条の 3第



参 考 資 料

標準処理期間

備 考

6項第 2号に掲げる場合に該当しなくなったとき。
(2 ) 限 度額適用・減額認定証の有 効期限に至ったとき。

4 第 7条の 2（第3項ただし書を除く。） 及び第 26条の 3第 5項から第 8項ま
での規定は、 限 度額適用・減額認定証について準用する。

5 認定を受けた被保険者は、 保険医療機関等又は指定訪問看護事業者について
療養を受けようとするときは、 それぞれ当該保険医療機関等又は指定訪問看護
事業者において、 認定を受けていることの確認を受けなければならない。 この
場合において、 当該認定を受けた者が、 第 24条の 4に規定する 方法により被保
険者であることの確認を受け、 当該療養を受けようとするとき（当該保険医療
機関等又は指定訪間看護事業者において、 認定を受けていることの電子 的確認
を受けることができる場合を除く。） は、 被保険者証又は 処方せ んに 添えて、 限
度額適用・減額認定証を当該保険医療機関等又は指定訪問看護事業者に 提出し

なければならない。
6 第 26条の 5（第 26条の 7第 2項において準用する場合を含む。） の規定は、

認定を受けていることの確認を受けることなく減額しない額の食事療養標準負
担額又は生活療養標準負担額を支払った場合における被保険者に対する入院時
食事療養費、入院 時生活療養費又は保険外併用療養費の支給について準用する。
この場合において、 第 26条の 5の 見出し中 「食事療養標準負担額」とあるのは

「食事療養標準負担額又は生活療養標準負担額」と、 同条第1項中 「減額しな
い額の食事療養標準負担額」とあるのは 「減額しない額の食事療養標準負担額
又は生活療養標準負担額」と、 「を入院時食事療養費」とあるのは 「又は当該生

活療養について支払った生活療養標準負担額から生活療養標準負担額の減額が
あったとすれば支払うべきであった生活療養標準負担額を控除した額に相当す
る額を、 それぞれ入院 時食事療養費若しくは保険外併用療養費又は入院時生活
療養費若しくは保険外併用療養費 J と、 同条第 2項中 「食事療養を」とあるの
は 「食事療養又は生活療養を」と、 「食事療養標準負担額」とあるのは 「食事療
養標準負担額又は生活療養について支払った生活療養標準負担額」と、 同条第
3項中 「食事療養標準負担額」とあるのは 「食事療養標準負担額又は生活療養
標準負担額」と読み替えるものとする。
【基準】
上記の条文による。

■設定 □未設定

おおむね3日

設 定 日 I 令和 2年 3月 3 1日



《ID286800A申請国保年金課国民健康保険法 施行規則第27条の14の5第6 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 I 国保年金課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称
入院時食事•生活療養費の支給（限 度額適用・標準負担額減額に関する特例、 第
26条の 5第 1項準用）

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 国民健康保険法施行規則第 27条の 14の 5第 6項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 国民健康保険法施行規則第 27条の 14の 5第 6項

■設定 □未設定

（ 令第 29条の 4第1項第3号 ホ若しくは へ、第4号 ホ若しくは へ又は第 5号 ロ
の市町村又は組合の認定）

第 27条の 14の 5 市町村又は組合は、 被保険者が 令第 29条の 3第4項第5号若
しくは第6号、 第 5項第 5号若しくは第6号又は第6項第 2号に掲げる場合の
いずれかに該当している場合には、 令第 29条の 4第1項第3号 ホ若しくは へ、
第4号 ホ若しくは へ又は第 5号 口の規定による認定（ 以下この条において「認
定」という。） を行わなければならない。

2 市町村又は組合は、 認定を受けた被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員
であって、 次の各号に掲げる区分に応じて、 当該各号に定める 様式による限 度
額適用・標準負担額減額認定証（ 以下「限 度額適用・減額認定証」という。） の
交付を受けようとするものから 申 請書の 提出があったときは、 限 度額適用・減
額認定証を、 当該世帯主又は組合員に交付しなければならない。

審 査 基 準 (1) 市町村 様式第1号の 9による限 度額適用・標準負担額減額認定証
(2) 組合 様式第1号の 9の 2による限 度額適用・標準負担額減額認定証

3 認定を受けた被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員が 前項の規定により
限 度額適用・減額認定証の交付を受けた場合であって、 認定を受けた被保険者
が 次の各号のいずれかに該当するに至ったときは、 世帯主又は組合員は、 遅滞
なく、 限 度額適用・減額認定証を当該世帯主が住所を有する市町村又は組合に
返還しなければならない。

(1) 令第 29条の 4第1項第3号 ホに掲げる者が 令第 29条の 3第4項第5号
に掲げる場合に該当しなくなったとき若しくは 令第 29条の 4第1項第3号
ヘに掲げる者が 令第 29条の 3第4項第6号に掲げる場合に該当しなくなっ

たとき、 令第 29条の 4第1項第4号 ホに掲げる者が 令第 29条の 3第 5項第
5号に掲げる場合に該当しなくなったとき若しくは 令第 29条の 4第1項第
4号 へに掲げる者が 令第 29条の 3第 5項第6号に掲げる場合に該当しなく
なったとき又は 令第 29条の 4第1項第5号 口に掲げる者が 令第 29条の 3第



参 考 資 料

標準処理期間

備 考

6項第 2号に掲げる場合に該当しなくなったとき。
(2 ) 限 度額適用・減額認定証の有 効期限に至ったとき。

4 第 7条の 2（第3項ただし書を除く。） 及び第 26条の 3第 5項から第 8項ま
での規定は、 限 度額適用・減額認定証について準用する。

5 認定を受けた被保険者は、 保険医療機関等又は指定訪問看護事業者について
療養を受けようとするときは、 それぞれ当該保険医療機関等又は指定訪問看護
事業者において、 認定を受けていることの確認を受けなければならない。 この
場合において、 当該認定を受けた者が、 第 24条の 4に規定する 方法により被保
険者であることの確認を受け、 当該療養を受けようとするとき（当該保険医療
機関等又は指定訪間看護事業者において、 認定を受けていることの電子 的確認
を受けることができる場合を除く。） は、 被保険者証又は 処方せ んに 添えて、 限
度額適用・減額認定証を当該保険医療機関等又は指定訪問看護事業者に 提出し

なければならない。
6 第 26条の 5（第 26条の 7第 2項において準用する場合を含む。） の規定は、

認定を受けていることの確認を受けることなく減額しない額の食事療養標準負
担額又は生活療養標準負担額を支払った場合における被保険者に対する入院時
食事療養費、入院 時生活療養費又は保険外併用療養費の支給について準用する。
この場合において、 第 26条の 5の 見出し中 「食事療養標準負担額」とあるのは

「食事療養標準負担額又は生活療養標準負担額」と、 同条第1項中 「減額しな
い額の食事療養標準負担額」とあるのは 「減額しない額の食事療養標準負担額
又は生活療養標準負担額」と、 「を入院時食事療養費」とあるのは 「又は当該生

活療養について支払った生活療養標準負担額から生活療養標準負担額の減額が
あったとすれば支払うべきであった生活療養標準負担額を控除した額に相当す
る額を、 それぞれ入院 時食事療養費若しくは保険外併用療養費又は入院時生活
療養費若しくは保険外併用療養費 J と、 同条第 2項中 「食事療養を」とあるの
は 「食事療養又は生活療養を」と、 「食事療養標準負担額」とあるのは 「食事療
養標準負担額又は生活療養について支払った生活療養標準負担額」と、 同条第
3項中 「食事療養標準負担額」とあるのは 「食事療養標準負担額又は生活療養
標準負担額」と読み替えるものとする。
【基準】
上記の条文による。

■設定 □未設定

おおむね9 0日

設 定 日 I 令和4年 3月 3 1日



《ID286890A申請国保年金課国民健康保険法 施行規則第28条第2 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 I 国保年金課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 特別療養証明書の交付

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 国民健康保険法施行規則第 28条第 2項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 国民健康保険法施行規則第 28条第 2項

■設定 □未設定

（特別療養給付の 申 請）
第 28条 法第 55条第1項の規定により被保険者の資格喪失後療養の給付、 入院

時食事療養費の支給、 入院時生活療養費の支給、 保険外併用療養費の支給、 訪
問看誰療養費の支給、 特別療養費の支給又は移送費の支給を受けようとする者

は、資格喪失後 10 日 以 内に、 次に掲げる事項を記 載した特別療養給付 申 請書を、
その者の属する世帯の世帯主が住所を有する市町村又は組合に 提出しなければ
ならない。

(1) 療養の給付、 入院時食事療養費に係る療養、 入院時生活療養に係る療養、
保険外併用療養費に係る療養、 訪間看護療養費に係る療養若しくは特別療養
費に係る療養又は介護保険法の規定による居宅介護サ ー ビス費に係る指定居
宅サ ー ビス（同法第41条第1項に規定する指定居宅サ ー ビスをいう。 以下同

じ。）（療養に相当するものに限る。 以下同じ。）、 特例居宅介護サ ー ビス費に
審 査 基 準 係る居宅サ ー ビス（同法第 8条第1項に規定する居宅サ ー ビスをいう。 以下

同じ。）若しくはこれに相当するサ ー ビス（これらのサ ー ビスのうち療養に相
当するものに限る。 以下同じ。）、 地域密着型介護サ ー ビス費に係る指定地域
密着型サ ー ビス（同法第42条の 2第1項に規定する指定地域密着型サ ー ビス

をいう。 以下同じ。）（療養に相当するものに限る。 以下同じ。）、 特例地域密着
型介護サ ー ビス費に係る地域密着型サ ー ビス（同法第 8条第 14項に規定する

地域密着型サ ー ビスをいう。 以下同じ。）若しくはこれに相当するサ ー ビス（こ
れらのサ ー ビスのうち療養に相当するものに限る。 以下同じ。）、 施設介護サ
ー ビス費に係る指定施設サ ー ビス等（同法第48条第1項に規定する指定施設

サ ー ビス等をいう。 以下同じ。）（療養に相当するものに限る。 以下同じ。）、 特
例施設介護サ ー ビス費に係る施設サ ー ビス（同法第 8条第 26項に規定する施
設サ ー ビスをいう。 以下同じ。）（療養に相当するものに限る。 以下同じ。）、 介
護予防サ ー ビス費に係る指定介護予防サ ー ビス（同法第 53条第1項に規定す
る指定介護予防サ ー ビスをいう。 以下同じ。）（療養に相当するものに限る。



以下同じ。）若しくは特例介護予 防サ ー ビス費に係る介護予 防サ ー ビス（同法
第 8条の 2第1項に規定する介護予 防サ ー ビスをいう。 以下同じ。）若しくは
これに相当するサ ー ビス（これらのサ ー ビスのうち療養に相当するものに限
る。 以下同じ。） を受けていた者の 氏名、 住所、 生 年月日及び 個人番号並びに
当該被保険者であった者が 退職被保険者等であった場合にあってはその旨

( 2 )  傷病 名及び資格を喪失した際受けていた療養の給付、 入院時食事療養費
に係る療養、 入院時生活療養に係る療養、 保険外併用療養費に係る療養、 訪
問看護療養費に係る療養若しくは特別療養費に係る療養又は介護保険法の規

定による居宅介護サ ー ビス費に係る指定居宅サ ー ビス、 特例居宅介護サ ー ビ
ス費に係る居宅サ ー ビス若しくはこれに相当するサ ー ビス、 地域密着型介護

サ ー ビス費に係る指定地域密着型サ ー ビス、 特例地域密着型介護サ ー ビス費
に係る地域密着型サ ー ビス若しくはこれに相当するサ ー ビス、 施設介護サ ー

ビス費に係る指定施設サ ー ビス等、 特例施設介護サ ー ビス費に係る施設サ ー

ビス、 介護予 防サ ー ビス費に係る指定介護予 防サ ー ビス若しくは特例介護予
防サ ー ビス費に係る介護予 防サ ー ビス若しくはこれに相当するサ ー ビスを受

け 始めた年月日
( 3 )  資格を喪失した際療養の給付、 入院時食事療養費に係る療養、 入院時生
活療養費に係る療養、 保険外併用療養費に係る療養、 訪問看護療養費に係る
療養若しくは特別療養費に係る療養を受けていた保険医療機関等若しくは訪
問看護 ス テ ー シ ョ ン又は介護保険法の規定による居宅介護サ ー ビス費に係る

指定居宅サ ー ビス、 特例居宅介護サ ー ビス費に係る居宅サ ー ビス若しくはこ
れに相当するサ ー ビス、 地域密清型介護サ ー ビス費に係る指定地域密着型サ
ー ビス、 特例地域密着型介護サ ー ビス費に係る地域密着型サ ー ビス若しくは

これに相当するサ ー ビス、 施設介護サ ー ビス費に係る指定施設サ ー ビス等、
特例施設介護サ ー ビス費に係る施設サ ー ビス、 介護予 防サ ー ビス費に係る指
定介護予 防サ ー ビス若しくは特例介護予防サ ー ビス費に係る介護予防サ ー ビ
ス若しくはこれに相当するサ ー ビスを受けていた同法第 4 1条第1項に規定

する指定居宅サ ー ビス事業者の当該指定に係る居宅サ ー ビス事業を行う事業
所、 同法第42条第1項第 2号に規定する基準該当居宅サ ー ビス（ 以下この号
において「基準該当居宅サ ー ビス」という。） を行う事業所、 指定居宅サ ー ビ
ス及び基準該当居宅サ ー ビス 以外の居宅サ ー ビス若しくはこれに相当するサ
ー ビスを行う事業所、 同法第42条の 2第1項に規定する指定地域密楕型サ ー

ビス事業者の当該指定に係る地域密着型サ ー ビス事業を行う事業所、 指定地
域密着型サ ー ビス 以外の地域密清型サ ー ビス若しくはこれに相当するサ ー ビ
スを行う事業所、 同法第 8条第 25項に規定する介護保険施設、 同法第 53条

第1項に規定する指定介護予 防サ ー ビス事業者の当該指定に係る介護予防サ
ー ビス事業を行う事業所、同法第 54条第1項第 2号に規定する基準該当介護

予防サ ー ビス（ 以下この号において「基準該当介護予 防サ ー ビス」という。）
を行う事業所若しくは指定介護予 防サ ー ビス及び基準該当介護予 防サ ー ビス
以外の介護予防サ ー ビス若しくはこれに相当するサ ー ビスを行う事業所の 名
称及び所 在地

( 4 )  現に療養の給付、 入院時食事療養費に係る療養、 入院時生活療養費に係
る療養、 保険外併用療養費に係る療養、 訪問看護療養費に係る療養若しくは
特別療養費に係る療養を受けている保険医療機関等又は訪間看護 ス テ ー シ ョ
ンの 名 称及び所 在地

( 5 )  被保険者記号・ 番号
2 前項の規定による 申 請書が 提出されたときは、 市町村又は組合は、 次の各号
に掲げる区分に応じて、 当該各号に定める 様式による特別療養証明書 （ 以下こ
の条において「特別療養証明 薯」という。） を、 遅滞なく、 前項の者の属する世
帯の世帯主又は組合員に交付しなければならない。 ただし、 前項の者が被保険



者の資格を喪失した際その世帯主又は組合員が 前項の者に係る被保険者資格証
明書の交付を受けていた場合は、 この限りでない。
( 1 )  市町村 様式第 2による特別療養証明書
( 2 )  組合 様式第 2の 2による特別療養証明書

3 第 1項の者 （ 前項ただし書の規定により特別療養証明書が世帯主又は組合員
に交付されていない第 1項の者を除く。） は、 自 己の 選定する保険医療機関等又
は指定訪間看護事業者に特別療養証明書を 提出して受けるものとする。

4 被保険者の資格喪失後療養の給付、 入院時食事療養費の支給、 入院時生活療
養費の支給、 保険外併用療養費の支給、 訪間看護療養費の支給、 特別療養費の
支給又は移送費の支給を受ける者がその給付又は支給を受けなくなったとき
は、 その者の属する世帯の世帯主又は組合員は、 遅滞なく、 特別療養証明書を
当該世帯主が住所を有する市町村又は組合に返還しなければならない。

5 被保険者の資格喪失後療養の給付、 人院時食事療養費の支給、 人院時生活療
養費の支給、 保険外併用療養費の支給、 訪問看護療養費の支給、 特別療養費の
支給又は移送費の支給を受ける者の 氏名又は住所の 変更があったときは、 その
者の属する世帯の世帯主又は組合員は、 その旨、 変更の年月日及び 個人番号を
記 載した届書に特別療養証明書を 添えて、 5日 以 内に、 当該世帯主が住所を有
する市町村又は組合に 提出しなければならない。 ただし、 世帯主又は組合員が
第 2項ただし書の規定により特別療養証明書の交付を受けていない場合には、
特別療養証明書を 添えることを要しない。

6 世帯主又は組合員は、 特別療養証明書を 破り、 汚し、 又は 失ったときは、 直ち
に 申 請書を当該世帯主が住所を有する市町村又は組合に 提出して、 その 再交付
を 申 請しなければならない。

7 特別療養証明書を 破り、 汚した場合の 前項の 申 請には、 同項の 申 請書に、 そ
の特別療養証明書を 添えなければならない。

8 世帯主又は組合員は、 特別療養証明書の 再交付を受けた後、 失った特別療養
証明書を発 見したときは、 直ちに、 発 見した特別療養証明書を当該世帯主が住
所を有する市町村又は組合に返還しなければならない。
， 世帯主又は組合員は、 第 2項ただし書の規定により特別療養証明書の交付を
受けていない場合において、 令第 1条の 2（ 令第 25条の 2において準用する場
合を含む。） に定める特別の事情があるときは、 直ちに、 次に掲げる事項を記 載

した届書を、 当該世帯主が住所を有する市町村又は組合に 提出しなければなら
なし‘。
( 1 )  世帯主又は組合員の 氏名、 住所及び 個人番号
( 2 )  保険料を納付することができない理由

10 第 5条の 8第3項の規定は 前項の届出に準用する。
1 1  市町村又は組合は、 第9項の規定により当該市町村の区域内に住所を有する

世帯主又は組合員から届書の 提出を受けたときは、 速やかに、 様式第 2による
特別療養証明書を当該世帯主又は組合員に交付しなければならない。
【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

標準処理期間 ■設定 □未設定



7 日

備 考

設 定 日 令和4年3月31日



《ID286900A申請国保年金課国民健康保険法 施行規則第28条第6 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 I 国保年金課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 特別療養証明書の 再交付

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 国民健康保険法施行規則第 28条第 6項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 国民健康保険法施行規則第 28条第 6項・第7項

■設定 □未設定

（特別療養給付の 申 請）
第 28条 法第 55条第1項の規定により被保険者の資格喪失後療養の給付、 入院

時食事療養費の支給、 入院時生活療養費の支給、 保険外併用療養費の支給、 訪
問看護療養費の支給、 特別療養費の支給又は移送費の支給を受けようとする者

は、 資格喪失後 10 日 以 内に、 次に掲げる事項を記 載した特別療養給付 申 請書
を、 その者の属する世帯の世帯主が住所を有する市町村又は組合に 提出しなけ
ればならない。

(1) 療養の給付、 入院時食事療養費に係る療養、 入院時生活療養に係る療養、
保険外併用療養費に係る療養、 訪間看護療養費に係る療養若しくは特別療養
費に係る療養又は介護保険法の規定による居宅介護サ ー ビス費に係る指定居
宅サ ー ビス（同法第41条第1項に規定する指定居宅サ ー ビスをいう。 以下同

じ。）（療養に相当するものに限る。 以下同じ。）、 特例居宅介護サ ー ビス費に
審 査 基 準 係る居宅サ ー ビス（同法第 8条第1項に規定する居宅サ ー ビスをいう。 以下

同じ。）若しくはこれに相当するサ ー ビス（これらのサ ー ビスのうち療養に相
当するものに限る。 以下同じ。）、 地域密着型介護サ ー ビス費に係る指定地域
密着型サ ー ビス（同法第42条の 2第1項に規定する指定地域密着型サ ー ビス

をいう。 以下同じ。）（療養に相当するものに限る。 以下同じ。）、 特例地域密
着型介護サ ー ビス費に係る地域密着型サ ー ビス（同法第 8条第 14項に規定す
る地域密着型サ ー ビスをいう。 以下同じ。）若しくはこれに相当するサ ー ビス
（これらのサ ー ビスのうち療養に相当するものに限る。 以下同じ。）、 施設介
護サ ー ビス費に係る指定施設サ ー ビス等（同法第48条第1項に規定する指定

施設サ ー ビス等をいう。 以下同じ。）（療養に相当するものに限る。 以下同じ。）、
特例施設介護サ ー ビス費に係る施設サ ー ビス（同法第 8条第 26項に規定する
施設サ ー ビスをいう。 以下同じ。）（療養に相当するものに限る。 以下同じ。）、
介護予防サ ー ビス費に係る指定介護予防サ ー ビス（同法第 53条第1項に規定
する指定介護予防サ ー ビスをいう。 以下同じ。）（療養に相当するものに限る。



以下同じ。）若しくは特例介護予防サ ー ビス費に係る介護予防サ ー ビス（同法
第 8条の 2第1項に規定する介護予防サ ー ビスをいう。 以下同じ。）若しくは
これに相当するサ ー ビス （これらのサ ー ビスのうち療養に相当するものに限
る。 以下同じ。） を受けていた者の 氏名、 住所、 生 年月日及び 個人番号並びに
当該被保険者であった者が 退職被保険者等であった場合にあってはその旨

( 2 )  傷病 名及び資格を喪失した際受けていた療養の給付、 入院時食事療養費
に係る療養、 入院時生活療養に係る療養、 保険外併用療養費に係る療養、 訪
問看護療養費に係る療養若しくは特別療養費に係る療養又は介護保険法の規

定による居宅介護サ ー ビス費に係る指定居宅サ ー ビス、 特例居宅介護サ ー ビ
ス費に係る居宅サ ー ビス若しくはこれに相当するサ ー ビス、 地域密楕型介護

サ ー ビス費に係る指定地域密着型サ ー ビス、 特例地域密着型介護サ ー ビス費
に係る地域密楕型サ ー ビス若しくはこれに相当するサ ー ビス、 施設介護サ ー

ビス費に係る指定施設サ ー ビス等、 特例施設介護サ ー ビス費に係る施設サ ー

ビス、 介護予防サ ー ビス費に係る指定介護予防サ ー ビス若しくは特例介護予
防サ ー ビス費に係る介護予防サ ー ビス若しくはこれに相当するサ ー ビスを受
け 始めた年月日

( 3 )  資格を喪失した際療養の給付、 入院時食事療養費に係る療養、 入院時生
活療養費に係る療養、 保険外併用療養費に係る療養、 訪問看護療養費に係る
療養若しくは特別療養費に係る療養を受けていた保険医療機関等若しくは訪
問看護 ス テ ー シ ョ ン又は介護保険法の規定による居宅介護サ ー ビス費に係る

指定居宅サ ー ビス、 特例居宅介護サ ー ビス費に係る居宅サ ー ビス若しくはこ
れに相当するサ ー ビス、 地域密将型介護サ ー ビス費に係る指定地域密楕型サ
ー ビス、 特例地域密着型介護サ ー ビス費に係る地域密着型サ ー ビス若しくは

これに相当するサ ー ビス、 施設介護サ ー ビス費に係る指定施設サ ー ビス等、
特例施設介護サ ー ビス費に係る施設サ ー ビス、 介護予防サ ー ビス費に係る指
定介護予防サ ー ビス若しくは特例介護予防サ ー ビス費に係る介護予防サ ー ビ
ス若しくはこれに相当するサ ー ビスを受けていた同法第 41 条第1項に規定

する指定居宅サ ー ビス事業者の当該指定に係る居宅サ ー ビス事業を行う事業
所、 同法第 42条第 1項第 2号に規定する基準該当居宅サ ー ビス（ 以下この号
において「基準該当居宅サ ー ビス」という。） を行う事業所、 指定居宅サ ー ビ
ス及び基準該当居宅サ ー ビス 以外の居宅サ ー ビス若しくはこれに相当するサ
ー ビスを行う事業所、同法第 42条の 2第 1項に規定する指定地域密清型サ ー

ビス事業者の当該指定に係る地域密着型サ ー ビス事業を行う事業所、 指定地
域密着型サ ー ビス 以外の地域密将型サ ー ビス若しくはこれに相当するサ ー ビ
スを行う事業所、 同法第 8条第 25項に規定する介護保険施設、 同法第 53条

第1項に規定する指定介護予防サ ー ビス事業者の当該指定に係る介護予防サ
ー ビス事業を行う事業所、同法第 54条第 1項第 2号に規定する基準該当介護

予防サ ー ビス（ 以下この号において「基準該当介護予防サ ー ビス」という。）
を行う事業所若しくは指定介護予防サ ー ビス及び基準該当介護予防サ ー ビス
以外の介護予防サ ー ビス若しくはこれに相当するサ ー ビスを行う事業所の 名
称及び所 在地

( 4 )  現に療養の給付、 入院時食事療養費に係る療養、 入院時生活療養費に係
る療養、 保険外併用療養費に係る療養、 訪問看護療養費に係る療養若しくは
特別療養費に係る療養を受けている保険医療機関等又は訪間看護 ス テ ー シ ョ
ンの 名 称及び所 在地

( 5 )  被保険者記号・ 番号
2 前項の規定による 申 請書が 提出されたときは、 市町村又は組合は、 次の各号

に掲げる区分に応じて、 当該各号に定める 様式による特別療養証明書（ 以下こ
の条において「特別療養証明書」という。） を、 遅滞なく、 前項の者の属する世
帯の世帯主又は組合員に交付しなければならない。 ただし、 愉項の者が被保険



者の資格を喪失した際その世帯主又は組合員が 前項の者に係る被保険者資格証
明書の交付を受けていた場合は、 この限りでない。
( 1 )  市町村 様式第 2による特別療養証明書
( 2 )  組合 様式第 2の 2による特別療養証明書

3 第 1項の者 （ 前項ただし書の規定により特別療養証明書が世帯主又は組合員
に交付されていない第 1項の者を除く。） は、 自 己の 選定する保険医療機関等又
は指定訪間看護事業者に特別療養証明書を 提出して受けるものとする。

4 被保険者の資格喪失後療養の給付、 入院時食事療養費の支給、 入院時生活療
養費の支給、 保険外併用療養費の支給、 訪間看護療養費の支給、 特別療養費の
支給又は移送費の支給を受ける者がその給付又は支給を受けなくなったとき
は、 その者の属する世帯の世帯主又は組合員は、 遅滞なく、 特別療養証明書を
当該世帯主が住所を有する市町村又は組合に返還しなければならない。

5 被保険者の資格喪失後療養の給付、 人院時食事療養費の支給、 人院時生活療
養費の支給、 保険外併用療養費の支給、 訪問看護療養費の支給、 特別療養費の
支給又は移送費の支給を受ける者の 氏名又は住所の 変更があったときは、 その
者の属する世帯の世帯主又は組合員は、 その旨、 変更の年月日及び 個人番号を
記 載した届書に特別療養証明書を 添えて、 5日 以 内に、 当該世帯主が住所を有
する市町村又は組合に 提出しなければならない。 ただし、 世帯主又は組合員が
第 2項ただし書の規定により特別療養証明書の交付を受けていない場合には、
特別療養証明書を 添えることを要しない。

6 世帯主又は組合員は、 特別療養証明書を 破り、 汚し、 又は 失ったときは、 直ち
に 申 請書を当該世帯主が住所を有する市町村又は組合に 提出して、 その 再交付
を 申 請しなければならない。

7 特別療養証明書を 破り、 汚した場合の 前項の 申 請には、 同項の 申 請書に、 そ
の特別療養証明書を 添えなければならない。

8 世帯主又は組合員は、 特別療養証明書の 再交付を受けた後、 失った特別療養
証明書を発 見したときは、 直ちに、 発 見した特別療養証明書を当該世帯主が住
所を有する市町村又は組合に返還しなければならない。
， 世帯主又は組合員は、 第 2項ただし書の規定により特別療養証明書の交付を

受けていない場合において、 令第 1条の 2（ 令第 25条の 2において準用する場
合を含む。） に定める特別の事情があるときは、 直ちに、 次に掲げる事項を記 載

した届書を、 当該世帯主が住所を有する市町村又は組合に 提出しなければなら
なし‘。
( 1 )  世帯主又は組合員の 氏名、 住所及び 個人番号
( 2 )  保険料を納付することができない理由

10 第 5条の 8第3項の規定は 前項の届出に準用する。
1 1  市町村又は組合は、 第9項の規定により当該市町村の区域内に住所を有する

世帯主又は組合員から届書の 提出を受けたときは、 速やかに、 様式第 2による
特別療養証明書を当該世帯主又は組合員に交付しなければならない。
【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

標準処理期間 ■設定 □未設定



おおむね3日

備 考

設 定 日 平成 3 1年 3月 3 1日



《ID111800A 申請 健康推進課 予 防接種法第1 5条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

呈
：：：：：月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 障害年金等の給付（予防 接 種による健康被 害の 救済措置）

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 予防 接 種法第 15条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
予防 接 種法第 15条第 1項、 第 16条

基 準 規 定 予防 接 種法施行 令第 10 条 ～第 29条
予防 接 種法施行規則第 9条 ～第 1 1条の 3 1
■設定 □未設定

（健康被 害の 救済措置）
第 15条 市町村長は、当該市町村の区域内に居住する間に定期の予防 接 種等を受

けた者が、 疾病にかかり、 障害の 状態となり、 又は死亡した場合において、 当該
疾病、 障害又は死亡が当該定期の予防 接 種等を受けたことによるものであると
厚生労働大巨が認定したときは、 次条及び第 17条に定めるところにより、 給付

を行う。
審 査 基 準 2 厚生労働大臣は、 前項の認定を行うに当たっては、 審議会等（国家行政組織

法 （昭和 23年法律第 120 号） 第 8条に規定する機関をいう。） で政 令で定める
ものの 意見を 聴かなければならない。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

口設定 ■未設定
標準処理期間

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID111500A 申請環境衛生課墓地、 埋葬等に関する法律第1 0条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 環境衛生 課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 墓地、 納 骨 堂又は火葬場の経営等の許可

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 墓地、 埋葬等に関する法律第 10 条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
幕地、 埋葬等に関する法律第 10 条第 1項
0紀の川市 墓地、 埋葬等に関する法律施行 細則第4条

■設定 □未設定

［募地・納 骨 堂又は火葬場の経営等の許可〕
第 10 条 墓地、 納 骨 常又は火葬場を経営しようとする者は、 都道府県知事の許可

を受けなければならない。
前項の規定により設けた 墓地の区域又は納 骨 堂若しくは火葬場の施設を 変更

審 査 基 準
し、 又は 募地、 納 骨 堂若しくは火葬場を 廃止しようとする者も、 同 様とする。

【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね3 0日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID111600A 申請環境衛生課墓地、 埋葬等に関する法律第1 0条第2 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 環境衛生 課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 墓地、 納 骨 堂又は火葬場の 変更又は 廃止の許可

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 墓地、 埋葬等に関する法律第 10 条第 2項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 墓地、 埋葬等に関する法律第 10 条第 2項、 第 1 1条

■設定 □未設定

［募地・納 骨 堂又は火葬場の経営等の許可〕
第 10 条 墓地、 納 骨 常又は火葬場を経営しようとする者は、 都道府県知事の許可

を受けなければならない。
前項の規定により設けた 墓地の区域又は納 骨 堂若しくは火葬場の施設を 変更

審 査 基 準
し、 又は 募地、 納 骨 堂若しくは火葬場を 廃止しようとする者も、 同 様とする。

【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

変更：おおむね3 0日 廃止：おおむね1 0日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID1441ODA 申請環境衛生課 狂犬病予防法第4条第2 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 環境衛生 課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 5年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 犬の 登録及び 鑑札の交付

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 狂犬病予 防法第4条第 2項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
狂犬病予 防法第4条第 1項
狂犬病予 防法施行規則第 3条、 第4条、 第 5条

■設定 □未設定

（ 登録）
第4条 犬の所有者は、 犬を取得した日（生 後 90 日 以 内の 犬を取得した場合にあ

つては、 生 後 90 日を経過した日） から 30 日 以 内に、 厚生労働省 令の定めると
ころにより、 その 犬の所 在地を 管轄する市町村長（特別区にあっては、 区長。 以
下同じ。） に 犬の 登録を 申 請しなければならない。 ただし、 この条の規定により
登録を受けた 犬については、 この限りでない。

2 市町村長は、 前項の 登録の 申 請があったときは、 原 簿に 登録し、 その 犬の所
有者に 犬の 鑑札を交付しなければならない。

3 犬の所有者は、 前項の 鑑札をその 犬に 着けておかなければならない。
4 第1項及び第 2項の規定により 登録を受けた 犬の所有者は、 犬が死亡したと

き又は 犬の所 在地その他 厚生労働省 令で定める事項を 変更したときは、 30 日 以
審 査 基 準 内に、 厚生労働省 令の定めるところにより、 その 犬の所 在地（ 犬の所 在地を 変

更したときにあっては、 その 犬の 新所 在地） を 管轄する市町村長に届け出なけ
ればならない。

5 第1項及び第 2項の規定により 登録を受けた 犬について所有者の 変更があっ
たときは、 新所有者は、 30 日 以 内に、 厚生労働省 令の定めるところにより、 そ
の 犬の所 在地を 管帖する市町村長に届け出なければならない。

6 前各項に定めるもののほか、 犬の 登録及び 鑑札の交付に関して必要な事項は、
政 令で定める。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。



参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね14日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID1 44200A申請環境衛生課 狂犬病予防法第5条第2 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 環境衛生 課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 2年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 犬の予防 注射済票の交付

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 狂犬病予防法第 5条第 2項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
狂犬病予防法第 5条第 1項
狂犬病予防法施行規則第 11条、 第 12条

■設定 □未設定

（予防 注射）
第 5条 犬の所有者（所有者 以外の者が 管理する場合には、 その者。 以下同じ。）

は、 その 犬について、 厚生労働省 令の定めるところにより、 狂犬病の予防 注射
を 毎年 1 回受けさせなければならない。

2 市町村長は、 政 令の定めるところにより、 前項の予防 注射を受けた 犬の所有
審 査 基 準 者に 注射済票を交付しなければならない。

3 犬の所有者は、 前項の 注射済栗をその 犬に 着けておかなければならない。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね1日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《 ID190790A 申請環境衛生課 騒音規制法第6条》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 環境衛生 課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和4年4月 1 日

く処分の概要＞

許認可等の名称 特定施設の設 置の届出受理等

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 騒音規 制法第 6条

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
騒音規 制法第 6条、 第7条、 第 8条、 第 9条、 第 10 条、 第 1 1条、 第 12条第 1項・

第 2項

■設定 □未設定

（特定施設の設 置の届出）
第6条 指定地域内において 工場又は事業場（特定施設が設 置されていないもの

に限る。） に特定施設を設 置しようとする者は、 その特定施設の設 置の 工事の 開
始の 日の 30 日 前までに、 環境省 令で定めるところにより、 次の事項を市町村長

に届け出なければならない。
( 1 )  氏名 又は 名 称及び住所並びに法 人にあっては、 その代表者の 氏名

(2) 工場又は事業場の 名 称及び所 在地
( 3 )  特定施設の 種類 ごとの 数

審 査 基 準
( 4 )  騒音の防 止の 方法
( 5 )  その他 環境省 令で定める事項

2 前項の規定による届出には、 特定施設の 配骰図その他 環境省 令で定める書 類
を 添附しなければならない。

【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね7 13 



備 考

設 定 日 令和 6 年3月31日



《ID1 90850A申請環境衛生課 騒音規制法第14条》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 環境衛生 課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和4年4月 1 日

く処分の概要＞

許認可等の名称 特定 建設 作業の 実施の届出受理等

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 騒音規 制法第 14条

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 騒音規 制法第 14条、 第 15条

■設定 □未設定

（特定 建設 作業の 実施の届出）
第 14条 指定地域内において特定 建設 作業を伴う 建設 工事を施 工 しようとする

者は、 当該特定 建設 作業の 開始の 日の 7 H 前までに、 環境省 令で定めるところ
により、 次の事項を市町村長に届け出なければならない。 ただ し、 災害その他
非常の事 態の発生 により特定 建設 作業を 緊急に行う必要がある場合は、 この限

りでない。
( 1 )  氏名 又は 名 称及び住所並びに法 人にあっては、 その代表者の 氏名
( 2 )  建設 工事の 目 的に係る施設 又は エ作物の 種類
( 3 )  特定 建設 作業の場所及び 実施の 期間

審 査 基 準 ( 4 )  騒音の防 止の 方法
( 5 )  その他 環境省 令で定める事項

2 前項ただ し書の場合において、 当該 建設 工事を施 工する者は、 速やかに、 同
項各号に掲げる事項を 市町村長に届け出なければならない。

3 前 2項の規定による届出には、 当該特定 建設 作業の場所の 附近の 見取 図その
他 環境省 令で定める書 類を 添附 しなければならない。

【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

標準処理期間 ■設定 □未設定



おおむね7日

備 考

設 疋’→—, 
日 令和 6年 3月 3 1 13 



《1D222290A申請環境衛生課 振動規制法第6条》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 環境衛生 課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和4年4月 1 日

く処分の概要＞

許認可等の名称 特定施設の設 置の届出受理等

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 振動規 制法第 6条

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
振動規 制法第 6条、 第7条、 第 8条、 第 9条、 第 10 条、 第 1 1条、 第 12条第 1項・

第 2項

■設定 □未設定

（特定施設の設 置の届出）
第6条 指定地域内において 工場又は事業場（特定施設が設 置されていないもの

に限る。） に特定施設を設 置しようとする者は、 その特定施設の設 置の 工事の 開
始の 日の 30 日 前までに、 環境省 令で定めるところにより、 次の事項を市町村長

に届け出なければならない。
( 1 )  氏名 又は 名 称及び住所並びに法 人にあっては、 その代表者の 氏名

(2) 工場又は事業場の 名 称及び所 在地
( 3 )  特定施設の 種類及び 能力 ごとの 数

審 査 基 準 ( 4 )  振動の防 止の 方法
( 5 )  特定施設の 使用の 方法

(6) その他 環境省 令で定める事項
2 前項の規定による届出には、 特定施設の 配置 図その他 環境省 令で定める書 類
を 添付しなければならない。

【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね7 日



備 考

設 定 日 令和 6 年3月31日



《1D222290A申請環境衛生課 振動規制法第6条》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 環境衛生 課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和4年4月 1 日

く処分の概要＞

許認可等の名称 特定施設の設 置の届出受理等

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 振動規 制法第 6条

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
振動規 制法第 6条、 第7条、 第 8条、 第 9条、 第 10 条、 第 1 1条、 第 12条第 1項・

第 2項

■設定 □未設定

（特定施設の設 置の届出）
第6条 指定地域内において 工場又は事業場（特定施設が設 置されていないもの

に限る。） に特定施設を設 置しようとする者は、 その特定施設の設 置の 工事の 開
始の 日の 30 日 前までに、 環境省 令で定めるところにより、 次の事項を市町村長

に届け出なければならない。
( 1 )  氏名 又は 名 称及び住所並びに法 人にあっては、 その代表者の 氏名

(2) 工場又は事業場の 名 称及び所 在地
( 3 )  特定施設の 種類及び 能力 ごとの 数

審 査 基 準 ( 4 )  振動の防 止の 方法
( 5 )  特定施設の 使用の 方法

(6) その他 環境省 令で定める事項
2 前項の規定による届出には、 特定施設の 配置 図その他 環境省 令で定める書 類
を 添付しなければならない。

【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね7 日



備 考

設 定 日 令和 6 年3月31日



《 ID225950A 申請環境衛生課 浄化槽法第1 2条の10第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 環境衛生 課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 2年4月 1 日

く処分の概要＞

許認可等の名称 排水設 備の設 置の 承認

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 浄化槽法第 12条の 10 第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
浄化槽法第 12条の 10
環境省 関係 浄化槽法施行規則第 9条の 9

口設定 ■未設定
未設定理由 ： 法 令の規定において 判断基準が 言い 尽くされているので、 審査基準
の設定は 不要であるため。

審 査 基 準

【基準】

参 考 資 料

口設定 ■未設定
標準処理期間

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1 13 



《ID226000A申請環境衛生課 浄化槽法第35条》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 環境衛生 課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1 日

く処分の概要＞

許認可等の名称 浄化槽清掃業の許可

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 浄化槽法第 35条

＜審査基準／標準処理期間＞
浄化槽法第 36条

基 準 規 定 環境省 関係 浄化槽法施行 規則第 10 条、 第 11条
0紀の川市 廃棄物の 処理及び 清掃に 関する条例第 26条、 第 27条

■設定 □未設定

（許可）
第 35条 浄化槽清掃業を 営もうとする者は、当該業を行おうとする区域を 管轄す

る市町村長の許可を受けなければならない。
2 前項の許可には、 期限を付し、 又は生活 環境の保全及び 公衆衛生 上必要な条

件を付することができる。
3 第1項の許可を受けようとする者（ 以下「 清掃業許可 申 請者」という。） は、

審 査 基 準 環境省 令で定める 申 請書及び 添付書 類を市町村長に 提出しなければならない。
4 市町村長は、 第1項の許可又は 不許可の 処分をした場合には、 直ちにその旨

を 清掃業許可 申 請者に通知しなければならない。
【基準】
上記の条文及び基準 規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

新規：おおむね6 0 日 更新：おおむね3 0 日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 31 13 



《 I D31 4700A 申請環境衛生課 地球温暖化対策の推進に関する法律第22条の2第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 環境衛生 課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和4年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 地域脱炭素化促進事業 計 画の認定

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 地 球温暖化対 策の 推進に 関する法律第 22条の 2第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
地 球温暖化対 策の 推進に 関する法律第 22条の 2第 1項•第 2項•第 3項•第4項

基 準 規 定 地 球温暖化対 策の 推進に 関する法律に基づく地域脱炭素化促進事業 計 画の認定等

審 査 基 準

に 関する省 令第 3条、 第4条、 第 5条、 第 6条、 別 表

■設定 □未設定

（地域脱炭素化促進事業 計 画の認定）
第 22条の 2 地域脱炭素化促進事業を行おうとする者は、 単独で又は 共同して、

地 方公共団体 実行 計 画協諮会が組織されているときは当該地 方公共団体 実行 計
画協議会における 協議を経て、 環境省 令・ 農林水産省 令・経済産業省 令・国 士交

通省 令で定めるところにより、 当該地域脱炭素化促進事業の 実施に 関する 計 画
（ 以下「地域脱炭素化促進事業 計 画」という。） を 作成し、 地 方公共団体 実行 計
画（第 2 1条第 5項各号に掲げる事項が定められたものに限る。 以下この条にお

いて同じ。） を 策定した市町村（ 以下「 計 画策定市町村」という。） の認定を 申 請
することができる。

2 地域脱炭素化促進事業 計 画においては、 次に掲げる事項を記 載しなければな
らない。

(1) 申 請者の 氏名又は 名 称及び住所並びに法 人にあっては、 その代表者の 氏
名

(2) 地域脱炭素化促進事業の 目標 （ 温室効 果ガスの 排出の 量の 削減等に 関す
る 目標を含 む。）

(3) 地域脱炭素化促進事業の 実施期間
(4) 整備をしようとする地域脱炭素化促進施設の 種類及び規模その他の当該

地域脱炭素化促進施設の 整備の 内 容
(5) 前号の 整備と 一体 的に行う地域の 脱炭素化のための取組の 内 容
(6) 第4号の 整備及び 前号の取組の用に 供する 士地の所 在、 地 番、 地 目及び

面 積又は 水域の 範囲
(7) 第4号の 整備及び第 5号の取組を 実施するために必要な資金の額及びそ

の 調達 方法
(8) 第4号の 整備と併せて 実施する 次に掲げる取組に 関する事項

イ 地域の 環境の保 全のための取組



ロ 地域の経済及び 社会の 持続的発 展に資する取組
(9) その他 環境省 令・ 農林水産省 令・経済産業省 令・国 土交通省 令で定める

事項
3 計 画策定市町村は、 第1項の規定による 申 請があった場合において、 その 申

請に係る地域脱炭素化促進事業 計 画が 次に掲げる要 件に該当するものであると
認めるときは、 その認定をするものとする。

(1) 地域脱炭素化促進事業 計 画の 内容が地 方公共団体 実行 計 画に適 合するも
のであること。

(2) 地域脱炭素化促進事業 計 画に記 載された地域脱炭素化促進事業が 円 滑か
つ確 実に 実施されると 見込まれるものであること。

(3) その他 環境省 令・ 農林水産省 令・経済産業省 令・国 士交通省 令で定める
基準に適 合するものであること。

4 計 画策定市町村は、 前項の認定をしようとする場合において、 その 申 請に係
る地域脱炭素化促進事業 計 画に記 載された第 2項第4号の 整備又は同項第 5号
の取組に係る行 為が 次の各号に掲げる行 為のいずれかに該当するときは、 当該
地域脱炭素化促進事業 計 画に ついて、 あらかじめ、 それぞれ当該各号に定める
者に 協議し、 その同 意を得なければならない。

(1) 温泉法（昭和 23年法律第 125号） 第3条第1項又は第 1 1条第1項の許
可を受けなければならない行 為 都道府県知事

(2) 森林法（昭和 26年法律第 249号） 第 5条第1項の規定によりたてられた
地域森林計 画の対 象となっている同項に規定する民 有 林（保 安林（同法第 25
条又は第 25条の 2の規定により 指定された保 安林をいう。 以下同じ。） 亜び
に同法第41条の規定により 指定された保 安施設地区の区域内及び 海 岸法（昭
和 3 1年法律第 10 1号）第3条の規定により 指定された 海 岸保全区域内の 森林
（ 森林法第 2条第1項に規定する 森林をいう。） を除く。 第 22条の 6第1項
において「対 象民 有 林」 という。） において行う行 為であって、 森林法第 10 条
の 2第1項の許可を受けなければならないもの 都道府県知事

(3) 保 安林において行う行 為であって、 森林法第 34条第1項又は第 2項の許
可を受けなければならないもの 都道府県知事

(4) 農地（ 耕作（ 農地法（昭和 27年法律第 229号） 第43条第1項の規定に
より 耕作に該当するものとみなされる 農作物の 栽培を含む。 以下この号にお
いて同じ。） の 目 的に 供される 土地をいう。 以下同じ。） を 農地 以外のものに
し、 又は 農用地（ 農地又は採 草放牧地（ 農地 以外の 士地で、 主として 耕作又は
養 畜の事業のための採 草又は家畜の 放牧の 目 的に 供されるものをいう。 以下
同じ。） をいう。 以下同じ。） を 農用地 以外のものにするため当該 農用地に つ
いて所有権若しくは 使用及び 収 益を 目 的とする権 利を取得する行 為であっ
て、 同法第4条第1項又は第 5条第1項の許可を受けなければならないもの
都道府県知事

(5) 国 立公園（ 自 然公園法（昭和 32年法律第 161号） 第 2条第 2号に規定す
る国 立公園をいう。 第 22条の 8において同じ。） の区域内において行う行 為
であって、 同法第 20 条第3項の許可を受けなければならないもの又は同法第
33条第1項の届出をしなければならないもの 環境大臣

(6) 国定 公園（ 自 然公園法第 2条第3号に規定する国定 公圏をいう。 第 22条
の 8において同じ。） の区域内において行う行 為であって、 同法第 20 条第3
項の許可を受けなければならないもの又は同法第 33 条第1項の届出をしな
ければならないもの 都道府県知事

(7) 河川法（昭和 39年法律第 167号） 第 23条の 2（同法第 10 0 条第1項に
おいて準用する場合を含む。 以下同じ。） の 登録を受けなければならない行 為
河川 管理者（同法第7条（同法第 10 0 条第1項において準用する場合を含む。）

に規定する 河川 管理者 （同法第9条第 2項又は第 5項の規定により 都道府県



知事又は指定 都市の長が同条第 2項に規定する指定区間 内の 1 級河川 （同法
第4条第1項に規定する 1 級河川をいう。） に係る同法第 23条の 2の 登録を
行う場合にあっては、 当該 都道府県知事又は当該指定 都市の長） をいう。 第

8項において同じ。）
(8) 熱回収（ 廃棄物の 処理及び 清掃に関する法律（昭和45年法律第 137号）

第9条の 2の 4第1項に規定する 熱回収をいう。 第 22条の 10 第1項におい
て同じ。） を行う行 為（ 申 請者が同法第9条の 2の 4第1項又は第 15条の 3
の 3第1項の認定を受けることを 希望する場合に限る。） 都道府県知事

(9) 指定区域（ 廃棄物の 処理及び 清掃に関する法律第 15条の 17第1項の指
定区域をいう。 第 22条の 10 第 2項において同じ。） 内において行う行 為であ
って、 同法第 15条の 19第1項の届出をしなければならないもの 都道府県
知事

5 都道府県知事は、 次の各号に掲げる行 為に係る地域脱炭素化促進事業 計 画に
ついての 協議があった場合において、 当該 協議に係る第 2項第4号の 整備又は

同項第 5号の取組に係る行 為が、 それぞれ当該各号に定める要 件に該当するも
のであると認めるときは、 前項の同 意をするものとする。

(1) 前項第1号に掲げる行 為 温泉法第4条第1項（同法第 11条第 2項又は
第3項において読み替えて準用する場合を含む。）の規定により同法第3条第
1項又は第 11条第1項の許可をしなければならない場合に該当すること。

(2) 前項第 2号に掲げる行 為 森林法第 10 条の 2第 2項の規定により同条
第1項の許可をしなければならない場合に該当すること。

(3) 前項第3号に掲げる行 為 森林法第 34条第3項若しくは第4項の規定
により同条第1項の許可をしなければならない場合又は同条第 5項の規定に
より同条第 2項の許可をしなければならない場合に該当すること。

(4) 前項第 8号に掲げる行 為 廃棄物の 処理及び 清掃に関する法律第9条の
2の 4第1項又は第 15条の 3の 3第1項の認定を受けることができる場合

に該当すること。
6 都道府県知事は、 第4項第4号に掲げる行 為に係る地域脱炭素化促進事業 計

画に ついての 協議があった場合において、 当該 協議に係る第 2項第4号の 整備
又は同項第5号の取組に係る行 為が、 次に掲げる要 件に該当するものであると
認めるときは、 第4項の同 意をするものとする。

(1) 農地を 農地 以外のものにする場合にあっては、 農地法第4条第6項の規
定により同条第1項の許可をすることができない場合に該当しないこと。

(2) 農用地を 農用地 以外のものにするため当該 農用地に ついて所有権又は 使
用及び 収 益を 目 的とする権 利を取得する場合にあっては、 農地法第 5条第 2
項の規定により同条第1項の許可をすることができない場合に該当しないこ
と。

7 環境大臣又は 都道府県知事は、 第4項第 5号又は第6号に掲げる行 為（ 自 然
公園法第 20 条第3項の許可に係るものに限る。） に係る地域脱炭素化促進事業
計 画に ついての 協議があった場合において、 当該 協議に係る第 2項第4号の 整
備又は同項第 5号の取組に係る行 為が、 同条第4項の規定により同条第3項の

許可をしてはならない場合に該当しないと認めるときは、 第4項の同 意をする
ものとする。

8 河川 管理者は、 第4項第7号に掲げる行 為に係る地域脱炭素化促進事業 計 画
の 協議があった場合において、 当該 協議に係る第 2項第4号の 整備に係る行 為
が、 河川法第 23条の 4の規定により同法第 23条の 2の 登録を 拒否しなければ
ならない場合に該当しないと認めるときは、 第4項の同 意をするものとする。

9 都道府県知事は、 次の各号に掲げる行 為に係る地域脱炭素化促進事業 計 画に
ついての 協議があった場合において、 第4項の同 意をしようとするときは、 そ

れぞれ当該各号に定める者に 協議しなければならない。



(1) 第4項第1号に掲げる行 為（ 隣接 都府県における 温泉（ 温泉法第 2条第
1項に規定する 温泉をいう。 ） の 湧出量、 温度又は成分に影響を及ぼすおそれ

がある場合に限る。 ） 環境大臣
(2) 第4項第4号に掲げる行 為（当該行 為に係る 上地に 4 ヘ ク タ ールを超え

る 農地が含まれる場合に限る。 ） 農林水産大臣
10 環境大臣は、 前項第1号の規定による 協議を受けたときは、 関係 都府県の 利

害関係者の 意見を 聴かなければならない。
1 1  都道府県知事は、 次の各号に掲げる行 為に係る地域脱炭素化促進事業 計 画に

ついての 協議があった場合において、 第4項の同 意をしようとするときは、 そ
れぞれ当該各号に定める者の 意見を 聴かなければならない。

(1) 第4項第1号に掲げる行 為 自 然環境保全法（昭和47年法律第 85号 ）
第 5 1条第1項の規定により 置かれる 審議会その他の 合 議制の機関

(2) 第4項第 2号に掲げる行 為 都道府県森林審議会
(3) 第4項第4号に掲げる行 為 農業委員 会（ 農業委員 会等に関する法律（昭

和 26年法律第 88号 ） 第3条第1項ただし書又は第 5項の規定により 農業委
員 会を 置かない市町村にあっては、 市町村長。 次項及び第 13 項において同
じ。 ）

12 農業委員 会は、 前項（第3号に係る 部分に限る。 以下この項及び 次項におい
て同じ。 ） の規定により 意見を 述べようとするとき（ 前項の 協議に係る同号に掲
げる行 為が 30 ア ールを超える 農地が含まれる 上地に係るものであるときに限

る。 ） は、 あらかじめ、 農業委員 会等に関する法律第43条第1項に規定する 都
道府県機構（ 次項において 「都道府県機構」という。 ） の 意見を 聴かなければな

らない。 ただし、 同法第42条第1項の規定による 都道府県知事の 指定がされて
いない場合は、 この限りでない。

13 前項に定めるもののほか、 農業委員 会は、 第 1 1項の規定により 意見を 述べる
ため必要があると認めるときは、 都道府県機構の 意見を 聴くことができる。

14 計 画策定市町村が 農地法第4条第1項に規定する 指定市町村（ 次項並びに第
65条第6号及び第7号において 「指定市町村」という。 ） である場合における第
3項及び第4項の規定の適用に ついては、 第3項中 「要 件」とあるのは 「要 件及
び第6項各号に掲げる要 件」と、 第4項中 「次の各号」とあり、 及び 「当該各

号」とあるのは 「第1号から第3号まで及び第 5号から第9号まで」とする。
15 第9項及び第 11項の規定は、 指定市町村である 計 画策定市町村が地域脱炭素

化促進事業 計 画（第4項第4号に掲げる行 為に係る 部分に限る。 ） に ついて第3
項の認定をしようとするときに ついて準用する。 この場合において、 第9項中

「次の各号」とあるのは 「第 2号」と、 「それぞれ当該各号」とあるのは 「同号」
と、 第 1 1項中 「次の各号」とあるのは 「第3号」と、 「それぞれ当該各号」とあ
るのは 「同号」と読み替えるものとする。

16 計 画策定市町村が 廃棄物の 処理及び 清掃に関する法律第 24条の 2第1項の
政 令で定める市である場合における第3項及び第4項の規定の適用に ついて
は、 第3項中 「要 件」とあるのは 「要 件及び第 5項第4号に掲げる要 件」と、 第
4項中 「 次の各号」とあり、 及び 「当該各号」とあるのは 「第1号から第7号ま
で」とする。

17 計 画策定市町村は、 第3項の規定による認定をしたときは、 関係行政機関の
長及び関係地 方公共団体の長に対し、 速やかに、 その旨を通知するとともに、
当該認定に係る地域脱炭素化促進事業 計 画に記 載された事項のうち 環境省 令・
農林水産省 令・経済産業省 令・国 士交通省 令で定めるものを 公表するものとす

る。



【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね6 0日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《 I D31 4800A 申請環境衛生課 地球温暖化対策の推進に関する法律第22条の3第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 環境衛生 課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和4年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 地域脱炭素化促進事業 計 画の 変更

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 地 球温暖化対 策の 推進に 関する法律第 22条の 3第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
地 球温暖化対 策の 推進に 関する法律第 22条の 2第 3項•第4項、 第 22条の 3第

基 準 規 定
1項•第 5項

地 球温暖化対 策の 推進に 関する法律に基づく地域脱炭素化促進事業 計 画の認定等
に 関する省 令第 8条、 第 9条

■設定 □未設定

（地域脱炭素化促進事業 計 画の 変更等）
第 22 条の 3 前条第3項の認定を受けた者（ 以下「認定地域脱炭素化促進事業

者」という。） は、 当該認定に係る地域脱炭素化促進事業 計 画を 変更しようとす
るときは、 地 方公共団体 実行 計 画協議会が組織されているときは当該地 方公共
団体 実行 計 画協議会における 協議を経て、 環境省 令・ 農林水産省 令・経済産業

省 令・国 土交通省 令で定めるところにより、 計 画策定市町村の認定を受けなけ
ればならない。 ただし、 環境省 令・ 農林水産省 令・経済産業省 令・国 士交通省 令
で定める 軽微な 変更については、 この限りでない。

2 認定地域脱炭素化促進事業者は、 前項ただし書の 環境省 令・ 農林水産省 令・
経済産業省 令・国 士交通省 令で定める 軽微な 変更をしたときは、 遅滞なく、 そ
の旨を 計 画策定市町村に届け出なければならない。

審 査 基 準 3 計 画策定市町村は、 次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、 前条第
3項の認定を取り 消すことができる。

(1) 認定地域脱炭素化促進事業者が 前条第3項の認定に係る地域脱炭素化促
進事業 計 画（第1項の規定による 変更の認定又は 前項の規定による 変更の届

出があったときは、 その 変更後のもの。 以下「認定地域脱炭素化促進事業 計
画」という。） に 従って地域脱炭素化促進事業を行っていないとき。

(2) 認定地域脱炭素化促進事業 計 画が 前条第3項第1号から第3号までのい
ずれかに該当しないものとなったとき。

4 計 画策定市町村は、 前項の規定による認定の取 消しをしたときは、 遅滞なく、
その旨を、 関係行政機 関の長及び 関係地 方公共団体の長に通知するとともに、
公表するものとする。

5 前条第3項から第 17項までの規定は、 第1項の規定による 変更の認定につい
て準用する。



【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね6 0日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《 I D200300A 申請環境衛生課． 廃棄物対策課 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第7条第1 項 • 第2 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 環境衛生 課， 廃棄物対 策課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和4年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 一般 廃棄物収 集運搬業の許可、 許可の 更新

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 廃棄物の 処理及び 清掃に 関する法律第7条第 1項•第 2項

＜審査基準／標準処理期間＞
廃棄物の 処理及び 清掃に 関する法律第7条第 1項 ～第 5項

基 準 規 定
廃棄物の 処理及び 清掃に 関する法律施行 令第4条の 5、 第4条の 6、 第4条の 7
廃棄物の 処理及び 清掃に 関する法律施行規則第 2条、 第 2条の 2、 第 2条の 2の 2
0紀の 川市 廃棄物の 処理及び 清掃に 関する条例第 17条、 第 18条

■設定 □未設定

（ 一般 廃棄物処理業 ）
第7条 一般 廃棄物の 収 集又は 運搬を業として行おうとする者は、 当該業を行お

うとする区域（ 運搬のみを業として行う場合にあっては、 一般 廃棄物の 積卸し
を行う区域に限る。 ） を 管轄する市町村長の許可を受けなければならない。 ただ
し、 事業者（ 自らその 一般 廃棄物を 運搬する場合に限る。 ）、 専ら 再生 利用の 目
的となる 一般 廃棄物のみの 収 集又は 運搬を業として行う者その他 環境省 令で定

める者については、 この限りでない。
2 前項の許可は、 1年を下らない政 令で定める期間 ごとにその 更新を受けなけ
れば、 その期間の経過によって、 その 効 力を 失う。

3 前項の 更新の 申 請があった場合において、 同項の期間（ 以下この項及び 次項
において「許可の有 効期間」という。 ） の満 了の日までにその 申 請に対する 処分

審 査 基 準 がされないときは、 従前の許可は、 許可の有 効期間の満 了後もその 処分がされ
るまでの間は、 なおその 効 力を有する。

4 前項の場合において、 許可の 更新がされたときは、 その許可の有 効期間は、
従前の許可の有 効期間の満 了の日の 翌日から起算するものとする。

5 市町村長は、 第1項の許可の 申 請が 次の各号のいずれにも適 合していると認
めるときでなければ、 同項の許可をしてはならない。

(1) 当該市町村による 一般 廃棄物の 収 集又は 運搬が困難であること。
(2) その 申 請の 内 容が 一般 廃棄物処理 計 画に適 合するものであること。
(3) その事業の用に 供する施設及び 申 請者の 能力がその事業を 的確に、 かつ、

継続して行うに足りるものとして 環境省 令で定める基準に適 合するものであ
ること。

(4) 申 請者が 次のいずれにも該当しないこと。
イ 心身の 故障によりその業務を 満切に行うことができない者として 環境省



令で定めるもの
ロ 破産手 続開始の 決定を受けて 復権を得ない者
ハ 禁錮以 上の 刑に 処せられ、 その 執行を 終わり、 又は 執行を受けることが

なくなった日から 5年を経過しない者
二 この法律、 浄化槽法 （昭和 58年法律第43号） その他生活 環境の保全を

目 的とする法 令で政 令で定めるもの若しくはこれらの法 令に基づく 処分若
しくは 暴力 団員による 不当な行 為の防 止等に関する法律（ 平成3年法律第
77号。 第 32条の 3第7項及び第 32条の 1 1第1項を除く。） の規定に 違反
し、 又は 刑法 （明治40 年法律第45号） 第 20 4条、 第 20 6条、 第 20 8条、
第 20 8条の 2、 第 222条若しくは第 247条の 罪若しくは 暴力行 為等 処罰 二
関 ス ル法律（大正 15年法律第 60 号） の 罪を 犯し、 罰金の 刑に 処せられ、
その 執行を 終わり、 又は 執行を受けることがなくなった日から 5年を経過
しない者

ホ 第7条の 4第1項（第4号に係る 部分を除く。）若しくは第 2項若しくは
第 14条の 3の 2第1項（第4号に係る 部分を除く。） 若しくは第 2項（こ
れらの規定を第 14条の 6において読み替えて準用する場合を含む。） 又は
浄化槽法第41条第 2項の規定により許可を取り 消され、 その取 消しの日か

ら 5年を経過しない者（当該許可を取り 消された者が法 人である場合（第
7条の 4第1項第3号又は第 14条の 3の 2第1項第3号（第 14条の 6に
おいて準用する場合を含む。）に該当することにより許可が取り 消された場
合を除く。） においては、 当該取 消しの 処分に係る行政手 続法（ 平成 5年法

律第 88号）第 15条の規定による通知があった日 前 60 日 以 内に当該法 人の
役員（業務を 執行する 社員、 取 締役、 執行 役又はこれらに準ずる者をいい、

相 談役、 顧問その他いかなる 名 称を有する者であるかを 間わず、 法 人に対
し業務を 執行する 社員、 取 締役、 執行 役又はこれらに準ずる者と同等 以 上
の支 配力を有するものと認められる者を含む。 以下この号、 第 8条の 5第
6項及び第 14条第 5項第 2号 二において同じ。） であった者で当該取 消し

の日から 5年を経過しないものを含む。）
へ 第7条の 4若しくは第 14条の 3の 2（第 14条の 6において読み替えて

準用する場合を含む。） 又は 浄化槽法第41条第 2項の規定による許可の取
消しの 処分に係る行政手 続法第 15 条の規定による通知があった日から当

該 処分をする日又は 処分をしないことを 決定する日までの間に 次条第3項
（第 14条の 2第3項及び第 14条の 5第3項において読み替えて準用する
場合を含む。 以下この号において同じ。） の規定による 一般 廃棄物若しくは
産業 廃棄物の 収 集若しくは 運搬若しくは 処分（ 再生 することを含む。） の事

業のいずれかの事業の全 部の 廃止の届出又は 浄化槽法第 38 条第 5号に該
当する 旨の同条の規定による届出をした者（当該事業の 廃止について相当
の理由がある者を除く。） で、 当該届出の日から 5年を経過しないもの

ト ヘに規定する期間 内に 次条第3項の規定による 一般 廃棄物若しくは 産業
廃棄物の 収 集若しくは 運搬若しくは 処分の事業のいずれかの事業の全 部の
廃止の届出又は 浄化槽法第 38 条第 5号に該当する 旨の同条の規定による

届出があった場合において、 への通知の日 前 60 日 以 内に当該届出に係る法
人（当該事業の 廃止について相当の理由がある法 人を除く。） の 役員若しく

は政 令で定める 使用 人であった者又は当該届出に係る 個人（当該事業の 廃
止について相当の理由がある者を除く。）の政 令で定める 使用 人であった者

で、 当該届出の日から 5年を経過しないもの
チ その業務に関し 不正又は 不誠実な行 為をするおそれがあると認めるに足

りる相当の理由がある者
リ 営業に関し成年者と同 一の行 為能力を有しない 未成年者でその法定代理

人（法定代理 人が法 人である場合においては、 その 役員を含む。 第 14条第



5項第 2号 ハにおいて同じ。） が イから チまでのいずれかに該当するもの
ヌ 法 人でその 役員又は政 令で定める 使用 人のうちに イから チまでのいずれ

かに該当する者のあるもの
ル 個人で政 令で定める 使用 人のうちに イから チまでのいずれかに該当する

者のあるもの
6 一般 廃棄物の 処分を業として行おうとする者は、 当該業を行おうとする区域

を 管轄する市町村長の許可を受けなければならない。 ただし、 事業者（ 自らそ
の 一般 廃棄物を 処分する場合に限る。）、 専ら 再生 利用の 目 的となる 一般 廃棄物
のみの 処分を業として行う者その他 環境省 令で定める者については、 この限り
でない。

7 前項の許可は、 1年を下らない政 令で定める期間 ごとにその 更新を受けなけ
れば、 その期間の経過によって、 その 効 力を 失う。

8 前項の 更新の 申 請があった場合において、 同項の期間（ 以下この項及び 次項
において「許可の有 効期間 」 という。） の満 了の 日までにその 申 請に対する 処分
がされないときは、 従前の許可は、 許可の有 効期間の満 了後もその 処分がされ
るまでの間は、 なおその 効 力を有する。
， 前項の場合において、 許可の 更新がされたときは、 その許可の有 効期間は、

従前の許可の有 効期間の満 了の 日の 翌 日から起算するものとする。
10 市町村長は、 第6項の許可の 申 請が 次の各号のいずれにも適 合していると認

めるときでなければ、 同項の許可をしてはならない。
(1) 当該市町村による 一般 廃棄物の 処分が困難であること。
(2) その 申 請の 内 容が 一般 廃棄物処理 計 画に適 合するものであること。
(3) その事業の用に 供する施設及び 申 請者の 能力がその事業を 的確に、 かつ、

継続して行うに足りるものとして 環境省 令で定める基準に適 合するものであ
ること。

(4) 申 請者が第 5項第4号 イから ルまでのいずれにも該当しないこと。
1 1  第1項又は第6項の許可には、 一般 廃棄物の 収 集を行うことができる区域を

定め、 又は生活 環境の保全 上必要な条 件を付することができる。
12 第1項の許可を受けた者（ 以下「 一般 廃棄物収 集運搬業者 」 という。） 及び第

6項の許可を受けた者（ 以下「 一般 廃棄物処分業者 」 という。） は、 一般 廃棄物
の 収 集及び 運搬並びに 処分につき、 当該市町村が地 方 自治法（昭和 22年法律第
67号） 第 228条第1項の規定により条例で定める 収 集及び 運搬亜びに 処分に関

する手 数糾の額に相当する額を超える料 金を受けてはならない。
13 一般 廃棄物収 集運搬業者又は 一般 廃棄物処分業者は、 一般 廃棄物処理基準（特

別 管理 一般 廃棄物にあっては、 特別 管理 一般 廃棄物処理基準） に 従い、 一般 廃
棄物の 収 集若しくは 運搬又は 処分を行わなければならない。

14 一般 廃棄物収 集運搬業者は、 一般 廃棄物の 収 集若しくは 運搬又は 処分を、 一

般 廃棄物処分業者は、 一般 廃棄物の 処分を、 それぞれ他 人に委託してはならな
1,, ヽ

゜

15 一般 廃棄物収 集運搬業者及び 一般 廃棄物処分業者は、 帳 簿を 備え、 一般 廃棄
物の 処理について 環境省 令で定める事項を記 載しなければならない。

16 前項の 帳 簿は、 環境省 令で定めるところにより、 保存しなければならない。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。



参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

新規：おおむね6 0日 更新：おおむね3 0日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《 ID200500A 申請環境衛生課． 廃棄物対策課 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第7条の2第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 環境衛生 課， 廃棄物対 策課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 2年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 一般 廃棄物収 集運搬業又は 一般 廃棄物処分業の 変更の許可

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 廃棄物の 処理及び 清掃に 関する法律第7条の 2第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
廃棄物の 処理及び 清掃に 関する法律第7条第 5項・第 10 項

基 準 規 定
廃棄物の 処理及び 清掃に 関する法律施行 令第4条の 6、 第4条の 7
廃棄物の 処理及び 清掃に 関する法律施行規則第 2条の 2、 第 2条の 4
0紀の 川市 廃棄物の 処理及び 清掃に 関する条例第 19条

■設定 □未設定

（ 変更の許可等 ）
第7条の 2 一般 廃棄物収 集運搬業者又は 一般 廃棄物処分業者は、 その 一般 廃棄

物の 収 集若しくは 運搬又は 処分の事業の 範囲を 変更しようとするときは、 市町
村長の許可を受けなければならない。 ただし、 その 変更が事業の 一部の 廃止で

あるときは、 この限りでない。
2 前条第 5項及び第 1 1項の規定は、 収 集又は 運搬の事業の 範囲の 変更に係る 前
項の許可について、 同条第 10 項及び第 1 1項の規定は、 処分の事業の 範囲の 変
更に係る 前項の許可について準用する。

3 一般 廃棄物収 集運搬業者又は 一般 廃棄物処分業者は、 その 一般 廃棄物の 収 集
若しくは 運搬若しくは 処分の事業の 全部若しくは 一部を 廃止したとき、 又は住
所その他 環境省 令で定める事項を 変更したときは、 環境省 令で定めるところに

審 査 基 準 より、 その旨を市町村長に届け出なければならない。
4 一般 廃棄物収 集運搬業者又は 一般 廃棄物処分業者は、 前条第 5項第4号 口か

ら 卜まで又は リから ルまで（同号 リから ルまでに掲げる者にあっては、 同号 イ
又は チに係るものを除く。 ） のいずれかに該当するに至ったときは、 環境省 令で
定めるところにより、 その旨を市町村長に届け出なければならない。

5 一般 廃棄物収 集運搬業者若しくは 一般 廃棄物処分業者又はこれらの者の 前条
第 5項第4号 リに規定する法定代理 人、 同号 ヌに規定する 役員若しくは 使用 人
若しくは同号 ルに規定する 使用 人が、 同号 イに該当するおそれがあるものとし
て 環境省 令で定める者に該当するに至ったときも、 前項と同 様とする。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。



参 考 資 料

■設定 □未設定

標 準 処 理 期 間
おおむね 1 5日

備 考

設 定 日 令和 6 年3月31日



《ID200400A申請 廃棄物対策課 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第7条第6 項 • 第7 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 廃棄物対 策課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和4年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 一般 廃棄物処分業の許可、 許可の 更新

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 廃棄物の 処理及び 清掃に関する法律第7条第 6項•第7項

＜審査基準／標準処理期間＞
廃棄物の 処理及び 清掃に関する法律第7条第 5項第4号・第 6項 ～第 10 項
廃棄物の 処理及び 清掃に関する法律施行 令第4条の 6、 第4条の 7、 第4条の 8

基 準 規 定 廃棄物の 処理及び 清掃に関する法律施行規則第 2条の 2の 2、 第 2条の 3、 第 2条
の 4
0紀の川市 廃棄物の 処理及び 清掃に関する条例第 17条、 第 18条

■設定 □未設定

（ 一般 廃棄物処理業）
第7条 一般 廃棄物の 収 集又は 運搬を業として行おうとする者は、 当該業を行お

うとする区域（ 運搬のみを業として行う場合にあっては、 一般 廃棄物の 積卸し
を行う区域に限る。） を 管轄する市町村長の許可を受けなければならない。 ただ
し、 事業者（ 自らその 一般 廃棄物を 運搬する場合に限る。）、 専ら 再生 利用の 目
的となる 一般 廃棄物のみの 収 集又は 運搬を業として行う者その他 環境省 令で定

める者については、 この限りでない。
2 前項の許可は、 1年を下らない政 令で定める期間 ごとにその 更新を受けなけ
れば、 その期間の経過によって、 その 効 力を 失う。

3 前項の 更新の 申 請があった場合において、 同項の期間（ 以下この項及び 次項

審 査 基 準 において「許可の有 効期間」という。） の満 了の日までにその 申 請に対する 処分
がされないときは、 従前の許可は、 許可の有 効期間の満 了後もその 処分がされ
るまでの間は、 なおその 効 力を有する。

4 前項の場合において、 許可の 更新がされたときは、 その許可の有 効期間は、
従前の許可の有 効期間の満 了の日の 翌日から起算するものとする。

5 市町村長は、 第1項の許可の 申 請が 次の各号のいずれにも適 合していると認
めるときでなければ、 同項の許可をしてはならない。

(1) 当該市町村による 一般 廃棄物の 収 集又は 運搬が 困 難であること。
( 2 )  その 申 請の 内 容が 一般 廃棄物処理 計 画に適 合するものであること。
( 3 )  その事業の用に 供する施設及び 申 請者の 能力がその事業を 的確に、かつ、

継続して行うに足りるものとして 環境省 令で定める基準に適 合するものであ
ること。

(4) 申 請者が 次のいずれにも該当しないこと。



イ 心身の 故障によりその業務を適 切に行うことができない者として 環境省
令で定めるもの

ロ 破産手 続開始の 決定を受けて 復権を得ない者
ハ 禁錮以 上の 刑に 処せられ、 その 執行を 終わり、 又は 執行を受けることが

なくなった日から 5年を経過しない者
二 この法律、 浄化槽法 （昭和 58年法律第43号） その他生活 環境の保全を

目 的とする法 令で政 令で定めるもの若しくはこれらの法 令に基づく 処分若
しくは 暴力 団員による 不当な行 為の防 止等に関する法律（平成3年法律第
77号。 第 32条の 3第7項及び第 32条の 1 1第1項を除く。） の規定に 違反
し、 又は 刑法 （明治40 年法律第45号） 第 20 4条、 第 20 6条、 第 20 8条、
第 20 8条の 2、 第 222条若しくは第 247条の 罪若しくは 暴力行 為等 処罰 二
関 ス ル法律（大正 15年法律第 60 号） の 罪を 犯し、 罰金の 刑に 処せられ、
その 執行を 終わり、 又は 執行を受けることがなくなった日から 5年を経過
しない者

ホ 第7条の 4第1項（第4号に係る 部分を除く。）若しくは第 2項若しくは
第 14条の 3の 2第1項（第4号に係る 部分を除く。） 若しくは第 2項（こ
れらの規定を第 14条の 6において読み替えて準用する場合を含む。） 又は
浄化槽法第41条第 2項の規定により許可を取り 消され、 その取 消しの日か

ら 5年を経過しない者（当該許可を取り 消された者が法 人である場合（第
7条の 4第1項第3号又は第 14条の 3の 2第1項第3号（第 14条の 6に
おいて準用する場合を含む。）に該当することにより許可が取り 消された場
合を除く。） においては、 当該取 消しの 処分に係る行政手 続法（平成 5年法

律第 88号）第 15条の規定による通知があった日 前 60 日 以 内に当該法 人の
役員（業務を 執行する 社員、 取 締役、 執行 役又はこれらに準ずる者をいい、

相 談役、 顧問その他いかなる 名 称を有する者であるかを 問わず、 法 人に対
し業務を 執行する 社員、 取 締役、 執行 役又はこれらに準ずる者と同等 以 上
の支 配力を有するものと認められる者を含む。 以下この号、 第 8条の 5第
6項及び第 14条第 5項第 2号 二において同じ。） であった者で当該取 消し

の日から 5年を経過しないものを含む。）
へ 第7条の 4若しくは第 14条の 3の 2（第 14条の 6において読み替えて

準用する場合を含む。） 又は 浄化槽法第41条第 2項の規定による許可の取
消しの 処分に係る行政手 続法第 15 条の規定による通知があった日から当

該 処分をする日又は 処分をしないことを 決定する日までの間に 次条第3項
（第 14条の 2第3項及び第 14条の 5第3項において読み替えて準用する
場合を含む。 以下この号において同じ。） の規定による 一般 廃棄物若しくは
産業 廃棄物の 収 集若しくは 運搬若しくは 処分（ 再生 することを含む。） の事

業のいずれかの事業の全 部の 廃止の届出又は 浄化槽法第 38 条第 5号に該
当する旨の同条の規定による届出をした者（当該事業の 廃止について相当
の理 山がある者を除く。） で、 当該届出の日から 5年を経過しないもの

ト ヘに規定する期間 内に 次条第3項の規定による 一般 廃棄物若しくは 産業
廃棄物の 収 集若しくは 運搬若しくは 処分の事業のいずれかの事業の全 部の
廃止の届出又は 浄化槽法第 38 条第 5号に該当する旨の同条の規定による

届出があった場合において、 への通知の日 前 60 日 以 内に当該届出に係る法
人（当該事業の 廃止について相当の理由がある法 人を除く。） の 役員若しく

は政 令で定める 使用 人であった者又は当該届出に係る 個人（当該事業の 廃
止について相当の理由がある者を除く。）の政 令で定める 使用 人であった者

で、 当該届出の日から 5年を経過しないもの
チ その業務に関し 不正又は 不誠実な行 為をするおそれがあると認めるに足

りる相当の理由がある者
リ 営業に関し成年者と同 一の行 為能力を有しない 未成年者でその法定代理



人（法定代理 人が法 人である場合においては、 その 役員を含む。 第 14条第
5項第 2号 ハにおいて同じ。） が イから チまでのいずれかに該当するもの

ヌ 法 人でその 役員又は政 令で定める 使用 人のうちに イから チまでのいずれ
かに該当する者のあるもの

ル 個人で政 令で定める 使用 人のうちに イから チまでのいずれかに該当する
者のあるもの

6 一般 廃棄物の 処分を業として行おうとする者は、 当該業を行おうとする区域
を 管轄する市町村長の許可を受けなければならない。 ただし、 事業者（ 自らそ
の 一般 廃棄物を 処分する場合に限る。）、 専ら 再生 利用の 目 的となる 一般 廃棄物
のみの 処分を業として行う者その他 環境省 令で定める者については、 この限り
でない。

7 前項の許可は、 1年を下らない政 令で定める期間 ごとにその 更新を受けなけ
れば、 その期間の経過によって、 その 効 力を 失う。

8 前項の 更新の 申 請があった場合において、 同項の期間（ 以下この項及び 次項
において「許可の有 効期間」という。） の満 了の日までにその 申 請に対する 処分
がされないときは、 従前の許可は、 許可の有 効期間の満 了後もその 処分がされ
るまでの間は、 なおその 効 力を有する。
， 前項の場合において、 許可の 更新がされたときは、 その許可の有 効期間は、

従愉の許可の有効期間の満 了の日の 翌日から起算するものとする。
10 市町村長は、 第6項の許可の 申 請が 次の各号のいずれにも適 合していると認

めるときでなければ、 同項の許可をしてはならない。
(1) 当該市町村による 一般 廃棄物の 処分が 困 難であること。
(2) その 申 請の 内 容が 一般 廃棄物処理 計 画に適 合するものであること。

( 3 )  その事業の用に 供する施設及び 申 請者の 能力がその事業を 的確に、かつ、
継続して行うに足りるものとして 環境省 令で定める基準に適 合するものであ

ること。
(4) 申 請者が第 5項第4号 イから ルまでのいずれにも該当しないこと。
1 1  第1項又は第6項の許可には、 一般 廃棄物の 収 集を行うことができる区域を

定め、 又は生活 環境の保全 上必要な条 件を付することができる。
12 第1項の許可を受けた者（ 以下「 一般 廃棄物収 集運搬業者」という。） 及び第

6項の許可を受けた者（ 以下「 一般 廃棄物処分業者」という。） は、 一般 廃棄物
の 収 集及び 運搬並びに 処分につき、 当該市町村が地 方 自治法（昭和 22年法律第
67号） 第 228条第1項の規定により条例で定める 収 集及び 運搬並びに 処分に関

する手 数料の額に相当する額を超える料 金を受けてはならない。
13 一般 廃棄物収 集運搬業者又は 一般 廃棄物処分業者は、 一般 廃棄物処理基準（特

別 管理 一般 廃棄物にあっては、 特別 管理 一般 廃棄物処理基準） に 従い、 一般 廃
棄物の 収 集若しくは 運搬又は 処分を行わなければならない。

14 一般 廃棄物収 集運搬業者は、 一般 廃棄物の 収 集若しくは 運搬又は 処分を、 一

般 廃棄物処分業者は、 一般 廃棄物の 処分を、 それぞれ他 人に委託してはならな
1,, 。ヽ

15 一般 廃棄物収 集運搬業者及び 一般 廃棄物処分業者は、 帳 簿を 備え、 一般 廃棄
物の 処理について 環境省 令で定める事項を記 載しなければならない。

16 前項の 帳 簿は、 環境省 令で定めるところにより、 保存しなければならない。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。



参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

新規：おおむね6 0日 更新：おおむね3 0日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID28741 0A申請 廃棄物対策課 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 施行規則第2条の3第10 号》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 廃棄物対 策課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 災害時等の 一般 廃棄物の 処分業者の指定

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 廃棄物の 処理及び 清掃に関する法律施行規則第 2条の 3第 10 号

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 廃棄物の 処理及び 清掃に関する法律施行規則第 2条の 3

■設定 □未設定

（ 一般 廃棄物処分業の許可を要しない者）
第 2条の 3 法第7条第6項ただし書の規定による 環境省 令で定める者は、 次の

とおりとする。
(1) 市町村の委託（ 非常災害時における市町村から委託を受けた者による委

託を含む。） を受けて 一般 廃棄物の 処分を業として行う者
(2) 再生 利用されることが確 実であると市町村長が認めた 一般 廃棄物のみの

処分を業として行う者であって市町村長の指定を受けたもの
(3) 削除
(4) 広域的に 処分することが適当であるものとして 環境大臣が指定した 一般

廃棄物（ 以下この号において「 広域処分 一般 廃棄物」という。） を適 正に 処分
することが確 実であるとして 環境大臣の指定を受けた者（ 広域処分 一般 廃棄
物のみの 処分を 営利を 目 的とせず業として行う場合に限る。）

審 査 基 準 (5) 国（ 一般 廃棄物の 処分をその業務として行う場合に限る。）
(6) 再生 利用の 目 的となる 廃 タ イ ヤ（ 自 動車用 タ イ ヤが 一般 廃棄物となった

ものに限る。）を適 正に 処分する者であって、 次のいずれにも該当するもの（ 一

般 廃棄物処理基準に 従い、 当該 廃 タ イ ヤのみの 処分を業として行う場合に限
る。）
イ 当該業を行う区域に係る 廃 タ イ ヤ（ 自 動車用 タ イ ヤが 産業 廃棄物となっ

たものに限る。） の 処分について、 法第 14条第6項の許可を受けているこ
と。

ロ 当該 廃 タ イ ヤの 処分を行う施設の 1日当たりの 処理 能力が 5 ト ン以 上で
あり、 かつ、 当該施設について、 法第 8条第1項又は第 15条第1項の許可
を受けていること。

ハ 法第7条第 5項第4号 イから ルまでのいずれにも該当しないこと。
二 不利益処分を受け、 その 不利益処分のあった日から 5年を経過しない者

に該当しないこと。



( 7 )  廃牛脊（せき） 柱を適 正に 処分する者であって、 次のいずれにも該当す
るもの（ 一般 廃棄物処理基準に 従い、 当該 廃牛脊（せき） 柱のみの 処分を業と
して行う場合に限る。）
イ 当該業を行う区域に係る 廃牛脊（せき） 柱の 処分について、 法第 14条第

6項の許可を受けていること。
ロ 法第 7条第 5項第 4号 イから ルまでのいずれにも該当しないこと。
ハ 不利益処分を受け、 その 不利益処分のあった日から 5年を経過しない者

に該当しないこと。
( 8 )  環境大臣の委託を受けて災害 廃棄物処理特措法第 2条に規定する災害 廃

棄物である 一般 廃棄物の 処分を業として行う者（災害 廃棄物処理特措法第 4

条第1項の規定により災害 廃棄物の 処分を行う場合に限る。）
( 9 )  環境大臣から災害 廃棄物処理特措法第 2条に規定する災害 廃棄物である

一般 廃棄物の 処分の委託を受けた者の委託を受けて当該 一般 廃棄物の 処分を
業として行う者であって、第 2条第 13号 イから 二までのいずれにも該当する
者 （災害 廃棄物処理特措法第 4条第1項の規定により災害 廃棄物の 処分を行
う場合に限る。）

( 10) 災害その他やむを得ない事由により 緊急に生活 環境の保全 上の支 障の除
去又は発生 の防 止のための措置を 購ずるために 環境大巨又は市町村長が特に

必要があると認める場合において、 当該事由を 勘案して 環境大臣又は市町村
長が定める期間に 一般 廃棄物を適 正に 処分又は 再生 する 能力がある者として
環境大臣又は市町村長が指定する者（ 一般 廃棄物処理基準又は法第6条の 2

第3項に規定する特別 管理 一般 廃棄物処理基準に 従い、 環境大巨又は市町村
長が指定した 一般 廃棄物の 処分又は 再生 を業として行う場合に限る。）

【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

口設定 ■ 未設定
標準処理期間

実際には 申 請に対する 処分ではない

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日
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《ID 1791 1 0A申請 高齢介護課 老人福祉法第11条第1 項第3 号》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1高 齢介護課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 養 護受 託者の認定

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 老人福祉法第 1 1条第 1項第 3号

＜審査基準／標準処理期間＞
老人福祉法第 1 1条

基 準 規 定 老人福祉法施行 令第7条
老人福祉法施行規則第 1条の 7
■設定 □未設定

（ 老人ホ ー ム ヘの入所等）
第 1 1条 市町村は、 必要に応じて、 次の措置を採らなければならない。

( 1 )  65歳 以 上の者であって、 環境上の理由及び経済的理由（政 令で定めるも
のに限る。） により居宅において養 護を受けることが 困 難なものを当該市町村
の設 置する養 護 老人ホ ー ムに入所させ、又は当該市町村 以外の者の設 置する養
護 老人ホ ー ムに入所を委託すること。

( 2 )  65歳 以 上の者であって、 身体 上又は 精神上著しい 障害があるために 常時
の介護を必要とし、 かつ、 居宅においてこれを受けることが困難なものが、 や
むを得ない事由により介護保険法に規定する地域密楕型介護 老人福祉施設又
は介護 老人福祉施設に入所することが著しく困難であると認めるときは、その

審 査 基 準 者を当該市町村の設 置する特別養 護 老人ホ ー ムに入所させ、又は当該市町村 以
外の者の設 置する特別養 護 老人ホ ー ムに入所を委託すること。

( 3 )  65歳 以 上の者であって、 養 護者がないか、 又は養 護者があってもこれに
養 護させることが 不適当であると認められるものの養 護を養 護受 託者（ 老人を
自 己の下に 預つて養 護することを 希望する者であって、市町村長が適当と認め

るものをいう。 以下同じ。） のうち政 令で定めるものに委託すること。
2 市町村は、 前項の規定により養 護 老人ホ ー ム若しくは特別養 護 老人ホ ー ムに入

所させ、 若しくは入所を委託し、 又はその養 護を養 護受 託者に委託した者が死亡
した場合において、 その 葬 祭（ 葬 祭のために必要な 処理を含む。 以下同じ。） を
行う者がないときは、 その 葬 祭を行い、 又はその者を入所させ、 若しくは養 護し
ていた養 護 老人ホ ー ム、特別養 護 老人ホ ー ム若しくは養 護受 託者にその 葬 祭を行
うことを委託する措置を採ることができる。



【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね 30 日

備 考

設 定 日 令和4年 3月 3 1日



《ID239700A申請 高齢介護課 介護保険法第12条第3 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1高 齢介護課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和4年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 被保険者証の交付

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 介護保険法第 12条第 3項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
介護保険法第 9条、 第 10 条、 第 11条、 第 12条第 3項
介誰保険法施行規則第 26条

■設定 □未設定

（届出等）
第 12条 第1号被保険者は、 厚生労働省 令で定めるところにより、 被保険者の資

格の取得及び喪失に関する事項その他必要な事項を市町村に届け出なければな
らない。 ただし、 第 10 条第4号に該当するに至ったことにより被保険者の資格
を取得した場合（ 厚生労働省 令で定める場合を除く。） については、 この限りで
なし‘。

2 第1号被保険者の属する世帯の世帯主は、 その世帯に属する第1号被保険者
に代わって、 当該第1号被保険者に係る 前項の規定による届出をすることがで
きる。

3 被保険者は、 市町村に対し、 当該被保険者に係る被保険者証の交付を求める
ことができる。

審 査 基 準 4 被保険者は、 その資格を喪失したときは、 厚生労働省 令で定めるところによ
り、 速やかに、 被保険者証を返還しなければならない。

5 住民 基本台帳法 （昭和42年法律第 8 1 号） 第 22条から第 24条まで、 第 25
条、 第 30 条の 46又は第 30 条の 47の規定による届出があったとき（当該届出
に係る書面に同法第 28条の 3の規定による付記がされたときに限る。） は、 そ
の届出と同 一の事由に基づく第1項本 文の規定による届出があったものとみな
す。

6 前各項に規定するもののほか、 被保険者に関する届出及び被保険者証に関し
て必要な事項は、 厚生労働省 令で定める。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。



参 考 資 料

■設定 □未設定

標 準 処 理 期 間
おおむね 3日

備 考

設 定 日 令和 5 年3月31日



《ID2411ODA 申請 高齢介護課 介護保険法第36条》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1高 齢介護課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 住所移 転後の要介護認定及び要支 援認定

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 介護保険法第 36条

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 介護保険法第 36条

■設定 □未設定

（住所移 転後の要介護認定及び要支 援認定）
第 36条 市町村は、 他の市町村による要介護認定又は要支 援認定を受けている者

が当該市町村の行う介護保険の被保険者となった場合において、 当該被保険者
が、 その資格を取得した日から 14日 以 内に、 当該他の市町村から交付された当
該要介護認定又は要支 援認定に係る事項を証明する書面を 添えて、 要介護認定
又は要支 援認定の 申 請をしたときは、 第 27条第4項及び第7項 前 段又は第 32

審 査 基 準 条第 3項及び第6項 前 段の規定にかかわらず、 認定 審査会の 審杏及び 判定を経
ることなく、 当該書面に記 載されている事項に 即して、 要介護認定又は要支 援
認定をすることができる。
【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね4日

備 考

設 定 日 平成 3 1年 3月 3 1日



《ID241300A 申請 高齢介護課 介護保険法第41 条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1高 齢介護課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 居宅介護サ ー ビス費の支給

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 介護保険法第41条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
介護保険法第41条第 1項•第 2項•第4項
介誰保険法施行規則第 6 1条、 第 62条

■設定 □未設定

（居宅介護サ ー ビス費の支給）
第41条 市町村は、 要介護認定を受けた被保険者（ 以下「要介護被保険者」とい

う。） のうち居宅において介護を受けるもの（ 以下「居宅要介護被保険者」とい
う。）が、 都道府県知事が指定する者（ 以下「指定居宅サ ー ビス事業者」という。）
から当該指定に係る居宅サ ー ビス事業を行う事業所により行われる居宅サ ー ビ
ス（ 以下「指定居宅サ ー ビス」という。） を受けたときは、 当該居宅要介護被保

険者に対し、 当該指定居宅サ ー ビスに要した費用（特定 幅祉用 具の 購入に要し
た費用を除き、 通所介護、 通所 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン、 短期入所生活介護、 短期
入所療養介護及び特定施設入居者生活介護に要した費用については、 食事の 提
供に要する費用、 滞 在に要する費用その他の日 常生活に要する費用として 厚生

労働省 令で定める費用を除く。 以下この条において同じ。） について、 居宅介護
サ ー ビス費を支給する。 ただし、 当該居宅要介護被保険者が、 第 37条第1項の

審 査 基 準 規定による指定を受けている 揚合において、 当該指定に係る 種類以外の居宅サ
ー ビスを受けたときは、 この限りでない。

2 居宅介誰サ ー ビス費は、 厚生労働省 令で定めるところにより、 市町村が必要
と認める場合に限り、 支給するものとする。

3 指定居宅サ ー ビスを受けようとする居宅要介護被保険者は、 厚生労働省 令で
定めるところにより、 自 己の 選定する指定居宅サ ー ビス事業者について、 被保
険者証を 提示して、 当該指定居宅サ ー ビスを受けるものとする。

4 居宅介護サ ー ビス費の額は、 次の各号に掲げる居宅サ ー ビスの区分に応じ、
当該各号に定める額とする。

(1) 訪間介護、 訪間入 浴介護、 訪間看護、 訪間 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン、 居宅療
養 管理指 導、 通所介護、 通所 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン及び福祉用 具貸与 これら
の居宅サ ー ビスの 種類 ごとに、 当該居宅サ ー ビスの 種類に係る指定居宅サ ー

ビスの 内 容、 当該指定居宅サ ー ビスの事業を行う事業所の所 在する地域等を
勘案して算定される当該指定居宅サ ー ビスに要する平 均的な費用（通所介護



及び通所 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ンに要する費用については、 食事の 提供に要する
費用その他の日 常生活に要する費用として 厚生労働省 令で定める費用を除
く。） の額を 勘案して 厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額（そ
の額が現に当該指定居宅サ ー ビスに要した費用の額を超えるときは、 当該現
に指定居宅サ ー ビスに要した費用の額とする。） の 10 0 分の 90 に相当する額

(2 ) 短期入所生活介護、 短期入所療養介護及び特定施設入居者生活介護 こ
れらの居宅サ ー ビスの 種類 ごとに、 要介護 状態区分、 当該居宅サ ー ビスの 種
類に係る指定居宅サ ー ビスの事業を行う事業所の所 在する地域等を 勘案して

算定される当該指定居宅サ ー ビスに要する平 均的な費用（食事の 提供に要す
る費用、 滞 在に要する費用その他の日 常生活に要する費用として 厚生労働省
令で定める費用を除く。）の額を 勘案して 厚生労働大臣が定める基準により算

定した費用の額（その額が現に当該指定居宅サ ー ビスに要した費用の額を超
えるときは、 当該現に指定居宅サ ー ビスに要した費用の額とする。） の 10 0 分

の 90 に相当する額
5 厚生労働大臣は、 前項各号の基準を定めようとするときは、 あらかじめ 社会

保 障審議会の 意見を 聴かなければならない。
6 居宅要介護被保険者が指定居宅サ ー ビス事業者から指定居宅サ ー ビスを受け

たとき（当該居宅要介護被保険者が第46条第4項の規定により指定居宅介護支
援を受けることにつきあらかじめ市町村に届け出ている場合であって、 当該指

定居宅サ ー ビスが当該指定居宅介護支 援の対 象となっている場合その他の 厚生
労働省 令で定める場合に限る。） は、 市町村は、 当該居宅要介護被保険者が当該
指定居宅サ ー ビス事業者に支払うべき当該指定居宅サ ー ビスに要した費用につ
いて、 居宅介護サ ー ビス費として当該居宅要介護被保険者に対し支給すべき額
の限 度において、 当該居宅要介護被保険者に代わり、 当該指定居宅サ ー ビス事
業者に支払うことができる。

7 前項の規定による支払があったときは、 居宅要介護被保険者に対し居宅介護
サ ー ビス費の支給があったものとみなす。

8 指定居宅サ ー ビス事業者は、 指定居宅サ ー ビスその他のサ ー ビスの 提供に要
した費用につき、 その支払を受ける際、 当該支払をした居宅要介護被保険者に
対し、 厚生労働省 令で定めるところにより、 領収証を交付しなければならない。

9 市町村は、 指定居宅サ ー ビス事業者から居宅介護サ ー ビス費の 請求があった
ときは、第4項各号の 厚生労働大巨が定める基準及び第74条第 2項に規定する
指定居宅サ ー ビスの事業の設 備及び 運営に関する基準（指定居宅サ ー ビスの取
扱いに関する 部分に限る。） に 照らして 審査した 上、 支払うものとする。

10 市町村は、 前項の規定による 審査及び支払に関する事務を 連合 会に委託する
ことができる。

1 1  前項の規定による委託を受けた 連合 会は、 当該委託をした市町村の同 意を得
て、 厚生労働省 令で定めるところにより、 当該委託を受けた事務の 一部を、 営
利を 目 的としない法 人であって 厚生労働省 令で定める要 件に該当するものに委
託することができる。

12 前各項に規定するもののほか、 居宅介護サ ー ビス費の支給及び指定居宅サ ー

ビス事業者の居宅介護サ ー ビス費の 請求に関して必要な事項は、 厚生労働省 令
で定める。
【基準】
上記の条文による。



参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

国民健康保険 団体 連合 会から 請求のあった日からおおむね3 0日

備 考

設 定 日 平成 3 1年 3月 3 1日



《ID241500A 申請 高齢介護課 介護保険法第42条の2第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1高 齢介護課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 地域密着型介護サ ー ビス費の支給

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 介護保険法第42条の 2第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
介護保険法第42条の 2第 1項•第 2項•第 3項•第4項•第 5項
介誰保険法施行規則第 65条の 3

■設定 □未設定

（地域密着型介護サ ー ビス費の支給）
第42条の 2 市町村は、 要介護被保険者が、 当該市町村（住所地特例適用被保険

者である要介護被保険者（ 以下「住所地特例適用要介護被保険者」という。） に
係る特定地域密着型サ ー ビスにあっては、 施設所 在市町村を含む。） の長が指定
する者（ 以下「指定地域密着型サ ー ビス事業者」という。） から当該指定に係る
地域密着型サ ー ビス事業を行う事業所により行われる地域密着型サ ー ビス （ 以
下「指定地域密着型サ ー ビス」という。） を受けたときは、 当該要介護被保険者
に対し、 当該指定地域密着型サ ー ビスに要した費用（地域密着型通所介護、 認
知 症対応 型通所介護、 小規模 多機 能型居宅介護、 認 知 症対応 型 共同生活介護、

地域密着型特定施設入居者生活介護及び地域密着型介護 老人福祉施設入所者生
活介護に要した費用については、 食事の 提供に要する費用、 居住に要する費用
その他の日 常生活に要する費用として 厚生労働省 令で定める費用を除く。 以下

審 査 基 準 この条において同じ。） について、 地域密着型介護サ ー ビス費を支給する。 ただ
し、 当該要介護被保険者が、 第 37条第1項の規定による指定を受けている場合
において、 当該指定に係る 種類以外の地域密着型サ ー ビスを受けたときは、 こ
の限りでない。

2 地域密着型介護サ ー ビス費の額は、 次の各号に掲げる地域密着型サ ー ビスの
区分に応じ、 当該各号に定める額とする。

(1) 定期 巡回・ 随時対応 型訪問介護 看護及び 複合 型サ ー ビス これらの地域
密着型サ ー ビスの 種類 ごとに、 当該地域密着型サ ー ビスの 種類に係る指定地

域密着型サ ー ビスの 内 容、 要介護 状態区分、 当該指定地域密着型サ ー ビスの
事業を行う事業所の所 在する地域等を 勘案して算定される当該指定地域密着
型サ ー ビスに要する 平 均的な費用 （ 複合 型サ ー ビス （ 厚生労働省 令で定める

ものに限る。 次条第 2項において同じ。） に要する費用については、 食事の 提
供に要する費用、 宿泊に要する費用その他の日 常生活に要する費用として 厚

生労働省 令で定める費用を除く。）の額を 勘案して 厚生労働大臣が定める基準



により算定した費用の額（その額が現に当該指定地域密着型サ ー ビスに要し
た費用の額を超えるときは、 当該現に指定地域密清型サ ー ビスに要した費用
の額とする。） の 10 0 分の 90 に相当する額

( 2 )  夜間対応 型訪問介護、 地域密着型通所介護及び認 知 症対応 型通所介護
これらの地域密着型サ ー ビスの 種類 ごとに、 当該地域密着型サ ー ビスの 種類
に係る指定地域密将型サ ー ビスの 内 容、 当該指定地域密楕型サ ー ビスの事業
を行う事業所の所 在する地域等を 勘案して算定される当該指定地域密着型サ
ー ビスに要する平 均的な費用（地域密清型通所介護及び認 知 症対応 型通所介
護に要する費用については、 食事の 提供に要する費用その他の日 常生活に要
する費用として 厚生労働省 令で定める費用を除く。）の額を 勘案して 厚生労働
大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該指定地域密着
型サ ー ビスに要した費用の額を超えるときは、 当該現に指定地域密楕型サ ー

ビスに要した費用の額とする。） の 10 0 分の 90 に相当する額
( 3 )  小規模 多機 能型居宅介護、 認 知 症対応 型 共同生活介護、 地域密将型特定

施設入居者生活介護及び地域密着型介護 老人福祉施設入所者生活介護 これ
らの地域密清型サ ー ビスの 種類 ごとに、 要介護 状態区分、 当該地域密楕型サ
ー ビスの 種類に係る指定地域密着型サ ー ビスの事業を行う事業所の所 在する

地域等を 勘案して算定される当該指定地域密将型サ ー ビスに要する平 均的な
費用（食事の 提供に要する費用、 居住に要する費用その他の日 常生活に要す
る費用として 厚生労働省 令で定める費用を除く。）の額を 勘案して 厚生労働大
臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該指定地域密着型

サ ー ビスに要した費用の額を超えるときは、 当該現に指定地域密清型サ ー ビ
スに要した費用の額とする。） の 10 0 分の 90 に相当する額

3 厚生労働大臣は、 前項各号の基準を定めようとするときは、 あらかじめ 社会
保 障審議会の 意見を 聴かなければならない。

4 市町村は、 第 2項各号の規定にかかわらず、 地域密着型サ ー ビスの 種類その
他の事情を 勘案して 厚生労働大臣が定める基準により算定した額を限 度とし
て、 同項各号に定める地域密着型介護サ ー ビス費の額に代えて、 当該市町村（施
設所 在市町村の長が第1項本 文の指定をした指定地域密着型サ ー ビス事業者か
ら指定地域密着型サ ー ビスを受けた住所地特例適用要介護被保険者に係る地域
密着型介護サ ー ビス費（特定地域密着型サ ー ビスに係るものに限る。） の額にあ

っては、 施設所 在市町村） が定める額を、 当該市町村における地域密着型介護
サ ー ビス費の額とすることができる。

5 市町村は、 前項の当該市町村における地域密楕型介護サ ー ビス費の額を定め
ようとするときは、 あらかじめ、 当該市町村が行う介護保険の被保険者その他
の関係者の 意見を 反映させ、 及び 学識経験を有する者の 知 見の活用を 図るため
に必要な措置を 請じなければならない。

6 要介護被保険者が指定地域密着型サ ー ビス事業者から指定地域密着型サ ー ビ
スを受けたとき（当該要介護被保険者が第46条第 4項の規定により指定居宅介
護支 援を受けることにつきあらかじめ市町村に届け出ている場合であって、 当
該指定地域密着型サ ー ビスが当該指定居宅介護支 援の対 象となっている場合そ
の他の 厚生労働省 令で定める場合に限る。） は、 市町村は、 当該要介護被保険者
が当該指定地域密清型サ ー ビス事業者に支払うべき当該指定地域密着型サ ー ビ
スに要した費用について、 地域密着型介護サ ー ビス費として当該要介護被保険

者に対し支給すべき額の限 度において、 当該要介護被保険者に代わり、 当該指
定地域密着型サ ー ビス事業者に支払うことができる。

7 前項の規定による支払があったときは、 要介護被保険者に対し地域密楕型介
護サ ー ビス費の支給があったものとみなす。

8 市町村は、 指定地域密着型サ ー ビス事業者から地域密着型介護サ ー ビス費の
請求があったときは、 第 2項各号の 厚生労働大臣が定める基準又は第4項の規



定により市町村（施設所 在市町村の長が第1項本 文の指定をした指定地域密着
型サ ー ビス事業者から指定地域密着型サ ー ビスを受けた住所地特例適用要介護

被保険者に係る地域密着型介護サ ー ビス費（特定地域密着型サ ー ビスに係るも
のに限る。） の 請求にあっては、 施設所 在市町村） が定める額及び第 78条の 4
第 2項又は第 5項の規定により市町村 （施設所 在市町村の長が第1項本 文の指
定をした指定地域密清型サ ー ビス事業者から指定地域密清型サ ー ビスを受けた
住所地特例適用要介護被保険者に係る地域密着型介護サ ー ビス費（特定地域密
清型サ ー ビスに係るものに限る。） の 請求にあっては、 施設所 在市町村） が定め

る指定地域密着型サ ー ビスの事業の設 備及び 運営に関する基準（指定地域密着
型サ ー ビスの取 扱いに関する 部分に限る。） に 照らして 審査した 上、 支払うもの

とする。
， 第41条第 2項、 第3項、 第 10 項及び第 1 1項の規定は地域密清型介護サ ー ビ

ス費の支給について、 同条第 8項の規定は指定地域密着型サ ー ビス事業者につ
いて準用する。 この場合において、 これらの規定に関し必要な技術的読替えは、
政 令で定める。

10 前各項に規定するもののほか、 地域密楕型介護サ ー ビス費の支給及び指定地
域密着型サ ー ビス事業者の地域密着型介護サ ー ビス費の 請求に関して必要な事
項は、 厚生労働省 令で定める。
【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

国民健康保険 団体 連合 会から 請求のあった日からおおむね3 0 13 

備 考

設 定 日 平成 3 1年 3月 3 1日



《ID241700A 申請 高齢介護課 介護保険法第44条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1高 齢介護課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和4年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 居宅介護福祉用 具購入費の支給

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 介護保険法第44条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
介護保険法第 8条第 13項、 第 8条の 2第 1 1項、 第44条
介護保険法施行 令第 17条

基 準 規 定
介護保険法施行規則第70 条、 第7 1条、 第72条、 第73条、 第 83条第 2項
厚生労働大臣が定める特定福祉用 具販売に係る特定福祉用 具の 種 目及び 厚生労働

大臣が定める特定介護予 防福祉用 具販売に係る特定介護予 防福祉用 具の 種 目（平
成 1 1年厚生 省 告 示第 94号）

■設定 □未設定

（居宅介護福祉用 具購入費の支給）
第44条 市町村は、 居宅要介護被保険者が、 特定福祉用 具販売に係る指定居宅サ

ー ビス事業者から当該指定に係る居宅サ ー ビス事業を行う事業所において 販売
される特定福祉用 具を 購入したときは、 当該居宅要介護被保険者に対し、 居宅
介護福祉用 具購人費を支給する。

2 居宅介護福祉用 具購入費は、 厚生労働省 令で定めるところにより、 市町村が
必要と認める場合に限り、 支給するものとする。

3 居宅介護福祉用 具購入費の額は、 現に当該特定福祉用 具の 購入に要した費用
の額の 10 0 分の 90 に相当する額とする。

4 居宅要介護被保険者が月を 単位として 厚生労働省 令で定める期間において 購
審 査 基 準 入した特定福祉用 具につき支給する居宅介護福祉用 具購入費の額の 総額は、 居

宅介護福祉用 具購入費支給限 度基準額を基 礎として、 厚生労働省 令で定めると
ころにより算定した額の 10 0 分の 90 に相当する額を超えることができない。

5 前項の居宅介護福祉用 具購入費支給限 度基準額は、 同項に規定する 厚生労働
省 令で定める期間における特定 幅祉用 具の 購入に通常要する費用を 勘案して 厚
生労働大臣が定める額とする。

6 市町村は、 前項の規定にかかわらず、 条例で定めるところにより、 第4項の
居宅介護福祉用 具購入費支給限 度基準額に代えて、 その額を超える額を、 当該
市町村における居宅介護福祉用 具購入費支給限 度基準額とすることができる。

7 居宅介護福祉用 具購入費を支給することにより第4項に規定する 総額が同項
に規定する 10 0 分の 90 に相当する額を超える場合における当該居宅介護福祉
用 具購入費の額は、 第3項の規定にかかわらず、 政 令で定めるところにより算



定した額とする。

【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料 紀の川市介護保険福祉用 具購入費及び住 宅改修費受 領委任払い 実施要 綱

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね7 0日

備 考

設 定 日 令和 5年 3月 3 1日



《ID241800A 申請 高齢介護課 介護保険法第45条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1高 齢介護課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 3 1年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 居宅介護住 宅改修費の支給

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 介護保険法第45条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
介護保険法第45条
介護保険法施行 令第 18条
介護保険法施行規則第74条、 第75条、 第76条、 第 83条第 2項

基 準 規 定 厚生労働大臣が定める居宅介護住 宅改修費等の支給に係る住 宅改修の 種類（平成
1 1年厚生 省 告 示第 95号）

介護の必要の 程度が著しく高くなった場合における介護保険法第 45条第 4 項の
規定により算定する額（平成 12年厚生 省 告 示第 39号）

■設定 □未設定

（居宅介護住 宅改修費の支給）
第45条 市町村は、 居宅要介護被保険者が、 手すりの取付けその他の 厚生労働大

臣が定める 種類の住 宅の改修（ 以下「住 宅改修」という。） を行ったときは、 当
該居宅要介護被保険者に対し、 居宅介護住 宅改修費を支給する。

2 居宅介護住 宅改修費は、 厚生労働省 令で定めるところにより、 市町村が必要
と認める場合に限り、 支給するものとする。

3 居宅介護住 宅改修費の額は、 現に当該住 宅改修に要した費用の額の 10 0 分の
90 に相当する額とする。

4 居宅要介護被保険者が行った 一の 種類の住 宅改修につき支給する居宅介護住

審 査 基 準 宅改修費の額の 総額は、 居宅介護住 宅改修費支給限 度基準額を基 礎として、 厚
生労働省 令で定めるところにより算定した額の 10 0 分の 90 に相当する額を超
えることができない。

5 前項の居宅介護住 宅改修費支給限 度基準額は、 住 宅改修の 種類 ごとに、 通常
要する費用を 勘案して 厚生労働大臣が定める額とする。

6 市町村は、 前項の規定にかかわらず、 条例で定めるところにより、 第4項の
居宅介護住 宅改修費支給限 度基準額に代えて、 その額を超える額を、 当該市町
村における居宅介護住 宅改修費支給限 度基準額とすることができる。

7 居宅介護住 宅改修費を支給することにより第4項に規定する 総額が同項に規
定する 10 0 分の 90 に相当する額を超える場合における当該居宅介護住 宅改修
費の額は、 第3項の規定にかかわらず、 政 令で定めるところにより算定した額
とする。



8 市町村長は、居宅介護住 宅改修費の支給に関して必要があると認めるときは、
当該支給に係る住 宅改修を行う者若しくは住 宅改修を行った者（ 以下この項に
おいて「住 宅改修を行う者等」という。） に対し、 報告若しくは 帳 簿書 類の 提出
若しくは 提示を 命じ、 若しくは出頭を求め、 又は当該 職員に関係者に対して 質
間させ、若しくは当該住 宅改修を行う者等の当該支給に係る事業所に 立ち入り、

その 帳 簿書 類その他の 物件を 検査させることができる。
， 第 24条第 3項の規定は 前項の規定による 質問又は 検査について、 同条第 4項

の規定は 前項の規定による権限について準用する。
【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料 紀の川市介護保険福祉用 具購入費及び住 宅改修費受 領委任払い 実施要 綱

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね7 0日

備 考

設 定 日 令和 2年 3月 3 1日



《ID2421ODA 申請 高齢介護課 介護保険法第48条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1高 齢介護課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 施設介護サ ー ビス費の支給

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 介護保険法第48条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
介護保険法第48条第 1項•第 2項
介誰保険法施行規則第79条、 第 80 条

■設定 □未設定

（施設介護サ ー ビス費の支給）
第48条 市町村は、 要介護被保険者が、 次に掲げる施設サ ー ビス（ 以下「指定施

設サ ー ビス等」という。） を受けたときは、 当該要介護被保険者に対し、 当該指
定施設サ ー ビス等に要した費用（食事の 提供に要する費用、 居住に要する費用
その他の日 常生活に要する費用として 厚生労働 省令で定める費用を除く。 以下
この条において同じ。） について、 施設介護サ ー ビス費を支給する。 ただし、 当
該要介護被保険者が、第 37条第1項の規定による指定を受けている場合におい
て、 当該指定に係る 種類以外の施設サ ー ビスを受けたときは、 この限りでない。

(1) 都道府県知事が指定する介護 老人幅祉施設（ 以下「指定介護 老人福祉施
設」という。） により行われる介護福祉施設サ ー ビス（ 以下「指定介護福祉施
設サ ー ビス」という。）

(2) 介護保健施設サ ー ビス
審 査 基 準 (3) 介護医療院サ ー ビス

2 施設介護サ ー ビス費の額は、 施設サ ー ビスの 種類 ごとに、 要介護 状態区分、
当該施設サ ー ビスの 種類に係る指定施設サ ー ビス等を行う介護保険施設の所 在
する地域等を 勘案して算定される当該指定施設サ ー ビス等に要する 平 均的な費
用 （食事の 提供に要する費用、 居住に要する費用その他の日 常生活に要する費
用として 厚生労働 省令で定める費用を除く。）の額を 勘案して 厚生労働大臣が定
める基準により算定した費用の額（その額が現に当該指定施設サ ー ビス等に要
した費用の額を超えるときは、 当該現に指定施設サ ー ビス等に要した費用の額
とする。） の 10 0 分の 90 に相当する額とする。

3 厚生労働大臣は、 飢項の基準を定めようとするときは、 あらかじめ 社会保 障
審議会の 意見を 聴かなければならない。

4 要介護被保険者が、 介護保険施設から指定施設サ ー ビス等を受けたときは、
市町村は、 当該要介誰被保険者が当該介護保険施設に支払うべき当該指定施設
サ ー ビス等に要した費用について、 施設介護サ ー ビス費として当該要介護被保



険者に支給すべき額の限 度において、 当該要介護被保険者に代わり、 当該介護
保険施設に支払うことができる。

5 前項の規定による支払があったときは、 要介護被保険者に対し施設介護サ ー

ビス費の支給があったものとみなす。
6 市町村は、 介護保険施設から施設介護サ ー ビス費の 請求があったときは、 第

2項の 厚生労働大臣が定める基準及び第 88 条第 2項に規定する指定介護 老人
福祉施設の設 備及び 運営に関する基準 （指定介護福祉施設サ ー ビスの取 扱いに
関する 部分に限る。）、第 97条第3項に規定する介護 老人保健施設の設 備及び 運
営に関する基準（介護保健施設サ ー ビスの取 扱いに関する 部分に限る。） 又は第
1 1 1 条第3項に規定する介護医療院の設 備及び 運営に関する基準（介護医療院

サ ー ビスの取 扱いに関する 部分に限る。） に 照らして 審査した 上、 支払うものと
する。

7 第41条第 2項、 第3項、 第 10 項及び第 1 1項の規定は、 施設介護サ ー ビス費
の支給について、 同条第 8項の規定は、 介護保険施設について準用する。 この
場合において、 これらの規定に関し必要な技術的読替えは、 政 令で定める。

8 前各項に規定するもののほか、 施設介護サ ー ビス費の支給及び介護保険施設
の施設介護サ ー ビス費の 請求に関して必要な事項は、 厚生労働省 令で定める。
【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

国民健康保険 団体 連合 会から 請求のあった日からおおむね3 0日

備 考

設 定 日 平成 3 1年 3月 3 1日



《ID242250A申請 高齢介護課 介護保険法第50条》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1高 齢介護課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 居宅介誰サ ー ビス費等の額の特例

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 介護保険法第 50 条

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
介護保険法第 50 条
介護保険法施行規則第 83条

■設定 □未設定

（居宅介護サ ー ビス費等の額の特例）
第 50 条 市町村が、 災害その他の 厚生労働省 令で定める特別の事情があることに

より、 居宅サ ー ビス （これに相当するサ ー ビスを含む。 以下この条において同
じ。）、 地域密着型サ ー ビス（これに相当するサ ー ビスを含む。 以下この条におい
て同じ。） 若しくは施設サ ー ビス又は住 宅改修に必要な費用を負担することが 困
難であると認めた要介護被保険者が受ける 前条第1項各号に掲げる介誰給付に

ついて当該各号に定める規定を適用する場合（同条の規定により読み替えて適用
する場合を除く。） においては、 これらの規定中 「 10 0 分の 90 」とあるのは、 「 10 0
分の 90 を超え 10 0 分の 10 0 以下の 範囲内において市町村が定めた割合」とする。

2 市町村が、 災害その他の 厚生労働省 令で定める特別の事情があることにより、

審 査 基 準 居宅サ ー ビス、地域密着型サ ー ビス若しくは施設サ ー ビス又は住 宅改修に必要な
費用を負担することが 困 難であると認めた要介誰被保険者が受ける 前条第1項
各号に掲げる介護給付について当該各号に定める規定を 滴用する場合（同項の規
定により読み替えて適用する場合に限る。） においては、 同項の規定により読み
替えて適用するこれらの規定中 「 10 0 分の 80 」とあるのは、 「 10 0 分の 80 を超え
10 0 分の 10 0 以下の 範囲内において市町村が定めた割合」とする。

3 市町村が、 災害その他の 厚生労働省 令で定める特別の事情があることにより、
居宅サ ー ビス、地域密着型サ ー ビス若しくは施設サ ー ビス又は住 宅改修に必要な
費用を負担することが 困 難であると認めた要介誰被保険者が受ける 前条第1項
各号に掲げる介護給付について当該各号に定める規定を適用する場合（同条第 2
項の規定により読み替えて適用する場合に限る。） においては、 同条第 2項の規
定により読み替えて適用するこれらの規定中 「 10 0 分の 70 」とあるのは、 「 10 0
分の 70 を超え 10 0 分の 10 0 以下の 範囲内において市町村が定めた割合」とする。



【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね60 日

備 考

設 定 日 令和4年 3月 3 1日



《ID241900A 申請 高齢介護課 介護保険法第46条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1高 齢介護課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 居宅介護サ ー ビス 計 画費の支給

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 介護保険法第46条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 介護保険法第41条第 2項、 第46条第 1項•第 2項•第7項

■設定 □未設定

（居宅介護サ ー ビス 計 画費の支給）
第46条 市町村は、 居宅要介護被保険者が、 当該市町村の長又は他の市町村の長

が指定する者（ 以下「指定居宅介護支 援事業者」という。） から当該指定に係る
居宅介護支 援事業を行う事業所により行われる居宅介護支 援（ 以下「指定居宅
介護支 援」という。） を受けたときは、 当該居宅要介護被保険者に対し、 当該指
定居宅介護支 援に要した費用について、 居宅介護サ ー ビス 計 画費を支給する。

2 居宅介護サ ー ビス 計 画費の額は、 指定居宅介護支 援の事業を行う事業所の所
在する地域等を 勘案して算定される指定居宅介護支 援に要する 平 均的な費用の

額を 勘案して 厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現
に当該指定居宅介護支 援に要した費用の額を超えるときは、 当該現に指定居宅
介護支 援に要した費用の額とする。） とする。

3 厚生労働大臣は、 前項の基準を定めようとするときは、 あらかじめ 社会保 障
審 査 基 準 審議会の 意見を 聴かなければならない。

4 居宅要介護被保険者が指定居宅介護支 援事業者から指定居宅介護支 援を受け
たとき（当該居宅要介護被保険者が、 厚生労働省 令で定めるところにより、 当
該指定居宅介護支 援を受けることにつきあらかじめ市町村に届け出ている場合
に限る。） は、 市町村は、 当該居宅要介護被保険者が当該指定居宅介護支 援事業
者に支払うべき当該指定居宅介護支 援に要した費用について、 居宅介護サ ー ビ
ス 計 画費として当該居宅要介護被保険者に対し支給すべき額の限 度において、

当該居宅要介護被保険者に代わり、 当該指定居宅介護支 援事業者に支払うこと
ができる。

5 前項の規定による支払があったときは、 居宅要介護被保険者に対し居宅介護
サ ー ビス 計 画費の支給があったものとみなす。

6 市町村は、 指定居宅介護支 援事業者から居宅介護サ ー ビス 計 画費の 請求があ
ったときは、第 2項の 厚生労働大臣が定める基準及び第 8 1条第 2項に規定する
指定居宅介護支 援の事業の 運営に関する基準（指定居宅介護支 援の取 扱いに関



する 部分に限る。） に 照らして 審査した 上、 支払うものとする。
7 第41条第 2項、 第3項、 第 10 項及び第 1 1項の規定は、 居宅介護サ ー ビス 計

画費の支給について、 同条第 8項の規定は、 指定居宅介護支 援事業者について
準用する。 この場合において、 これらの規定に関し必要な技術的読替えは、 政
令で定める。

8 前各項に規定するもののほか、 居宅介護サ ー ビス 計 画費の支給及び指定居宅
介護支 援事業者の居宅介護サ ー ビス 計 画費の 請求に関して必要な事項は、 厚生

労働省 令で定める。
【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

国民健康保険 団体 連合 会から 請求のあった日からおおむね3 0日

備 考

設 定 日 平成 3 1年 3月 3 1日



《 ID242300A 申請 高齢介護課 介護保険法第51条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1高 齢介護課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 5年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 高額介護サ ー ビス費の支給

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 介護保険法第 5 1条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
介護保険法第 5 1条

基 準 規 定 介護保険法施行 令第 22条の 2の 2
介護保険法施行規則第 83条の 2、 第 83条の 3、 第 83条の 4
■設定 □未設定

（高額介護サ ー ビス費の支給）
第 5 1条 市町村は、 要介護被保険者が受けた居宅サー ビス（これに相当するサ ー

ビスを含む。）、 地域密着型サ ー ビス（これに相当するサ ー ビスを含む。） 又は施
設サ ー ビスに要した費用の 合 計額として政 令で定めるところにより算定した額
から、 当該費用につき支給された居宅介護サ ー ビス費、 特例居宅介護サ ー ビス
費、 地域密着型介護サ ー ビス費、 特例地域密着型介護サ ー ビス費、 施設介護サ
ー ビス費及び特例施設介護サ ー ビス費の 合 計額を控除して得た額（ 次条第1項

において「介護サ ー ビス 利用者負担額」という。） が、 著しく 亮額であるときは、
審 査 基 準 当該要介護被保険者に対し、 高額介護サ ー ビス費を支給する。

2 前項に規定するもののほか、 裔額介護サ ー ビス費の支給要 件、 支給額その他
高額介護サ ー ビス費の支給に関して必要な事項は、 居宅サ ー ビス、 地域密着型
サ ー ビス又は施設サ ー ビスに必要な費用の負担の家計に与える影響を 考慮し
て、 政 令で定める。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

国民健康保険 団体 連合 会から 請求のあった日からおおむね3 0日



備 考

設 定 日 令和 6 年3月31日



《 ID242400A 申請 高齢介護課 介護保険法第51条の2第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1高 齢介護課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 5年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 高額医療 合算介護サ ー ビス費の支給

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 介護保険法第 5 1条の 2第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
介護保険法第 5 1条の 2

基 準 規 定 介護保険法施行 令第 22条の 3
介護保険法施行規則第 83条の 4の 2、 第 83条の 4の 3、 第 83条の 4の 4
■設定 □未設定

（高額医療 合算介護サ ー ビス費の支給）
第 5 1条の 2 市町村は、 要介護被保険者の介護サ ー ビス 利用者負担額（ 前条第1

項の高額介護サ ー ビス費が支給される場合にあっては、 当該支給額に相当する
額を控除して得た額） 及び当該要介護被保険者に係る健康保険法第 115条第1
項に規定する 一部負担金等の額（同項の高額療養費が支給される場合にあって
は、 当該支給額に相当する額を控除して得た額） その他の医療保険各法又は高

審 査 基 準 齢者の医療の確保に 関する法律（昭和 57年法律第 80 号） に規定するこれに相
当する額として政 令で定める額の 合 計額が、 著しく 裔額であるときは、 当該要
介護被保険者に対し、 高額医療 合算介護サ ー ビス費を支給する。

2 前条第 2項の規定は、高額医療 合算介護サ ー ビス費の支給について準用する。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

国民健康保険 団体 連合 会から 請求のあった日からおおむね3 0日

備 考



設 定 日 ！ 令和 6年 3月 3 1日



《 ID242500A 申請 高齢介護課 介護保険法第51条の3第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1高 齢介護課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和4年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 特定入所者介護サ ー ビス費の支給

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 介護保険法第 5 1条の 3第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
介護保険法第 5 1条の 3第 1項•第 2項•第 6項
介護保険法施行規則第 83条の 5、 第 83条の 6第 1項•第 2項•第 3項

■設定 □未設定

（特定入所者介護サ ー ビス費の支給）
第 5 1条の 3 市町村は、要介護被保険者のうち所得及び資産の 状況その 他の事情

を し ん酌 して 厚生労働省 令で定めるものが、 次に掲げる指定施設サ ー ビス等、
指定地域密着型サ ー ビス又は指定居宅サ ー ビス（ 以下この条及び 次条第1項に
おいて「特定介護サ ー ビス」という。）を受けたときは、 当該要介護被保険者（ 以
下この条及び 次条第1項において「特定入所者」という。） に対 し、 当該特定介
護サ ー ビスを行う介護保険施設、 指定地域密着型サ ー ビス事業者又は指定居宅

サ ー ビス事業者（ 以下この条において 「特定介護保険施設等」という。） におけ
る食事の 提供に要 した費用及び居住又は滞 在（ 以下「居住等」という。） に要 し
た費用について、 特定入所者介護サ ー ビス費を支給する。 ただ し、 当該特定入
所者が、 第 37条第1項の規定による指定を受けている場合において、 当該指定
に係る 種類以外の特定介護サ ー ビスを受けたときは、 この限りでない。

審 査 基 準 (1) 指定介護 幅祉施設サ ー ビス
(2) 介護保健施設サー ビス
(3) 介護医療院サ ー ビス

( 4 )  地域密着型介護 老人福祉施設入所者生活介護
(5) 短期入所生活介護
(6) 短期入所療養介護
2 特定入所者介護サ ー ビス費の額は、 第1号に規定する額及び第 2号に規定す
る額の 合 計額とする。

(1) 特定介護保険施設等における食事の 提供に要する平 均的な費用の額を 勘
案 して 厚生労働大臣が定める費用の額（その額が現に当該食事の 提供に要 し

た費用の額を超えるときは、 当該現に食事の 提供に要 した費用の額とする。
以下この条及び 次条第 2項において 「食費の基準費用額」という。） から、 平
均的な家計における食費の 状況及び特定入所者の所得の 状況その 他の事情を
勘案 して 厚生労働大臣が定める額（ 以下この条及び 次条第 2項において 「食



費の負担限 度額」という。） を控除した額
(2) 特定介護保険施設等における居住等に要する平 均的な費用の額及び施設

の 状況その他の事情を 勘案して 厚生労働大臣が定める費用の額（その額が現
に当該居住等に要した費用の額を超えるときは、 当該現に居住等に要した費
用の額とする。 以下この条及び 次条第 2項において「居住費の基準費用額」
という。） から、 特定入所者の所得の 状況その他の事情を 勘案して 厚生労働大
臣が定める額（ 以下この条及び 次条第 2項において「居住費の負担限 度額」

という。） を控除した額
3 厚生労働大臣は、 食費の基準費用額若しくは食費の負担限 度額又は居住費の

基準費用額若しくは居住費の負担限 度額を定めた後に、 特定介護保険施設等に
おける食事の 提供に要する費用又は居住等に要する費用の 状況その他の事情が
著しく 変動したときは、 速やかにそれらの額を改定しなければならない。

4 特定入所者が、 特定介護保険施設等から特定介護サ ー ビスを受けたときは、
市町村は、 当該特定入所者が当該特定介護保険施設等に支払うべき食事の 提供
に要した費用及び居住等に要した費用について、 特定入所者介護サ ー ビス費と
して当該特定入所者に対し支給すべき額の限 度において、 当該特定入所者に代
わり、 当該特定介護保険施設等に支払うことができる。

5 前項の規定による支払があったときは、 特定入所者に対し特定入所者介護サ
ー ビス費の支給があったものとみなす。

6 市町村は、 第1項の規定にかかわらず、 特定入所者が特定介護保険施設等に
対し、 食事の 提供に要する費用又は居住等に要する費用として、 食費の基準費
用額又は居住費の基準費用額（ 前項の規定により特定入所者介護サ ー ビス費の
支給があったものとみなされた特定入所者にあっては、 食費の負担限 度額又は
居住費の負担限 度額） を超える 金額を支払った場合には、 特定入所者介護サ ー

ビス費を支給しない。
7 市町村は、 特定介護保険施設等から特定入所者介護サ ー ビス費の 請求があっ
たときは、 第1項、 第 2項及び 前項の定めに 照らして 審査の 上、 支払うものと
する。

8 第41条第3項、第 10 項及び第 1 1項の規定は特定入所者介護サ ー ビス費の支
給について、 同条第 8項の規定は特定介護保険施設等について準用する。 この
場合において、 これらの規定に関し必要な技術的読替えは、 政 令で定める。
， 前各項に規定するもののほか、 特定入所者介護サ ー ビス費の支給及び特定介

護保険施設等の特定入所者介護サ ー ビス費の 請求に関して必要な事項は、 厚生
労働省 令で定める。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

国民健康保険 団体 連合 会から 請求のあった日からおおむね3 0日

備 考



設 定 日 ！ 令和 5年 3月 3 1日



《 ID242700A 申請 高齢介護課 介護保険法第53条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1高 齢介護課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 介護 予防サ ー ビス費の支給

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 介護保険法第 53条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
介護保険法第 52条、 第 53条第 1項•第 2項
介護保険法施行規則第 62条、 第 83条の 9、 第 84条、 第 85条

■設定 □未設定

（介護 予防サ ー ビス費の支給）
第 53条 市町村は、 要支 援認定を受けた被保険者のうち居宅において支 援を受け

るもの（ 以下「居宅要支 援被保険者」という。） が、 都道府県知事が指定する者
（ 以下 「指定介護 予防サ ー ビス事業者」という。） から当該指定に係る介護 予防
サ ー ビス事業を行う事業所により行われる介護 予防サ ー ビス（ 以下「指定介護
予防サ ー ビス」という。） を受けたとき（当該居宅要支 援被保険者が、 第 58条

第4項の規定により同条第1項に規定する指定介護 予防支 援を受けることにつ
きあらかじめ市町村に届け出ている場合であって、 当該指定介護 予防サ ー ビス
が当該指定介護 予防支 援の対 象となっているときその 他の 厚生労働省 令で定め
るときに限る。） は、 当該居宅要支 援被保険者に対し、 当該指定介護 予防サー ビ
スに要した費用（特定介護 予防福祉用 具の 購入に要した費用を除き、 介護 予防

通所 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン、 介護 予防 短期入所生活介護、 介護 予防 短期入所療養
審 査 基 準 介護及び介護 予防特定施設入居者生活介護に要した費用については、 食事の 提

供に要する費用、 滞 在に要する費用その 他の日 常生活に要する費用として 原生
労働省 令で定める費用を除く。 以下この条において同じ。） について、 介護 予防
サ ー ビス費を支給する。 ただし、 当該居宅要支 援被保険者が、 第 37条第1項の
規定による指定を受けている場合において、 当該指定に係る 種類以外の介護 予
防サ ー ビスを受けたときは、 この限りでない。

2 介護 予防サ ー ビス費の額は、 次の各号に掲げる介護 予防サ ー ビスの区分に応
じ、 当該各号に定める額とする。

(1) 介護 予防訪問入 浴介護、 介護 予防訪問看護、 介護 予防訪問 リ ハ ビ リ テ ー

シ ョ ン、 介護 予防居宅療養 管理指 導、 介護 予防通所 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン及び
介護 予防福祉用 具貸与 これらの介護 予防サ ー ビスの 種類 ごとに、 当該介護
予防サ ー ビスの 種類に係る指定介護 予防サ ー ビスの 内 容、 当該指定介護 予防

サ ー ビスの事業を行う事業所の所 在する地域等を 勘案して算定される当該指
定介護 予防サ ー ビスに要する平 均的な費用（介護 予防通所 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ



参 考 資 料

標準処理期間

ンに要する費用に ついては、 食事の 提供に要する費用その 他の日 常生活に要
する費用として 厚生労働省 令で定める費用を除く。）の額を 勘案して 厚生労働
大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該 指定介護予防
サ ー ビスに要した費用の額を超えるときは、 当該現に 指定介護予防サ ー ビス
に要した費用の額とする。） の 10 0 分の 90 に相当する額

(2) 介護予防 短期入所生活介護、 介護予防 短期入所療養介護及び介護予防特
定施設入居者生活介護 これらの介護予防サ ー ビスの 種類 ごとに、 要支 援状
態区分、 当該介護予防サ ー ビスの 種類に係る 指定介護予防サ ー ビスの事業を

行う事業所の所 在する地域等を 勘案して算定される当該 指定介護予防サ ー ビ
スに要する平 均的な費用（食事の 提供に要する費用、 滞 在に要する費用その
他の日 常生活に要する費用として 厚生労働省 令で定める費用を除く。）の額を
勘案して 厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に

当該 指定介護予防サ ー ビスに要した費用の額を超えるときは、 当該現に 指定
介護予防サ ー ビスに要した費用の額とする。） の 10 0 分の 90 に相当する額

3 厚生労働大臣は、 前項各号の基準を定めようとするときは、 あらかじめ 社会
保 障審議会の 意見を 聴かなければならない。

4 居宅要支 援被保険者が 指定介護予防サ ー ビス事業者から 指定介護予防サ ー ビ
スを受けたときは、 市町村は、 当該居宅要支 援被保険者が当該 指定介護予防サ
ー ビス事業者に支払うべき当該 指定介護予防サ ー ビスに要した費用に ついて、

介護予防サ ー ビス費として当該居宅要支 援被保険者に対し支給すべき額の限 度
において、 当該居宅要支 援被保険者に代わり、 当該 指定介護予防サ ー ビス事業
者に支払うことができる。

5 前項の規定による支払があったときは、 居宅要支 援被保険者に対し介護予防
サ ー ビス費の支給があったものとみなす。

6 市町村は、 指定介護予防サ ー ビス事業者から介護予防サ ー ビス費の 請求があ
ったときは、 第 2項各号の 厚生労働大臣が定める基準並びに第 1 15条の 4第 2
項に規定する 指定介護予防サ ー ビスに係る介護予防のための 効 果的な支 援の 方
法に関する基準及び 指定介護予防サ ー ビスの事業の設 備及び 運営に関する基準
（ 指定介護予防サ ー ビスの取 扱いに関する 部分に限る。） に 照らして 審査した
上、 支払うものとする。

7 第41条第 2項、 第3項、 第 10 項及び第 1 1項の規定は、 介護予防サ ー ビス費
の支給に ついて、 同条第 8項の規定は、 指定介護予防サ ー ビス事業者に ついて
準用する。 この場合において、 これらの規定に関し必要な技術的読替えは、 政
令で定める。

8 前各項に規定するもののほか、 介護予防サ ー ビス費の支給及び 指定介護予防
サ ー ビス事業者の介護予防サ ー ビス費の 請求に関して必要な事項は、 厚生労働
省 令で定める。
【基準】
上記の条文による。

■設定 □未設定

国民健康保険 団体 連合 会から 請求のあった日からおおむね3 0 13 



備 考

設 定 日 平成 3 1年 3月 3 1日



《 ID242900A 申請 高齢介護課 介護保険法第54条の2第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1高 齢介護課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 地域密着型介護予防サ ー ビス費の支給

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 介護保険法第 54条の 2第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定

審 査 基 準

介護保険法第 54条の 2第 1項•第 2項•第4項
介護保険法施行規則第 85条の 2、 第 85条の 3

■設定 □未設定

（地域密着型介護予防サ ー ビス費の支給）
第 54条の 2 市町村は、 居宅要支 援被保険者が、 当該市町村（住所地特例適用被

保険者である居宅要支 援被保険者（ 以下 「住所地特例適用居宅要支 援被保険者」
という。） に係る特定地域密恙型介護予防サ ー ビスにあっては、 施設所 在市町村
を含む。） の長が指定する者（ 以下 「指定地域密着型介護予防サ ー ビス事業者」
という。）から当該指定に係る地域密恙型介護予防サ ー ビス事業を行う事業所に
より行われる地域密着型介護予防サ ー ビス（ 以下「指定地域密着型介護予防サ
ー ビス」という。） を受けたとき（当該居宅要支 援被保険者が、 第 58条第4項

の規定により同条第1項に規定する指定介護予防支 援を受けることにつきあら
かじめ市町村に届け出ている場合であって、 当該指定地域密着型介護予防サ ー

ビスが当該指定介護予防支 援の対 象となっているときその他の 厚生労働省 令で
定めるときに限る。） は、 当該居宅要支 援被保険者に対し、 当該指定地域密着型
介護予防サ ー ビスに要した費用（食事の 提供に要する費用その他の日 常生活に
要する費用として 厚生労働省 令で定める費用を除く。 以下この条において同
じ。） について、 地域密着型介護予防サー ビス費を支給する。 ただし、 当該居宅
要支 援被保険者が、 第 37 条第1項の規定による指定を受けている場合におい
て、 当該指定に係る 種類以外の地域密恙型介護予防サ ー ビスを受けたときは、
この限りでない。

2 地域密恙型介護予防サ ー ビス費の額は、 次の各号に掲げる地域密着型介獲予
防サ ー ビスの区分に 応じ、 当該各号に定める額とする。

(1) 介護予防認 知 症対 応型通所介護 介護予防認 知 症対 応型通所介護に係る
指定地域密着型介護予防サ ー ビスの 内 容、 当該指定地域密着型介護予防サ ー

ビスの事業を行う事業所の所 在する地域等を 勘案して算定される当該指定地
域密着型介護予防サ ー ビスに要する平 均的な費用（食事の 提供に要する費用
その他の日 常生活に要する費用として 厚生労働省 令で定める費用を除く。）の
額を 勘案して 厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が



現に当該指定地域密着型介護予防サ ー ビスに要した費用の額を超えるとき
は、 当該現に指定地域密着型介護予防サー ビスに要した費用の額とする。） の
10 0 分の 90 に相当する額

(2) 介護予防小規模 多機 能型居宅介護及び介護予防認 知 症対応 型 共同生活介
護 これらの地域密着型介護予防サ ー ビスの 種類 ごとに、 要支 援状態区分、
当該地域密着型介護予防サ ー ビスの 種類に係る指定地域密着型介護予防サ ー

ビスの事業を行う事業所の所 在する地域等を 勘案して算定される当該指定地
域密着型介護予防サ ー ビスに要する平 均的な費用（食事の 提供に要する費用
その他の日 常生活に要する費用として 厚生労働省 令で定める費用を除く。）の
額を 勘案して 厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が
現に当該指定地域密着型介護予防サ ー ビスに要した費用の額を超えるとき
は、 当該現に指定地域密着型介護予防サー ビスに要した費用の額とする。） の
10 0 分の 90 に相当する額

3 厚生労働大臣は、 前項各号の基準を定めようとするときは、 あらかじめ 社会
保 障審議会の 意見を 聴かなければならない。

4 市町村は、 第 2項各号の規定にかかわらず、 地域密着型介護予防サ ー ビスの
種類その他の事情を 勘案して 厚生労働大臣が定める基準により算定した額を限
度として、 同項各号に定める地域密着型介護予防サ ー ビス費の額に代えて、 当

該市町村（施設所 在市町村の長が第1項本 文の指定をした指定地域密着型介護
予防サ ー ビス事業者から指定地域密着型介護予防サ ー ビスを受けた住所地特例
適用居宅要支 援被保険者に係る地域密着型介護予防サ ー ビス費（特定地域密着
型介護予防サ ー ビスに係るものに限る。） の額にあっては、 施設所 在市町村） が

定める額を、 当該市町村における地域密着型介護予防サ ー ビス費の額とするこ
とができる。

5 市町村は、 前項の当該市町村における地域密着型介護予防サ ー ビス費の額を
定めようとするときは、 あらかじめ、 当該市町村が行う介護保険の被保険者そ
の他の 関係者の 意見を 反映させ、 及び 学識経験を有する者の 知 見の活用を 図る
ために必要な措置を 講じなければならない。

6 居宅要支 援被保険者が指定地域密着型介護予防サ ー ビス事業者から指定地域
密着型介護予防サ ー ビスを受けたときは、 市町村は、 当該居宅要支 援被保険者

が当該指定地域密着型介護予防サ ー ビス事業者に支払うべき当該指定地域密着
型介護予防サ ー ビスに要した費用について、 地域密着型介護予防サ ー ビス費と

して当該居宅要支 援被保険者に対し支給すべき額の限 度において、 当該居宅要
支 援被保険者に代わり、 当該指定地域密着型介護予防サ ー ビス事業者に支払う
ことができる。

7 前項の規定による支払があったときは、 居宅要支 援被保険者に対し地域密着
型介護予防サ ー ビス費の支給があったものとみなす。

8 市町村は、 指定地域密着型介護予防サ ー ビス事業者から地域密着型介護予防
サ ー ビス費の 請求があったときは、 第 2項各号の 厚生労働大臣が定める基準又
は第4項の規定により市町村（施設所 在市町村の長が第1項本 文の指定をした
指定地域密着型介護予防サ ー ビス事業者から指定地域密着型介護予防サ ー ビス
を受けた住所地特例 遮用居宅要支 援被保険者に係る地域密着型介護予防サ ー ビ
ス費（特定地域密着型介護予防サ ー ビスに係るものに限る。）の 請求にあっては、

施設所 在市町村）が定める額並びに第 115条の 14第 2項又は第 5項の規定によ
り市町村（施設所 在市町村の長が第1項本 文の指定をした指定地域密着型介護
予防サ ー ビス事業者から指定地域密着型介護予防サ ー ビスを受けた住所地特例
適用居宅要支 援被保険者に係る地域密着型介護予防サ ー ビス費（特定地域密着
型介護予防サ ー ビスに係るものに限る。） の 請求にあっては、 施設所 在市町村）

が定める指定地域密着型介護予防サ ー ビスに係る介護予防のための 効 果的な支
援の 方法に 関する基準及び指定地域密着型介護予防サ ー ビスの事業の設 備及び



運営に関する基準（指定地域密着型介護予防サ ー ビスの取 扱いに関する 部分に
限る。） に 照らして 審査した 上、 支払うものとする。
， 第41条第 2項、 第3項、 第 10 項及び第 11項の規定は地域密着型介護予防サ

ー ビス費の支給に ついて、 同条第 8項の規定は指定地域密着型介護予防サ ー ビ
ス事業者に ついて準用する。 この場合において、 これらの規定に関し必要な技
術的読替えは、 政 令で定める。

10 前各項に規定するもののほか、 地域密着型介護予防サ ー ビス費の支給及び指
定地域密着型介護予防サ ー ビス事業者の地域密着型介護予防サ ー ビス費の 請求
に関して必要な事項は、 厚生労働省 令で定める。
【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

国民健康保険 団体 連合 会から 請求のあった日からおおむね3 0日

備 考

設 定 日 平成 3 1年 3月 3 1日



《 I D2431 00A 申請 高齢介護課 介護保険法第56条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1高 齢介護課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和4年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 介護 予防福祉用 具購入費の支給

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 介護保険法第 56条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
介護保険法第 8条第 13項、 第 8条の 2第 11項、 第 56条
介護保険法施行 令第 26条

基 準 規 定
介護保険法施行規則第 89条、 第 90 条、 第 9 1条、 第 92条、 第 97条第 2項
厚生労働大臣が定める特定 揺祉用 具販売に係る特定 罹祉用 具の 種 目及び 厚生労働

大臣が定める特定介護 予防福祉用 具販売に係る特定介護 予防福祉用 具の 種 目（ 平
成 1 1年厚生 省 告 示第 94号）

■設定 □未設定

（介護 予防福祉用 具購入費の支給）
第 56条 市町村は、 居宅要支 援被保険者が、 特定介護 予防 揺祉用 具販売に係る 指

定介護 予防サ ー ビス事業者から当該 指定に係る介護 予防サ ー ビス事業を 行う事
業所において 販売される特定介護 予防福祉用 具を 購入したときは、 当該居宅要
支 援被保険者に対し、 介護 予防福祉用 具購入費を支給する。

2 介護 予防福祉用 具購入費は、 厚生労働省 令で定めるところにより、 市町村が
必要と認める場合に限り、 支給するものとする。

3 介護 予防福祉用 具購入費の額は、 現に当該特定介護 予防 揺祉用 具の 購入に要
した費用の額の 10 0 分の 90 に相当する額とする。

4 居宅要支 援被保険者が月を 単位として 厚生労働省 令で定める期間において 購
審 査 基 準 入した特定介護 予防福祉用 具につき支給する介護 予防福祉用 具購入費の額の 総

額は、 介護 予防福祉用 具購入費支給限 度基準額を基 礎として、 厚生労働省 令で
定めるところにより算定した額の 10 0 分の 90 に相当する額を超えることがで
きない。

5 前項の介護 予防福祉用 具購入費支給限 度基準額は、 同項に規定する 厚生労働
省 令で定める期間における特定介護 予防福祉用 具の 購入に通常要する費用を 勘
案して 厚生労働大臣が定める額とする。

6 市町村は、 前項の規定にかかわらず、 条例で定めるところにより、 第4項の
介護 予防福祉用 具購入費支給限 度基準額に代えて、 その額を超える額を、 当該
市町村における介護 予防福祉用 具購入費支給限 度基準額とすることができる。

7 介護 予防福祉用 具購入費を支給することにより第4項に規定する 総額が同項
に規定する 10 0 分の 90 に相当する額を超える場合における当該介護 予防福祉



用 具購入費の額は、 第3項の規定にかかわらず、 政 令で定めるところにより算
定した額とする。

【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料 紀の川市 介護保険福祉用 具購入費及び住 宅改修費受 領委任払い 実施要 綱

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね7 0日

備 考

設 定 日 令和 5年 3月 3 1日



《 ID243200A 申請 高齢介護課 介護保険法第57条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1高 齢介護課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 3 1年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 介護 予防住 宅改修費の支給

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 介護保険法第 57条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
介護保険法第 57条
介護保険法施行 令第 27条

基 準 規 定 介護保険法施行規則第 93条、 第 94条、 第 95条、 第 97条第 2項
厚生労働大臣が定める居宅介護住 宅改修費等の支給に係る住 宅改修の 種類（平成
11年厚生 省 告 示第 95号）

■設定 □未設定

（介護 予防住 宅改修費の支給）
第 57条 市町村は、 居宅要支 援被保険者が、 住 宅改修を行ったときは、 当該居宅

要支 援被保険者に対し、 介護 予防住 宅改修費を支給する。
2 介護 予防住 宅改修費は、 厚生労働省 令で定めるところにより、 市町村が必要

と認める場合に限り、 支給するものとする。
3 介護 予防住 宅改修費の額は、 現に当該住 宅改修に要した費用の額の 10 0 分の

90 に相当する額とする。
4 居宅要支 援被保険者が行った 一の 種類の住 宅改修につき支給する介護 予防住

宅改修費の額の 総額は、 介護 予防住 宅改修費支給限 度基準額を基 礎として、 厚
生労働省 令で定めるところにより算定した額の 10 0 分の 90 に相当する額を超

審 査 基 準 えることができ ない。
5 前項の介護 予防住 宅改修費支給限 度基準額は、 住 宅改修の 種類 ごとに、 通常

要する費用を 勘案して 庫生労働大臣が定める額とする。
6 市町村は、 前項の規定にかかわらず、 条例で定めるところにより、 第4項の

介護 予防住 宅改修費支給限 度基準額に代えて、 その額を超える額を、 当該市町
村における介護 予防住 宅改修費支給限 度基準額とすることができる。

7 介護 予防住 宅改修費を支給することにより第4項に規定する 総額が同項に規
定する 10 0 分の 90 に相当する額を超える場合における当該介護 予防住 宅改修
費の額は、 第3項の規定にかかわらず、 政 令で定めるところにより算定した額
とする。

8 市町村長は、介護 予防住 宅改修費の支給に 関して必要があると認めるときは、
当該支給に係る住 宅改修を行う者若しくは住 宅改修を行った者（ 以下この項に
おいて「住 宅改修を行う者等」という。） に対し、 報告若しくは 帳 簿書 類の 提出



若しくは 提示を 命じ、 若しくは出頭を求め、 又は当該 職員に 関係者に対して 質
間させ、若しくは当該住 宅改修を行う者等の当該支給に係る事業所に 立ち入り、

その 帳 簿書 類その他の 物件を 検査させることができる。
， 第 24条第3項の規定は 前項の規定による 質間又は 検査について、 同条第4項

の規定は 前項の規定による権限について準用する。

【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料 紀の川市 介護保険福祉用 具購入費及び住 宅改修費受 領委任払い 実施要 綱

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね7 0日

備 考

設 定 日 令和 2年 3月 3 1日



《 I D243300A 申請 高齢介護課 介護保険法第58条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1高 齢介護課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 介護 予防サ ー ビス 計 画費の支給

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 介護保険法第 58条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 介護保険法第41条第 2項、 第 58条第 1項・第 2項•第7項

■設定 □未設定

（介護 予防サ ー ビス 計 画費の支給）
第 58条 市町村は、 居宅要支 援被保険者が、 当該市町村（ 住所地特例 遥用居宅要

支 援被保険者に係る介護 予防支 援にあっては、 施設所 在市町村） の長が指定す
る者（ 以下 「指定介護 予防支 援事業者」という。） から当該指定に係る介護 予防
支 援事業を行う事業所により行われる介護 予防支 援（ 以下「指定介護 予防支 援」
という。） を受けたときは、 当該居宅要支 援被保険者に対し、 当該指定介護 予防
支 援に要した費用について、 介護 予防サ ー ビス 計 画費を支給する。

2 介護 予防サ ー ビス 計 画費の額は、 指定介護 予防支 援の事業を行う事業所の所
在する地域等を 勘案して算定される当該指定介護 予防支 援に要する平 均的な費

用の額を 勘案して 厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額（その額
が現に当該指定介護 予防支 援に要した費用の額を超えるときは、 当該現に指定
介護 予防支 援に要した費用の額とする。） とする。

審 査 基 準 3 厚生労働大臣は、 前項の基準を定めようとするときは、 あらかじめ 社会保 障
審議会の 意見を 聴かなければならない。

4 居宅要支 援被保険者が指定介護 予防支 援事業者から指定介護 予防支 援を受け
たとき（当該居宅要支 援被保険者が、 厚生労働省 令で定めるところにより、 当
該指定介護 予防支 援を受けることにつきあらかじめ市町村に届け出ている場合
に限る。） は、 市町村は、 当該居宅要支 援被保険者が当該指定介護 予防支 援事業
者に支払うべき当該指定介護 予防支 援に要した費用について、 介護 予防サ ー ビ
ス 計 画費として当該居宅要支 援被保険者に対し支給すべき額の限 度において、

当該居宅要支 援被保険者に代わり、 当該指定介護 予防支 援事業者に支払うこと
ができる。

5 前項の規定による支払があったときは、 居宅要支 援被保険者に対し介護 予防
サ ー ビス 計 画費の支給があったものとみなす。

6 市町村は、 指定介護 予防支 援事業者から介護 予防サ ー ビス 計 画費の 請求があ
ったときは、第 2項の 厚生労働大臣が定める基準並びに第 115条の 24第 2項に



規定する 指定介護予防支 援に係る介護予防のための 効 果的な支 援の 方法に関す
る基準及び 指定介護予防支 援の事業の 運営に関する基準（ 指定介護予防支 援の
取 扱いに関する 部分に限る。 ） に 照らして 審査した 上、 支払うものとする。

7 第41条第 2項、 第3項、 第 10 項及び第 11項の規定は介護予防サ ー ビス 計 画
費の支給に ついて、 同条第 8項の規定は 指定介護予防支 援事業者に ついて準用
する。 この場合において、 これらの規定に関し必要な技術的読替えは、 政 令で
定める。

8 前各項に規定するもののほか、 介護予防サ ー ビス 計 画費の支給及び 指定介護
予防支 援事業者の介護予防サ ー ビス 計 画費の 請求に関して必要な事項は、 厚生

労働省 令で定める。
【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

国民健康保険 団体 連合 会から 請求のあった日からおおむね3 0 13 

備 考

設 定 日 平成 3 1年 3月 3 1日



《 ID243450A 申請 高齢介護課 介護保険法第60条》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1高 齢介護課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 介護 予防サ ー ビス費等の額の特例

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 介護保険法第 60 条

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
介護保険法第 60 条
介護保険法施行規則第 97条

■設定 □未設定

（介護 予防サ ー ビス費等の額の特例）
第 60 条 市町村が、 災害その他の 厚生労働省 令で定める特別の事情があることに

より、 介護 予防サ ー ビス（これに相当するサ ー ビスを含む。 以下この条において
同じ。）、 地域密恙型介護 予防サ ー ビス（これに相当するサ ー ビスを含む。 以下こ
の条において同じ。） 又は住 宅改修に必要な費用を負担することが困難であると
認めた居宅要支 援被保険者が受ける 前条第1項各号に掲げる 予防給付について
当該各号に定める規定を適用する場合（同条の規定により読み替えて適用する場
合を除く。） においては、 これらの規定中 「 10 0 分の 90 」とあるのは、 「 10 0 分の
90 を超え 10 0 分の 10 0 以下の 範囲内において市町村が定めた割合」とする。

2 市町村が、 災害その他の 厚生労働省 令で定める特別の事情があることにより、

審 査 基 準 介護 予防サ ー ビス、地域密着型介護 予防サ ー ビス又は住 宅改修に必要な費用を負
担することが困難であると認めた居宅要支 援被保険者が受ける 前条第1項各号
に掲げる 予防給付について当該各号に定める規定を 道用する場合（同項の規定に
より読み替えて適用する場合に限る。） においては、 同項の規定により読み替え
て適用するこれらの規定中 「 10 0 分の 80 」とあるのは、 「 10 0 分の 80 を超え 10 0
分の 10 0 以下の 範囲内において市町村が定めた割合」とする。

3 市町村が、 災害その他の 厚生労働省 令で定める特別の事情があることにより、
介護 予防サ ー ビス、地域密着型介護 予防サ ー ビス又は住 宅改修に必要な費用を負
担することが困難であると認めた居宅要支 援被保険者が受ける 前条第1項各号
に掲げる 予防給付について当該各号に定める規定を適用する場合（同条第 2項の
規定により読み替えて適用する場合に限る。） においては、 同条第 2項の規定に
より読み替えて適用するこれらの規定中 「 10 0 分の 70 」とあるのは、 「 10 0 分の
70 を超え 10 0 分の 10 0 以下の 範囲内において市町村が定めた割合」とする。



【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね 60 H 

備 考

設 定 日 令和4年 3月 3 1日



《 ID243500A 申請 高齢介護課 介護保険法第61条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1高 齢介護課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和4年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 高額介護予防サ ー ビス費の支給

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 介護保険法第 6 1条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
介護保険法第 6 1条

基 準 規 定 介護保険法施行 令第 29条の 2の 2
介護保険法施行規則第 97条の 2
■設定 □未設定

（高額介護予防サ ー ビス費の支給）
第 6 1条 市町村は、 居宅要支 援被保険者が受けた介護予防サ ー ビス（これに相当

するサ ー ビスを含む。） 又は地域密着型介護予防サ ー ビス（これに相当するサ ー

ビスを含む。）に要した費用の 合 計額として政 令で定めるところにより算定した
額から、 当該費用につき支給された介護予防サ ー ビス費、 特例介護予防サ ー ビ
ス費、 地域密着型介護予防サ ー ビス費及び特例地域密着型介護予防サ ー ビス費

の 合 計額を控除して得た額（ 次条第1項において「介護予防サ ー ビス 利用者負
担額」という。） が、 著しく 裔額であるときは、 当該居宅要支 援被保険者に対し、

審 査 基 準 高額介護予防サ ー ビス費を支給する。
2 前項に規定するもののほか、 裔額介護予防サ ー ビス費の支給要 件、 支給額そ
の他高額介護予防サ ー ビス費の支給に 関して必要な事項は、 介護予防サ ー ビス
又は地域密着型介護予防サ ー ビスに必要な費用の負担の家計に与える影響を 考
慮して、 政 令で定める。

【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

国民健康保険 団体 連合 会から 請求のあった日からおおむね3 0日



備 考

設 定 日 令和 5 年3月31日



《 ID243600A 申請 高齢介護課 介護保険法第61 条の2第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 裔齢介護課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 5年4月 1 日

く処分の概要＞

許認可等の名称 高額医療 合算介護予防サ ー ビス費の支給

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 介護保険法第 61条の 2第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
介護保険法第 61条の 2

基 準 規 定
介護保険法施行 令第 22条の 3、 第 29条の 3
介護保険法施行規則第 83条の 4の 2、 第 83条の 4の 3、 第 83条の 4の 4、 第 97
条の 2の 2

■設定 □未設定

（ 裔額医療 合算介護予防サ ー ビス費の支給）
第 6 1条の 2 市町村は、 居宅要支 援被保険者の介護予防サ ー ビス 利用者負担額

（ 前条第1項の高額介護予防サ ー ビス費が支給される場合にあっては、 当該支
給額に相当する額を控除して得た額） 及び当該居宅要支 援被保険者に係る健康
保険法第 115条第1項に規定する 一部負担金等の額（同項の高額療養費が支給
される場合にあっては、 当該支給額に相当する額を控除して得た額） その他の
医療保険各法又は高 齢者の医療の確保に関する法律に規定するこれに相当する

審 査 基 準 額として政 令で定める額の 合 計額が、 著しく高額であるときは、 当該居宅要支
援被保険者に対し、 高額医療 合算介護予防サ ー ビス費を支給する。

2 前条第 2項の規定は、 高額医療 合算介護予防サ ー ビス費の支給について準用
する。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

国民健康保険 団体 連合 会から 請求のあった 日からおおむね3 0日



備 考

設 定 日 令和 6 年3月31日



《 ID243700A 申請 高齢介護課 介護保険法第61 条の3第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 裔齢介護課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和4年4月 1 日

く処分の概要＞

許認可等の名称 特定入所者介護 予防サー ビス費の支給

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 介護保険法第 61条の 3第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
介護保険法第 61条の 3第 1項・第 2項•第 6項

基 準 規 定 I 介護保険法施行規則第 83条の 6第 1項•第 2項•第 3項、 第 97条の 3、 第 97条

審 査 基 準

の 4

■設定 □未設定

（特定入所者介護 予防サ ー ビス費の支給）
第 61条の 3 市町村は、居宅要支 援被保険者のうち所得及び資産の 状況その他の

事情をし ん酌して 厚生労働省 令で定めるものが、 次に掲げる指定介護 予防サ ー

ビス（ 以下この条及び 次条第1項において「特定介護 予防サ ー ビス」という。）
を受けたときは、 当該居宅要支 援被保険者（ 以下この条及び 次条第1項におい
て「特定入所者」という。） に対し、 当該特定介護 予防サ ー ビスを行う指定介護
予防サ ー ビス事業者（ 以下この条において「特定介護 予防サ ー ビス事業者」と

いう。） における食事の 提供に要した費用及び滞 在に要した費用について、 特定
入所者介護 予防サ ー ビス費を支給する。 ただし、 当該特定入所者が、 第 37条第
1項の規定による指定を受けている場合において、 当該指定に係る 種類以外の

特定介護 予防サ ー ビスを受けたときは、 この限りでない。
(1) 介護 予防 短期入所生活介護
(2) 介護 予防 短期入所療養介護
2 特定入所者介護 予防サ ー ビス費の額は、 第1号に規定する額及び第 2号に規
定する額の 合 計額とする。

(1) 特定介護 予防サ ー ビス事業者における食事の 提供に要する平 均的な費用
の額を 勘案して 厚生労働大臣が定める費用の額（その額が現に当該食事の 提
供に要した費用の額を超えるときは、 当該現に食事の 提供に要した費用の額

とする。 以下この条及び 次条第 2項において「食費の基準費用額」という。）
から、 平 均的な家計における食費の 状況及び特定入所者の所得の 状況その他
の事情を 勘案して 厚生労働大臣が定める額（ 以下この条及び 次条第 2項にお
いて「食費の負担限 度額」という。） を控除した額

(2) 特定介護 予防サ ー ビス事業者における滞 在に要する平 均的な費用の額及
び事業所の 状況その 他の事情を 勘案して 厚生労働大臣が定める費用の額（そ

の額が現に 当該滞 在に要した費用の額を超えるときは、 当該現に滞 在に要し



た費用の額とする。 以下この条及び 次条第 2項において「滞 在費の基準費用
額 」 という。） から、 特定入所者の所得の 状況その他の事情を 勘案して 厚生労
働大臣が定める額（ 以下この条及び 次条第 2項において「滞 在費の負担限度
額 」 という。） を控除した額

3 厚生労働大臣は、 食費の基準費用額若しくは食費の負担限度額又は滞 在費の
基準費用額若しくは滞 在費の負担限度額を定めた後に、 特定介護予防サ ー ビス
事業者における食事の 提供に要する費用又は滞 在に要する費用の 状況その他の
事情が著しく 変動したときは、速やかにそれらの額を改定しなければならない。

4 特定入所者が、 特定介護予防サ ー ビス事業者から特定介護予防サ ー ビスを受
けたときは、 市町村は、 当該特定入所者が当該特定介護予防サ ー ビス事業者に
支払うべき食事の 提供に要した費用及び滞 在に要した費用について、 特定人所
者介護予防サ ー ビス費として当該特定入所者に対し支給すべき額の 限度におい
て、 当該特定入所者に代わり、 当該特定介護予防サ ー ビス事業者に支払うこと
ができる。

5 前項の規定による支払があ ったときは、 特定入所者に対し特定入所者介護予
防サ ー ビス費の支給があ ったものとみなす。

6 市町村は、 第1項の規定にかかわらず、 特定入所者が特定介護予防サ ー ビス
事業者に対し、 食事の 提供に要する費用又は滞 在に要する費用として、 食費の
基準費用額又は滞 在費の基準費用額（ 前項の規定により特定入所者介護予防サ
ー ビス費の支給があ ったものとみなされた特定入所者にあ っては、 食費の負担
限度額又は滞 在費の負担限度額） を超える 金額を支払 った場合には、 特定入所

者介護予防サー ビス費を支給しない。
7 市町村は、 特定介護予防サ ー ビス事業者から特定入所者介護予防サ ー ビス費

の 請求があ ったときは、 第1項、 第 2項及び 前項の定めに 照らして 審査の 上、
支払うものとする。

8 第41条第3項、第 10 項及び第 1 1項の規定は特定入所者介護予防サ ー ビス費
の支給について、 同条第 8項の規定は特定介護予防サ ー ビス事業者について準
用する。 この場合において、 これらの規定に関し必要な技術的読替えは、 政 令
で定める。
， 前各項に規定するもののほか、 特定入所者介護予防サ ー ビス費の支給及び特
定介護予防サ ー ビス事業者の特定入所者介護予防サ ー ビス費の 請求に関して必
要な事項は、 厚生労働省 令で定める。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

国民健康保険 団体 連合 会から 請求のあ った日からおおむね3 0日

備 考

設 定 日 令和 5年 3月 3 1 13 



《ID245100A申請 高齢介護課 介護保険法第78条の2第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 裔齢介護課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1 日

く処分の概要＞

許認可等の名称 指定地域密着型サ ー ビス事業者の指定

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 介護保険法第78条の 2第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
介護保険法第78条の 2第 1項 • 第4項 • 第 6項
介護保険法施行 令第 35条の 2、 第 35条の 3、 第 35条の 4

基 準 規 定 介護保険法施行規則第 131条の 2の 2～第 13 1条の 8の 2
0紀の 川市指定地域密着型サ ー ビスの事業の 人員、 設 備及び 運営に関する基準等

を定める条例第 3条、 第4条

■設定 □未設定

（指定地域密着型サ ー ビス事業者の指定）
第 78条の 2 第42条の 2第1項本 文の指定は、 厚生労働省 令で定めるところに

より、 地域密着型サ ー ビス事業を行う者（地域密着型介護 老人福祉施設入所者
生活介護を行う事業にあっては、 老人福祉法第 20 条の 5に規定する特別養 護 老
人ホ ー ムのうち、その入所定員が 29 人以下であって市町村の条例で定める 数で

あるものの 開設者） の 申 請により、 地域密着型サ ー ビスの 種類及び当該地域密
着型サ ー ビスの 種類に係る地域密着型サ ー ビス事業を行う事業所（第78条の 13
第1項及び第78条の 14第1項を除き、 以下この 節において「事業所」という。）
ごとに行い、 当該指定をする市町村長がその長である市町村が行う介護保険の

被保険者（特定地域密着型サ ー ビスに係る指定にあっては、 当該市町村の区域

審 査 基 準 内に所 在する住所地特例対 象施設に入所等をしている住所地特例適用要介護被
保険者を含む。）に対する地域密着型介護サ ー ビス費及び特例地域密着型介護サ
ー ビス費の支給について、 その 効 力を有する。

2 市町村長は、 第42条の 2第1項本 文の指定をしようとするときは、 厚生労働
省 令で定めるところにより、 あらかじめその旨を 都道府県知事に届け出なけれ
ばならない。

3 都道府県知事は、 地域密着型特定施設入居者生活介護につき市町村長から 前
項の届出があった場合において、当該 申 請に係る事業所の所 在地を含む区域（第
1 18条第 2項第1号の規定により当該 都道府県が定める区域とする。） における

介護 専用 型特定施設入居者生活介護の 利用定員の 総数及び地域密着型特定施設
人居者生活介護の 利用定員の 総数の 合 計 数が、 同条第1項の規定により当該 都
道府県が定める 都道府県介護保険事業支 援計 画において定めるその区域の介護
専用 型特定施設入居者生活介護の必要 利用定員 総数及び地域密着型特定施設入



居者生活介護の必要 利用定員 総数の 合 計 数に 既に達しているか、 又は当該 申 請
に係る事業者の 指定によってこれを超えることになると認めるとき、 その他の
当該 都道府県介護保険事業支 援計 画の達成に支 障を生 ずるおそれがあると認め
るときは、 当該市町村長に対し、 必要な 助言又は 勧告をすることができる。

4 市町村長は、 第1項の 申 請があった場合において、 次の各号（病院又は診療
所により行われる 複合 型サ ー ビス （ 厚生労働省 令で定めるものに限る。 第6項
において同じ。） に係る 指定の 申 請にあっては、 第6号の 2、 第6号の 3、 第 10
号及び第 12号を除く。） のいずれかに該当するときは、 第42条の 2第1項本 文
の 指定をしてはならない。

(1) 申 請者が市町村の条例で定める者でないとき。
(2) 当該 申 請に係る事業所の 従業者の 知 識及び技能並びに 人員が、第78条の

4第1項の市町村の条例で定める基準若しくは同項の市町村の条例で定める
員 数又は同条第 5項に規定する 指定地域密着型サ ー ビスに 従事する 従業者に
関する基準を満たしていないとき。

(3) 申 請者が、第78条の 4第 2項又は第 5項に規定する 指定地域密着型サ ー

ビスの事業の設 備及び 運営に関する基準に 従って適 正な地域密着型サ ー ビス
事業の 運営をすることができないと認められるとき。

(4) 当該 申 請に係る事業所が当該市町村の区域の外にある場合であって、 そ
の所 在地の市町村長（ 以下この条において「所 在地市町村長」という。） の同
意を得ていないとき。

(4)の 2 申 請者が、 禁錮以 上の 刑に 処せられ、 その 執行を 終わり、 又は 執行
を受けることがなくなるまでの者であるとき。

(5) 申 請者が、 この法律その他 国民 の保健医療若しくは福祉に関する法律で
政 令で定めるものの規定により 罰金の 刑に 処せられ、 その 執行を 終わり、 又
は 執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。

(5)の 2 申 請者が、労働に関する法律の規定であって政 令で定めるものによ
り 罰金の 刑に 処せられ、 その 執行を 終わり、 又は 執行を受けることがなくな
るまでの者であるとき。

(5)の 3 申 請者が、 保険料等について、 当該 申 請をした日の 前 13までに、 納
付義務を定めた法律の規定に基づく滞納 処分を受け、 かつ、 当該 処分を受け
た 13から 正当な理 由なく 3月以 上の 期間にわたり、 当該 処分を受けた 13 以 降
に納 期限の 到来した保険料等の全てを 引き 続き滞納している者であるとき。

(6) 申 請者（認 知 症対応 型 共同生活介護、 地域密着型特定施設入居者生活介
護又は地域密着型介護 老人福祉施設入所者生活介護に係る 指定の 申 請者を除
く。） が、 第 78条の 10 （第 2号から第5号までを除く。） の規定により 指定
（認 知 症対応 型 共同生活介護、 地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域
密着型介護 老人福祉施設入所者生活介護に係る 指定を除く。） を 取り 消され、

その 取消しの 13から起算して 5年を経過しない者（当該 指定を 取り 消された
者が法 人である場合においては、当該 取消しの 処分に係る行政手 続法第 15条
の規定による通知があった 13 前 60 日 以 内に当該法 人の 役員等であった者で
当該 取消しの日から起算して 5年を経過しないものを含み、 当該 指定を 取り
消された者が法 人でない事業所である場合においては、 当該通知があった日
前 60 日 以 内に当該事業所の 管理者であった者で当該 取消しの日から起算し

て 5年を経過しないものを含む。）であるとき。 ただし、当該 指定の 取消しが、
指定地域密着型サ ー ビス事業者の 指定の 取消しのうち当該 指定の 取消しの 処

分の理 由となった事 実及び当該事 実の発生 を防 止するための当該 指定地域密
着型サ ー ビス事業者による業務 管理 体 制の 整備についての 取組の 状況その他
の当該事 実に関して当該 指定地域密着型サ ー ビス事業者が有していた 責任の
程度を 考慮して、 この号本 文に規定する 指定の 取消しに該当しないこととす

ることが相当であると認められるものとして 厚生労働省 令で定めるものに該



当する場合を除く。
( 6 )の 2 申 請者（認 知 症対応 型 共同生活介護、 地域密着型特定施設入居者生
活介護又は地域密着型介護 老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の 申 請者
に限る。） が、 第78条の 10（第 2号から第 5号までを除く。） の規定により指
定（認 知 症対応 型 共同生活介護、 地域密着型特定施設入居者生活介護又は地
域密着型介護 老人幅祉施設入所者生活介護に係る指定に限る。） を取り 消さ
れ、 その取 消しの 日から起算して 5年を経過しない者（当該指定を取り 消さ
れた者が法 人である場合においては、 当該取 消しの 処分に係る行政手 続法第
15条の規定による通知があった 日 前 60 13 以 内に当該法 人の 役員等であった

者で当該取 消しの 日から起算して 5年を経過しないものを含み、 当該指定を
取り 消された者が法 人でない事業所である場合においては、 当該通知があっ
た 日 前 60 日 以 内に当該事業所の 管理者であった者で当該取 消しの 日から起
算して 5年を経過しないものを含む。） であるとき。 ただし、 当該指定の取 消
しが、 指定地域密着型サ ー ビス事業者の指定の取 消しのうち当該指定の取 消
しの 処分の理由となった事 実及び当該事 実の発生 を防 止するための当該指定
地域密着型サ ー ビス事業者による業務 管理 体 制の 整備についての取組の 状況
その他の当該事 実に関して当該指定地域密着型サ ー ビス事業者が有していた
責任の 程度を 考慮して、 この号本 文に規定する指定の取 消しに該当しないこ

ととすることが相当であると認められるものとして 厚生労働省 令で定めるも
のに該当する場合を除く。

( 6 )の 3 申 請者と 密接な 閑係を有する者（地域密着型介護 老人福祉施設入所
者生活介護に係る指定の 申 請者と 密接な関係を有する者を除く。） が、 第 78
条の 10（第 2号から第 5号までを除く。） の規定により指定を取り 消され、 そ
の取 消しの 日から起算して 5年を経過していないとき。 ただし、 当該指定の
取 消しが、 指定地域密着型サ ー ビス事業者の指定の取 消しのうち当該指定の
取 消しの 処分の理 山となった事 実及び当該事 実の発生 を防 止するための当該
指定地域密着型サ ー ビス事業者による業務 管理 体 制の 整備についての取組の
状況その他の当該事 実に関して当該指定地域密着型サ ー ビス事業者が有して

いた 責任の 程度を 考慮して、 この号本 文に規定する指定の取 消しに該当しな
いこととすることが相当であると認められるものとして 厚生労働省 令で定め
るものに該当する場合を除く。

( 7 ) 申 請者が、 第78条の 10 （第 2号から第5号までを除く。） の規定による
指定の取 消しの 処分に係る行政手 続法第 15 条の規定による通知があった日
から当該 処分をする 日又は 処分をしないことを 決定する 日までの間に第 78
条の 5第 2項の規定による事業の 廃止の届出をした者（当該事業の 廃止につ
いて相当の理由がある者を除く。） 又は第78条の 8の規定による指定の 辞退
をした者（当該指定の 辞退について相当の理由がある者を除く。） で、 当該届
出又は指定の 辞退の 日から起算して 5年を経過しないものであるとき。

( 7 )の 2 前号に規定する期間 内に第 78 条の 5第 2項の規定による事業の 廃
止の届出又は第78条の 8の規定による指定の 辞退があった場合において、 申
請者が、 同号の通知の 日 前 60 日 以 内に当該届出に係る法 人（当該事業の 廃止

について相当の理由がある法 人を除く。）の 役員等若しくは当該届出に係る法
人でない事業所（当該事業の 廃止について相当の理由があるものを除く。） の
管理者であった者又は当該指定の 辞退に係る法 人（当該指定の 辞退について

相当の理由がある法 人を除く。）の 役員等若しくは当該指定の 辞退に係る法 人
でない事業所（当該指定の 辞退について相当の理由があるものを除く。） の 管
理者であった者で、 当該届出又は指定の 辞退の 日から起算して 5年を経過し
ないものであるとき。

( 8 )  申 請者が、 指定の 申 請前 5年 以 内に居宅サ ー ビス等に関し 不正又は著し
く 不当な行 為をした者であるとき。



( 9 )  申 請者（認 知 症対応 型 共同生活介護、 地域密着型特定施設入居者生活介
護又は地域密着型介護 老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の 申 請者を除
く。） が、 法 人で、 その 役員等のうちに第4号の 2から第6号まで又は 前 3号
のいずれかに該当する者のあるものであるとき。

(lo) 申 請者（認 知 症対応 型 共同生活介護、 地域密着型特定施設入居者生活介
護又は地域密着型介護 老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の 申 請者に 限
る。） が、 法 人で、 その 役員等のうちに第4号の 2から第 5号の 3まで、 第6
号の 2又は第 7号から第 8号までのいずれかに該当する者のあるものである
とき。

(11) 申 請者（認 知 症対応 型 共同生活介護、 地域密着型特定施設入居者生活介
護又は地域密着型介護 老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の 申 請者を除
く。） が、 法 人でない事業所で、 その 管理者が第4号の 2から第6号まで又は
第 7号から第 8号までのいずれかに該当する者であるとき。

(12) 申 請者（認 知 症対応 型 共同生活介護、 地域密着型特定施設入居者生活介
護又は地域密着型介護 老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の 申 請者に 限
る。）が、法 人でない事業所で、その 管理者が第 4号の 2から第 5号の 3まで、
第 6号の 2又は第 7号から第 8号までのいずれかに該当する者であるとき。

5 市町村が 前項第1号の条例を定めるに当たっては、 厚生労働省 令で定める基
準に 従い定めるものとする。

6 市町村長は、 第1項の 申 請があった場合において、 次の各号（病院又は診療
所により行われる 複合 型サ ー ビスに係る指定の 申 請にあっては、 第1号の 2、
第1号の 3、 第3号の 2及び第3号の 4から第5号までを除く。） のいずれかに
該当するときは、 第42条の 2第1項本 文の指定をしないことができる。

(1) 申 請者（認 知 症対応 型 共同生活介護、 地域密着型特定施設入居者生活介
護又は地域密着型介護 老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の 申 請者を除
く。） が、 第 78条の 10 第 2号から第5号までの規定により指定（認 知 症対応
型 共同生活介護、 地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護 老
人福祉施設入所者生活介護に係る指定を除く。） を取り 消され、 その取 消しの

日から起算して 5年を経過しない者（当該指定を取り 消された者が法 人であ
る場合においては、当該取 消しの 処分に係る行政手 続法第 15条の規定による
通知があった日 前 60 日 以 内に当該法 人の 役員等であった者で当該取 消しの
日から起算して 5年を経過しないものを含み、 当該指定を取り 消された者が
法 人でない事業所である場合においては、当該通知があった日 前 60 日 以 内に
当該事業所の 管理者であった者で当該取 消しの日から起算して 5年を経過し
ないものを含む。） であるとき。

( 1 )の 2 申 請者（認 知 症対応 型 共同生活介護、 地域密着型特定施設入居者生
活介護又は地域密着型介護 老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の 申 請者
に 限る。） が、 第 78条の 10 第 2号から第5号までの規定により指定（認 知 症
対応 型 共同生活介護、 地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介
護 老人福祉施設入所者生活介護に係る指定に 限る。） を取り 消され、 その取 消

しの日から起算して 5年を経過しない者（当該指定を取り 消された者が法 人
である場合においては、当該取 消しの 処分に係る行政手 続法第 15条の規定に
よる通知があった日 前 60 日 以 内に当該法 人の 役員等であった者で当該取 消
しの日から起算して 5年を経過しないものを含み、 当該指定を取り 消された
者が法 人でない事業所である場合においては、当該通知があった日 前 60 日 以
内に当該事業所の 管理者であった者で当該取 消しの日から起算して 5年を経
過しないものを含む。） であるとき。

( 1 )の 3 申 請者と 密接な関係を有する者（地域密着型介護 老人福祉施設入所
者生活介護に係る指定の 申 請者と 密接な関係を有する者を除く。） が、 第 78
条の 10 第 2号から第 5号までの規定により指定を取り 消され、その取 消しの



日から起算して 5年を経過していないとき。
(2) 申 請者が、 第 78条の 10 第 2号から第5号までの規定による指定の取 消

しの 処分に係る行政手 続法第 15 条の規定による通知があった日から当該 処
分をする日又は 処分をしないことを 決定する日までの間に第 78条の 5第 2
項の規定による事業の 廃止の届出をした者（当該事業の 廃止について相当の
理 山がある者を除く。）又は第 78条の 8の規定による指定の 辞退をした者（当
該指定の 辞退について相当の理由がある者を除く。） で、 当該届出又は指定の
辞退の日から起算して 5年を経過しないものであるとき。

(2)の 2 申 請者が、第 78条の 7第1項の規定による 検査が行われた 13から 聴
聞決定予定日（当該 検査の 結果に基づき第 78条の 10 の規定による指定の取
消しの 処分に係る 聴聞を行うか 否かの 決定をすることが 見込まれる日として
厚生労働省 令で定めるところにより市町村長が当該 申 請者に当該 検査が行わ

れた 13から 10 日 以 内に特定の日を通知した場合における当該特定の日をい
う。） までの間に第 78条の 5第 2項の規定による事業の 廃止の届出をした者
（当該事業の 廃止について相当の理由がある者を除く。） 又は第 78条の 8の
規定による指定の 辞退をした者（当該指定の 辞退について相当の理由がある
者を除く。） で、 当該届出又は指定の 辞退の日から起算して 5年を経過しない
ものであるとき。

(2)の 3 第 2号に規定する期間 内に第 78条の 5第 2項の規定による事業の
廃止の届出又は第 78条の 8の規定による指定の 辞退があった場合において、
申 請者が、 同号の通知の日 前 60 日 以 内に当該届出に係る法 人（当該事業の 廃
止について相当の理由がある法 人を除く。）の 役員等若しくは当該届出に係る

法 人でない事業所（当該事業の 廃止について相当の理由があるものを除く。）
の 管理者であった者又は当該指定の 辞退に係る法 人（当該指定の 辞退につい
て相当の理由がある法 人を除く。）の 役員等若しくは当該指定の 辞退に係る法
人でない事業所（当該指定の 辞退について相当の理由があるものを除く。） の
管理者であった者で、 当該届出又は指定の 辞退の日から起算して 5年を経過

しないものであるとき。
(3) 申 請者（認 知 症対応 型 共同生活介護、 地域密着型特定施設入居者生活介

護又は地域密着型介護 老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の 申 請者を除
く。） が、 法 人で、 その 役員等のうちに第1号又は 前 3号のいずれかに該当す
る者のあるものであるとき。

(3)の 2 申 請者（認 知 症対応 型 共同生活介護、 地域密着型特定施設入居者生
活介護又は地域密着型介護 老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の 申 請者
に限る。） が、 法 人で、 その 役員等のうちに第1号の 2又は第 2号から第 2号
の 3までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。

(3)の 3 申 請者（認 知 症対応 型 共同生活介護、 地域密着型特定施設入居者生
活介護又は地域密着型介護 老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の 申 請者
を除く。） が、 法 人でない事業所で、 その 管理者が第1号又は第 2号から第 2
号の 3までのいずれかに該当する者であるとき。

(3)の 4 申 請者（認 知 症対応 型 共同生活介護、 地域密着型特定施設入居者生
活介謹又は地域密着型介護 老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の 申 請者
に限る。） が、 法 人でない事業所で、 その 管理者が第1号の 2又は第 2号から
第 2号の 3までのいずれかに該当する者であるとき。

(4) 認 知 症対応 型 共同生活介護、 地域密着型特定施設入居者生活介護又は地
域密着型介護 老人福祉施設入所者生活介護につき第1項の 申 請があった場合
において、当該市町村又は当該 申 請に係る事業所の所 在地を含む区域（第 1 17
条第 2項第1号の規定により当該市町村が定める区域とする。 以下この号及
び 次号 イにおいて「日 常生活 閥域」という。） における当該地域密着型サ ー ビ
スの 利用定員の 総数が、 同条第1項の規定により当該市町村が定める市町村



介護保険事業 計 画において定める当該市町村又は当該日 常生活 圏域における
当該地域密着型サ ー ビスの必要 利用定員 総数に 既に達しているか、 又は当該
申 請に係る事業者の 指定によってこれを超えることになると認めるとき、 そ

の他の当該市町村介護保険事業 計 画の達成に支 障を生 ずるおそれがあると認
めるとき。

(5) 地域密着型通所介護その他の 厚生労働省 令で定める地域密着型サ ー ビス
につき第1項の 申 請があった場合において、第42条の 2第1項本 文の 指定を
受けて定期 巡回 ・ 随時対応 型訪間介護 看護等（認 知 症対応 型 共同生活介護、
地域密着型特定施設入居者生活介護及び地域密着型介護 老人福祉施設入所者
生活介護 以外の地域密着型サ ー ビスであって、 定期 巡回 ・ 随時対応 型訪間介
護 看護、 小規模 多機 能型居宅介護その他の 厚生労働省 令で定めるものをい
う。）の事業を行う者の当該 指定に係る当該事業を行う事業所（ イにおいて「定
期 巡回 ・ 随時対応 型訪問介護 看護等事業所」という。） が当該市町村の区域に
ある場合その他の 厚生労働省 令で定める場合に該当し、 かつ、 当該市町村長
が 次のいずれかに該当すると認めるとき。

イ 当該市町村又は当該定期 巡回 ・ 随時対応 型訪間介護 看護等事業所の所 在地
を含む日 常生活 圏域における地域密着型サ ー ビス（地域密着型通所介護その
他の 厚生労働省 令で定めるものに限る。 以下この イにおいて同じ。） の 種類 ご
との 量が、 第 1 17条第1項の規定により当該市町村が定める市町村介護保険
事業 計 画において定める当該市町村又は当該日 常生活 圏域における当該地域
密着型サ ー ビスの 種類 ごとの 見込量に 既に達しているか、 又は当該 申 請に係

る事業者の 指定によってこれを超えることになるとき。
ロ その他第 117条第1項の規定により当該市町村が定める市町村介護保険事

業 計 画の達成に支 障を生 ずるおそれがあるとき。
7 市町村長は、 第42条の 2第1項本 文の 指定を行おうとするとき、 又は 前項第

4号若しくは第 5号の規定により同条第1項本 文の 指定をしないこととすると
きは、 あらかじめ、 当該市町村が行う介護保険の被保険者その他の関係者の 意
見を 反映させるために必要な措置を 講ずるよう 努めなければならない。

8 市町村長は、 第42条の 2第1項本 文の 指定を行うに当たって、 当該事業の 遮
正な 運営を確保するために必要と認める条 件を付することができる。

9 第1項の 申 請を受けた市町村長 （ 以下この条において「被 申 請市町村長」と
いう。） と所 在地市町村長との 協議により、 第4項第4号の規定による同 意を要
しないことについて所 在地市町村長の同 意があるときは、 同号の規定は 遮用し
なし‘。

10 前項の規定により第4項第4号の規定が 滴用されない場合であって、 第1項
の 申 請に係る事業所（所 在地市町村長の 管轄する区域にあるものに限る。） につ
いて、 次の各号に掲げるときは、 それぞれ当該各号に定める時に、 当該 申 請者
について、被 申 請市町村長による第42条の 2第1項本 文の 指定があったものと
みなす。

(1) 所 在地市町村長が第 42 条の 2第1項本 文の 指定をしたとき 当該 指定
がされた時

(2) 所 在地市町村長による第 42 条の 2第1項本 文の 指定がされているとき
被 申 請市町村長が当該事業所に係る地域密着型サ ー ビス事業を行う者から第
1項の 申 請を受けた時

1 1  第78条の 10 の規定による所 在地市町村長による第42条の 2第1項本 文の 指
定の取 消し若しくは 効 力の 停止又は第 78条の 12 において準用する第 70 条の

2第1項若しくは第78条の 15第1項若しくは第3項（同条第 5項において準
用する場合を含む。） の規定による第42条の 2第1項本 文の 指定の 失 効は、 前
項の規定により受けたものとみなされた被 申 請市町村長による第 42 条の 2第
1項本 文の 指定の 効 力に影響を及ぼさないものとする。



0紀の 川市指定地域密着型サ ー ビスの事業の 人員、 設 備及び 運営に関する基準等
を定める条例

（入所定員）
第 3条 法第78条の 2第 1項の条例で定める 数は、 29 人以下とする。

（法第78条の 2第4項第 1号の 申 請者）
第4条 法第78条の 2第4項第 1号の条例で定める者は、 法 人である者とする。

【基準】
上記の条文による。

• 紀の 川市指定地域密着型サ ー ビスの事業の 人員、 設 備及び 運営に関する基準等
を定める条例

参 考 資 料 • 紀の 川市指定地域密着型サ ー ビス事業所及び指定地域密着型介護予 防サ ー ビス
事業所の指定等に関する要 綱

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね9 0日

備 考

設 定 日 令和4年 3月 3 1 13 



《 ID245400A 申請 高齢介護課 介護保険法第78条の12》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 裔齢介護課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1 日

く処分の概要＞

許認可等の名称 指定地域密着型サ ー ビス事業者の指定の 更新（第70 条の 2第 1項準用）

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 介護保険法第78条の 12

＜審査基準／標準処理期間＞
介護保険法第70 条の 2、 第78条の 2第 1項•第4項•第 6項

基 準 規 定
介護保険法施行規則第 131条の 2の 2～第 13 1条の 8の 2
0紀の 川市指定地域密着型サ ー ビスの事業の 人員、 設 備及び 運営に関する基準等

を定める条例第 3条、 第4条

■設定 □未設定

（準用）
第78条の 12 第70 条の 2、 第7 1条及び第72条の規定は、 第42条の 2第1項

本 文の指定について準用する。 この場合において、 第70 条の 2第4項中 「前条」
とあるのは、 「第 78条の 2」と読み替えるものとするほか、 必要な技術的読替
えは、 政 令で定める。

0紀の 川市指定地域密着型サ ー ビスの事業の 人員、 設 備及び 運営に関する基準等
審 査 基 準 を定める条例

（入所定員）
第 3条 法第78条の 2第 1項の条例で定める 数は、 29 人以下とする。

（法第78条の 2第4項第 1号の 申 請者）
第4条 法第78条の 2第4項第 1号の条例で定める者は、 法 人である者とする。

【基準】
上記の条文による。

• 紀の 川市指定地域密着型サ ー ビスの事業の 人員、 設 備及び 運営に関する基準等

参 考 資 料
を定める条例
• 紀の 川市指定地域密着型サ ー ビス事業所及び指定地域密着型介護予防サ ー ビス
事業所の指定等に関する要 綱
■設定 □未設定

標準処理期間
おおむね6 0 日



備 考

設 定 日 令和4年3月31日



《 ID245450A 申請 高齢介護課 介護保険法第78条の13第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 裔齢介護課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1 日

く処分の概要＞

許認可等の名称 複合 型サー ビスに係る指定地域密管型サ ー ビス事業者の 公募指定

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 介護保険法第78条の 13第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 介護保険法第78条の 13第 1項

■設定 □未設定

（ 公募指定）
第78条の 13 市町村長は、 第 117条第1項の規定により当該市町村が定める市町

村介護保険事業 計 画において定める当該市町村又は同条第 2項第1号の規定に
より当該市町村が定める区域における定 期巡回・ 随時対応 型訪問介護 看護等（認
知 症対応 型 共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護及び地域密着型介
護 老人福祉施設入所者生活介護 以外の地域密培型サ ー ビスであって、 定 期巡回・
随時対応 型訪間介護 看護、小規模 多機 能型居宅介護その他の 厚生労働省 令で定め

るものをいう。 以下この項において同じ。） の 見込量の確保及び 質の 向 上のため
に特に必要があると認めるときは、 その定める 期間（ 以下「市町村長指定 期間」
という。） 中は、 当該 見込量の確保のため 公募により第42条の 2第1項本 文の指
定を行うことが適当な区域として定める区域（ 以下「市町村長指定区域」という。）

審 査 基 準 に所 在する事業所（定 期巡回・ 随時対応 型訪問介護 看護等のうち当該市町村長が
定めるもの（ 以下「市町村長指定定 期巡回・ 随時対応 型訪問介護 看護等」という。）
の事業を行う事業所に限る。 以 下「市町村長指定区域・サ ー ビス事業所」という。）
に係る同項本 文の指定を、 公募により行うものとする。

2 市町村長指定 期間中における市町村長指定区域・サ ー ビス事業所に係る第 42
条の 2第1項本 文の指定については、 第78条の 2の規定は適用しない。

3 市町村長は、 当該市町村長指定 期間の 開始 日の 帥日までにされた市町村長指定
区域・サ ー ビス事業所に係る第 78条の 2第1項の指定の 申 請であって、 当該市
町村長指定 期間の 開始の際、指定をするか どうかの 処分がなされていないものに
ついては、 前項の規定にかかわらず、 当該 申 請に対する 処分を行うものとする。

4 前項の規定は、 市町村長が市町村長指定区域を 拡張する場合又は市町村長指定
定 期巡回・ 随時対応 型訪問介護 看護等を 追加する場合について準用する。 この場
合において、 必要な技術的読替えは、 政 令で定める。



【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね 30 日

備 考

設 定 日 令 和4年 3月 3 1 日



《 ID245500A 申請 高齢介護課 介護保険法第79条第1 項 、 第79条の2》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 裔齢介護課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1 日

く処分の概要＞

許認可等の名称 指定居宅介護支 援事業者の指定（ 更新を含む。）

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 介護保険法第79条第 1項、 第79条の 2

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 介護保険法第79条第 1項、 第79条の 2

■設定 □未設定

（指定居宅介護支 援事業者の指定）
第 79条 第46条第1項の指定は、 厚生労働省 令で定めるところにより、 居宅介

護支 援事業を行う者の 申 請により、 居宅介護支 援事業を行う事業所（ 以下この
節において 単に「事業所」という。） ごとに行う。

2 市町村長は、 前項の 申 請があった場合において、 次の各号のいずれかに該当
するときは、 第46条第1項の指定をしてはならない。

(1) 申 請者が市町村の条例で定める者でないとき。
(2) 当該 巾 請に係る事業所の介護支 援専門員の 人員が、第 8 1条第1項の市町

村の条例で定める員 数を満たしていないとき。
(3) 申 請者が、第 8 1条第 2項に規定する指定居宅介護支 援の事業の 運営に関

する基準に 従って適 正な居宅介護支 援事業の 運営をすることができないと認
められるとき。

審 査 基 準 (3)の 2 申 請者が、 禁錮以 上の 刑に 処せられ、 その 執行を 終わり、 又は 執行
を受けることがなくなるまでの者であるとき。

(4) 申 請者が、 この法律その他 国民 の保健医療若しくは福祉に関する法律で
政 令で定めるものの規定により 罰金の 刑に 処せられ、 その 執行を 終わり、 又
は 執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。

(4)の 2 申 請者が、労働に関する法律の規定であって政 令で定めるものによ
り 罰金の 刑に 処せられ、 その 執行を 終わり、 又は 執行を受けることがなくな
るまでの者であるとき。

(4)の 3 申 請者が、 保険料等について、 当該 申 請をした日の 前 日までに、 納
付義務を定めた法律の規定に基づく滞納 処分を受け、 かつ、 当該 処分を受け
た 日から 正当な理 山なく 3月以 上の 期間にわたり、 当該 処分を受けた 日 以 降
に納 期限の 到来した保険料等の全てを 引き 続き滞納している者であるとき。

(5) 申 請者が、 第 84条第1項又は第 115条の 35第6項の規定により指定を
取り 消され、 その取 消しの 日から起算して 5年を経過しない者（当該指定を



取り 消された者が法 人である場合においては、 当該取 消しの 処分に係る行 政
手 続法第 15条の規定による通知があった日 前 60 日 以 内に当該法 人の 役員等
であった者で当該取 消しの日から起算して 5年を経過しないものを含み、 当
該 指定を取り 消された者が法 人でない事業所である場合においては、 当該通
知があった日 前 60 日 以 内に当該事業所の 管理者であった者で当該取 消しの

日から起算して 5年を経過しないものを含む。） であるとき。 ただし、 当該 指
定の取 消しが、 指定居宅介護支 援事業者の 指定の取 消しのうち当該 指定の取
消しの 処分の理由となった事 実及び当該事 実の発生 を 防止するための当該 指

定居宅介護支 援事業者による業務 管理 体 制の 整備についての取組の 状況その
他の当該事 実に関して当該 指定居宅介護支 援事業者が有していた 責任の 程度
を 考慮して、 この号本 文に規定する 指定の取 消しに該当しないこととするこ
とが相当であると認められるものとして 厚生労働省 令で定めるものに該当す
る場合を除く。

(5)の 2 申 請者と 密接な関係を有する者が、 第 84条第1項又は第 115条の
35第6項の規定により 指定を取り 消され、 その取 消しの日から起算して 5年

を経過していないとき。 ただし、 当該 指定の取 消しが、 指定居宅介護支 援事
業者の 指定の取 消しのうち当該 指定の取 消しの 処分の理由となった事 実及び
当該事 実の発生 を防 止するための当該 指定居宅介護支 援事業者による業務 管
理 体 制の 整備についての取組の 状況その他の当該事 実に関して当該 指定居宅
介護支 援事業者が有していた 責任の 程度を 考慮して、 この号本 文に規定する
指定の取 消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものと

して 厚生労働省 令で定めるものに該当する場合を除く。
(6) 申 請者が、 第 84条第1項又は第 115条の 35第6項の規定による 指定の

取 消しの 処分に係る行 政手 続法第 15 条の規定による通知があった日から当
該 処分をする日又は 処分をしないことを 決定する日までの間に第 82 条第 2
項の規定による事業の 廃止の届出をした者（当該事業の 廃止について相当の
理由がある者を除く。） で、 当該届出の日から起算して 5年を経過しないもの
であるとき。

(6)の 2 申 請者が、第 83条第1項の規定による 検査が行われた日から 聴聞決
定予定日（当該 検査の 結果に基づき第 84条第1項の規定による 指定の取 消し
の 処分に係る 聴聞を行うか 否かの 決定をすることが 見込まれる日として 厚生

労働省 令で定めるところにより市町村 長が当該 申 請者に当該 検査が行われた
日から 10 日 以 内に特定の日を通知した場合における当該特定の日をいう。）
までの間に第 82条第 2項の規定による事業の 廃止の届出をした者（当該事業
の 廃止について相当の理由がある者を除く。） で、 当該届出の日から起算して
5年を経過しないものであるとき。

(6)の 3 第6号に規定する期間 内に第 82条第 2項の規定による事業の 廃止
の届出があった場合において、 申 請者が、 同号の通知の日 前 60 日 以 内に当該
届出に係る法 人（当該事業の 廃止について相当の理由がある法 人を除く。） の
役員等又は当該届出に係る法 人でない事業所（当該事業の 廃止について相当

の理由があるものを除く。） の 管理者であった者で、 当該届出の日から起算し
て 5年を経過しないものであるとき。

(7) 申 請者が、 指定の 申 請前 5年 以 内に居宅サ ー ビス等に関し 不正又は著し
く 不当な行 為をした者であるとき。

(8) 申 請者が、 法 人で、 その 役員等のうちに第3号の 2から第 5号まで又は
第6号から 前号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。

(9) 申 請者が、 法 人でない事業所で、 その 管理者が第3号の 2から第 5号ま
で又は第6号から第7号までのいずれかに該当する者であるとき。

3 市町村が 前項第1号の条例を定めるに当たっては、 厚生労働省 令で定める基
準に 従い定めるものとする。



（ 指定の 更新）
第 79条の 2 第46条第1項の 指定は、 6年 ごとにその 更新を受けなければ、 そ

の期間の経過によって、 その 効 力を 失う。
2 前項の 更新の 申 請があった場合において、 同項の期間（ 以下この条において

「 指定の有 効期間 」 という。） の満 了の日までにその 申 請に対する 処分がされな
いときは、 従前の 指定は、 指定の有 効期間の満 了後もその 処分がされるまでの
間は、 なおその 効 力を有する。

3 前項の場合において、 指定の 更新がされたときは、 その 指定の有 効期間は、
従前の 指定の有 効期間の満 了の日の 翌日から起算するものとする。

4 前条の規定は、 第1項の 指定の 更新について準用する。
【基準】
上記の条文による。

• 紀の 川市 指定居宅介護支 援等の事業の 人員及び 運営に関する基準等を定める条

参 考 資 料
例
• 紀の 川市 指定居宅介護支 援事業所及び 指定介護予防支 援事業所の 指定等に関す
る要 綱
■設定 □未設定

標準処理期間
おおむね6 0日

備 考

設 定 日 平成 3 1年 3月 3 1日



《 ID246900A 申請 高齢介護課 介護保険法第1 1 5条の12第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 裔齢介護課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 3 1年4月 1 日

く処分の概要＞

許認可等の名称 指定地域密着型介護予防サ ー ビス事業者の指定

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 介護保険法第 115条の 12第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
介護保険法第 115条の 12第 1項•第 2項•第4項
介護保険法施行 令第 35条の 2、 第 35条の 3、 第 35条の 4

基 準 規 定
介護保険法施行規則第 140 条の 24、 第 140 条の 25、 第 140 条の 26
0紀の 川市指定地域密着型介護予防サ ー ビスの事業の 人員、 設 備及び 運営並びに

指定地域密着型介護予防サ ー ビスに係る介護予防のための 効 果的な支 援の 方法に
関する基準等を定める条例第 3条

■設定 □未設定

（指定地域密着型介護予防サ ー ビス事業者の指定）
第 1 15条の 12 第 54条の 2第1項本 文の指定は、 厚生労働省 令で定めるところ

により、 地域密着型介護予防サ ー ビス事業を行う者の 申 請により、 地域密着型
介護予防サ ー ビスの 種類及び当該地域密着型介護予防サ ー ビスの 種類に係る地
域密着型介護予防サ ー ビス事業を行う事業所（ 以下この 節において「事業所」
という。） ごとに行い、 当該指定をする市町村長がその長である市町村が行う介
護保険の被保険者（特定地域密着型介護予防サ ー ビスに係る指定にあっては、
当該市町村の区域内に所 在する住所地特例対 象施設に入所等をしている住所地
特例 滴用居宅要支 援被保険者を含む。）に対する地域密着型介護予防サ ー ビス費
及び特例地域密着型介護予防サ ー ビス費の支給について、 その 効 力を有する。

審 査 基 準 2 市町村長は、 前項の 申 請があった場合において、 次の各号のいずれかに該当
するときは、 第 54条の 2第1項本 文の指定をしてはならない。

(1) 申 請者が市町村の条例で定める者でないとき。
(2) 当該 申 請に係る事業所の 従業者の 知 識及び技能並びに 人員が、 第 1 15条

の 14 第1項の市町村の条例で定める基準若しくは同項の市町村の条例で定
める員 数又は同条第 5項に規定する指定地域密着型介護予防サ ー ビスに 従事
する 従業者に関する基準を満たしていないとき。

(3) 申 請者が、第 115条の 14第 2項又は第5項に規定する指定地域密着型介
護予防サ ー ビスに係る介護予防のための 効 果的な支 援の 方法に関する基準又
は指定地域密着型介護予防サ ー ビスの事業の設 備及び 運営に関する基準に 従
って適 正な地域密着型介護予防サ ー ビス事業の 運営をすることができないと
認められるとき。



( 4 )  当該 申 請に係る事業所が当該市町村の区域の外にある場合であって、 そ
の所 在地の市町村長の同 意を得ていないとき。

( 4 )の 2 申 請者が、 禁錮以 上の 刑に 処せられ、 その 執行を 終わり、 又は 執行
を受けることがなくなるまでの者であるとき。

( 5 )  申 請者が、 この法律その他国民 の保健医療若しくは福祉に関する法律で
政 令で定めるものの規定により 罰金の 刑に 処せられ、 その 執行を 終わり、 又
は 執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。

( 5 )の 2 申 請者が、労働に関する法律の規定であって政 令で定めるものによ
り 罰金の 刑に 処せられ、 その 執行を 終わり、 又は 執行を受けることがなくな
るまでの者であるとき。

( 5 )の 3 申 請者が、 保険料等について、 当該 申 請をした日の 前日までに、 納
付義務を定めた法律の規定に基づく滞納 処分を受け、 かつ、 当該 処分を受け
た日から 正当な理 由なく 3月以 上の 期間にわたり、 当該 処分を受けた日 以 降
に納 期限の 到来した保険料等の全てを 引き 続き滞納している者であるとき。

( 6 )  申 請者 （介護予防認 知 症対応 型 共同生活介護に係る指定の 申 請者を除
く。） が、 第 115条の 19（第 2号から第 5号までを除く。） の規定により指定
（介護予防認 知 症対応 型 共同生活介護に係る指定を除く。） を取り 消され、 そ
の取 消しの 日から起算して 5年を経過しない者（当該指定を取り 消された者
が法 人である場合においては、当該取 消しの 処分に係る行政手 続法第 15条の
規定による通知があった 日 前 60 日 以 内に当該法 人の 役員等であった者で当
該取 消しの 日から起算して 5年を経過しないものを含み、 当該指定を取り 消
された者が法 人でない事業所である場合においては、 当該通知があった日 前
60 日 以 内に当該事業所の 管理者であった者で当該取 消しの日から起算して
5年を経過しないものを含む。） であるとき。 ただし、 当該指定の取 消しが、

指定地域密着型介護予防サ ー ビス事業者の指定の取 消しのうち当該指定の取
消しの 処分の理 由となった事 実及び当該事 実の発生 を防 止するための当該指

定地域密着型介護予防サ ー ビス事業者による業務 管理 体 制の 整備についての
取組の 状況その他の当該事 実に関して当該指定地域密着型介護予防サ ー ビス
事業者が有していた 責任の 程度を 考慮して、 この号本 文に規定する指定の取
消しに該当しないこととすることが 粗当であると認められるものとして 厚生

労働省 令で定めるものに該当する場合を除く。
( 6 )の 2 申 請者（介護予防認 知 症対応 型 共同生活介護に係る指定の 申 請者に

限る。） が、 第 1 15条の 19（第 2号から第 5号までを除く。） の規定により指
定（介護予防認 知 症対応 型 共同生活介護に係る指定に限る。） を取り 消され、
その取 消しの日から起算して 5年を経過しない者（当該指定を取り 消された
者が法 人である場合においては、当該取 消しの 処分に係る行政手 続法第 15条
の規定による通知があった日 前 60 日 以 内に当該法 人の 役員等であった者で
当該取 消しの日から起算して 5年を経過しないものを含み、 当該指定を取り
消された者が法 人でない事業所である場合においては、 当該通知があった日
前 60 日 以 内に当該事業所の 管理者であった者で当該取 消しの日から起算し

て 5年を経過しないものを含む。）であるとき。 ただし、当該指定の取 消しが、
指定地域密着型介護予防サ ー ビス事業者の指定の取 消しのうち当該指定の取
消しの 処分の理 由となった事 実及び当該事 実の発生 を防 止するための当該指

定地域密着型介護予防サ ー ビス事業者による業務 管理 体 制の 整備についての
取組の 状況その他の当該事 実に関して当該指定地域密着型介護予防サ ー ビス
事業者が有していた 責任の 程度を 考慮して、 この号本 文に規定する指定の取
消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして 厚生

労働省 令で定めるものに該当する場合を除く。
(6)の 3 申 請者と 密接な関係を有する者が、 第 115条の 19（第 2号から第 5

号までを除く。） の規定により指定を取り 消され、 その取 消しの日から起算し



て 5年を経過していないとき。 ただし、 当該指定の取 消しが、 指定地域密着
型介護予防サ ー ビス事業者の指定の取 消しのうち当該指定の取 消しの 処分の

理由となった事 実及び当該事 実の発生 を防 止するための当該指定地域密着型
介護予防サ ー ビス事業者による業務 管理 体 制の 整備についての取組の 状況そ
の 他の当該事 実に関して当該指定地域密着型介護予防サ ー ビス事業者が有し
ていた 責任の 程度を 考慮して、 この号本 文に規定する指定の取 消しに該当し
ないこととすることが相当であると認められるものとして 厚生労働省 令で定
めるものに該当する場合を除く。

(7) 申 請者が、 第 1 15条の 19（第 2号から第 5号までを除く。） の規定による
指定の取 消しの 処分に係る行政手 続法第 15 条の規定による通知があった日
から当該 処分をする日又は 処分をしないことを 決定する日までの間に第 115
条の 15第 2項の規定による事業の 廃止の届出をした者（当該事業の 廃止につ
いて相当の理由がある者を除く。） で、 当該届出の日から起算して 5年を経過
しないものであるとき。

(7)の 2 前号に規定する 期間 内に第 115条の 15 第 2項の規定による事業の
廃止の届出があった場合において、 申 請者が、 同号の通知の日 前 60 日 以 内に

当該届出に係る法 人（当該事業の 廃止について相当の理由がある法 人を除
く。） の 役員等又は当該届出に係る法 人でない事業所（当該事業の 廃止につい
て相当の理由があるものを除く。） の 管理者であった者で、 当該届出の日から
起算して 5年を経過しないものであるとき。

(8) 申 請者が、 指定の 申 請前 5年 以 内に居宅サ ー ビス等に関し 不正又は著し
く 不当な行 為をした者であるとき。

(9) 申 請者 （介護予防認 知 症対応 型 共同生活介護に係る指定の 申 請者を除
く。） が、 法 人で、 その 役員等のうちに第4号の 2から第6号まで又は 前 3号
のいずれかに該当する者のあるものであるとき。

(10 ) 申 請者 （介護予防認 知 症対応 型 共同生活介護に係る指定の 申 請者に限
る。） が、 法 人で、 その 役員等のうちに第4号の 2から第 5号の 3まで、 第6
号の 2又は第7号から第 8号までのいずれかに該当する者のあるものである
とき。

(11) 申 請者 （介護予防認 知 症対応 型 共同生活介護に係る指定の 申 請者を除
く。） が、 法 人でない事業所で、 その 管理者が第4号の 2から第6号まで又は
第7号から第 8号までのいずれかに該当する者であるとき。

(12) 申 請者 （介護予防認 知 症対応 型 共同生活介護に係る指定の 申 請者に限
る。）が、法 人でない事業所で、その 管理者が第4号の 2から第5号の 3まで、
第6号の 2又は第7号から第 8号までのいずれかに該当する者であるとき。

3 市町村が 前項第1号の条例を定めるに当たっては、 厚生労働省 令で定める基
準に 従い定めるものとする。

4 市町村長は、 第1項の 申 請があった場合において、 次の各号のいずれかに該
当するときは、 第 54条の 2第1項本 文の指定をしないことができる。

(1) 申 請者 （介護予防認 知 症対応 型 共同生活介護に係る指定の 申 請者を除
く。） が、 第 1 15条の 19第 2号から第5号までの規定により指定（介護予防
認 知 症対応 型 共同生活介護に係る指定を除く。） を取り 消され、 その取 消しの
日から起算して 5年を経過しない者（当該指定を取り 消された者が法 人であ
る場合においては、当該取 消しの 処分に係る行政手 続法第 15条の規定による
通知があった日 前 60 日 以 内に当該法 人の 役員等であった者で当該取 消しの
日から起算して 5年を経過しないものを含み、 当該指定を取り 消された者が
法 人でない事業所である場合においては、当該通知があった日 前 60 日 以 内に
当該事業所の 管理者であった者で当該取 消しの日から起算して 5年を経過し
ないものを含む。） であるとき。

(1)の 2 申 請者（介護予防認 知 症対応 型 共同生活介護に係る指定の 申 請者に



限る。） が、 第 1 15条の 19第 2号から第5号までの規定により指定 （介護予
防認 知症対応 型 共同生活介護に係る指定に限る。） を取り 消され、 その取 消し
の日から起算して 5年を経過しない者 （当該指定を取り 消された者が法 人で
ある場合においては、当該取 消しの 処分に係る行政手 続法第 15条の規定によ
る通知があった 13 前 60 13 以 内に当該法 人の 役員等であった者で当該取 消し
の日から起算して 5年を経過しないものを含み、 当該指定を取り 消された者
が法 人でない事業所である場合においては、当該通知があった 13 前 60 日 以 内
に当該事業所の 管理者であった者で当該取 消しの日から起算して 5年を経過
しないものを含む。） であるとき。

(1)の 3 申 請者と 密接な関係を有する者が、第 115条の 19第 2号から第5号
までの規定により指定を取り 消され、 その取 消しの日から起算して 5年を経
過していないとき。

(2) 申 請者が、第 115条の 19第 2号から第5号までの規定による指定の取 消
しの 処分に係る行政手 続法第 15 条の規定による通知があった日から当該 処
分をする 13又は 処分をしないことを 決定する日までの間に第 115条の 15 第

2項の規定による事業の 廃止の届出をした者 （当該事業の 廃止について相当
の理由がある者を除く。） で、 当該届出の日から起算して 5年を経過しないも
のであるとき。

(2)の 2 申 請者が、第 1 15条の 17第1項の規定による 検査が行われた 13から
聴聞決定予定日 （当該 検査の 結果に基づき第 115条の 19の規定による指定の

取 消しの 処分に係る 聴聞を行うか 否かの 決定をすることが 見込まれる日とし
て 厚生労働省 令で定めるところにより市町村長が当該 申 請者に当該 検査が行
われた日から 10 日 以 内に特定の日を通知した場合における当該特定の日を
いう。） までの間に第 115条の 15第 2項の規定による事業の 廃止の届出をし
た者 （当該事業の 廃止について相当の理由がある者を除く。） で、 当該届出の
日から起算して 5年を経過しないものであるとき。

(2)の 3 第 2号に規定する期間 内に第 115条の 15 第 2項の規定による事業
の 廃止の届出があった場合において、 申 請者が、 同号の通知の日 前 60 日 以 内
に当該届出に係る法 人 （当該事業の 廃止について相当の理由がある法 人を除
く。） の 役員等又は当該届出に係る法 人でない事業所 （当該事業の 廃止につい
て相当の理由があるものを除く。） の 管理者であった者で、 当該届出の日から
起算して 5年を経過しないものであるとき。

(3) 申 請者 （介護予防認 知症対応 型 共同生活介護に係る指定の 申 請者を除
く。） が、 法 人で、 その 役員等のうちに第1号又は 前 3号のいずれかに該当す
る者のあるものであるとき。

(4) 申 請者 （介護予防認 知症対応 型 共同生活介護に係る指定の 申 請者に限
る。） が、 法 人で、 その 役員等のうちに第1号の 2又は第 2号から第 2号の 3
までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。

(5) 申 請者 （介護予防認 知症対応 型 共同生活介護に係る指定の 申 請者を除
く。） が、 法 人でない事業所で、 その 管理者が第1号又は第 2号から第 2号の
3までのいずれかに該当する者であるとき。

(6) 申 請者 （介護予防認 知症対応 型 共同生活介護に係る指定の 申 請者に限
る。） が、 法 人でない事業所で、 その 管理者が第1号の 2又は第 2号から第 2
号の 3までのいずれかに該当する者であるとき。

5 市町村長は、 第 54条の 2第1項本 文の指定を行おうとするときは、 あらかじ
め、 当該市町村が行う介護保 険の被保 険者その他の関係者の 意見を 反映させる
ために必要な措置を 講ずるよう 努めなければならない。

6 市町村長は、 第 54条の 2第1項本 文の指定を行うに当たって、 当該事業の 滴
正な 運営を確保するために必要と認める条 件を付することができる。

7 第 78条の 2第9項から第 l 1項までの規定は、第 54条の 2第1項本 文の指定



について準用する。 この場合において、 これらの規定に関し必要な技術的読替
えは、 政 令で定める。

0紀の 川市指定地域密着型介護予防サ ー ビスの事業の 人員、 設 備及び 運営並びに
指定地域密着型介護予防サ ー ビスに係る介護予防のための 効 果的な支 援の 方法
に関する基準等を定める条例

（法第 1 15条の 12第 2項第 1号の 申 請者）
第 3条 法第 115条の 12第 2項第 1号の条例で定める者は、 法 人である者とす

る。
【基準】
上記の条文による。

• 紀の 川市指定地域密着型介護予防サ ー ビスの事業の 人員、 設 備及び 運営並びに
指定地域密着型介護予防サ ー ビスに係る介護予防のための 効 果的な支 援の 方法に

参 考 資 料
関する基準等を定める条例
• 紀の 川市指定地域密着型サ ー ビス事業所及び指定地域密着型介護予防サ ー ビス
事業所の指定等に関する要 綱

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね9 0日

備 考

設 定 日 令和 2年 3月 3 1日



《 ID247200A 申請 高齢介護課 介護保険法第1 1 5条の21》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 裔齢介護課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 3 1年4月 1 日

く処分の概要＞

許認可等の名称 指定地域密着型介護予防サ ー ビス事業者の指定の 更新（第70 条の 2第 1項準用）

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 介護保険法第 1 15条の 2 1

＜審査基準／標準処理期間＞
介護保険法第70 条の 2、 第 115条の 12第 1項•第 2項•第4項
介護保険法施行規則第 140 条の 24、 第 140 条の 25、 第 140 条の 26

基 準 規 定 | 0紀の 川市指定地域密着型介護予防サ ー ビスの事業の 人員、 設 備及び 運営並びに

審 査 基 準

指定地域密着型介護予防サ ー ビスに係る介護予防のための 効 呆的な支 援の 方法に
関する基準等を定める条例第 3条

■設定 □未設定

（準用）
第 115条の 2 1 第70 条の 2の規定は、 第 54条の 2第1項本 文の指定について準

用する。 この場合において、 第70 条の 2第4項中 「前条」とあるのは、 「第 115
条の 12」と読み替えるものとするほか、 必要な技術的読替えは、 政 令で定める。

0紀の 川市指定地域密着型介護予防サ ー ビスの事業の 人員、 設 備及び 運営並びに
指定地域密着型介護予防サ ー ビスに係る介護予防のための 効 果的な支 援の 方法
に関する基準等を定める条例

（法第 1 15条の 12第 2項第 1号の 申 請者）
第 3条 法第 115条の 12第 2項第 1号の条例で定める者は、 法 人である者とす

る。
【基準】
上記の条文による。

• 紀の 川市指定地域密着型介護予防サ ー ビスの事業の 人員、 設 備及び 運営並びに
指定地域密箸型介護予防サ ー ビスに係る介護予防のための 効 果的な支 援の 方法に

参 考 資 料 1 関する基準等を定める条例
• 紀の 川市指定地域密着型サ ー ビス事業所及び指定地域密着型介護予防サ ー ビス
事業所の指定等に関する要 綱

標準処理期間 I ■設定 □未設定



おおむね6 0日

備 考

設 疋’→—, 
日 令和 2年 3月 3 1 13 



《 ID247750A 申請 高齢介護課 介護保険法第1 1 5条の45の3第5 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 裔齢介護課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1 日

く処分の概要＞

許認可等の名称 第一号事業支給費の支給

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 介護保険法第 115条の 45の 3第 5項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
介護保険法第 1 15条の 45の 3第 5項
介護保険法施行規則第 140 条の 63の 2第 1項、 第 140 条の 63の 3

■設定 □未設定

（ 指定事業者による第1号事業の 実施）
第 115条の 45 の 3 市町村は、 第1号事業（第1号介護予防支 援事業にあって

は、 居宅要支 援被保険者に係るものに限る。） については、 居宅要支 援被保険者
等が、 当該市町村の長が 指定する者（ 以下「 指定事業者」という。） の当該 指定
に係る第1号事業を行う事業所により行われる当該第1号事業を 利用した場合
において、 当該居宅要支 援被保険者等に対し、 当該第1号事業に要した費用に
ついて、 第1号事業支給費を支給することにより行うことができる。

2 前項の第1号事業支給費（ 以下「第1号事業支給費」という。） の額は、 第1
号事業に要する費用の額を 勘案して、 厚生労働省 令で定めるところにより算定
する額とする。

3 居宅要支 援被保険者等が、 指定事業者の当該 指定に係る第1号事業を行う事
業所により行われる当該第1号事業を 利用したときは、 市町村は、 当該居宅要

審 査 基 準 支 援被保険者等が当該 指定事業者に支払うべき当該第1号事業に要した費用に
ついて、 第1号事業支給費として当該居宅要支 援被保険者等に対し支給すべき
額の限 度において、 当該居宅要支 援被保険者等に代わり、 当該 指定事業者に支
払うことができる。

4 前項の規定による支払があったときは、 居宅要支 援被保険者等に対し第1号
事業支給費の支給があったものとみなす。

5 市町村は、 指定事業者から第1号事業支給費の 請求があったときは、 厚生労
働省 令で定めるところにより 審査した 上、 支払うものとする。

6 市町村は、 前項の規定による 審査及び支払に関する事務を 連合 会に委託する
ことができる。

7 前項の規定による委託を受けた 連合 会は、 当該委託をした市町村の同 意を得
て、 厚生労働省 令で定めるところにより、 当該委託を受けた事務の 一部を、 営
利を 目 的としない法 人であって 厚生労働省 令で定める要 件に該当するものに委
託することができる。



【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
国民健康保険 連合 会から 請求のあ ったものについては 請求のあ った日からおおむ

標準処理期間 ね3 0日。
紀の 川市介護予防・日 常生活支 援総合事業委託 契約にかかるものについては 請求
のあ った日からおおむね6 0日。

備 考

設 定 日 令 和4年 3月 3 1日



《 ID247800A 申請 高齢介護課 介護保険法第1 1 5条の45の5第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 裔齢介護課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1 日

く処分の概要＞

許認可等の名称 第一号事業を行う指定事業者の指定

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 介護保険法第 115条の 45の 5第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
介護保険法第 1 15条の 45の 5
介護保険法施行規則第 140 条の 63の 5、 第 140 条の 63の 6

■設定 □未設定

（指定事業者の指定）
第 115条の 45の 5 第 1 15条の 45の 3第1項の指定（第 1 15条の 45の 7第1項

を除き、 以下この章において「指定事業者の指定」という。） は、 厚生労働省 令
で定めるところにより、 第1号事業を行う者の 巾 請により、 当該事業の 種類及
び当該事業の 種類に係る当該第1号事業を行う事業所 ごとに行う。

審 査 基 準 2 市町村長は、 前項の 巾 請があった場合において、 申 請者が、 厚生労働省 令で
定める基準に 従って適 正に第1号事業を行うことができないと認められるとき
は、 指定事業者の指定をしてはならない。
【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね3 0 日

備 考

設 疋’→—, 日 令和4年 3月 3 1 日



《 ID247900A 申請 高齢介護課 介護保険法第 1 1 5条の45の6第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 亮齢介護課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 第一号事業を行う指定事業者の指定の 更新

処 分 権 者 市 長

根 拠 規 定 介護保険法第 1 15条の 45の 6第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
介護保険法第 115条の 45の 5、 第 1 15条の 45の 6
介護保険法施行規則第 140 条の 63の 5、 第 140 条の 63の 6、 第 140 条の 63の 7

■設定 □未設定

（指定の 更新）
第 1 15条の 45の 6 指定事業者の指定は、 厚生労働省 令で定める期間 ごとにその

更新を受けなければ、 その期間の経過によって、 その 効 力を 失う。
2 前項の 更新の 申 請があった場合において、 同項の期間（ 以下この条において

「有効期間」という。） の満 了の 13までにその 申 請に対する 処分がされないとき
は、 従前の指定事業者の指定は、 有効期間の満 了後もその 処分がされるまでの

審 査 基 準 間は、 なおその 効 力を有する。
3 前項の場合において、 指定事業者の指定の 更新がされたときは、 その有効期

間は、 従前の有効期間の満 了の 13の 翌 13から起算するものとする。
4 前条の規定は、 指定事業者の指定の 更新について準用する。
【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね3 0日

備 考



設 定 日 ！ 令和4年 3月 3 1日



《 1D289400A 申請 高齢介護課 介護保険法 施行規則第27条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 亮齢介護課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和4年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 被保 険者証の 再交付

処 分 権 者 市 長

根 拠 規 定 介護保 険法施行規則第 27条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 介護保 険法施行規則第 27条第 1項•第 2項

■設定 □未設定

（被保 険者証の 再交付及び返還）
第 27条 被保 険者証の交付を受けている者は、 当該被保 険者証を 破り、 汚し、 又

は 失ったときは、 直ちに、 第1号に掲げる事項（第 2号に掲げる書 類を 提示す
る場合には、 第1号 イ及び ハに掲げる事項） を記 載した 申 請苔を市町村に 提出
して、 その 再交付を 申 請しなければならない。

(1) 次に掲げる事項
イ 氏名、 生 年月日及び住所
ロ 個人番号
ハ 再交付 申 請の理由

(2) 氏名及び生年月日又は住所（ 以下「 個人識別事項」という。） が記 載され
た書 類であって、 次に掲げるもののいずれかに該当するもの
イ 個人番号 カ ー ド（ 番号 利用法第 2条第7項に規定する 個人番号 カ ー ドを

審 査 基 準 いう。 以 下同じ。） 又は行政手 続における特定の 個人を 識別するための 番号
の 利用等に関する法律施行規則（平成 26年 内 閣府・ 総務省 令第3号。 以下
「 番号 利用法施行規則」という。） 第1条第1項第1号に掲げる書 類

口 イに掲げるもののほか、 官公署から発行され、 又は発給された書 類その
他これに 類する 薯類であって、 写真の 表示その他の当該書 類に施された 拮
置によって、 当該 申 請を行う被保 険者が当該書 類に記 載された 個人識別事

項により 識別される特定の 個人と同 一の者であることを確認することがで
きるものとして市町村 長が適当と認めるもの

ハ イ及び 口に掲げるもののほか、 番号 利用法施行規則第 2条第3項第1号
に掲げる書 類（ 介護保 険の被保 険者証を除く。） 又は 官公署から発行され、
若しくは発給された 薯類その他これに 類する書 類であって市町村 長が適当
と認めるもののうち 2 以 上の書 類

2 被保 険者証を 破り、 又は 汚した場合の 前項の 申 請には、 同項の 申 請書に、 そ
の被保 険者証を 添えなければならない。



3 被保険者は、 被保険者証の 再交付を受けた後、 失った被保険者証を発 見した
ときは、 直ちに、 発 見した被保険者証を市町村に返還しなければならない。

【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね1 日

備 考

設 疋'→ 日 令和 5年 3月 3 1 日



《 1D289500A 申請 高齢介護課 介護保険法 施行規則第28条の2第4 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 亮齢介護課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和4年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 負担割合証の 再交付

処 分 権 者 市 長

根 拠 規 定 介護保険法施行規則第 28条の 2第4項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 介護保険法施行規則第 28条の 2第4項

■設定 □未設定

（負担割合証の交付等）
第 28条の 2 市町村は、 要 介護被保険者（法第41条第1項に規定する要 介護被

保険者をいう。 以 下同じ。） 又は居宅要支 援被保険者（法第 53条第1項に規定
する居宅要支 援被保険者をいう。 以 下同じ。） に対し、 様式第1号の 2による 利
用者負担の割合を記 載した証（ 以 下 「負担割合証」という。） を、 有効 期限を定
めて交付しなければならない。

2 要 介護被保険者又は居宅要支 援被保険者が、 次の各号のいずれかに該当する
に至ったときは、 当該要 介護被保険者又は居宅要支 援被保険者は、 遅滞なく、
負担割合証を市町村に返還しなければならない。

(1) 負担割合証に記 載された 利用者負担の割合が 変更されたとき。
(2) 負担割合証の有効 期限に至ったとき。
3 前条の規定は、 負担割合証の 検認及び 更新について準用する。 この場合にお

審 査 基 準 いて、 同条第 2項中 「第1号被保険者及び被保険者証の交付を 受けている第 2
号被保険者（ 以下 「被保険者証交付 済被保険者」という。）」とあるのは、 「要 介
護被保険者又は居宅要支 援被保険者」とする。

4 要 介護被保険者又は居宅要支 援被保険者は、 負担割合証を 破り、 汚し、 又は
失ったときは、 直ちに、 第1号に掲げる事項を記 載した 申 請書を市町村に 提出

し、 第 2号に掲げる書 類（当該 申 請書に 個人番号を記 載しない場合に限る。） を
提示して、 その 再交付を 申 請しなければならない。

(1) 次に掲げる事項
イ 氏名、 生 年月日及び住所
ロ 個人番号又は被保険者証の 番号
ハ 再交付 申 請の理由

(2) 個人識別事項が記 載された書 類であって、 次に掲げるもののいずれかに
該当するもの
イ 個人番号 カ ー ド又は 番号 利用法施行規則第1条第1項第1号に掲げる書



類
ロ イに掲げるもののほか、 官公署から発行され、 又は発給された書 類その

他これに 類する書 類であって、 写真の 表示その他の当該書 類に施された措
置によって、 当該 申 請を行う要介護被保険者又は居宅要支 援被保険者が当

該書 類に記 載された 個人識別事項により 識別される特定の 個人と同 一の者
であることを確認することができるものとして市町村長が適当と認めるも
の

ハ イ及び 口に掲げるもののほか、 番号 利用法施行規則第 2条第3項第1号
に掲げる書 類又は 官公署から発行され、 若しくは発給された書 類その他こ
れに 類する書 類であって市町村長が適当と認めるもののうち 2 以 上の書 類

5 負担割合証を 破り、 又は 汚した場合の 前項の 申 請には、 同項の 申 請書に、 そ
の負担割合証を 添えなければならない。

6 要介護被保険者又は居宅要支 援被保険者は、 負担割合証の 再交付を受けた後、
失った負担割合証を発 見したときは、 直ちに、 発 見した負担割合証を市町村に

返還しなければならない。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね1 日

備 考

設 定 日 令和 5年 3月 3 1 日



《 1D289600A 申請 高齢介護課 介護保険法 施行規則第83条の6第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 亮齢介護課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和4年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 特定入所者 介護サ ー ビス費に係る負担限 度額の認定

処 分 権 者 市 長

根 拠 規 定 介護保険法施行規則第 83条の 6第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 介護保険法施行規則第 83条の 5、 第 83条の 6第 1項•第 2項•第 3項

■設定 □未設定

（特定入所者の負担限 度額に係る市町村の認定）
第 83条の 6 前条の規定による市町村の認定（ 以 下この条において「認定」とい

う。） を受けようとする要 介護被保険者は、 次に掲げる事項を記 載した 申 請書を
市町村に 提出しなければならない。
( 1 )  飢条各号のいずれかに該当する旨
( 2 )  氏名、 生 年月日、 住所及び 個人番号
( 3 ) 指定施設サ ー ビス等又は地域密着型 介護 老人福祉施設入所者生活 介護を

受けている場合にあっては、 当該指定施設サ ー ビス等又は地域密着型 介護 老
人福祉施設入 所者生活 介護を受けている 介護保険施設又は地域密着型 介護 老
人福祉施設の 名 称及び所 在地

( 4 )  飢号の 介護保険施設又は地域密着型 介護 老人福祉施設に入 所し、 又は入
院した年月日

審 査 基 準 ( 5 ) 被保険者証の 番号
( 6 )  特定 介護サ ー ビスを受ける日の属する年の 前年に 厚生労働大臣が定める
年金たる給付の支払を受けている場合にあっては、 当該給付の 種別

2 前項の 申 請書には、 同項第 1号及び第 4号に掲げる事項を証する書 類並びに
前条第 1号 イから ホまで又は第 4号 口に掲げる事項を市町村が 銀行、 信託 会社

その他の機関に確認することの同 意書を 添付しなければならない。 ただし、 市
町村は、 当該書 類により明らかにすべき事 実を 公簿等によって確認することが
できるときは、 当該書 類を省 略させることができる。

3 第 1項の 申 請は、 被保険者証を 提示して行うものとする。
4 市町村は、 第 1項の 申 請に基づき、 認定を行ったときは、 様式第 1号の 2の

2による認定証（ 以下「認定証」という。） を、 当該認定を行った要 介護被保険
者に有効 期限を定めて交付しなければならない。

5 認定を受けた要 介護被保険者が、 次のいずれかに該当するに至ったときは、
遅滞なく、 認定証を市町村に返還しなければならない。



(1) 前条各号のいずれにも該当しなくなったとき。
(2) 認定証の有 効期限に至ったとき。
6 第 28条の規定は、 認定証の 検認及び 更新について準用する。
7 要介護被保険者は、 認定証を 破り、 汚し、 又は 失ったときは、 直ちに、 第1号
に掲げる事項（第 2号に掲げる書 類を 提示する場合には、 第1号 イ及び ハに掲
げる事項） を記 載した 申 請書を市町村に 提出して、 その 再交 付を受けなければ

ならない。
(1) 次に掲げる事項

イ 氏名、 生 年月日及び住所
ロ 個人番号
ハ 再交 付 申 請の理由

(2) 個人識別事項が記 載された書 類であって、 次に掲げるもののいずれかに
該当するもの
イ 個人番号 カ ー ド又は 番号 利用法施行規則第1条第1項第1号に掲げる書

類
ロ イに掲げるもののほか、 官公署から発行され、 又は発給された書 類その

他これに 類する書 類であって、 写真の 表示その他の当該書 類に施された措
置によって、 当該 申 請を行う要介護被保険者が 当該書 類に記 載された 個人
識別事項により 識別される特定の 個人と同 一の者であることを確認するこ

とができるものとして市町村長が適当と認めるもの
ハ イ及び 口に掲げるもののほか、 番号 利用法施行規則第 2条第3項第1号

に掲げる書 類又は 官公署から発行され、 若しくは発給された書 類その他こ
れに 類する書 類であって市町村長が適当と認めるもののうち 2 以 上の書 類

8 認定証を 破り、 又は 汚した場合の 前項の 申 請には、 同項の 申 請書に、 その認
定証を 添えなければならない。
， 要介護被保険者は、 認定証の 再交 付を受けた後、 失った認定証を発 見したと
きは、 直ちに、 発 見した認定証を市町村に返還しなければならない。

10 認定を受けた要介護被保険者に係る第 29条、第 30 条及び第 32条の規定によ
る届書には、 当該届出に係る被保険者証及び負担割合証に 加えて、 当該要介護
被保険者に係る認定証を 添えなければならない。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね3 0日

備 考

設 定 日 令和 5年 3月 3 1日



《 ID289700A 申請 高齢介護課 介護保険法 施行規則第83条の6第7 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 亮齢介護課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 4年 4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 特定入所者の負担限 度額認定証の 再交付

処 分 権 者 市 長

根 拠 規 定 介護保険法施行規則第 83条の 6第 7項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 介護保険法施行規則第 83条の 6第 7項•第 8項

■設定 □未設定

（特定入所者の負担限 度額に係る市町村の認定）
第 83条の 6 前条の規定による市町村の認定（ 以 下この条において「認定」とい

う。） を受けようとする要 介護被保険者は、 次に掲げる事項を記 載した 申 請書を
市町村に 提出しなければならない。
( 1 )  飢条各号のいずれかに該当する旨
( 2 )  氏名、 生 年月日、 住所及び 個人番号
( 3 ) 指定施設サ ー ビス等又は地域密着型 介護 老人福祉施設入所者生活 介護を

受けている場合にあっては、 当該指定施設サ ー ビス等又は地域密着型 介護 老
人福祉施設入 所者生活 介護を受けている 介護保険施設又は地域密着型 介護 老
人福祉施設の 名 称及び所 在地

( 4 )  飢号の 介護保険施設又は地域密着型 介護 老人福祉施設に入 所し、 又は入
院した年月日

審 査 基 準 (5) 被保険者証の 番号
(6) 特定 介護サ ー ビスを受ける日の属する年の 前年に 厚生労働大臣が定める

年金たる給付の支払を受けている場合にあっては、 当該給付の 種別
2 前項の 申 請書には、 同項第 1号及び第 4号に掲げる事項を証する書 類並びに

前条第 1号 イから ホまで又は第 4号 口に掲げる事項を市町村が 銀行、 信託 会社
その他の機関に確認することの同 意書を 添付しなければならない。 ただし、 市
町村は、 当該書 類により明らかにすべき事 実を 公簿等によって確認することが
できるときは、 当該書 類を省 略させることができる。

3 第 1項の 申 請は、 被保険者証を 提示して行うものとする。
4 市町村は、 第 1項の 申 請に基づき、 認定を行ったときは、 様式第 1号の 2の

2による認定証（ 以下「認定証」という。） を、 当該認定を行った要 介護被保険
者に有効 期限を定めて交付しなければならない。

5 認定を受けた要 介護被保険者が、 次のいずれかに該当するに至ったときは、
遅滞なく、 認定証を市町村に返還しなければならない。



(1) 前条各号のいずれにも該当しなくなったとき。
(2) 認定証の有 効期限に至ったとき。
6 第 28条の規定は、 認定証の 検認及び 更新について準用する。
7 要介護被保険者は、 認定証を 破り、 汚し、 又は 失ったときは、 直ちに、 第1号
に掲げる事項（第 2号に掲げる書 類を 提示する場合には、 第1号 イ及び ハに掲
げる事項） を記 載した 申 請書を市町村に 提出して、 その 再交 付を受けなければ

ならない。
(1) 次に掲げる事項

イ 氏名、 生 年月日及び住所
ロ 個人番号
ハ 再交 付 申 請の理由

(2) 個人識別事項が記 載された書 類であって、 次に掲げるもののいずれかに
該当するもの
イ 個人番号 カ ー ド又は 番号 利用法施行規則第1条第1項第1号に掲げる書

類
ロ イに掲げるもののほか、 官公署から発行され、 又は発給された書 類その

他これに 類する書 類であって、 写真の 表示その他の当該書 類に施された措
置によって、 当該 申 請を行う要介護被保険者が 当該書 類に記 載された 個人
識別事項により 識別される特定の 個人と同 一の者であることを確認するこ

とができるものとして市町村長が適当と認めるもの
ハ イ及び 口に掲げるもののほか、 番号 利用法施行規則第 2条第3項第1号

に掲げる書 類又は 官公署から発行され、 若しくは発給された書 類その他こ
れに 類する書 類であって市町村長が適当と認めるもののうち 2 以 上の書 類

8 認定証を 破り、 又は 汚した場合の 前項の 申 請には、 同項の 申 請書に、 その認
定証を 添えなければならない。
， 要介護被保険者は、 認定証の 再交 付を受けた後、 失った認定証を発 見したと
きは、 直ちに、 発 見した認定証を市町村に返還しなければならない。

10 認定を受けた要介護被保険者に係る第 29条、第 30 条及び第 32条の規定によ
る届書には、 当該届出に係る被保険者証及び負担割合証に 加えて、 当該要介護
被保険者に係る認定証を 添えなければならない。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね1日

備 考

設 定 日 令和 5年 3月 3 1日



《1D289900A申請 高齢介護課 介護保険法 施行規則第97条の4》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 亮齢介護課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和4年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称
特定入所者 介護予防サ ー ビス費に係る負担限 度額の認定（第 83条の 6 第 1項準
用）

処 分 権 者 市 長

根 拠 規 定 介護保険法施行規則第 97条の 4

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
介護保険法施行規則第 83条の 6第 1項・第 2項・第 3項、 第 97条の 3、 第 97条

の 4

■設定 □未設定

（準用）
第 97条の 4 第 83条の 6第1項第1号、 第 2号、 第 5号及び第6号並びに第 2

項から第 10 項まで、 第 83条の 7並びに第 83条の 8の規定は、 特定入所者 介護
予防サ ー ビス費について準用する。 この場合において、 次の 表の 上 欄に掲げる
規定中同 表の中欄に掲げる 字句は、 それぞれ同 表の 下欄に掲げる 字句に読み替

審 査 基 準 えるものとする。
表 省 略

【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね3 0日

備 考

設 定 日 令和 5年 3月 3 1日



《1D290000A申請 高齢介護課 介護保険法 施行規則第97条の4》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 亮齢介護課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称
特定入所者 介護予防サ ー ビス費に係る負担限 度額認定証の 再交 付（第 83条の 6第
7項準用）

処 分 権 者 市 長

根 拠 規 定 介護保険法施行規則第 97条の 4

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 介護保険法施行規則第 97条の 4

■設定 □未設定

（準用）
第 97条の 4 第 83条の 6第1項第1号、 第 2号、 第 5号及び第6号並びに第 2

項から第 10 項まで、 第 83条の 7並びに第 83条の 8の規定は、 特定入所者 介護
予防サ ー ビス費について準用する。 この場合において、 次の 表の 上 欄に掲げる
規定中同 表の中欄に掲げる 字句は、 それぞれ同 表の 下欄に掲げる 字句に読み替

審 査 基 準 えるものとする。
表 省 略

【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね1日

備 考

設 定 日 平成 3 1年 3月 3 1日



《ID290140A申請 高齢介護課 介護保険法 施行規則第172条の2》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 亮齢介護課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和4年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称
要 介護 旧措置入所者における特定入所者 介護サ ー ビス費に係る負担限 度額の認定
（第 83条の 6第 1項準用）

処 分 権 者 市 長

根 拠 規 定 介護保険法施行規則第 172条の 2

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 介護保険法施行規則第 83条の 6第 1項•第 2項•第 3項、 第 172条の 2

■設定 □未設定

（施行法第 13条第5項の 原生労働省 令で定める要 介護 旧措置入所者）
第 172条の 2 第 83条の 5、 第 83条の 6（第1項第6号を除く。）、 第 83条の 7

及び第 83条の 8の規定は、 施行法第 13条第 5項の 厚生労働省 令で定める要 介
護 旧措置人所者（同条第3項に規定する要 介護 1日措置入所者をいう。） について
準用する。 この場合において、 次の 表の 上 欄に掲げる規定中同 表の中欄に掲げ

審 査 基 準 る 字句は、 それぞれ同 表の下 欄に掲げる 字句に読み替えるものとする。
表 省 略

【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

口設定 ■未設定
標準処理期間

備 考

設 定 日 令和 5年 3月 3 1日



《ID290150A申請 高齢介護課 介護保険法 施行規則第172条の2》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 亮齢介護課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和4年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称
要 介護 旧措置入所者における負担限 度額認定証の 再交付（第 83条の 6 第 7 項準
用）

処 分 権 者 市 長

根 拠 規 定 介護保険法施行規則第 172条の 2

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 介護保険法施行規則第 83条の 6第7項•第 8項、 第 172条の 2

■設定 □未設定

（施行法第 13条第5項の 原生労働省 令で定める要 介護 旧措置入所者）
第 172条の 2 第 83条の 5、 第 83条の 6（第1項第6号を除く。）、 第 83条の 7

及び第 83条の 8の規定は、 施行法第 13条第 5項の 厚生労働省 令で定める要 介
護 旧措置人所者（同条第3項に規定する要 介護 1日措置入所者をいう。） について
準用する。 この場合において、 次の 表の 上 欄に掲げる規定中同 表の中欄に掲げ

審 査 基 準 る 字句は、 それぞれ同 表の下 欄に掲げる 字句に読み替えるものとする。
表 省 略

【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

口設定 ■未設定
標準処理期間

備 考

設 定 日 令和 5年 3月 3 1日



《ID290160A申請 高齢介護課 介護保険法 施行規則第172条の2》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 亮齢介護課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和4年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称
要 介護 旧措置入所者における特定入所者 介護サ ー ビス費の特例支給（第 83条の 8
第 1項準用）

処 分 権 者 市 長

根 拠 規 定 介護保険法施行規則第 172条の 2

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 介護保険法施行規則第 83条の 8、 第 172条の 2

■設定 □未設定

（施行法第 13条第5項の 原生労働省 令で定める要 介護 旧措置入所者）
第 172条の 2 第 83条の 5、 第 83条の 6（第1項第6号を除く。）、 第 83条の 7

及び第 83条の 8の規定は、 施行法第 13条第 5項の 厚生労働省 令で定める要 介
護 旧措置人所者（同条第3項に規定する要 介護 1日措置入所者をいう。） について
準用する。 この場合において、 次の 表の 上 欄に掲げる規定中同 表の中欄に掲げ

審 査 基 準 る 字句は、 それぞれ同 表の下 欄に掲げる 字句に読み替えるものとする。
表 省 略

【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

口設定 ■未設定
標準処理期間

備 考

設 定 日 令和 5年 3月 3 1日



《ID1 04600A申請 障害福祉課児童福祉法第21条の5の7第1 項 、 第21条の5の8第2 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 障害福祉課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 5年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称
障害児通所給付費又は特例 障害児通所給付費の支給 決定（通所給付 決定）、 通所給

付 決定の 変更

処 分 権 者 福祉事務所長

根 拠 規 定 児童福祉法第 2 1条の 5の 7第 1項、 第 2 1条の 5の 8第 2項

＜審査基準／標準処理期間＞
児童福祉法第 2 1条の 5の 2、 第 2 1条の 5の 3、 第 2 1条の 5の 4第 1項•第 3項、
第 2 1条の 5の 5、 第 2 1条の 5の 6第 1項、 第 2 1条の 5の 7第 1項 ～第 8項、 第
2 1条の 5の 8、 第 2 1条の 5の 1 1

基 準 規 定 児童福祉法施行 令第 24条、 第 25条、 第 25条の 2
児童福祉法施行規則第 18条の 2 ～第 18条の 5の 3、 第 18条の 6第 1項•第 2項・
第 3項、 第 18条の 10 、 第 18条の 12、 第 18条の 14～第 18条の 17、 第 18条の
20 、 第 18条の 2 1、 第 18条の 25

口設定 ■未設定

未設定理由：法 令の規定において 判断基準が 言い 尽くされているので、 審査基準
の設定は 不要であるため。

審 査 基 準

【基準】

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね6 0日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《 ID104800A 申 請 障害福祉課 児童福祉法第 21 条の 5 の 1 2 第 1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 障害福祉課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 5年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 高額 障害児通所給付費の支給

処 分 権 者 福祉事務所長

根 拠 規 定 児童福祉法第 2 1条の 5の 12第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
児童福祉法第 2 1条の 5の 12
児童福祉法施行 令第 25条の 5、 第 25条の 6

基 準 規 定 児童福祉法施行規則第 18条の 26
児童福祉法第 2 1条の 5の 12第 1項の規定に基づきこ ども家庭庁長 官が定める基
準（平成 24年厚生労働省 告 示第 222号）
口設定 ■未設定

未設定理由：法 令の規定において 判断基準が 言い 尽くされているので、 審査基準
の設定は 不要であるため。

審 査 基 準

【基準】

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね6 0日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《 ID104900A 申 請 障害福祉課 児童福祉法第 21 条の 5 の 1 3 第 1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 障害福祉課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 5年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 放課後等 デイサ ー ビスに係る 障害児通所給付費等の支給

処 分 権 者 福祉事務所長

根 拠 規 定 児童福祉法第 2 1条の 5の 13第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 児童福祉法第 2 1条の 5の 13

口設定 ■未設定
未設定理由：法 令の規定において 判断基準が 言い 尽くされているので、 審査基準
の設定は 不要であるため。

審 査 基 準

【基準】

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

国民健康保険 団体 連合 会からの 請求受理後おおむね1 5日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《 ID105500A 申 請 障害福祉課 児童福祉法第 21 条の 5 の 29 第 1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 障害福祉課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 5年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 肢体 不 自由児通所医療費の支給

処 分 権 者 福祉事務所長

根 拠 規 定 児童福祉法第 2 1条の 5の 29第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
児童福祉法第 2 1条の 5の 29第 1項•第 2項

基 準 規 定 児童福祉法施行 令第 25条の 13
児童福祉法施行規則第 18条の 41
口設定 ■未設定

未設定理由：法 令の規定において 判断基準が 言い 尽くされているので、 審査基準
の設定は 不要であるため。

審 査 基 準

【基準】

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

国民健康保険 団体 連合 会からの 請求受理後おおむね1 5日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID1 071 ODA申請 障害福祉課児童福祉法第24条の26第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 障害福祉課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 5年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 障害児相 談支 援給付費の支給

処 分 権 者 福祉事務所長

根 拠 規 定 児童福祉法第 24条の 26第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
児童福祉法第 24条の 26第 1項•第 2項•第 5項
児童福祉法施行規則第 25条の 26の 3第 1項•第 2項、 第 25条の 26の 4第 1項

基 準 規 定
児童福祉法に基づく指定 障害児相 談支 援の事業の 人員及び 運営に関する基準（平
成 24年厚生労働省 令第 29号）
児童福祉法に基づく指定 障害児相 談支 援に要する費用の額の算定に関する基準
（平成 24年厚生労働省 告 示第 126号）

口設定 ■未設定

未設定理由：法 令の規定において 判断基準が 言い 尽くされているので、 審杏基準
の設定は 不要であるため。

審 査 基 準

【基準】

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

国民健康保険 団体 連合 会からの 請求受理後おおむね1 5 13 

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID1 07200A申請 障害福祉課児童福祉法第24条の27第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 障害福祉課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 5年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 特例 障害児相 談支 援給付費の支給

処 分 権 者 福祉事務所長

根 拠 規 定 児童福祉法第 24条の 27第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
児童福祉法第 24条の 27第 1項•第 2項
児童福祉法に基づく指定 障害児相 談支 援の事業の 人員及び 運営に関する基準（平

基 準 規 定 成 24年厚生労働省 令第 29号）
児章福祉法に基づく指定 障害児相 談支 援に要する費用の額の算定に関する基準
（平成 24年厚生労働省 告 示第 126号）

口設定 ■未設定

未設定理由：法 令の規定において 判断基準が 言い 尽くされているので、 審査基準
の設定は 不要であるため。

審 査 基 準

【基準】

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

国民健康保険 団体 連合 会からの 請求受理後おおむね1 5日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID1 07300A申請 障害福祉課児童福祉法第24条の28第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 障害福祉課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 5年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 指定 障害児相 談支 援事業者の指定

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 児童福祉法第 24条の 28第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
児童福祉法第 2 1条の 5の 15第 3項、 第 24条の 28

基 準 規 定
児童福祉法施行規則第 25条の 26の 6第 1項•第 2項
児童福祉法に基づく指定 障害児相 談支 援の事業の 人員及び 運営に関する基準（ 平
成 24年厚生労働 省令第 29号）

■設定 □未設定

［指定 障害児相 談支 援事業者の指定〕
第 24条の 28 第 24条の 26第1項第1号の指定 障害児相 談支 援事業者の指定は、

内 閣府令で定めるところにより、 総合 的に 障害者の日 常生活及び 社会生活を 総
合 的に支 援するための法律第 5条第 18 項に規定する相 談支 援を行う者として
内 閣府令で定める基準に該当する者の 申 請により、 障害児相 談支 援事業を行う

事業所（ 以下 「 障害児相 談支 援事業所」という。） ごとに行う。
② 第 2 1条の 5の 15第 3項（第4号、 第 1 1号及び第 14号を除く。） の規定は、

審 査 基 準 第 24条の 26第1項第1号の指定 障害児相 談支 援事業者の指定について準用す
る。 この場合において、 第 2 1条の 5の 15第 3項第1号中 「都道府県の条例で
定める者」とあるのは、 「法 人」と読み替えるほか、 必要な技術的読替えは、 政
令で定める。

【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね6 0日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID107400A 申請 障害福祉課児童福祉法第24条の29第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 障害福祉課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 5年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 指定 障害児相 談支 援事業者の指定の 更新

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 児童福祉法第 24条の 29第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
児童福祉法第 2 1条の 5の 15第 3項、 第 24条の 29

基 準 規 定
児童福祉法施行規則第 25条の 26の 6
児童福祉法に基づく指定 障害児相 談支 援の事業の 人員及び 運営に関する基準（ 平
成 24年厚生労働 省令第 29号）

■設定 □未設定

［指定の 更新〕
第 24条の 29 第 24条の 26第1項第1号の指定は、 6年 ごとにその 更新を受け

なければ、 その期間の経過によって、 その 効 力を 失う。
② 前項の 更新の 申 請があった場合において、 同項の期間（ 以下この条において

「指定の有 効期間」という。） の満 了の日までにその 申 請に対する 処分がされな
いときは、 従前の指定は、 指定の有 効期間の満 了後もその 処分がされるまでの
間は、 なおその 効 力を有する。

審 査 基 準 ③ 前項の場合において、 指定の 更新がされたときは、 その指定の有 効期間は、
従前の指定の有 効期間の満 了の日の 翌日から起算するものとする。

④ 前条の規定は、 第1項の指定の 更新について準用する。 この場合において、
必要な技術的読替えは、 政 令で定める。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね6 0日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID18 1 200A申請 障害福祉課 特別児童扶養手当等の支給に関する法律第19条》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 障害福祉課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和4年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 障害児福祉手当の受給資格の認定

処 分 権 者 福祉事務所長

根 拠 規 定 特別児章扶養手当等の支給に関する法律第 19条

＜審査基準／標準処理期間＞
特別児童扶養手当等の支給に関する法律第 2条第 2項、 第 17条、 第 18条

基 準 規 定 特別児章扶養手当等の支給に関する法律施行 令第 1条第 1項、 第 1条の 2、 第 6
条、 別 表第 1

口設定 ■未設定

未設定理由：法 令の規定において 判断基準が 言い 尽くされているので、 審査基準
の設定は 不要であるため。

審 査 基 準

【基準】

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね2 0日

備 考

設 定 日 令和 5年 3月 3 1日



《ID18 1 500A申請 障害福祉課 特別児童扶養手当等の支給に関する法律第26条》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 障害福祉課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和4年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 障害児福祉手当の受給資格の 再認定（第 5条第 2項準用）

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 特別児章扶養手当等の支給に関する法律第 26条

＜審査基準／標準処理期間＞
特別児童扶養手当等の支給に関する法律第 2条第 2項、 第 5条第 2項、 第 17条、

基 準 規 定
第 18条
特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行 令第 1条第 1項、 第 1条の 2、 第 6
条、 別 表第 1

口設定 ■未設定

未設定理由：法 令の規定において 判断基準が 言い 尽くされているので、 審杏基準
の設定は 不要であるため。

審 査 基 準

【基準】

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね1 4日

備 考

設 定 日 令和 5年 3月 3 1日



《ID 1821 00A申請 障害福祉課 特別児童扶養手当等の支給に関する法律第26条の5》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 障害福祉課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和4年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 特別 障害者手当の受給資格の 再認定（第 5条第 2項準用）

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 特別児章扶養手当等の支給に関する法律第 26条の 5

＜審査基準／標準処理期間＞
特別児童扶養手当等の支給に関する法律第 2条第 3項、 第 5条第 2項、 第 26条の

基 準 規 定
2、 第 26条の 3

特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行 令第 1条第 2項、 別 表第 1、 別 表第 2
障害児福祉手当及び特別 障害者手当の支給に関する省 令第 14条

口設定 ■未設定

未設定理由：法 令の規定において 判断基準が 言い 尽くされているので、 審杏基準
の設定は 不要であるため。

審 査 基 準

【基準】

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね14日

備 考

設 定 日 令和 5年 3月 3 1日



《ID1 82500A申請 障害福祉課 特別児童扶養手当等の支給に関する法律第26条の5》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 障害福祉課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和4年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 特別 障害者手当の受給資格の認定（第 19条準用）

処 分 権 者 福祉事務所長

根 拠 規 定 特別児章扶養手当等の支給に関する法律第 26条の 5

＜審査基準／標準処理期間＞
特別児童扶養手当等の支給に関する法律第 2条第 3項、 第 19条、 第 26条の 2、

基 準 規 定
第 26条の 3
特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行 令第 1条第 2項、 別 表第 1、 別 表第 2
障害児福祉手当及び特別 障害者手当の支給に関する省 令第 14条

口設定 ■未設定

未設定理由：法 令の規定において 判断基準が 言い 尽くされているので、 審杏基準
の設定は 不要であるため。

審 査 基 準

【基準】

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね2 0日

備 考

設 定 日 令和 5年 3月 3 1日



《ID266870A申請 障害福祉課 障害者の日 常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第19条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 障害福祉課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 5年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 介誰給付費等の支給 決定

処 分 権 者 福祉事務所長

根 拠 規 定 障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第 19条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第 19条第 1項、第
20 条第 1項•第 2項•第 3項、 第 21条、 第 22条第 1項

■設定 □未設定

（介護給付費等の支給 決定）
第 19条 介護給付費、 特例介護給付費、 訓練等給付費又は特例 訓練等給付費（ 以

下「介護給付費等」という。） の支給を受けようとする 障害者又は 障害児の保 護
者は、 市町村の介護給付費等を支給する旨の 決定（ 以下「支給 決定」という。）
を受けなければならない。

2 支給 決定は、 障害者又は 障害児の保 護者の居住地の市町村が行うものとする。
ただし、 障害者又は 障害児の保 護者が居住地を有しないとき、 又は明らかでな
いときは、その 障害者又は 障害児の保 護者の現 在地の市町村が行うものとする。

3 前項の規定にかかわらず、 第 29条第1項若しくは第 30 条第1項の規定によ
り介護給付費等の支給を受けて又は 身体 障害者福祉法第 18 条第 2項若しくは
知 的 障害者 幅祉法第 16 条第1項の規定により入所措置が採られて 障害者支 援

施設、 のぞみの 園又は第 5条第1項若しくは第6項の主務省 令で定める施設に
審 査 基 準 入所している 障害者、 生活保 護法（昭和 25年法律第 144号） 第 30 条第1項た

だし書の規定により同法第 38条第 2項に規定する 救護施設（ 以下この項におい
て「 救護施設」という。）、 同条第3項に規定する 更生 施設（ 以下この項において
「 更生 施設」という。） 又は同法第 30 条第1項ただし書に規定するその他の適
当な施設（ 以下この項において「その他の適当な施設」という。） に入所してい
る 障害者、 介護保険法第 8条第 1 1項に規定する特定施設（ 以下この項及び 次項
において「介誰保険特定施設」という。） に入 居し、 又は同条第 25 項に規定す
る介護保険施設（ 以下この項及び 次項において「介護保険施設」という。） に入
所している 障害者及び 老人福祉法 （昭和 38年法律第 133号） 第 1 1条第1項第
1号の規定により入所措置が採られて同法第 20 条の 4に規定する養 護 老人ホ
ー ム（ 以下この項において「養 護 老人ホ ー ム」という。） に入所している 障害者
（ 以下この項において「特定施設入所等 障害者」と 総称する。） については、 そ
の者が 障害者支 援施設、 のぞみの 園、 第 5条第1項若しくは第6項の主務省 令
で定める施設、 救護施設、 更生 施設若しくはその他の適当な施設、 介護保険特



定施設若しくは介護保険施設又は養 護 老人ホ ー ム（ 以下「特定施設」という。）
への入所又は入居の 前に有した居住地（ 継続して 2 以 上の特定施設に入所又は

入居をしている特定施設入所等 障害者 （ 以下この項において「 継続入所等 障害
者」という。） については、 最初に入所又は入居をした特定施設 への入所又は入
居の 前に有した居住地） の市町村が、 支給 決定を行うものとする。 ただし、 特定
施設 への入所又は入居の 前に居住地を有しないか、 又は明らかでなかった特定
施設入所等 障害者については、 入所又は入居の 前におけるその者の所 在地（ 継
続入所等 障害者については、 最初に入所又は入居をした特定施設の入所又は入

居の 前に有した所 在地） の市町村が、 支給 決定を行うものとする。
4 前 2項の規定にかかわらず、 児童福祉法第 24条の 2第1項若しくは第 24条

の 24第1項の規定により 障害児入所給付費の支給を受けて又は同法第 27条第
1項第3号若しくは第 2項の規定により措置（同法第 3 1条第 5項の規定により

同法第 27 条第1項第3号又は第 2項の規定による措置とみなされる場合を含
む。）が採られて第 5条第1項の主務省 令で定める施設に入所していた 障害者等
が、 継続して、 第 29条第1項若しくは第 30 条第1項の規定により介護給付費
等の支給を受けて、 身体 障害者福祉法第 18条第 2項若しくは 知 的 障害者福祉法
第 16条第1項の規定により入所措置が採られて、 生活保 護法第 30 条第1項た
だし書の規定により、若しくは 老人幅祉法第 1 1条第1項第1号の規定により入
所措置が採られて特定施設（介護保険特定施設及び介護保険施設を除く。） に入
所した場合又は介護保険特定施設若しくは介護保険施設に入所若しくは入居を
した場合は、当該 障害者等が満 18歳となる日の 前日に当該 障害者等の保 護者で
あった者（ 以下この項において「保 護者であった者」という。） が有した居住地
の市町村が、 支給 決定を行うものとする。 ただし、 当該 障害者等が満 18歳とな
る日の 前日に保 護者であった者がいないか、 保 護者であった者が居住地を有し
ないか、 又は保 護者であった者の居住地が明らかでない 障害者等については、
当該 障害者等が満 18歳となる日の 前日におけるその者の所 在地の市町村が支
給 決定を行うものとする。

5 前 2項の規定の適用を受ける 障害者等が入所し、 又は入居している特定施設
は、 当該特定施設の所 在する市町村及び当該 障害者等に対し支給 決定を行う市
町村に、 必要な 協力をしなければならない。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね90 日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID266900A申請 障害福祉課 障害者の日 常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第22条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 障害福祉課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 5年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 介誰給付費等の支給の要 否の 決定

処 分 権 者 福祉事務所長

根 拠 規 定 障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第 22条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律施行規則第 12条

基 準 規 定 障害支 援区分に係る市町村 審査会による 審査及び 判定の基準等に関する 命令 （平
成 26年厚生労働省 令第 5号）

口設定 ■未設定

未設定理由：法 令の規定において 判断基準が 言い 尽くされているので、 審査基準
の設定は 不要であるため。

審 査 基 準

【基準】

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね6 0日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID26691 0A申請 障害福祉課 障害者の日 常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第24条第2 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 障害福祉課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 5年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 介誰給付費等の支給 決定の 変更

処 分 権 者 福祉事務所長

根 拠 規 定 障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第 24条第 2項

＜審査基準／標準処理期間＞
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第 24条第 1項•第
2項

基 準 規 定
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律施行規則第 12条、

第 16条
障宮支 援区分に係る市町村 審査会による 審杏及び 判定の基準等に関する 命令 （平

成 26年厚生労働省 令第 5号）

口設定 ■未設定

未設定理由：法 令の規定において 判断基準が 言い 尽くされているので、 審杏基準
の設定は 不要であるため。

審 査 基 準

【基準】

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね6 0日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID267200A申請 障害福祉課 障害者の日 常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第29条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 障害福祉課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 5年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 介誰給付費又は 訓練等給付費の支給

処 分 権 者 福祉事務所長

根 拠 規 定 障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第 29条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第 29条第 1項•第
3項•第4項•第 6項
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律施行 令第 17条
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律施行規則第 24条、

第 25条
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律に基づく指定 障害

基 準 規 定
福祉サ ー ビスの事業等の 人員、 設 備及び 運営に関する基準（平成 18年厚生労働省
令第 17 1号）
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律に基づく指定 障害

者支 援施設等の 人員、 設 備及び 運営に関する基準（平成 18年厚生労働省 令第 172
号）
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律に基づく指定 障害

福祉サ ー ビス等及び基準該当 障害福祉サ ー ビスに要する費用の額の算定に関する
基準（平成 18年厚生労働省 告 示第 523号）

口設定 ■未設定

未設定理由：法 令の規定において 判断基準が 言い 尽くされているので、 審杏基準
の設定は 不要であるため。

審 査 基 準

【基準】



参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

国民健康保険 団体 連合 会からの 請求受理後おおむね1 5日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID267300A申請 障害福祉課 障害者の日 常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第30条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 障害福祉課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 5年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 特例介護給付費又は特例 訓練等給付費の支給

処 分 権 者 福祉事務所長

根 拠 規 定 障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第 30 条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第 30 条第 1項•第
3項
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律施行 令第 18条、第

基 準 規 定
19条
障宮者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律施行規則第 26 条

の 3、 第 3 1条の 2、 第 3 1条の 3
0紀の川市 障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律におけ

る基準該当事業者の 登録等に関する規則第 9条

口設定 ■未設定

未設定理由：法 令の規定において 判断基準が 言い 尽くされているので、 審杏基準
の設定は 不要であるため。

審 査 基 準

【基準】

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

国民健康保険 団体 連合 会からの 請求受理後おおむね1 5日



備 考

設 定 日 令和 6 年3月31日



《ID267330A申請 障害福祉課 障害者の日 常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第31条》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 障害福祉課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 5年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 介誰給付費等の負担額の特例認定

処 分 権 者 福祉事務所長

根 拠 規 定 障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第 3 1条

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第 3 1条

■設定 □未設定

（介護給付費等の額の特例）
第 3 1 条 市町村が、 災害その他の主務省 令で定める特別の事情があることによ

り、 障害福祉サ ー ビスに要する費用を負担することが 困 難であると認めた支給
決定 障害者等が受ける介護給付費又は 訓練等給付費の支給について第 29 条第
3項の規定を適用する場合においては、 同項第 2号中 「額）」とあるのは、 「額）
の 範囲内において市町村が定める額」とする。

審 査 基 準 2 前項に規定する支給 決定 障害者等が受ける特例介護給付費又は特例 訓練等給
付費の支給について 前条第3項の規定を適用する場合においては、 同項中 「を
控除して得た額を基準として、 市町村が定める」とあるのは、 「の 範囲内におい
て市町村が定める額を控除して得た額とする」とする。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね 30 日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID267400A 申請 障害福祉課 障害者の日 常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第34条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 障害福祉課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 5年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 特定 障害者特別給付費の支給

処 分 権 者 福祉事務所長

根 拠 規 定 障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第 34条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第 34条
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律施行 令第 20 条、第

基 準 規 定 2 1条第 1項•第 3項
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律施行規則第 34条、

第 34条の 2、 第 34条の 3第 1項•第 2項

口設定 ■未設定

未設定理由：法 令の規定において 判断基準が 言い 尽くされているので、 審査基準
の設定は 不要であるため。

審 査 基 準

【基準】

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

国民健康保険 団体 連合 会からの 請求受理後おおむね1 5日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID267500A申請 障害福祉課 障害者の日 常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第35条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 障害福祉課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 5年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 特例特定 障害者特別給付費の支給

処 分 権 者 福祉事務所長

根 拠 規 定 障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第 35条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第 35条
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律施行 令第 2 1条第 1

基 準 規 定 項•第 3項、 第 2 1条の 3
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律施行規則第 34条

の 4

口設定 ■未設定

未設定理由：法 令の規定において 判断基準が 言い 尽くされているので、 審査基準
の設定は 不要であるため。

審 査 基 準

【基準】

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

国民健康保険 団体 連合 会からの 請求受理後おおむね1 5日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID268500A申請 障害福祉課 障害者の日 常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第51条の7第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 障害福祉課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 5年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 地域相 談支 援給付費又は特例地域相 談支 援給付費の給付 決定

処 分 権 者 福祉事務所長

根 拠 規 定 障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第 5 1条の 7第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第 51条の 5、 第 5 1

基 準 規 定
条の 6、 第 5 1条の 7
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律施行規則第 34条

の 3 1～第 34条の 40

口設定 ■未設定

未設定理由：法 令の規定において 判断基準が 言い 尽くされているので、 審杏基準
の設定は 不要であるため。

審 査 基 準

【基準】

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね6 0日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID268600A申請 障害福祉課 障害者の日 常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第51条の9第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 障害福祉課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 5年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 地域相 談支 援給付費又は特例地域相 談支 援給付費の給付 決定の 変更

処 分 権 者 福祉事務所長

根 拠 規 定 障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第 5 1条の 9第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第 5 1条の 9 第 1

基 準 規 定
項•第 2項
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律施行規則第 34条

の 43、 第 34条の 44

口設定 ■未設定

未設定理由：法 令の規定において 判断基準が 言い 尽くされているので、 審杏基準
の設定は 不要であるため。

審 査 基 準

【基準】

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね6 0日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID268800A申請 障害福祉課 障害者の日 常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第51条の14第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 障害福祉課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 5年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 地域相 談支 援給付費の支給

処 分 権 者 福祉事務所長

根 拠 規 定
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第 5 1条の 14第 1

項

＜審査基準／標準処理期間＞
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第 5 1条の 14第 1

項•第 2項•第 3項
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律施行規則第 34条

基 準 規 定 の 5 1、 第 34条の 52
障宮者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律に基づく指定地域

相 談支 援に要する費用の額の算定に関する基準（平成 24年厚生労働省 告 示第 124
号）

口設定 ■未設定

未設定理由：法 令の規定において 判断基準が 言い 尽くされているので、 審査基準
の設定は 不要であるため。

審 査 基 準

【基準】

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

国民健康保険 団体 連合 会からの 請求受理後おおむね1 5日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID268900A申請 障害福祉課 障害者の日 常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第51条の15第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 障害福祉課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 5年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 特例地域相 談支 援給付費の支給

処 分 権 者 福祉事務所長

根 拠 規 定
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第 51条の 15第 1

項

＜審査基準／標準処理期間＞
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第 51条の 15
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律施行規則第 34条

基 準 規 定
の 53
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律に基づく指定地域

相 談支 援に要する費用の額の算定に関する基準（平成 24年厚生労働省 告 示第 124
号）

口設定 ■未設定

未設定理由：法 令の規定において 判断基準が 言い 尽くされているので、 審杏基準
の設定は 不要であるため。

審 査 基 準

【基準】

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

国民健康保険 団体 連合 会からの 請求受理後おおむね1 5 13 

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID269000A申請 障害福祉課 障害者の日 常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第51条の17第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 障害福祉課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 5年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 計 画相 談支 援給付費の支給

処 分 権 者 福祉事務所長

根 拠 規 定
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第 51条の 17第 1

項

＜審査基準／標準処理期間＞
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第 51条の 17第 1

項•第 2項•第 5項
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律施行規則第 34条

の 54第 1項•第 3項、 第 34条の 56
基 準 規 定 障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律に基づく指定 計 画

相 談支 援の事業の 人員及び 運営に関する基準（平成 24年厚生労働省 令第 28号）
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律に基づく指定 計 画

相 談支 援に要する費用の額の算定に関する基準（平成 24年厚生労働省 告 示第 125
号）

口設定 ■未設定

未設定理由：法 令の規定において 判断基準が 言い 尽くされているので、 審杏基準
の設定は 不要であるため。

審 査 基 準

【基準】

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

国民健康保険 団体 連合 会からの 請求受理後おおむね1 5 13 

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID2691 ODA申請 障害福祉課 障害者の日 常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第51条の18第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 障害福祉課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 5年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 特例 計 画相 談支 援給付費の支給

処 分 権 者 福祉事務所長

根 拠 規 定
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第 51条の 18第 1

項

＜審査基準／標準処理期間＞
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第 51条の 18第 1

項•第 2項
基 準 規 定 障宮者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律に基づく指定 計 画

相 談支 援に要する費用の額の算定に関する基準（平成 24年厚生労働省 告 示第 125
号）

口設定 ■未設定

未設定理由：法 令の規定において 判断基準が 言い 尽くされているので、 審査基準
の設定は 不要であるため。

審 査 基 準

【基準】

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

国民健康保険 団体 連合 会からの 請求受理後おおむね1 5日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID269300A申請 障害福祉課 障害者の日 常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第51条の20第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 障害福祉課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 5年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 指定特定相 談支 援事業者の指定

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第 5 1条の 20 第 1

項

＜審査基準／標準処理期間＞
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第 36条第 3項、第
5 1条の 20 、 第 5 1条の 24第 1項•第 2項
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律施行 令第 22条、第

基 準 規 定
22条の 2、 第 26条の 10 、 第 26条の 1 1、 第 26条の 14
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律施行規則第 34条

の 59第 1項•第 2項
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律に基づく指定 計 画

相 談支 援の事業の 人員及び 運営に関する基準（平成 24年厚生労働省 令第 28号）

口設定 ■未設定

未設定理由：法 令の規定において 判断基準が 言い 尽くされているので、 審査基準
の設定は 不要であるため。

審 査 基 準

【基準】

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね6 0日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID269400A申請 障害福祉課 障害者の日 常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第51条の21第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 障害福祉課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 5年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 指定特定相 談支 援事業者の指定の 更新

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第 51条の 2 1第 1

項

＜審査基準／標準処理期間＞
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第41条第 2項•第
3項、 第 5 1条の 2 1

基 準 規 定
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律施行規則第 34条

の 59
障宮者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律に基づく指定 計 画

相 談支 援の事業の 人員及び 運営に関する基準（平成 24年厚生労働省 令第 28号）

口設定 ■未設定

未設定理由：法 令の規定において 判断基準が 言い 尽くされているので、 審杏基準
の設定は 不要であるため。

審 査 基 準

【基準】

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね6 0日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID269800A申請 障害福祉課 障害者の日 常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第54条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 障害福祉課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 5年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 自 立支 援医療費（育成医療） の支給認定

処 分 権 者 福祉事務所長

根 拠 規 定 障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第 54条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第 52条第 1項、第
54条第 1項、 第 55条、 第 58条第 1項・第 3項•第4項
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律施行 令第 1条の 2、

基 準 規 定
第 29条、 第 35条、 附則第 12条
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律施行規則第 6条の
17、 第 6条の 18、 第 6条の 19、 第 26条の 3、 第 36条、 第 38条、 第 38条の 2、

第 39条、 第43条、 第 50 条、 第 5 1条の 2、 第 52条、 第 53条、 第 54条、 第 55
条、 第 56条

口設定 ■未設定

未設定理由：法 令の規定において 判断基準が 言い 尽くされているので、 審杏基準
の設定は 不要であるため。

審 査 基 準

【基準】

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね14日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID269900A申請 障害福祉課 障害者の日 常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第54条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 障害福祉課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 5年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 自 立支 援医療費（ 更生 医療） の支給認定

処 分 権 者 福祉事務所長

根 拠 規 定 障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第 54条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第 52条第 1項、第
54条第 1項、 第 55条、 第 58条第 1項・第 3項•第4項
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律施行 令第 1条の 2、

基 準 規 定
第 29条、 第 35条、 附則第 12条
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律施行規則第 6条の
17、 第 6条の 18、 第 6条の 19、 第 26条の 3、 第 36条、 第 37条、 第 38条、 第 38

条の 2、 第 39条、 第43条、 第 50 条、 第 5 1条の 2、 第 52条、 第 53条、 第 54条、
第 55条、 第 56条

口設定 ■未設定

未設定理由：法 令の規定において 判断基準が 言い 尽くされているので、 審杏基準
の設定は 不要であるため。

審 査 基 準

【基準】

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね4 5日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID270000A申請 障害福祉課 障害者の日 常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第56条第2 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 障害福祉課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 5年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 自 立支 援医療費（育成医療） の支給認定の 変更の認定

処 分 権 者 福祉事務所長

根 拠 規 定 障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第 56条第 2項

＜審査基準／標準処理期間＞
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第 56条第 1項•第

基 準 規 定
2項
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律施行規則第44条、

第45条

口設定 ■未設定

未設定理由：法 令の規定において 判断基準が 言い 尽くされているので、 審杏基準
の設定は 不要であるため。

審 査 基 準

【基準】

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね14日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID2701 ODA申請 障害福祉課 障害者の日 常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第56条第2 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 障害福祉課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 5年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 自 立支 援医療費（ 更生 医療） の支給認定の 変更の認定

処 分 権 者 福祉事務所長

根 拠 規 定 障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第 56条第 2項

＜審査基準／標準処理期間＞
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第 56条第 1項•第

基 準 規 定
2項
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律施行規則第44条、

第45条

口設定 ■未設定

未設定理由：法 令の規定において 判断基準が 言い 尽くされているので、 審杏基準
の設定は 不要であるため。

審 査 基 準

【基準】

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね4 5日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID270300A申請 障害福祉課 障害者の日 常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第58条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 障害福祉課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 5年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 自 立支 援医療費（育成医療） の支給

処 分 権 者 福祉事務所長

根 拠 規 定 障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第 58条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第 58条第 1項•第
3項•第4項

基 準 規 定 障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律施行 令第 35条
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律施行規則第 50 条、

第 5 1条の 2、 第 52条、 第 53条、 第 54条、 第 55条、 第 56条

口設定 ■未設定

未設定理由：法 令の規定において 判断基準が 言い 尽くされているので、 審査基準
の設定は 不要であるため。

審 査 基 準

【基準】

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間 国民健康保険 団体 連合 会と 社会保険診療報酬支払基 金より 請求受理後おおむね1

5日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID270400A申請 障害福祉課 障害者の日 常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第58条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 障害福祉課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 5年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 自 立支 援医療費（ 更生 医療） の支給

処 分 権 者 福祉事務所長

根 拠 規 定 障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第 58条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第 58条第 1項•第
3項•第4項

基 準 規 定 障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律施行 令第 35条
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律施行規則第 50 条、

第 5 1条の 2、 第 52条、 第 53条、 第 54条、 第 55条、 第 56条

口設定 ■未設定

未設定理由：法 令の規定において 判断基準が 言い 尽くされているので、 審査基準
の設定は 不要であるため。

審 査 基 準

【基準】

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間 国民健康保険 団体 連合 会と 社会保険診療報酬支払基 金より 請求受理後おおむね1

5日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID270800A申請 障害福祉課 障害者の日 常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第70条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 障害福祉課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 5年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 療養介護医療費の支給

処 分 権 者 福祉事務所長

根 拠 規 定 障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第70 条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第 58条第 3項•第

4項
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律施行 令第 35条、第

基 準 規 定 42条の 2
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律施行規則第 50 条、

第 5 1条の 2、 第 52条、 第 53条、 第 54条、 第 55条、 第 56条、 第 64条の 2第 1
項

口設定 ■未設定

未設定理由：法 令の規定において 判断基準が 言い 尽くされているので、 審査基準
の設定は 不要であるため。

審 査 基 準

【基準】

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間 国民健康保険 団体 連合 会と 社会保険診療報酬支払基 金からの 請求受理後おおむね

1 5日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID270900A申請 障害福祉課 障害者の日 常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第71条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 障害福祉課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 5年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 基準該当療養介誰医療費の支給

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第71条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第 58条第 3項•第

4項、 第7 1条第 1項
基 準 規 定 障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律施行 令第42条の 4

障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律施行規則第 54条、
第 64条の 3～第 64条の 4

口設定 ■未設定

未設定理由：法 令の規定において 判断基準が 言い 尽くされているので、 審査基準
の設定は 不要であるため。

審 査 基 準

【基準】

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間 国民健康保険 団体 連合 会と 社会保険診療報酬支払基 金からの 請求受理後おおむね

1 5日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID271000A申請 障害福祉課 障害者の日 常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第76条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 障害福祉課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 5年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 補装具費の支給

処 分 権 者 福祉事務所長

根 拠 規 定 障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第76条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第 5条第 25項、第

76条第 1項•第 2項
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律施行 令第 43 条の

基 準 規 定
2、 第43条の 3
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律施行規則第 6条の
20 、 第 26条の 3、 第 65条の 4、 第 65条の 7、 第 65条の 8
補装具の 種 目、 購入等に要する費用の額の算定等に関する基準（平成 18年厚生労
働省 告 示第 528号）
口設定 ■未設定

未設定理由：法 令の規定において 判断基準が 言い 尽くされているので、 審杏基準
の設定は 不要であるため。

審 査 基 準

【基準】

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね6箇月

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID271 1 ODA申請 障害福祉課 障害者の日 常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第76条の2第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 障害福祉課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 5年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 高額 障害福祉サ ー ビス等給付費の支給

処 分 権 者 福祉事務所長

根 拠 規 定 障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第76条の 2第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第76条の 2
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律施行 令第 17条、第

43条の 4、 第43条の 5、 第43条の 6

基 準 規 定
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律施行規則第 65 条

の 9の 2
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律第76条の 2第 1項

の規定に基づきこ ども家庭庁長 官及び 厚生労働大臣が定める基準（平成 24年厚生
労働省 告 示第 224号）

口設定 ■未設定

未設定理由：法 令の規定において 判断基準が 言い 尽くされているので、 審杏基準
の設定は 不要であるため。

審 査 基 準

【基準】

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね6 0日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID284400A申請 障害福祉課 障害者の日 常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 施行令第16条》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 障害福祉課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 5年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 受給者証の 再交付

処 分 権 者 福祉事務所長

根 拠 規 定 障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律施行 令第 16条

＜審査基準／標準処理期間＞
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律施行 令第 16条

基 準 規 定 障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律施行規則第 23 条
第 1項•第 2項

口設定 ■未設定

未設定理由：法 令の規定において 判断基準が 言い 尽くされているので、 審査基準
の設定は 不要であるため。

審 査 基 準

【基準】

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね7日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID284500A申請 障害福祉課 障害者の日 常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 施行令第26条の8》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 障害福祉課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和4年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 地域相 談支 援受給者証の 再交付

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律施行 令第 26条の 8

＜審査基準／標準処理期間＞
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律施行 令第 26条の 8

基 準 規 定 障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律施行規則第 34条
の 50 第 1項•第 2項

口設定 ■未設定

未設定理由：法 令の規定において 判断基準が 言い 尽くされているので、 審査基準
の設定は 不要であるため。

審 査 基 準

【基準】

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね7日

備 考

設 定 日 令和 5年 3月 3 1日



《ID284600A申請 障害福祉課 障害者の日 常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 施行令第33条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 障害福祉課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 5年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 医療受給者証の 再交付

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律施行 令第 33条第 1

項

＜審査基準／標準処理期間＞
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律施行 令第 33条第 1

基 準 規 定
項
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律施行規則第 48 条

第 1項•第 2項

口設定 ■未設定

未設定理由：法 令の規定において 判断基準が 言い 尽くされているので、 審杏基準
の設定は 不要であるため。

審 査 基 準

【基準】

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね14日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID2851 1 0A申請 障害福祉課児童福祉法 施行規則第18条の6第9 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 障害福祉課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 通所受給者証の 再交付

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 児童福祉法施行規則第 18条の 6第 9項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 児童福祉法施行規則第 18条の 6第 9項

口設定 ■未設定
未設定理由：法 令の規定において 判断基準が 言い 尽くされているので、 審査基準
の設定は 不要であるため。

審 査 基 準

【基準】

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね7日

備 考

設 定 日 平成 3 1年 3月 3 1日



《ID290350A申請 障害福祉課 障害者の日 常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 施行規則第64条の2の2第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 障害福祉課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和4年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 療養介護医療受給者証の 再交付

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律施行規則第 64条

の 2の 2第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
障害者の日 常生活及び 社会生活を 総合 的に支 援するための法律施行規則第 64条

の 2の 2

口設定 ■未設定
未設定理由：法 令の規定において 判断基準が 言い 尽くされているので、 審査基準
の設定は 不要であるため。

審 査 基 準

【基準】

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

申 請受付後 7日 以 内

備 考

設 定 日 令和 5年 3月 3 1日



《ID18 1 090A申請 こども課 特別児童扶養手当等の支給に関する法律第16条》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 障害福祉課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 5年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 特別児章扶養手当の 増額改定（児章扶養手当法第 8条第 1項準用）

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 特別児童扶養手当等の支給に関する法律第 16条

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
特別児童扶養手当等の支給に関する法律第 16条
児童扶養手当法第 8条第 1項

■設定 □未設定

（児童扶養手当法の準用）
第 16条 児童扶養手当法第 5条の 2第1項及び第3項、 第 8条、 第 22条から第

25条まで並びに第 3 1条の規定は、 手当について準用する。 この場合において、
同法第 5条の 2第1項中 「基本 額」とあるのは 「特別児童扶養手当の額」と、 同
条第3項中 「前 2項」とあるのは 「第1項」と、 同法第 8条第1項中 「 監護等児
童があるに至った場合」とあるのは 「 監護し若しくは養育する 障害児があるに

至った場合又はその 監護し若しくは養育する 障害児の 障害の 程度が 増進した場
合」と、 同条第3項中 「 監護等児童の 数が減じ」とあるのは 「その 監護し若しく

審 査 基 準 は養育する 障害児の 数が減じ、 又はその 障害児の 障害の 程度が 低下し」と、 「そ
の減じ」とあるのは 「その減じ、 又は 低下し」と、 同法第 23条第1項中 「都道
府県知事」とあるのは 「厚生労働大臣」と、 同法第 31条中 「第 12条第 2項」

とあるのは 「特別児童扶養手当等の支給に関する法律第9条第 2項」と、 「金額
の全 部又は 一部」とあるのは 「金額」と読み替えるものとする。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

口設定 ■未設定
標準処理期間

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID1 05750A申請 こども課児童福祉法第22条第2 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

工：：I] ：年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 助産施設 への入所

処 分 権 者 福祉事務所長

根 拠 規 定 児童福祉法第 22条第 2項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 児童福祉法第 22条第 2項

■設定 □未設定

［助産施設 への入所〕
第 22条 都道府県、 市及び福祉事務所を設 憧する町村（ 以下「 都道府県等」とい

う。） は、 それぞれその設 置する福祉事務所の所 管区域内における 妊産 婦が、 保
健上必要があるにもかかわらず、 経済的理由により、 入院 助産を受けることが
できない場合において、 その 妊産 婦から 申 込みがあったときは、 その 妊産 婦に
対し 助産施設において 助産を行わなければならない。 ただし、 付 近に 助産施設
がない等やむを得ない事由があるときは、 この限りでない。

② 前項に規定する 妊産 婦であって 助産施設における 助産の 実施（ 以下「 助産の
実施」という。） を 希望する者は、 内 閣府令の定めるところにより、 入所を 希望

する 助産施設その他 内 閣府令の定める事項を記 載した 申 込書を 都道府県等に 提
審 査 基 準 出しなければならない。 この場合において、 助産施設は、 内 閣府令の定めると

ころにより、 当該 妊産 婦の 依頼を受けて、 当該 申 込書の 提出を代わって行うこ
とができる。

③ 都道府県等は、 第 25条の 7第 2項第3号、 第 25条の 8第3号又は第 26条第
1項第 5号の規定による報告又は通知を受けた 妊産 婦について、 必要があると

認めるときは、 当該 妊産 婦に対し、 助産の 実施の 申 込みを 勧奨しなければなら
なし‘。

④ 都道府県等は、 第1項に規定する 妊産 婦の 助産施設の 選択及び 助産施設の適
正な 運営の確保に資するため、 内 閣府令の定めるところにより、 当該 都道府県

等の設 置する福祉事務所の所 管区域内における 助産施設の設 置者、 設 備及び 運
営の 状況その他の 内 閣府令の定める事項に関し情報の 提供を行わなければなら

なし‘。



【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

口設定 ■ 未設定
標準処理期間

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID1 05850A申請 こども課児童福祉法第23条第2 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

工：：I] ：年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 母子生活支 援施設 への入所

処 分 権 者 福祉事務所長

根 拠 規 定 児童福祉法第 23条第 2項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 児童福祉法第 23条第 2項

■設定 □未設定

［母子生活支 援施設 への入所〕
第 23条 都道府県等は、それぞれその設 置する福祉事務所の所 管区域内における

保 護者が、 配偶者のない 女子又はこれに準ずる事情にある 女子であって、 その
者の 監誰すべき児童の福祉に 欠けるところがある場合において、 その保 護者か
ら 申 込みがあったときは、 その保 護者及び児童を 母子生活支 援施設において保
護しなければならない。 ただし、 やむを得ない事由があるときは、 適当な施設
への入所のあっせ ん、 生活保 護法（昭和 25年法律第 144号） の適用等適 切な保
護を行わなければならない。

② 前項に規定する保 護者であって 母子生活支 援施設における保 護の 実施（ 以下
「 母子保 護の 実施」という。） を 希望するものは、 内 閣府令の定めるところによ
り、 入所を 希望する 母子生活支 援施設その他 内 閣府令の定める事項を記 載した

審 査 基 準 申 込書を 都道府県等に 提出しなければならない。 この場合において、 母子生活
支 援施設は、 内 閣府令の定めるところにより、 当該保 護者の 依頼を受けて、 当
該 申 込書の 提出を代わって行うことができる。

③ 都道府県等は、 前項に規定する保 誰者が特別な 事清により当該 都道府県等の
設 置する 幅祉事務所の所 管区域外の 母子生活支 援施設 への入所を 希望するとき
は、 当該施設 への入所について必要な 連絡及び 調整を 図らなければならない。

④ 都道府県等は、 第 25条の 7第 2項第3号、 第 25条の 8第3号若しくは第 26
条第1項第 5号又は 売春防 止法 （昭和 3 1年法律第 1 18号） 第 36条の 2の規定
による報告又は通知を受けた保 護者及び児童について、 必要があると認めると
きは、 その保 護者に対し、 母子保 護の 実施の 申 込みを 勧奨しなければならない。

⑤ 都道府県等は、 第1項に規定する保 護者の 母子生活支 援施設の 選択及び 母子
生活支 援施設の適 正な 運営の確保に資するため、 内 閣府令の定めるところによ
り、 母子生活支 援施設の設 置者、 設 備及び 運営の 状況その他の 内 閣府令の定め
る事項に関し情報の 提供を行わなければならない。



【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

口設定 ■ 未設定
標準処理期間

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID1 75600A申請 こども課児童扶養手当法第6条》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

工ニ二：4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 児童扶養手当の受給資格認定

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 児童扶養手当法第 6条

＜審査基準／標準処理期間＞
児童扶養手当法第4条

基 準 規 定 児童扶養手当法施行 令第 1条第 1項、 第 1条第 2項、 第 1条の 2、 第 2条、 別 表
第 1、 別 表第 2

■設定 □未設定

（認定）
第6条 手当の支給要 件に該当する者（ 以下「受給資格者」という。） は、 手当の

支給を受けようとするときは、 その受給資格及び手当の額について、 都道府県
知事等の認定を受けなければならない。

2 前項の認定を受けた者が、 手当の支給要 件に該当しなくなった後 再びその要
審 査 基 準 件に該当するに至った場合において、 その該当するに至った後の期間に係る手

当の支給を受けようとするときも、 同項と同 様とする。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね4 0日

備 考

設 定 日 令和 5年 3月 3 1日



《ID1 75700A申請 こども課児童扶養手当法第8条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 I こ ども課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 児童扶養手当の 増額改定

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 児童扶養手当法第 8条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 児童扶養手当法第 8条第 1項

■設定 □未設定

（手当の額の改定時期）
第 8条 手当の支給を受けている者につき、 新たに 監護等児童があるに至った場

合における手当の額の改定は、 その者がその改定後の額につき認定の 請求をし
た日の属する月の 翌月から行う。

2 前条第 2項の規定は、 前項の改定について準用する。
審 査 基 準 3 手当の支給を受けている者につき、 監護等児童の 数が減じた場合における手

当の額の改定は、 その減じた日の属する月の 翌月から行う。
【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね4 0日

備 考

設 定 日 平成 3 1年 3月 3 1日



《ID1 80300A申請 こども課 母子及び父子並びに寡婦福祉法第31条》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

工：：I] ：年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 母子家庭 自 立支 援給付 金の支給

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 母子及び 父子並びに 寡婦福祉法第 3 1条

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
母子及び 父子並びに 寡婦福祉法第 3 1条
母子及び 父子並びに 寡婦福祉法施行 令第 27条 ～第 29条

■設定 □未設定

（ 母子家庭 自 立支 援給付 金）
第 3 1条 都道府県等は、 配偶者のない 女子で現に児童を扶養しているものの 雇用

の 安定及び 就職の 促進を 図るため、 政 令で定めるところにより、 配偶者のない
女子で現に児童を扶養しているもの又は事業主に対し、 次に掲げる給付 金 （ 以

下「 母子家庭 自 立支 援給付 金」という。） を支給することができる。
(1) 配偶者のない 女子で現に児童を扶養しているものが、 内 閣府令で定める

教育 訓練を受け、 当該 教育 訓練を 修了した場合に、 その者に支給する給付 金
（ 以下「 母子家庭 自 立支 援教育 訓練給付 金」という。）

審 査 基 準 (2) 配偶者のない 女子で現に児童を扶養しているものが、 安定した 職業に 就
くことを 容易にするため必要な資格として 内 閣府令で定めるものを取得する
ため養成機関において 修業する場合に、 その 修業と生活との 両立を支 援する
ためその者に支給する給付 金 （ 以下「 祉子家庭高等 職業 訓練促進給付 金」と
し うヽ。）

(3) 前 2号に掲げる給付 金 以外の給付 金であって、 政 令で定めるもの
【基準】
上記の条文及び基準規定による。

生活困窮者等の 自 立を 促進するための生活困窮者 自 立支 援法等の 一部を改正する
参 考 資 料 法律の施行に伴う 厚生労働省関係省 令の 幣備等に関する省 令の施行について（平

成3 0年厚生労働省子 ども家庭局長通知）

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね3 0日



備 考

設 定 日 令和 6 年3月31日



《ID1 80700A申請 こども課 母子及び父子並びに寡婦福祉法第31条の10》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

工：：I] ：年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 父子家庭 自 立支 援給付 金の支給（第 3 1条準用）

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 母子及び 父子並びに 寡婦福祉法第 3 1条の 10

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
母子及び 父子並びに 寡婦福祉法第 3 1条の 10
母子及び 父子並びに 寡婦福祉法施行 令第 27条 ～第 29条、 第 3 1条の 9

■設定 □未設定

（ 父子家庭 自 立支 援給付 金）
第 3 1条の 10 第 3 1条から第 3 1条の 4までの規定は、 配偶者のない 男子で現に

児童を扶養しているものについて準用する。 この場合において、 第 3 1条中「 母
子家庭 自 立支 援給付 金」とあるのは「 父子家庭 自 立支 援給付 金」と、 同条第1号
中「 母子家庭 自 立支 援教育 訓練給付 金」とあるのは「 父子家庭 自 立支 援教育 訓
練給付 金」と、 同条第 2号中「 祉子家庭高等 職業 訓練促進給付 金」とあるのは

「 父子家庭高等 職業 訓練促進給付 金」と、 第 3 1条の 2中「 母子家庭 自 立支 援給
審 査 基 準 付 金」とあるのは「 父子家庭 自 立支 援給付 金」と、 第 3 1条の 3及び第 3 1条の

4中「 母子家庭 自 立支 援教育 訓練給付 金又は 母子家庭圏等 職業 訓練促進給付 金」
とあるのは「 父子家庭 自 立支 援教育 訓練給付 金又は 父子家庭高等 職業 訓練促進
給付 金」と読み替えるものとする。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。

生活困窮者等の 自 立を 促進するための生活困窮者 自 立支 援法等の 一部を改正する
参 考 資 料 法律の施行に伴う 厚生労働省関係省 令の 整備等に関する省 令の施行について（平

成3 0年厚生労働省子 ども家庭局長通知）

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね 30 日

備 考



設 定 日 ］ 令和 6年 3月 3 1日



《ID1 87400A申請 こども課 母子保健法第20条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 I こ ども課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 未 熟児に対する養育医療の給付の 決定

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 母子保健法第 20 条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 母子保健法第 20 条第 1項•第 2項•第 3項

■設定 □未設定

（養育医療）
第 20 条 市町村は、 養育のため病院又は診療所に入院することを必要とする未 熟

児に対し、 その養育に必要な医療（ 以下「養育医療」という。） の給付を行い、
又はこれに代えて養育医療に要する費用を支給することができる。

2 前項の規定による費用の支給は、 養育医療の給付が困難であると認められる
場合に限り、 行なうことができる。

3 養育医療の給付の 範囲は、 次のとおりとする。
(1) 診 察
(2) 薬剤又 ぱ治療 材料の支給
(3) 医 学的 処置、 手 術及びその他の治療
(4) 病院又は診療所 への入院及びその療養に伴う世話その他の 看護
(5) 移送

審 査 基 準 4 養育医療の給付は、 都道府県知事が 次項の規定により指定する病院若しくは
診療所又は薬局（ 以下「指定養育医療機関」という。） に委託して行うものとす
る。

5 都道府県知事は、 病院若しくは診療所又は薬局の 開設者の同 意を得て、 第1
項の規定による養育医療を担当させる機関を指定する。

6 第1項の規定により支給する費用の額は、 次項の規定により準用する児童福
祉法第 19条の 12の規定により指定養育医療機関が 請求することができる診療

報酬の例により算定した額のうち、 本 人及びその扶養義務者（民 法（明治 29年
法律第 89号） に定める扶養義務者をいう。 第 2 1条の 4第1項において同じ。）
が負担することができないと認められる額とする。

7 児童福祉法第 19条の 12、 第 19条の 20 及び第 2 1条の 3の規定は養育医療の
給付について、 同法第 20 条第7項及び第 8項並びに第 2 1条の規定は指定養育
医療機関について、 それぞれ準用する。 この場合において、 同法第 19条の 12
中「診療 方針」とあるのは「診療 方針及び診療報酬」と、 同法第 19条の 20 （第



2項を除く。） 中「小 児慢性特定疾病医療費の」とあるのは「診療報酬の」と、
同条第1項中「第 19条の 3第 10 項」とあるのは「 母子保健法第 20 条第7項に
おいて読み替えて準用する第 19条の 12」と、 同条第4項中「 都道府県」とある
のは「市町村」と、 同法第 2 1条の 3第 2項中「 都道府県の」とあるのは「市町
村の」と読み替えるものとする。

【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね1 0日

備 考

設 定 日 平成 3 1年 3月 3 1日



《ID207500A申請 こども課児童手当法第7条》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

工ニ二：4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 児童手当の受給資格及び額の認定（他の市町村に住所を 変更した場合を含む。）

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 児童手当法第7条

＜ 審査基準／標準処理期 間 ＞

基 準 規 定

審 査 基 準

児童手当法第 3条第 1項、 第4条 ～第 6条、 第7条第 1項•第 2項、 第 8条第 1
項 ～第 3項

■設定 □未設定

（認定）
第7条 児童手当の支給要 件に該当する者（第4条第1項第1号から第 3号まで

に係るものに限る。 以下「 一般受給資格者」という。） は、 児童手当の支給を受
けようとするときは、 その受給資格及び児童手当の額について、 内 閣府令で定
めるところにより、 住所地（ 一般受給資格者が 未成年後 見人であり、 かつ、 法
人である場合にあっては、 主たる事務所の所 在地とする。） の市町村長（特別区

の区長を含む。 以下同じ。） の認定を受けなければならない。
2 児童手当の支給要 件に該当する者（第4条第1項第4号に係るものに限る。

以下「施設等受給資格者」という。） は、 児童手当の支給を受けようとするとき
は、 その受給資格及び児童手当の額について、 内 閣府令で定めるところにより、
次の各号に掲げる者の区分に応じ、 当該各号に定める者の認定を受けなければ

ならない。
(1) 小規模住居型児童養育事業を行う者 当該小規模住居型児童養育事業を

行う住居の所 在地の市町村長
(2) 里親 当該里親の住所地の市町村長
(3) 障害児入所施設等の設 置者 当該 障害児入所施設等の所 在地の市町村長
3 前 2項の認定を受けた者が、 他の市町村（特別区を含む。 以下同じ。） の区域

内に住所（ 一般受給資格者が 未成年後 見人であり、 かつ、 法 人である場合にあ
つては主たる事務所の所 在地とし、 施設等受給資格者が小規模住居型児童養育
事業を行う者である場合にあっては当該小規模住居型児童養育事業を行う住居
の所 在地とし、 障害児入所施設等の設 憧者である場合にあっては当該 障害児入
所施設等の所 在地とする。 次条第 3項において同じ。）を 変更した場合において、
その 変更後の期間に係る児童手当の支給を受けようとするときも、 前 2項と同
様とする。



【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね6 0日

備 考

設 定 日 令和 3年 3月 3 1日



《ID207600A申請 こども課児童手当法第9条》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 I こ ども課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 児童手当の額の改定

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 児童手当法第 9条

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 児童手当法第 9条

■設定 □未設定

（児童手当の額の改定）
第9条 児童手当の支給を受けている者につき、 児童手当の額が 増額することと

なるに至った場合における児童手当の額の改定は、 その者がその改定後の額に
つき認定の 請求をした日の属する月の 翌月から行う。

2 前条第 3項の規定は、 前項の改定について準用する。
審 査 基 準 3 児童手当の支給を受けている者につき、 児童手当の額が減額することとなる

に至った場合における児童手当の額の改定は、 その事由が生 じた日の属する月
の 翌月から行う。
【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね6 0日

備 考

設 定 日 平成 3 1年 3月 3 1日



《ID207900A申請 こども課児童手当法第12条》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

工ニ二：4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 児童手当の 未払 請求

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 児童手当法第 12条

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 児童手当法第 3条第 1項、 第4条、 第 6条、 第 8条第 3項、 第 9条

■設定 □未設定

（未支払の児童手当）
第 12条 児童手当の 一般受給資格者が死亡した場合において、その死亡した者に

支払うべき児童手当 （その者が 監護していた中 学校修了前の児童であった者に
係る 部分に限る。） で、 まだその者に支払つていなかったものがあるときは、 当
該中 学校修了 前の児童であった者にその 未支払の児童手当を支払うことができ
る。

2 中 学校修了 前の施設入所等児童が第 3条第 3項各号に掲げる児童に該当しな
くなった場合において、 当該中 学校修了前の施設入所等児童が委託されていた
施設等受給資格者又は当該中 学校修了前の施設入所等児童が入所若しくは入院

審 査 基 準 をしていた 障害児入所施設等に係る施設等受給資格者に支払うべき児童手当
（当該中学校修了 前の施設入所等児童であった者に係る 部分に限る。） で、 まだ
その者に支払つていなかったものがあるときは、 当該中 学校修了前の施設入所
等児童であった者にその 未支払の児童手当を支払うことができる。

3 前項の規定による支払があったときは、 当該施設等受給資格者に対し当該児
童手当の支給があったものとみなす。

【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

標準処理期間 ■設定 □未設定



おおむね3 0日

備 考

設 定 日 令和 3年 3月 3 1日



《ID1 0591 0A申請 保育課児童福祉法第24条第3 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

呈
：：：年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 保育の 利用 調照

処 分 権 者 福祉事務所長

根 拠 規 定 児童福祉法第 24条第 3項

＜審査基準／標準処理期間＞
児童福祉法第 24条第 1項

基 準 規 定 0紀の川市保育の必 要性の認定に関する条例第 2条
0紀の川市 一時保育事業 実施規 程第 3条

■設定 □未設定

［保育の 実施〕
第 24条 市町村は、 この法律及び子 ども・子育て支 援法の定めるところにより、

保 護者の労働又は疾病その他の事由により、 その 監護すべき 乳児、 幼児その他
の児童について保育を必要とする場合において、 次項に定めるところによるほ
か、 当該児童を保育所 （認定こ ども 園法第3条第1項の認定を受けたもの及び
同条第 1 1項の規定による 公示がされたものを除く。） において保育しなければ
ならない。

② 市町村は、 前項に規定する児童に対し、 認定こ ども 園法第 2条第6項に規定
する認定こ ども 園（子 ども・子育て支 援法第 27条第1項の確認を受けたものに
限る。） 又は家庭的保育事業等（家庭的保育事業、 小規模保育事業、 居宅訪問型
保育事業又は事業所 内保育事業をいう。 以下同じ。） により必要な保育を確保す

審 査 基 準 るための措置を 講じなければならない。
③ 市町村は、 保育の 需要に応ずるに足りる保育所、 認定こ ども 園（子 ども・子育

て支 援法第 27条第1項の確認を受けたものに限る。 以下この項及び第46条の
2第 2項において同じ。） 又は家庭的保育事業等が 不足し、 又は 不足するおそれ

がある場合その他必要と認められる場合には、 保育所、 認定こ ども 園（保育所
であるものを含む。） 又は家庭的保育事業等の 利用について 調整を行うととも
に、 認定こ ども 園の設 置者又は家庭的保育事業等を行う者に対し、 前項に規定
する児童の 利用の要 請を行うものとする。

④ 市町村は、 第 25条の 8第3号又は第 26条第1項第 5号の規定による報告又
は通知を受けた児童その他の 優先的に保育を行う必要があると認められる児童
について、 その保 護者に対し、 保育所若しくは 幼保 連携型認定こ ども 園におい
て保育を受けること又は家庭的保育事業等による保育を受けること（ 以下「保
育の 利用」という。） の 申 込みを 勧奨し、 及び保育を受けることができるよう支
援しなければならない。



⑤ 市町村は、 前項に規定する児童が、 同項の規定による 勧奨及び支 援を行って
も、 なおやむを得ない事由により子 ども・子育て支 援法に規定する施設 型給付
費若しくは特例施設 型給付費（同法第 28条第1項第 2号に係るものを除く。 次
項において同じ。）又は同法に規定する地域型保育給付費若しくは特例地域型保
育給付費（同法第 30 条第1項第 2号に係るものを除く。 次項において同じ。）
の支給に係る保育を受けることが著しく 困 難であると認めるときは、 当該児章
を当該市町村の設 置する保育所若しくは 幼保 連携型認定こ ども 園に入所させ、
又は当該市町村 以外の者の設 置する保育所若しくは 幼保 連携型認定こ ども 園に
入所を委託して、 保育を行わなければならない。

⑥ 市町村は、 前項に定めるほか、 保育を必要とする 乳児・ 幼児が、 子 ども・子育
て支 援法第42条第1項又は第 54条第1項の規定によるあっせ ん又は要 請その
他市町村による支 援等を受けたにもかかわらず、 なお保育が 利用できないな ど、
やむを得ない事由により同法に規定する施設 型給付費若しくは特例施設 型給付
費又は同法に規定する地域型保育給付費若しくは特例地域型保育給付費の支給
に係る保育を受けることが著しく 困 難であると認めるときは、 次の措置を採る
ことができる。

(1) 当該保育を必要とする 乳児・ 幼児を当該市町村の設 置する保育所若しく
は 幼保 連携型認定こ ども 園に入所させ、 又は当該市町村 以外の者の設 置する
保育所若しくは 幼保 連携型認定こ ども 園に入所を委託して、保育を行うこと。

(2) 当該保育を必要とする 乳児・ 幼児に対して当該市町村が行う家庭的保育
事業等による保育を行い、 又は家庭的保育事業等を行う当該市町村 以外の者
に当該家庭的保育事業等により保育を行うことを委託すること。

⑦ 市町村は、 第3項の規定による 調整及び要 請並びに第4項の規定による 勧奨
及び支 援を適 切に 実施するとともに、 地域の 実情に応じたきめ 細かな保育が 積
極的に 提供され、 児童が、 その 置かれている 環境等に応じて、 必要な保育を受

けることができるよう、 保育を行う事業その他児章の 幅祉を 増進することを 目
的とする事業を行う者の活 動の 連携及び 調整を 図る等地域の 実情に応じた 体 制

の 幣備を行うものとする。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

口設定 ■ 未設定
標準処理期間

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID273700A申請 保育課 子ども ・ 子育て支援法第20条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

呈
：：：年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 子 どものための 教育・保育給付を受ける資格を有すること等の認定

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 子 ども・子育て支 援法第 20 条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
子 ども・子育て支 援法第 19条第 1項、 第 20 条、 第 2 1条
子 ども・子育て支 援法施行 令第 1条の 2

基 準 規 定 子 ども・子育て支 援法施行規則第 1条の 5、 第 2条、 第 3条、 第4条、 第 6条、 第
8条
0紀の川市保育の必 要性の認定に関する条例第 2条

■設定 □未設定

（市町村の認定等）
第 20 条 前条各号に掲げる小 学校就学前子 どもの保 護者は、 子 どものための 教

育・保育給付を受けようとするときは、 内 閣府令で定めるところにより、 市町
村に対し、 その小 学校就学前子 ども ごとに、 子 どものための 教育・保育給付を

受ける資格を有すること及びその該当する同条各号に掲げる小 学校就学前子 ど
もの区分についての認定を 申 請し、 その認定を受けなければならない。

2 前項の認定は、 小 学校就学前子 どもの保 護者の居住地の市町村が行うものと
する。 ただし、 小 学校就学前子 どもの保 護者が居住地を有しないとき、 又は明
らかでないときは、 その小 学校就学前子 どもの保 護者の現 在地の市町村が行う
ものとする。

審 査 基 準 3 市町村は、 第1項の規定による 申 請があった場合において、 当該 申 請に係る
小 学校就学前子 どもが 前条第 2号又は第3号に掲げる小 学校就学前子 どもに該
当すると認めるときは、 政 令で定めるところにより、 当該小 学校就学前子 ども
に係る保育必要 量（月を 単位として 内 閣府令で定める期間において施設 型給付
費、 特例施設 型給付費、 地域型保育給付費又は特例地域型保育給付費を支給す
る保育の 量をいう。 以下同じ。） の認定を行うものとする。

4 市町村は、 第1項及び 前項の認定（ 以下「 教育・保育給付認定」という。） を
行ったときは、 その 結果を当該 教育・保育給付認定に係る保 護者（ 以下「 教育・
保育給付認定保 護者」という。）に通知しなければならない。 この場合において、
市町村は、 内 閣府令で定めるところにより、 当該 教育・保育給付認定に係る小
学校就学前子 ども（ 以下「 教育・保育給付認定子 ども」という。） の該当する 前

条各号に掲げる小 学校就学前子 どもの区分、 保育必要 量その他の 内 閣府令で定
める事項を記 載した認定証（ 以下「支給認定証」という。） を交付するものとす



る。
5 市町村は、 第1項の規定による 申 請について、 当該保 護者が子 どものための

教育・保育給付を受ける資格を有すると認められないときは、 理由を付して、
その旨を当該 申 請に係る保 護者に通知するものとする。

6 第1項の規定による 申 請に対する 処分は、当該 申 請のあった日から 30 日 以 内
にしなければならない。 ただし、 当該 申 請に係る保 護者の労働又は疾病の 状況
の 調査に日時を要することその他の特別な理由がある場合には、 当該 申 請のあ
った日から 30 日 以 内に、 当該保 護者に対し、 当該 申 請に対する 処分をするため
になお要する期間（ 次項において「 処理 見込期間」という。） 及びその理由を通
知し、 これを 延期することができる。

7 第1項の規定による 申 請をした日から 30 日 以 内に当該 申 請に対する 処分が
されないとき、 若しくは 前項ただし書の規定による通知がないとき、 又は 処理
見込期間が経過した日までに当該 申 請に対する 処分がされないときは、 当該 申
請に係る保 護者は、 市町村が当該 申 請を 却下したものとみなすことができる。

【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

原則 申 請日から 3 0日 以 内に認定（第 20 条第 6項）（ ※法定期間）

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID273800A申請 保育課 子ども ・ 子育て支援法第23条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

呈
：：：年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 子 どものための 教育・保育給付を受ける資格を有すること等の認定の 変更の認定

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 子 ども・子育て支 援法第 23条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
子 ども・子育て支 援法第 23条第 1項
子 ども・子育て支 援法施行規則第 10 条

■設定 □未設定

（ 教育・保育給付認定の 変更）
第 23条 教育・保育給付認定保 護者は、 現に受けている 教育・保育給付認定に係

る当該 教育・保育給付認定子 どもの該当する第 19条各号に掲げる小 学校就学前
子 どもの区分、 保育必要 量その他の 内 閣府令で定める事項を 変更する必要があ
るときは、 内 閣府令で定めるところにより、 市町村に対し、 教育・保育給付認定
の 変更の認定を 申 請することができる。

2 市町村は、 前項の規定による 申 請により、 教育・保育給付認定保 護者につき、
必要があると認めるときは、 教育・保育給付認定の 変更の認定を行うことがで
きる。 この場合において、 市町村は、 当該 変更の認定に係る 教育・保育給付認定
保 護者に対し、 支給認定証の 提出を求めるものとする。

3 第 20 条第 2項、 第 3項、 第4項 前 段及び第 5項から第7項までの規定は、 前
項の 教育・保育給付認定の 変更の認定について準用する。 この場合において、

審 査 基 準 必要な技術的読替えは、 政 令で定める。
4 市町村は、 職権により、 教育・保育給付認定保 護者につき、 第 19条第 3号に

掲げる小 学校就学前子 どもに該当する 教育・保育給付認定子 ども（ 以下「満 3
歳 未満保育認定子 ども」という。） が満 3歳に達したときその他必要があると認

めるときは、 内 閣府令で定めるところにより、 教育・保育給付認定の 変更の認
定を行うことができる。 この場合において、 市町村は、 内 閣府令で定めるとこ
ろにより、 当該 変更の認定に係る 教育・保育給付認定保 護者に対し、 支給認定
証の 提出を求めるものとする。

5 第 20 条第 2項、 第 3項及び第4項 前 段の規定は、 前項の 教育・保育給付認定
の 変更の認定について準用する。 この場合において、 必要な技術的読替えは、
政 令で定める。

6 市町村は、 第 2項又は第4項の 教育・保育給付認定の 変更の認定を行った場
合には、 内 閣府令で定めるところにより、 支給認定証に当該 変更の認定に係る

事項を記 載し、 これを返還するものとする。



【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

原則 申 請日から 3 0日 以 内に認定（ 毎月1日の認定）

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID273940A申請 保育課 子ども ・ 子育て支援法第30条の5第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

呈
：：：年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 子育てのための施設等 利用給付を受ける資格を有すること等の認定

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 子 ども・子育て支 援法第 30 条の 5第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
子 ども・子育て支 援法第 30 条の 4、 第 30 条の 5、 第 30 条の 6
子 ども・子育て支 援法施行規則第 28条の 3、 第 28条の 4、 第 28条の 5

■設定 □未設定

（市町村の認定等）
第 30 条の 5 前条各号に掲げる小 学校就学前子 どもの保 護者は、子育てのための

施設等 利用給付を受けようとするときは、 内 閣府令で定めるところにより、 市
町村に対し、 その小 学校就学前子 ども ごとに、 子育てのための施設等 利用給付
を受ける資格を有すること及びその該当する同条各号に掲げる小 学校就学前子
どもの区分についての認定を 申 請し、 その認定を受けなければならない。

2 前項の認定（ 以下「施設等 利用給付認定」という。） は、 小 学校就学前子 ども
の保 護者の居住地の市町村が行うものとする。 ただし、 小 学校就学前子 どもの
保 護者が居住地を有しないとき、 又は明らかでないときは、 その小 学校就学前
子 どもの保 護者の現 在地の市町村が行うものとする。

3 市町村は、 施設等 利用給付認定を行ったときは、 内 閣府令で定めるところに
より、 その 結果その他の 内 閣府令で定める事項を当該施設等 利用給付認定に係

審 査 基 準 る保 護者（ 以下「施設等 利用給付認定保 護者」という。） に通知するものとする。
4 市町村は、 第1項の規定による 申 請について、 当該保 護者が子育てのための

施設等 利用給付を受ける資格を有すると認められないときは、 理由を付して、
その旨を当該 申 請に係る保 護者に通知するものとする。

5 第1項の規定による 申 請に対する 処分は、当該 申 請のあった日から 30 日 以 内
にしなければならない。 ただし、 当該 申 請に係る保 護者の労働又は疾病の 状況
の 調査に日時を要することその他の特別な理由がある場合には、 当該 申 請のあ
った日から 30 日 以 内に、 当該保 護者に対し、 当該 申 請に対する 処分をするため
になお要する期間（ 次項において「 処理 見込期間」という。） 及びその理由を通
知し、 これを 延期することができる。

6 第1項の規定による 申 請をした日から 30 日 以 内に当該 申 請に対する 処分が
されないとき、 若しくは 前項ただし書の規定による通知がないとき、 又は 処理
見込期間が経過した日までに当該 申 請に対する 処分がされないときは、 当該 申
請に係る保 護者は、 市町村が当該 申 請を 却下したものとみなすことができる。



参 考 資 料

標準処理期間

備 考

7 次の各号に掲げる 教育・保育給付認定保 護者であって、 その保育認定子 ども
について現に施設 型給付費、 特例施設 型給付費、 地域型保育給付費又は特例地
域型保育給付費の支給を受けていないものは、 第1項の規定にかかわらず、 施
設等 利用給付認定の 申 請をすることを要しない。 この場合において、 当該 教育・
保育給付認定保 護者は、 子育てのための施設等 利用給付を受ける資格を有する
こと及び当該保育認定子 どもが当該各号に定める小 学校就学前子 どもの区分に
該当することについての施設等 利用給付認定を受けたものとみなす。

(1) 第 19条第 2号に掲げる小 学校就学前子 どもに該当する 教育・保育給付認
定子 ども（満 3歳に達する日 以後の最初の 3月 3 1日までの間にあるものを除
く。） に係る 教育・保育給付認定保 護者 前条第 2号に掲げる小 学校就学前子
ども

(2) 第 19条第 2号に掲げる小 学校就学前子 どもに該当する 教育・保育給付認
定子 ども（満 3歳に達する日 以後の最初の 3月 3 1日までの間にあるものに限
る。） 又は満 3歳 未満保育認定子 どもに係る 教育・保育給付認定保 護者（その
者及びその者と同 一の世帯に属する者が市町村民 税世帯 非課税者である場合
に限る。） 前条第3号に掲げる小 学校就学前子 ども

【基準】
上記の条文及び基準規定による。

■設定 □未設定

原則 申 請日から 30 日 以 内に認定（第 30 条の 5第 5項）（ ※法定期間）

設 定 日 I 令和 6年 3月 3 1日



《ID273950A申請 保育課 子ども ・ 子育て支援法第30条の8第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

呈
：：：年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 子育てのための施設等 利用給付を受ける資格を有すること等の認定の 変更の認定

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 子 ども・子育て支 援法第 30 条の 8第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
子 ども・子育て支 援法第 30 条の 8第 1項
子 ども・子育て支 援法施行規則第 28条の 7

■設定 □未設定

（施設等 利用給付認定の 変更）
第 30 条の 8 施設等 利用給付認定保 護者は、現に受けている施設等 利用給付認定

に係る小 学校就学前子 ども（ 以下「施設等 利用給付認定子 ども」という。） の該
当する第 30 条の 4各号に掲げる小 学校就学前子 どもの区分その他の 内 閣府令
で定める事項を 変更する必要があるときは、 内 閣府令で定めるところにより、
市町村に対し、 施設等 利用給付認定の 変更の認定を 申 請することができる。

2 市町村は、 前項の規定による 申 請により、 施設等 利用給付認定保 護者につき、
必要があると認めるときは、 施設等 利用給付認定の 変更の認定を行うことがで
きる。

3 第 30 条の 5第 2項から第6項までの規定は、 前項の施設等 利用給付認定の 変
更の認定について準用する。 この場合において、 必要な技術的読替えは、 政 令

で定める。
審 査 基 準 4 市町村は、 職権により、 施設等 利用給付認定保 護者につき、 第 30 条の 4第 3

号に掲げる小 学校就学前子 どもに該当する施設等 利用給付認定子 どもが満 3歳
に達する日 以後の最初の 3月 3 1 日を経過した日 以後 引き 続き同 一の特定子 ど
も・子育て支 援施設等（第 30 条の 11第1項に規定する特定子 ども・子育て支
援施設等をいう。） を 利用するときその他必要があると認めるときは、 内 閣府令

で定めるところにより、施設等 利用給付認定の 変更の認定を行うことができる。
5 第 30 条の 5第 2項及び第 3項の規定は、 前項の施設等 利用給付認定の 変更の

認定について準用する。 この場合において、 必要な技術的読替えは、 政 令で定
める。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。



参 考 資 料

口設定 ■未設定

標 準 処 理 期 間

備 考

設 定 日 令和 6 年3月31日



《ID274801 A申請 保育課 子ども ・ 子育て支援法第58条の2》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

呈
：：：年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 特定子 ども・子育て支 援施設等の確認

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 子 ども・子育て支 援法第 58条の 2

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 子 ども・子育て支 援法第 58条の 2

■設定 □未設定

（特定子 ども・子育て支 援施設等の確認）
第 58条の 2 第 30 条の 11第1項の確認は、 内 閣府令で定めるところにより、 子

ども・子育て支 援施設等である施設の設 置者又は事業を行う者の 申 請により、
市町村長が行う。

審 査 基 準

【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

原則 申 請日から 30 日 以 内に確認

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID31 2400A申請 保育課 子ども ・ 子育て支援法 施行規則第16条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

呈
：：：年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 支給認定証の 再交付

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 子 ども・子育て支 援法施行規則第 16条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 子 ども・子育て支 援法施行規則第 16条

■設定 □未設定

（支給認定証の 再交付）
第 16条 市町村は、 支給認定証を 破り、 汚し、 又は 失った 教育・保育給付認定保

護者から、 教育・保育給付認定の有効期間 内において、 支給認定証の 再交付の
申 請があったときは、 支給認定証を交付するものとする。

2 前項の 申 請をしようとする 教育・保育給付認定保 護者は、 次の各号に掲げる
事項を記 載した 申 請書を、 市町村に 提出しなければならない。

(1) 当該 申 請を行う 教育・保育給付認定保 護者の 氏名、 居住地、 生 年月日、 個
人番号及び 連絡先（保 護者が法 人であるときは、 法 人の 名 称、 代表者の 氏名

及び主たる事務所の所 在地並びに当該 申 請に係る小 学校就学前子 どもの居住
地）

審 査 基 準 ( 2 ) 当該 申 請に係る小 学校就学前子 どもの 氏名、 生 年月日、 個人番号及び 教
育・保育給付認定保 護者との 続柄

( 3 ) 申 詰の理由
3 支給認定証を 破り、 又は 汚した場合の 前項の 申 請には、 同項の 申 請書に、 そ
の支給認定証を 添付しなければならない。

4 支給認定証の 再交付を受けた後、 失った支給認定証を発 見したときは、 速や
かにこれを市町村に返還しなければならない。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料



■設定 □未設定

標 準 処 理 期 間
31日

備 考

設 定 日 令和 6 年3月31日
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《ID276400A申請 農地整備課 農業の有する 多面的機能の発揮の促進に関する法律第7条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 農地 整備課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 多面 的機 能発 揮促進事業に関する 計 画の認定

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 農業の有する 多面 的機 能の発 揮の 促進に関する法律第7条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 農業の有する 多面 的機 能の発 揮の 促進に関する法律第7条

■設定 □未設定

（事業 計 画の認定）
第7条 促進計 画に基づいて当該 促進計 画に定められた 前条第 2項第1号の区域

内において 多面 的機 能発 揮促進事業を 実施しようとする 農業者 団体等は、 その
実施しようとする 多面 的機 能発 揮促進事業に関する 計 画（ 以下「事業 計 画」と

いう。）を 作成し、 当該 促進計 画を 作成した市町村（ 以下「特定市町村」という。）
の認定を 申 請することができる。

2 事業 計 画においては、 次に掲げる事項を記 載しなければならない。
(1) 多面 的機 能発 揮促進事業の 目標
(2) 多面 的機 能発 揮促進事業の 内 容に関する 次に掲げる事項

イ 多面 的機 能発 揮促進事業の 種類及び 実施区域
ロ 第3条第3項第1号に掲げる事業を 実施しようとする場合にあっては、

当該事業に係る施設の所 在及び 種類、 当該施設の 管理に関し行う同号 イに
審 査 基 準 掲げる活 動又は同号 口に掲げる活 動の別及び当該活 動の 内 容その他 農林水

産省 令で定める事項
ハ 第3条第3項第 2号に掲げる事業を 実施しようとする場合にあっては、

当該事業に係る 農業生 産活 動の 内 容、 当該 農業生 産活 動の 継続的な 実施を
推進するための活 動の 内 容その他 農林水産省 令で定める事項

二 第3条第3項第3号に掲げる事業を 実施しようとする場合にあっては、
当該事業に係る 自 然環境の保全に資する 農業の生 産 方式の 内 容、 当該生 産
方式を 導入した 農業生 産活 動の 実施を 推進するための活 動の 内 容その他 農
林水産省 令で定める事項

(3) 多面 的機 能発 揮促進事業の 実施期間
( 4 )  その他 農林水産省 令で定める事項

3 農業者 団体等であって 農林水産省 令で定めるものは、 土地改良法（昭和 24年
法律第 195号）第 85条第1項に規定する 都道府県営土地改良事業によって生 じ
た同法第 2条第 2項第1号に規定する 士地改良施設（ 次項において「 土地改良



施設」という。） について第3条第3項第1号に掲げる事業（同号 口に掲げる活
動を行うものに限る。） を 実施しようとするときは、 前項第 2号 口に掲げる事項

に、 第 12条第1項の規定による委託を受けて行う当該 士地改良施設についての
管理に関する事項を記 載することができる。

4 前項に規定する 農業者 団体等は、 同項の規定により事業 計 画に 士地改良施設
についての 管理に関する事項を記 載しようとするときは、 当該事項について、
あらかじめ、 都道府県（ 士地改良法第 94条の 10 第1項の規定により当該 都道
府県が当該 上地改良施設を同法第 94条の 3第1項に規定する 土地改良区等に
管理させている場合にあっては、 当該 士地改良区等を含む。） の同 意を得なけれ

ばならない。
5 特定市町村は、 第1項の認定の 申 請があった場合において、 その事業 計 画が

次の各号のいずれにも適 合するものであると認めるときは、 その認定をするも
のとする。

(1) 当該事業 計 画が 促進計 画に 照らし適 切なものであること。
(2) 当該事業 計 画に定める事項が当該事業 計 画に係る 多面 的機 能発 揮促進事

業を確 実に 実施するために適 切なものであること。
(3) 当該事業 計 画に記 載された 多面 的機 能発 揮促進事業の 実施区域（当該事

業 計 画に 2 以 上の 多面 的機 能発 揮促進事業が記 載されている場合にあって
は、 その全ての 実施区域） 内に、 現に 耕作又は養 畜の 目 的に 供されておらず、
かつ、 引き 続き 耕作又は養 畜の 目 的に 供されないと 見込まれる 農用地として
農林水産省 令で定めるものがないこと。

6 特定市町村は、 第1項の認定をしたときは、 遅滞なく、 当該認定に係る事業
計 画の 概要（当該認定に係る事業 計 画に、 前条第 2項第4号の規定により定め

られた区域内において 実施される 多面 的機 能発 揮促進事業が記 載されている場
合にあっては、 その旨を含む。） を 公表しなければならない。

【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね3 0日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID276500A申請 農地整備課 農業の有する 多面的機能の発揮の促進に関する法律第8条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 農地 整備課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 多面 的機 能発 揮促進事業に関する 計 画の 変更の認定

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 農業の有する 多面 的機 能の発 揮の 促進に関する法律第 8条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
農業の有する 多面 的機 能の発 揮の 促進に関する法律第 8条第 1項
農業の有する 多面 的機 能の発 揮の 促進に関する法律施行規則第 9条

■設定 □未設定

（事業 計 画の 変更等）
第 8条 前条第1項の認定を受けた 農業者 団体等 （ 以下 「認定 農業者 団体等」と

いう。） は、 当該認定に係る事業 計 画の 変更をしようとするときは、 特定市町村
の認定を受けなければならない。 ただし、 その 変更が 農林水産省 令で定める 軽
微な 変更であるときは、 この限りでない。

2 特定市町村は、 認定 農業者 団体等が 前条第1項の認定に係る事業 計 画（ 前項
の 変更の認定又は同項ただし書の 農林水産省 令で定める 軽微な 変更があったと
きは、 その 変更後のもの。 以下この条において 「認定事業 計 画」という。） に 従
って当該認定事業 計 画に記 載された 多面 的機 能発 揮促進事業（ 以下 「認定事業」

審 査 基 準 という。）を 実施していないと認めるときは、当該認定を取り 消すことができる。
3 特定市町村は、 認定事業 計 画が 前条第 5項各号のいずれかに適 合しないもの

となったと認めるときは、 認定 農業者 団体等に対し、 当該認定事業 計 画の 変更
を指 示し、 又は同条第1項の認定を取り 消すことができる。

4 前条第4項から第6項までの規定は、 認定事業 計 画の 変更について準用する。
この場合において、 同条第5項及び第6項中 「第1項」とあるのは、 「 次条第1
項」と読み替えるものとする。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

標準処理期間 ■設定 □未設定



おおむね14日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID1 44700A申請 商工労働課 中小企業信用 保険法第2条第5 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 商工労働課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 特定中小 企業者の認定

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 中小 企業 信用保険法第 2条第 5項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 中小 企業 信用保険法第 2条第 5項

■設定 □未設定

（定義）
第 2条 この法律において「中小 企業者」とは、 次の各号のいずれかに該当する

者をいう。
(1) 資本 金の額又は出資の 総額が 3 億 円（小 売業又はサ ー ビス業を主たる事

業とする事業者については 5, 0 0 0 万 円、 卸売業を主たる事業とする事業者に
ついては 1 億 円） 以下の 会社並びに 常時 使用する 従業員の 数が 30 0 人（小 売
業を主たる事業とする事業者については 50 人、 卸売業又はサ ー ビス業を主た
る事業とする事業者については 10 0 人） 以下の 会社及び 個人であって、 政 令
で定める業 種に属する事業（ 以下「特定事業」という。） を行うもの（ 次号の
政 令で定める業 種に属する事業を主たる事業とするものを除く。）

(2) 資本 金の額又は出資の 総額がその業 種 ごとに政 令で定める 金額 以下の 会
社並びに 常時 使用する 従業員の 数がその業 種 ごとに政 令で定める 数以下の 会

審 査 基 準 社及び 個人であって、 その政 令で定める業 種に属する事業を主たる事業とす
るもののうち、 特定事業を行うもの

(3) 中小 企業等 協同組合、 農業 協同組合、 農業 協同組合 連合 会、 水産業 協同
組合、 森林組合、 生 産 森林組合、 森林組合 連合 会、 消費生活 協同組合及び 消
費生活 協同組合 連合 会であって、 特定事業を行うもの又はその構成員の 3分
の 2 以 上が特定事業を行う者であるもの

(4) 協業組合であって、 特定事業を行うもの
(5) 医業を主たる事業とする法 人であって、 常時 使用する 従業員の 数が 30 0

人以下のもの（ 前各号に掲げるものを除く。）
(6) 特定事業を行う特定 非営利活 動法 人（特定 非営利活 動促進法（ 平成 10 年

法律第7号） 第 2条第 2項に規定する特定 非営利活 動法 人をいう。 第3項第
7号において同じ。） であって、 常時 使用する 従業員の 数が 30 0 人（小 売業を
主たる事業とする事業者については 50 人、 卸売業又はサ ー ビス業を主たる事
業とする事業者については 10 0 人） 以下のもの



( 7 )  商工組合及び 商工組合 連合 会であって、 特定事業を行うもの又はその構
成員が特定事業を行う者であるもの

( 8 )  商店街振興組合及び 商店街振輿組合 連合 会であって、 特定事業を行うも
の又はその構成員の 3分の 2 以 上が特定事業を行う者であるもの

( 9 )  生活 衛生 同業組合、 生活 衛生 同業小組合及び生活 衛生 同業組合 連合 会で
あって、 その直接又は間 接の構成員の 3分の 2 以 上が 5, 0 0 0 万 円（ 卸売業を
主たる事業とする事業者については、 1 億 円） 以下の 金額をその資本 金の額
若しくは出資の 総額とする法 人又は 常時 50 人（ 卸売業又はサ ー ビス業を主た
る事業とする事業者については、 10 0 人） 以下の 従業員を 使用する者である
もののうち、 特定事業を行うもの又はその構成員が特定事業を行う者である
もの

(10 ) 酒造組合、 酒造組合 連合 会及び 酒造組合中央会であって、 その直接又は
間 接の構成員たる 酒類製造業者の 3分の 2 以 上が 3 億 円 以下の 金額をその資
本 金の額若しくは出資の 総額とする法 人又は 常時 30 0 人以下の 従業員を 使用
する者であるもの並びに 酒販組合、 酒販組合 連合 会及び 酒販組合中央会であ
つて、 その直接又は間 接の構成員たる 酒類販売業者の 3分の 2 以 上が 5, 0 0 0
万 円（ 酒類卸売業者については、 1 億 円） 以下の 金額をその資本 金の額若し

くは出資の 総額とする法 人又は 常時 50 人（ 酒類卸売業者については、 10 0 人）
以下の 従業員を 使用する者であるもの（ 以下「 酒類業組合」と 総称する。）

(11) 内航海 運組合及び 内航海 運組合 連合 会であって、 その直接又は間 接の構
成員たる 内航海 運事業を 営む者の 3分の 2 以 上が 3 億 円 以下の 金額をその資
本 金の額若しくは出資の 総額とする法 人又は 常時 30 0 人以下の 従業員を 使用
する者であるもの

2 この法律において「電子記 録債権の割 引」とは、 中小 企業者がその有する 債
権である電子記 録債権（電子記 録債権法（平成 19年法律第 10 2号） 第 15条に
規定する電子記 録債権をいう。 以下同じ。） を当該電子記 録債権に係る 債務の支
払期日の日 前に 次条第1項に規定する 金 融機関に 譲渡することにより、 当該電
子記 録債権の 金額から 一定の 金額を控除して得た 金額につき当該 金 融機関から
資金の 融通を受けることをいう。

3 この法律において「小規模 企業者」とは、 次の各号のいずれかに該当する者
をいう。

(1) 常時 使用する 従業員の 数が 20 人（ 商業又はサ ー ビス業を主たる事業とす
る事業者については、 5 人） 以下の 会社及び 個人であって、 特定事業を行う
もの （ 次号の政 令で定める業 種に属する事業を主たる事業とするものを除
く。）

( 2 )  常時 使用する 従業員の 数がその業 種 ごとに政 令で定める 数以下の 会社及
び 個人であって、 その政 令で定める業 種に属する事業を主たる事業とするも

ののうち、 特定事業を行うもの
( 3 )  事業 協同小組合であって、 特定事業を行うもの又はその組合員の 3分の

2 以 上が特定事業を行う者であるもの
( 4 )  特定事業を行う 企業組合であって、 その事業に 従事する組合員の 数が 20

人以下のもの
( 5 )  特定事業を行う 協業組合であって、 常時 使用する 従業員の 数が 20 人以下

のもの
( 6 )  医業を主たる事業とする法 人であって、 常時 使用する 従業員の 数が 20 人

以下のもの（ 前各号に掲げるものを除く。）
( 7 )  特定事業を行う特定 非営利活 動法 人であって、 常時 使用する 従業員の 数

が 20 人（ 商業又はサ ー ビス業を主たる事業とする事業者については、 5 人）
以下のもの

4 この法律において「 再生 中小 企業者」とは、 次の各号のいずれにも該当する



中小 企業者をいう。
( 1 )  次のいずれかに該当する者
イ 再生 事 件又は 更生 事 件が係属している者
ロ 民 事 再生 法（平成 11年法律第 225号） 第 188条第1項の規定に基づき 再生

手 続終結の 決定を受けた者（ 再生 計 画が 遂行された場合その他の経済産業省
令で定める場合を除く。）

( 2 )  再生 計 画の認 可又は 更生 計 画の認 可の 決定が確定した後 3年を経過して
いない者

5 この法律において「特定中小 企業者」とは、 中小 企業者であって、 次の各号の
いずれかに該当することについてその住所地を 管轄する市町村長又は特別区長
の認定を受けたものをいう。
( 1 )  破産手 続開始、 再生 手 続開始、 更生 手 続開始又は特別 清算 開始の 申 立て

その他経済産業大臣が定める事由が生 じた事業者であって、 経済産業大臣が
指定したものに対する 売掛金 債権その他経済産業省 令で定める 債権の 回収が
困難であるため、 当該中小 企業者の経営の 安定に支 障を生 じていると認めら
れること。

( 2 )  取 引の相手 方たる事業者その他の事業者が事業活 動の 制限であって経済
産業大臣が指定したものを 実施していることにより、 次に掲げる事 山のうち

中小 企業者の事業活 動に著しい支 障を生 じていると認められるものとして経
済産業大臣が定めるものが生 じているため、 当該中小 企業者の経営の 安定に

支 障を生 じていると認められること。
イ 当該事業者と取 引を行う中小 企業者について生 じた取 引の 数量の減少その

他これに 類する事由
ロ イに掲げるもののほか、 当該事業者の事業活 動に相当 程度依存している相

当 数の中小 企業者について生 じた取 引の 数量の減少その他これに 類する事由
ハ イ及び 口に掲げるもののほか、 指定地域（当該事業活 勁の 制限により当該

事業者の事業所が所 在する特定の地域内に事業所を有する相当 数の中小 企業
者の事業活 動に著しい支 障を生 じていると認められるものとして経済産業大
臣が指定する地域をいう。） 内に事業所を有する相当 数の中小 企業者について

生 じた取 引の 数量の減少その他これに 類する事由
( 3 )  災害その他の 突発 的に生 じた事由であって、 その発生 に起 因して特定の

業 種に属する事業を行う相当 数の中小 企業者の事業活 動に著しい支 障を生 じ
ており、 かつ、 その事業活 動が特定の地域内に限られていると認められるも
のとして経済産業大臣が指定するものに起 因して、 その業 種に属する事業を
その地域において行う中小 企業者の相当 部分の事業活 動に 菩しい支 障を生 じ
ていると認められる業 種として経済産業大臣が地域を限つて指定するものに
属する事業を行う中小 企業者であり、 かつ、 当該事業に係る取 引の 数量の減
少その他経済産業大臣が定める事由が生 じているためその経営の 安定に支 障
を生 じていると認められること。

( 4 )  災害その他の 突発 的に生 じた事由であって、 その発生 に起 因して相当 数
の中小 企業者の事業活 動に著しい支 障を生 じており、 かつ、 その事業活 動が
特定の地域内に限られていると認められるものとして経済産業大臣が指定す
るものに起 因して、 その地域内に事業所を有する中小 企業者の相当 部分の事
業活 動に著しい支 障を生 じていると認められる地域として経済産業大臣が指
定する地域内に事業所を有する中小 企業者であり、 かつ、 当該中小 企業に係
る取 引の 数量の減少その他経済産業大臣が定める事由が生 じているためその
経営の 安定に支 障を生 じていると認められること。

( 5 )  その業 種に属する事業について主要な 原材料等の 供給の著しい減少、 需
要の著しい減少その他経済産業大臣が定める事由が生 じていることにより当
該事業を行う中小 企業者の相当 部分の事業活 動に著しい支 障を生 じていると



認められる業 種として経済産業大臣が指定するものに属する事業を行う中小
企業者であり、 かつ、 当該事業に係る取 引の 数量の減少その他経済産業大臣

が定める事由が生 じているためその経営の 安定に支 障を生 じていると認めら
れること。

(6) 破綻金 融機関等（ 預金保険法（昭和46年法律第 34号） 第 2条第4項に
規定する 破綻金 融機関、 同条第 12 項に規定する被 管理 金 融機関、 同条第 13
項に規定する 承継銀行、 同法第 1 1 1条第 2項に規定する特別 危機 管理 銀行、
同法第 126条の 2第1項第 2号に規定する特定第 2号措置に係る同項に規定
する特定認定に係る 金 融機関、同法第 126条の 34第3項第1号に規定する特
定 承継銀行及び同法 附則第 15条の 2第3項に規定する 承継協定 銀行（同条第
4項第4号に規定する 承継勘定に係る業務を行う場合に限る。）並びに 金 融機
能の 再生 のための 緊急措置に関する法律（平成 10 年法律第 132号） 第 2条第
5項に規定する被 管理 金 融機関、 同条第7項に規定する 承継銀行及び同条第
8項に規定する特別 公的 管理 銀行をいう。）と 金 融取 引を行っていたことによ

り、 銀行その他の 金 融機関との 金 融取 引について 借入れの減少その他経済産
業大臣が定める事由が生 じているため、 当該中小 企業者の経営の 安定に支 障
を生 じていると認められること。

( 7 )  銀行その他の 金 融機関が支 店の 削減等による経営の相当 程度の 合理 化に
伴う 金 融取 引の 調整であって経済産業大臣が指定したものを 実施しているこ
とにより、 当該 金 融機関との 金 融取 引について 借入れの減少その他経済産業
大臣が定める事由が生 じているため、 当該中小 企業者の経営の 安定に支 障を
生 じていると認められること。

(8) 銀行その他の 金 融機関が当該中小 企業者に対して有する 貸付 債権を特定
協定 銀行（ 金 融機 能の 再生 のための 緊急措置に関する法律第 53条第1項第 2

号に規定する特定 協定 銀行をいう。）又は 株式会社産業 再生 機構に 譲渡したこ
とにより、 当該 金 融機関その他の 金 融機関との 金 融取 引について 借入れの減
少その他経済産業大臣が定める事由が生 じているためその経営の 安定に支 障
を生 じている中小 企業者のうち、 適 切な事業 計 画を有することその他の経済
産業大臣が定める基準に適 合することによりその事業の 再生 が 可 能と認めら

れるもの
6 この法律において「特例中小 企業者」とは、 中小 企業者であって、 内外の 金 融

秩序の 混乱その他の事 象が 突発 的に生 じたため 我が国の中小 企業に係る著しい
信用の 収 縮が全国 的に生 じていると経済産業大臣が認める場合において、 その
信用の 収 縮の影響により 銀行その他の 金 融機関からの 借入れの減少その他経済
産業大臣が定める事由が生 じているためその経営の 安定に支 障を生 じているこ

とについて、 その住所地を 管轄する市町村長又は特別区長の認定を受けたもの
をいう。
【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね3 0日



備 考

設 定 日 平成 3 1年 3月 3 1日



《ID1 4471 0A申請 商工労働課 中小企業信用 保険法第2条第6 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 商工労働課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 特例中小 企業者の認定

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 中小 企業 信用保険法第 2条第 6項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 中小 企業 信用保険法第 2条第 6項

■設定 □未設定

（定義）
第 2条 この法律において「中小 企業者」とは、 次の各号のいずれかに該当する

者をいう。
(1) 資本 金の額又は出資の 総額が 3 億 円（小 売業又はサ ー ビス業を主たる事

業とする事業者については 5, 0 0 0 万 円、 卸売業を主たる事業とする事業者に
ついては 1 億 円） 以下の 会社並びに 常時 使用する 従業員の 数が 30 0 人（小 売
業を主たる事業とする事業者については 50 人、 卸売業又はサ ー ビス業を主た
る事業とする事業者については 10 0 人） 以下の 会社及び 個人であって、 政 令
で定める業 種に属する事業（ 以下「特定事業」という。） を行うもの（ 次号の
政 令で定める業 種に属する事業を主たる事業とするものを除く。）

(2) 資本 金の額又は出資の 総額がその業 種 ごとに政 令で定める 金額 以下の 会
社並びに 常時 使用する 従業員の 数がその業 種 ごとに政 令で定める 数以下の 会

審 査 基 準 社及び 個人であって、 その政 令で定める業 種に属する事業を主たる事業とす
るもののうち、 特定事業を行うもの

(3) 中小 企業等 協同組合、 農業 協同組合、 農業 協同組合 連合 会、 水産業 協同
組合、 森林組合、 生 産 森林組合、 森林組合 連合 会、 消費生活 協同組合及び 消
費生活 協同組合 連合 会であって、 特定事業を行うもの又はその構成員の 3分
の 2 以 上が特定事業を行う者であるもの

(4) 協業組合であって、 特定事業を行うもの
(5) 医業を主たる事業とする法 人であって、 常時 使用する 従業員の 数が 30 0

人以下のもの（ 前各号に掲げるものを除く。）
(6) 特定事業を行う特定 非営利活 動法 人（特定 非営利活 動促進法（ 平成 10 年

法律第7号） 第 2条第 2項に規定する特定 非営利活 動法 人をいう。 第3項第
7号において同じ。） であって、 常時 使用する 従業員の 数が 30 0 人（小 売業を
主たる事業とする事業者については 50 人、 卸売業又はサ ー ビス業を主たる事
業とする事業者については 10 0 人） 以下のもの



( 7 )  商工組合及び 商工組合 連合 会であって、 特定事業を行うもの又はその構
成員が特定事業を行う者であるもの

( 8 )  商店街振興組合及び 商店街振輿組合 連合 会であって、 特定事業を行うも
の又はその構成員の 3分の 2 以 上が特定事業を行う者であるもの

( 9 )  生活 衛生 同業組合、 生活 衛生 同業小組合及び生活 衛生 同業組合 連合 会で
あって、 その直接又は間 接の構成員の 3分の 2 以 上が 5, 0 0 0 万 円（ 卸売業を
主たる事業とする事業者については、 1 億 円） 以下の 金額をその資本 金の額
若しくは出資の 総額とする法 人又は 常時 50 人（ 卸売業又はサ ー ビス業を主た
る事業とする事業者については、 10 0 人） 以下の 従業員を 使用する者である
もののうち、 特定事業を行うもの又はその構成員が特定事業を行う者である
もの

(10 ) 酒造組合、 酒造組合 連合 会及び 酒造組合中央会であって、 その直接又は
間 接の構成員たる 酒類製造業者の 3分の 2 以 上が 3 億 円 以下の 金額をその資
本 金の額若しくは出資の 総額とする法 人又は 常時 30 0 人以下の 従業員を 使用
する者であるもの並びに 酒販組合、 酒販組合 連合 会及び 酒販組合中央会であ
つて、 その直接又は間 接の構成員たる 酒類販売業者の 3分の 2 以 上が 5, 0 0 0
万 円（ 酒類卸売業者については、 1 億 円） 以下の 金額をその資本 金の額若し

くは出資の 総額とする法 人又は 常時 50 人（ 酒類卸売業者については、 10 0 人）
以下の 従業員を 使用する者であるもの（ 以下「 酒類業組合」と 総称する。）

(11) 内航海 運組合及び 内航海 運組合 連合 会であって、 その直接又は間 接の構
成員たる 内航海 運事業を 営む者の 3分の 2 以 上が 3 億 円 以下の 金額をその資
本 金の額若しくは出資の 総額とする法 人又は 常時 30 0 人以下の 従業員を 使用
する者であるもの

2 この法律において「電子記 録債権の割 引」とは、 中小 企業者がその有する 債
権である電子記 録債権（電子記 録債権法（平成 19年法律第 10 2号） 第 15条に
規定する電子記 録債権をいう。 以下同じ。） を当該電子記 録債権に係る 債務の支
払期日の日 前に 次条第1項に規定する 金 融機関に 譲渡することにより、 当該電
子記 録債権の 金額から 一定の 金額を控除して得た 金額につき当該 金 融機関から
資金の 融通を受けることをいう。

3 この法律において「小規模 企業者」とは、 次の各号のいずれかに該当する者
をいう。

(1) 常時 使用する 従業員の 数が 20 人（ 商業又はサ ー ビス業を主たる事業とす
る事業者については、 5 人） 以下の 会社及び 個人であって、 特定事業を行う
もの （ 次号の政 令で定める業 種に属する事業を主たる事業とするものを除
く。）

( 2 )  常時 使用する 従業員の 数がその業 種 ごとに政 令で定める 数以下の 会社及
び 個人であって、 その政 令で定める業 種に属する事業を主たる事業とするも

ののうち、 特定事業を行うもの
( 3 )  事業 協同小組合であって、 特定事業を行うもの又はその組合員の 3分の

2 以 上が特定事業を行う者であるもの
( 4 )  特定事業を行う 企業組合であって、 その事業に 従事する組合員の 数が 20

人以下のもの
( 5 )  特定事業を行う 協業組合であって、 常時 使用する 従業員の 数が 20 人以下

のもの
( 6 )  医業を主たる事業とする法 人であって、 常時 使用する 従業員の 数が 20 人

以下のもの（ 前各号に掲げるものを除く。）
( 7 )  特定事業を行う特定 非営利活 動法 人であって、 常時 使用する 従業員の 数

が 20 人（ 商業又はサ ー ビス業を主たる事業とする事業者については、 5 人）
以下のもの

4 この法律において「 再生 中小 企業者」とは、 次の各号のいずれにも該当する



中小 企業者をいう。
( 1 )  次のいずれかに該当する者
イ 再生 事 件又は 更生 事 件が係属している者
ロ 民 事 再生 法（平成 11年法律第 225号） 第 188条第1項の規定に基づき 再生

手 続終結の 決定を受けた者（ 再生 計 画が 遂行された場合その他の経済産業省
令で定める場合を除く。）

( 2 )  再生 計 画の認 可又は 更生 計 画の認 可の 決定が確定した後 3年を経過して
いない者

5 この法律において「特定中小 企業者」とは、 中小 企業者であって、 次の各号の
いずれかに該当することについてその住所地を 管轄する市町村長又は特別区長
の認定を受けたものをいう。
( 1 )  破産手 続開始、 再生 手 続開始、 更生 手 続開始又は特別 清算 開始の 申 立て

その他経済産業大臣が定める事由が生 じた事業者であって、 経済産業大臣が
指定したものに対する 売掛金 債権その他経済産業省 令で定める 債権の 回収が
困難であるため、 当該中小 企業者の経営の 安定に支 障を生 じていると認めら
れること。

( 2 )  取 引の相手 方たる事業者その他の事業者が事業活 動の 制限であって経済
産業大臣が指定したものを 実施していることにより、 次に掲げる事 山のうち

中小 企業者の事業活 動に著しい支 障を生 じていると認められるものとして経
済産業大臣が定めるものが生 じているため、 当該中小 企業者の経営の 安定に

支 障を生 じていると認められること。
イ 当該事業者と取 引を行う中小 企業者について生 じた取 引の 数量の減少その

他これに 類する事由
ロ イに掲げるもののほか、 当該事業者の事業活 動に相当 程度依存している相

当 数の中小 企業者について生 じた取 引の 数量の減少その他これに 類する事由
ハ イ及び 口に掲げるもののほか、 指定地域（当該事業活 勁の 制限により当該

事業者の事業所が所 在する特定の地域内に事業所を有する相当 数の中小 企業
者の事業活 動に著しい支 障を生 じていると認められるものとして経済産業大
臣が指定する地域をいう。） 内に事業所を有する相当 数の中小 企業者について

生 じた取 引の 数量の減少その他これに 類する事由
( 3 )  災害その他の 突発 的に生 じた事由であって、 その発生 に起 因して特定の

業 種に属する事業を行う相当 数の中小 企業者の事業活 動に著しい支 障を生 じ
ており、 かつ、 その事業活 動が特定の地域内に限られていると認められるも
のとして経済産業大臣が指定するものに起 因して、 その業 種に属する事業を
その地域において行う中小 企業者の相当 部分の事業活 動に 菩しい支 障を生 じ
ていると認められる業 種として経済産業大臣が地域を限つて指定するものに
属する事業を行う中小 企業者であり、 かつ、 当該事業に係る取 引の 数量の減
少その他経済産業大臣が定める事由が生 じているためその経営の 安定に支 障
を生 じていると認められること。

( 4 )  災害その他の 突発 的に生 じた事由であって、 その発生 に起 因して相当 数
の中小 企業者の事業活 動に著しい支 障を生 じており、 かつ、 その事業活 動が
特定の地域内に限られていると認められるものとして経済産業大臣が指定す
るものに起 因して、 その地域内に事業所を有する中小 企業者の相当 部分の事
業活 動に著しい支 障を生 じていると認められる地域として経済産業大臣が指
定する地域内に事業所を有する中小 企業者であり、 かつ、 当該中小 企業に係
る取 引の 数量の減少その他経済産業大臣が定める事由が生 じているためその
経営の 安定に支 障を生 じていると認められること。

( 5 )  その業 種に属する事業について主要な 原材料等の 供給の著しい減少、 需
要の著しい減少その他経済産業大臣が定める事由が生 じていることにより当
該事業を行う中小 企業者の相当 部分の事業活 動に著しい支 障を生 じていると



認められる業 種として経済産業大臣が指定するものに属する事業を行う中小
企業者であり、 かつ、 当該事業に係る取 引の 数量の減少その他経済産業大臣

が定める事由が生 じているためその経営の 安定に支 障を生 じていると認めら
れること。

(6) 破綻金 融機関等（ 預金保険法（昭和46年法律第 34号） 第 2条第4項に
規定する 破綻金 融機関、 同条第 12 項に規定する被 管理 金 融機関、 同条第 13
項に規定する 承継銀行、 同法第 1 1 1条第 2項に規定する特別 危機 管理 銀行、
同法第 126条の 2第1項第 2号に規定する特定第 2号措置に係る同項に規定
する特定認定に係る 金 融機関、同法第 126条の 34第3項第1号に規定する特
定 承継銀行及び同法 附則第 15条の 2第3項に規定する 承継協定 銀行（同条第
4項第4号に規定する 承継勘定に係る業務を行う場合に限る。）並びに 金 融機
能の 再生 のための 緊急措置に関する法律（平成 10 年法律第 132号） 第 2条第
5項に規定する被 管理 金 融機関、 同条第7項に規定する 承継銀行及び同条第
8項に規定する特別 公的 管理 銀行をいう。）と 金 融取 引を行っていたことによ

り、 銀行その他の 金 融機関との 金 融取 引について 借入れの減少その他経済産
業大臣が定める事由が生 じているため、 当該中小 企業者の経営の 安定に支 障
を生 じていると認められること。

( 7 )  銀行その他の 金 融機関が支 店の 削減等による経営の相当 程度の 合理 化に
伴う 金 融取 引の 調整であって経済産業大臣が指定したものを 実施しているこ
とにより、 当該 金 融機関との 金 融取 引について 借入れの減少その他経済産業
大臣が定める事由が生 じているため、 当該中小 企業者の経営の 安定に支 障を
生 じていると認められること。

(8) 銀行その他の 金 融機関が当該中小 企業者に対して有する 貸付 債権を特定
協定 銀行（ 金 融機 能の 再生 のための 緊急措置に関する法律第 53条第1項第 2

号に規定する特定 協定 銀行をいう。）又は 株式会社産業 再生 機構に 譲渡したこ
とにより、 当該 金 融機関その他の 金 融機関との 金 融取 引について 借入れの減
少その他経済産業大臣が定める事由が生 じているためその経営の 安定に支 障
を生 じている中小 企業者のうち、 適 切な事業 計 画を有することその他の経済
産業大臣が定める基準に適 合することによりその事業の 再生 が 可 能と認めら

れるもの
6 この法律において「特例中小 企業者」とは、 中小 企業者であって、 内外の 金 融

秩序の 混乱その他の事 象が 突発 的に生 じたため 我が国の中小 企業に係る著しい
信用の 収 縮が全国 的に生 じていると経済産業大臣が認める場合において、 その
信用の 収 縮の影響により 銀行その他の 金 融機関からの 借入れの減少その他経済
産業大臣が定める事由が生 じているためその経営の 安定に支 障を生 じているこ

とについて、 その住所地を 管轄する市町村長又は特別区長の認定を受けたもの
をいう。
【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね3 0日



備 考

設 定 日 平成 3 1年 3月 3 1日
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く処分の概要＞

許認可等の名称 商店街朦備計 画の認定

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 中小小 売商業 振興法第4条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
中小小 売商業 振典法第 2条第 1項、 第4条第 1項•第7項

基 準 規 定 中小小 売商業 振興法施行 令第 1条、 第 2条
中小小 売商業 振典法施行規則第 9条第 1項•第 2項

■設定 □未設定

（高 度化事業 計 画の認定等）
第4条 商店街振興組合等（ 商店街振典組合若しくは 商店街振輿組合 連合 会、 事

業 協同組合、 事業 協同小組合若しくは 協同組合 連合 会又は中小 企業 団体の組織
に関する法律（昭和 32年法律第 185号） 第9条ただし書に規定する 商店街組合
若しくはこれを 会員とする 商工組合 連合 会をいう。） は、 主として中小小 売商業
者である組合員又は所属員の経営の 近代化を 図るため、 商店街の区域において
店舗、 ア ー ケ ー ド、 街路灯その他の施設又は設 備を設 置する事業について、 商
店街整備計 画を 作成し、 これを経済産業大臣に 提出して、 当該 商店街整備計 画

が政 令で定める基準に適 合するものである旨の認定を受けることができる。
2 事業 協同組合、 事業 協同小組合又は 協同組合 連合 会は、 主として中小小 売商

業者である組合員又は所属員の経営の 近代化を 図るため、 店舗を 一の 団地に 集

審 査 基 準 団して設 置する事業（当該事業に併せて ア ー ケ ー ド、 街路灯その他の施設又は
設 備を設 置する事業を含む。） について、 店舗集団化計 画を 作成し、 これを経済
産業大臣に 提出して、 当該 店舗集団化計 画が政 令で定める基準に適 合するもの

である旨の認定を受けることができる。
3 第1号又は第 2号に掲げる組合は当該各号に定める事業について、 第3号に

掲げる中小小 売商業者は当該 合併又は出資をしようとする他の中小小 売商業者
と 共同して同号に定める事業について、 第4号に掲げる 会社は同号に定める事
業について、 それぞれ 共同 店舗等 整備計 画を 作成し、 これを経済産業大臣に 提
出して、 当該 共同 店舗等 幣備計 画が政 令で定める基準に適 合するものである旨
の認定を受けることができる。

(1) 事業 協同組合又は事業 協同小組合 中小小 売商業者である組合員のため
の 共同 店舗又は 休憩所、 集会場その他の 共同 店舗と併設される施設若しくは
共同 店舗の設 備（ 以下この項及び第 8項において「 共同 店舗等」という。） の

設 置の事業



( 2 )  協業組合 組合の 店舗又は 休憩所、 集会場その他の 店舗と併設される施
設若しくは 店舗の設 備（ 次号において「 店舗等」という。） の設 置の事業

( 3 )  他の中小小 売商業者と 合併をしようとし、 又は他の中小小 売商業者とと
もに資本 金の額若しくは出資の 総額の大部分を出資して 会社を設 立しようと
する中小小 売商業者 次に掲げる事業

イ 合併又は出資により設 立される小 売業に属する事業を主たる事業として 営
む 会社（ 合併後存 続する 会社を含む。） の 店舗等の設 置の事業

ロ 出資により設 立される 会社及びその 会社に出資しようとする中小小 売商業
者のための 共同 店舗等の設 置の事業

( 4 )  2 以 上の中小小 売商業者が資本 金の額又は出資の 総額の大部分を出資し
ている 会社 当該 会社及び当該 会社に出資している中小小 売商業者のための
共同 店舗等の設 置の事業

4 第1号に掲げる組合等は同号に定める事業について、 第 2号に掲げる組合等
又は中小小 売商業者は当該出資をしようとする他の組合等又は中小小 売商業者
と 共同して同号に定める事業について、 第3号に掲げる 会社は同号に定める事
業について、 それぞれ電子 計算機 利用経営管理 計画を 作成し、 これを主務大臣
に 提出して、 当該電子 計算機 利用経営管理 計画が政 令で定める基準に適 合する
ものである旨の認定を受けることができる。
( 1 )  組合等 電子 計算機を 利用して、 中小小 売商業者である組合員又は所属

員の経営管理を 合理 化する事業の用に 供する施設又は設 備の設 置の事業
( 2 )  他の組合等又は中小小 売商業者とともに資本 金の額又は出資の 総額の大

部分を出資して 会社を設 立しようとする組合等又は中小小 売商業者 電子 計
算機を 利用して、 当該 会社に出資しようとする組合等の中小小 売商業者であ
る組合員若しくは所属員又は中小小 売商業者の経営管理を 合理 化する事業の
用に 供する施設又は設 備の設 置の事業

( 3 )  2 以 上の組合等又は中小小 売商業者が資本 金の額又は出資の 総額の大部
分を出資している 会社 電子 計算機を 利用して、 当該 会社に出資している組
合等の中小小 売商業者である組合員若しくは所属員又は中小小 売商業者の経
営管理を 合理 化する事業の用に 供する施設又は設 備の設 置の事業

5 連鎖化事業（主として中小小 売商業者に対し、 定 型 的な 約款による 契約に基
づき 継続的に、 商 品を 販売し、 又は 販売をあっせ んし、 かつ、 経営に関する指
導を行う事業をいう。 以下同じ。） を行う者は、 当該 連鎖化事業の用に 供する 倉
庫その他の施設又は設 備を設 置する事業について、 連鎖化事業 計画を 作成し、

これを主務大臣に 提出して、 当該 連鎖化事業 計画が政 令で定める基準に適 合す
るものである旨の認定を受けることができる。

6 中小 企業者が出資している 会社であって政 令で定める要 件に該当するもの
（ 以下「特定 会社」という。） 若しくは 一般 社団法 人若 しくは 一般 財団法 人（ 以
下「 一般 社団法 人等」という。） 又は特定 会社を設 立しようとする者は、 商店街
の区域、 団地又は 建物の 内 部に 集団して事業を 営む中小小 売商業者の経営の 近
代化を支 援するため、 共同 店舗、 ア ー ケ ー ド、 休憩所その他の施設又は設 備を
設 置する事業について、 商店街整備等支 援計画を 作成し、 これを経済産業大臣
に 提出して、 当該 商店街整備等支 援計画が政 令で定める基準に適 合するもので
ある旨の認定を受けることができる。

7 商店街整備計画、 店舗集団化計画、 共同 店舗等 整備計画、 電子 計算機 利用経
営管理 計画、 連鎖化事業 計画又は 商店街幣備等支 援計画（ 以下「高 度化事業 計
画」という。） には、 次に掲げる事項を記 載しなければならない。

(1) 第1項若しくは第 2項に規定する事業、 第3項若しくは第4項各号に定
める事業又は 愉 2項に規定する事業（ 以下「 裔度化事業」という。） の 目標及
び 内 容

( 2 )  高 度化事業の 実施時期



(3) 高 度化事業の 実施に必要な資金の額及びその 調達 方法
8 経済産業大臣は、 第3項の規定による認定をしようとするときは、 同項第1

号又は第 2号に定める事業に係る 共同 店舗等 整備計 画にあっては当該 共同 店舗
等 整備計 画に係る組合を所 管する大臣に、 同項第3号又は第4号に定める事業
に係る 共同 店舗等 整備計 画にあっては当該 共同 店舗等 整備計 画に係る 店舗又は
共同 店舗において行われる小 売業に属する事業を所 管する大臣に、 共同 店舗等

の設 置の事業に係る 商店街整備等支 援計 画について第6項の規定による認定を
しようとするときは、 当該 商店街整備等支 援計 画に係る 共同 店舗において行わ
れる小 売業に属する事業を所 管する大臣に 協議しなければならない。
， 前各項に規定するもののほか、 高 度化事業 計 画の認定及びその取 消しに関し

必要な事項は、 政 令で定める。
【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね3 0日

備 考

設 定 日 平成 3 1年 3月 3 1日



《ID21 1 200A申請 商工労働課 中小小売商業振興法第4条第2 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 商工労働課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 店舗集団化計 画の認定

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 中小小 売商業 振興法第4条第 2項

＜審査基準／標準処理期間＞
中小小 売商業 振典法第4条第 2項・第7項

基 準 規 定 中小小 売商業 振興法施行 令第 3条
中小小 売商業 振典法施行規則第 9条第 3項

■設定 □未設定

（高 度化事業 計 画の認定等）
第4条 商店街振興組合等（ 商店街振典組合若しくは 商店街振輿組合 連合 会、 事

業 協同組合、 事業 協同小組合若しくは 協同組合 連合 会又は中小 企業 団体の組織
に関する法律（昭和 32年法律第 185号） 第9条ただし書に規定する 商店街組合
若しくはこれを 会員とする 商工組合 連合 会をいう。） は、 主として中小小 売商業
者である組合員又は所属員の経営の 近代化を 図るため、 商店街の区域において
店舗、 ア ー ケ ー ド、 街路灯その他の施設又は設 備を設 置する事業について、 商
店街整備計 画を 作成し、 これを経済産業大臣に 提出して、 当該 商店街整備計 画

が政 令で定める基準に適 合するものである旨の認定を受けることができる。
2 事業 協同組合、 事業 協同小組合又は 協同組合 連合 会は、 主として中小小 売商

業者である組合員又は所属員の経営の 近代化を 図るため、 店舗を 一の 団地に 集

審 査 基 準 団して設 置する事業（当該事業に併せて ア ー ケ ー ド、 街路灯その他の施設又は
設 備を設 置する事業を含む。） について、 店舗集団化計 画を 作成し、 これを経済
産業大臣に 提出して、 当該 店舗集団化計 画が政 令で定める基準に適 合するもの

である旨の認定を受けることができる。
3 第1号又は第 2号に掲げる組合は当該各号に定める事業について、 第3号に

掲げる中小小 売商業者は当該 合併又は出資をしようとする他の中小小 売商業者
と 共同して同号に定める事業について、 第4号に掲げる 会社は同号に定める事
業について、 それぞれ 共同 店舗等 整備計 画を 作成し、 これを経済産業大臣に 提
出して、 当該 共同 店舗等 幣備計 画が政 令で定める基準に適 合するものである旨
の認定を受けることができる。

(1) 事業 協同組合又は事業 協同小組合 中小小 売商業者である組合員のため
の 共同 店舗又は 休憩所、 集会場その他の 共同 店舗と併設される施設若しくは
共同 店舗の設 備（ 以下この項及び第 8項において「 共同 店舗等」という。） の

設 置の事業



( 2 )  協業組合 組合の 店舗又は 休憩所、 集会場その他の 店舗と併設される施
設若しくは 店舗の設 備（ 次号において「 店舗等」という。） の設 置の事業

( 3 )  他の中小小 売商業者と 合併をしようとし、 又は他の中小小 売商業者とと
もに資本 金の額若しくは出資の 総額の大部分を出資して 会社を設 立しようと
する中小小 売商業者 次に掲げる事業

イ 合併又は出資により設 立される小 売業に属する事業を主たる事業として 営
む 会社（ 合併後存 続する 会社を含む。） の 店舗等の設 置の事業

ロ 出資により設 立される 会社及びその 会社に出資しようとする中小小 売商業
者のための 共同 店舗等の設 置の事業

( 4 )  2 以 上の中小小 売商業者が資本 金の額又は出資の 総額の大部分を出資し
ている 会社 当該 会社及び当該 会社に出資している中小小 売商業者のための
共同 店舗等の設 置の事業

4 第1号に掲げる組合等は同号に定める事業について、 第 2号に掲げる組合等
又は中小小 売商業者は当該出資をしようとする他の組合等又は中小小 売商業者
と 共同して同号に定める事業について、 第3号に掲げる 会社は同号に定める事
業について、 それぞれ電子 計算機 利用経営管理 計画を 作成し、 これを主務大臣
に 提出して、 当該電子 計算機 利用経営管理 計画が政 令で定める基準に適 合する
ものである旨の認定を受けることができる。
( 1 )  組合等 電子 計算機を 利用して、 中小小 売商業者である組合員又は所属

員の経営管理を 合理 化する事業の用に 供する施設又は設 備の設 置の事業
( 2 )  他の組合等又は中小小 売商業者とともに資本 金の額又は出資の 総額の大

部分を出資して 会社を設 立しようとする組合等又は中小小 売商業者 電子 計
算機を 利用して、 当該 会社に出資しようとする組合等の中小小 売商業者であ
る組合員若しくは所属員又は中小小 売商業者の経営管理を 合理 化する事業の
用に 供する施設又は設 備の設 置の事業

( 3 )  2 以 上の組合等又は中小小 売商業者が資本 金の額又は出資の 総額の大部
分を出資している 会社 電子 計算機を 利用して、 当該 会社に出資している組
合等の中小小 売商業者である組合員若しくは所属員又は中小小 売商業者の経
営管理を 合理 化する事業の用に 供する施設又は設 備の設 置の事業

5 連鎖化事業（主として中小小 売商業者に対し、 定 型 的な 約款による 契約に基
づき 継続的に、 商 品を 販売し、 又は 販売をあっせ んし、 かつ、 経営に関する指
導を行う事業をいう。 以下同じ。） を行う者は、 当該 連鎖化事業の用に 供する 倉
庫その他の施設又は設 備を設 置する事業について、 連鎖化事業 計画を 作成し、

これを主務大臣に 提出して、 当該 連鎖化事業 計画が政 令で定める基準に適 合す
るものである旨の認定を受けることができる。

6 中小 企業者が出資している 会社であって政 令で定める要 件に該当するもの
（ 以下「特定 会社」という。） 若しくは 一般 社団法 人若 しくは 一般 財団法 人（ 以
下「 一般 社団法 人等」という。） 又は特定 会社を設 立しようとする者は、 商店街
の区域、 団地又は 建物の 内 部に 集団して事業を 営む中小小 売商業者の経営の 近
代化を支 援するため、 共同 店舗、 ア ー ケ ー ド、 休憩所その他の施設又は設 備を
設 置する事業について、 商店街整備等支 援計画を 作成し、 これを経済産業大臣
に 提出して、 当該 商店街整備等支 援計画が政 令で定める基準に適 合するもので
ある旨の認定を受けることができる。

7 商店街整備計画、 店舗集団化計画、 共同 店舗等 整備計画、 電子 計算機 利用経
営管理 計画、 連鎖化事業 計画又は 商店街幣備等支 援計画（ 以下「高 度化事業 計
画」という。） には、 次に掲げる事項を記 載しなければならない。

(1) 第1項若しくは第 2項に規定する事業、 第3項若しくは第4項各号に定
める事業又は 愉 2項に規定する事業（ 以下「 裔度化事業」という。） の 目標及
び 内 容

( 2 )  高 度化事業の 実施時期



(3) 高 度化事業の 実施に必要な資金の額及びその 調達 方法
8 経済産業大臣は、 第3項の規定による認定をしようとするときは、 同項第1

号又は第 2号に定める事業に係る 共同 店舗等 整備計 画にあっては当該 共同 店舗
等 整備計 画に係る組合を所 管する大臣に、 同項第3号又は第4号に定める事業
に係る 共同 店舗等 整備計 画にあっては当該 共同 店舗等 整備計 画に係る 店舗又は
共同 店舗において行われる小 売業に属する事業を所 管する大臣に、 共同 店舗等

の設 置の事業に係る 商店街整備等支 援計 画について第6項の規定による認定を
しようとするときは、 当該 商店街整備等支 援計 画に係る 共同 店舗において行わ
れる小 売業に属する事業を所 管する大臣に 協議しなければならない。
， 前各項に規定するもののほか、 高 度化事業 計 画の認定及びその取 消しに関し

必要な事項は、 政 令で定める。
【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね3 0日

備 考

設 定 日 令和4年 3月 3 1日



《ID21 1 300A申請 商工労働課 中小小売商業振興法第4条第3 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 商工労働課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 共同 店舗等 整備計 画の認定

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 中小小 売商業 振興法第4条第 3項

＜審査基準／標準処理期間＞
中小小 売商業 振典法第4条第 3項・第7項

基 準 規 定 中小小 売商業 振興法施行 令第4条
中小小 売商業 振典法施行規則第 9条第4項•第 5項

■設定 □未設定

（高 度化事業 計 画の認定等）
第4条 商店街振興組合等（ 商店街振典組合若しくは 商店街振輿組合 連合 会、 事

業 協同組合、 事業 協同小組合若しくは 協同組合 連合 会又は中小 企業 団体の組織
に関する法律（昭和 32年法律第 185号） 第9条ただし書に規定する 商店街組合
若しくはこれを 会員とする 商工組合 連合 会をいう。） は、 主として中小小 売商業
者である組合員又は所属員の経営の 近代化を 図るため、 商店街の区域において
店舗、 ア ー ケ ー ド、 街路灯その他の施設又は設 備を設 置する事業について、 商
店街整備計 画を 作成し、 これを経済産業大臣に 提出して、 当該 商店街整備計 画

が政 令で定める基準に適 合するものである旨の認定を受けることができる。
2 事業 協同組合、 事業 協同小組合又は 協同組合 連合 会は、 主として中小小 売商

業者である組合員又は所属員の経営の 近代化を 図るため、 店舗を 一の 団地に 集

審 査 基 準 団して設 置する事業（当該事業に併せて ア ー ケ ー ド、 街路灯その他の施設又は
設 備を設 置する事業を含む。） について、 店舗集団化計 画を 作成し、 これを経済
産業大臣に 提出して、 当該 店舗集団化計 画が政 令で定める基準に適 合するもの

である旨の認定を受けることができる。
3 第1号又は第 2号に掲げる組合は当該各号に定める事業について、 第3号に

掲げる中小小 売商業者は当該 合併又は出資をしようとする他の中小小 売商業者
と 共同して同号に定める事業について、 第4号に掲げる 会社は同号に定める事
業について、 それぞれ 共同 店舗等 整備計 画を 作成し、 これを経済産業大臣に 提
出して、 当該 共同 店舗等 幣備計 画が政 令で定める基準に適 合するものである旨
の認定を受けることができる。

(1) 事業 協同組合又は事業 協同小組合 中小小 売商業者である組合員のため
の 共同 店舗又は 休憩所、 集会場その他の 共同 店舗と併設される施設若しくは
共同 店舗の設 備（ 以下この項及び第 8項において「 共同 店舗等」という。） の

設 置の事業



( 2 )  協業組合 組合の 店舗又は 休憩所、 集会場その他の 店舗と併設される施
設若しくは 店舗の設 備（ 次号において「 店舗等」という。） の設 置の事業

( 3 )  他の中小小 売商業者と 合併をしようとし、 又は他の中小小 売商業者とと
もに資本 金の額若しくは出資の 総額の大部分を出資して 会社を設 立しようと
する中小小 売商業者 次に掲げる事業

イ 合併又は出資により設 立される小 売業に属する事業を主たる事業として 営
む 会社（ 合併後存 続する 会社を含む。） の 店舗等の設 置の事業

ロ 出資により設 立される 会社及びその 会社に出資しようとする中小小 売商業
者のための 共同 店舗等の設 置の事業

( 4 )  2 以 上の中小小 売商業者が資本 金の額又は出資の 総額の大部分を出資し
ている 会社 当該 会社及び当該 会社に出資している中小小 売商業者のための
共同 店舗等の設 置の事業

4 第1号に掲げる組合等は同号に定める事業について、 第 2号に掲げる組合等
又は中小小 売商業者は当該出資をしようとする他の組合等又は中小小 売商業者
と 共同して同号に定める事業について、 第3号に掲げる 会社は同号に定める事
業について、 それぞれ電子 計算機 利用経営管理 計画を 作成し、 これを主務大臣
に 提出して、 当該電子 計算機 利用経営管理 計画が政 令で定める基準に適 合する
ものである旨の認定を受けることができる。
( 1 )  組合等 電子 計算機を 利用して、 中小小 売商業者である組合員又は所属

員の経営管理を 合理 化する事業の用に 供する施設又は設 備の設 置の事業
( 2 )  他の組合等又は中小小 売商業者とともに資本 金の額又は出資の 総額の大

部分を出資して 会社を設 立しようとする組合等又は中小小 売商業者 電子 計
算機を 利用して、 当該 会社に出資しようとする組合等の中小小 売商業者であ
る組合員若しくは所属員又は中小小 売商業者の経営管理を 合理 化する事業の
用に 供する施設又は設 備の設 置の事業

( 3 )  2 以 上の組合等又は中小小 売商業者が資本 金の額又は出資の 総額の大部
分を出資している 会社 電子 計算機を 利用して、 当該 会社に出資している組
合等の中小小 売商業者である組合員若しくは所属員又は中小小 売商業者の経
営管理を 合理 化する事業の用に 供する施設又は設 備の設 置の事業

5 連鎖化事業（主として中小小 売商業者に対し、 定 型 的な 約款による 契約に基
づき 継続的に、 商 品を 販売し、 又は 販売をあっせ んし、 かつ、 経営に関する指
導を行う事業をいう。 以下同じ。） を行う者は、 当該 連鎖化事業の用に 供する 倉
庫その他の施設又は設 備を設 置する事業について、 連鎖化事業 計画を 作成し、

これを主務大臣に 提出して、 当該 連鎖化事業 計画が政 令で定める基準に適 合す
るものである旨の認定を受けることができる。

6 中小 企業者が出資している 会社であって政 令で定める要 件に該当するもの
（ 以下「特定 会社」という。） 若しくは 一般 社団法 人若 しくは 一般 財団法 人（ 以
下「 一般 社団法 人等」という。） 又は特定 会社を設 立しようとする者は、 商店街
の区域、 団地又は 建物の 内 部に 集団して事業を 営む中小小 売商業者の経営の 近
代化を支 援するため、 共同 店舗、 ア ー ケ ー ド、 休憩所その他の施設又は設 備を
設 置する事業について、 商店街整備等支 援計画を 作成し、 これを経済産業大臣
に 提出して、 当該 商店街整備等支 援計画が政 令で定める基準に適 合するもので
ある旨の認定を受けることができる。

7 商店街整備計画、 店舗集団化計画、 共同 店舗等 整備計画、 電子 計算機 利用経
営管理 計画、 連鎖化事業 計画又は 商店街幣備等支 援計画（ 以下「高 度化事業 計
画」という。） には、 次に掲げる事項を記 載しなければならない。

(1) 第1項若しくは第 2項に規定する事業、 第3項若しくは第4項各号に定
める事業又は 愉 2項に規定する事業（ 以下「 裔度化事業」という。） の 目標及
び 内 容

( 2 )  高 度化事業の 実施時期



(3) 高 度化事業の 実施に必要な資金の額及びその 調達 方法
8 経済産業大臣は、 第3項の規定による認定をしようとするときは、 同項第1

号又は第 2号に定める事業に係る 共同 店舗等 整備計 画にあっては当該 共同 店舗
等 整備計 画に係る組合を所 管する大臣に、 同項第3号又は第4号に定める事業
に係る 共同 店舗等 整備計 画にあっては当該 共同 店舗等 整備計 画に係る 店舗又は
共同 店舗において行われる小 売業に属する事業を所 管する大臣に、 共同 店舗等

の設 置の事業に係る 商店街整備等支 援計 画について第6項の規定による認定を
しようとするときは、 当該 商店街整備等支 援計 画に係る 共同 店舗において行わ
れる小 売業に属する事業を所 管する大臣に 協議しなければならない。
， 前各項に規定するもののほか、 高 度化事業 計 画の認定及びその取 消しに関し

必要な事項は、 政 令で定める。
【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね3 0日

備 考

設 定 日 平成 3 1年 3月 3 1日



《ID211400A 申請 商工労働課 中小小売商業振興法第4条第6 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 商工労働課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 商店街朦備等支 援計 画の認定

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 中小小 売商業 振興法第4条第 6項

＜審査基準／標準処理期間＞
中小小 売商業 振典法第4条第 6項・第7項

基 準 規 定 中小小 売商業 振興法施行 令第7条、 第 8条
中小小 売商業 振典法施行規則第 9条第 5項•第 6項

■設定 □未設定

（高 度化事業 計 画の認定等）
第4条 商店街振興組合等（ 商店街振典組合若しくは 商店街振輿組合 連合 会、 事

業 協同組合、 事業 協同小組合若しくは 協同組合 連合 会又は中小 企業 団体の組織
に関する法律（昭和 32年法律第 185号） 第9条ただし書に規定する 商店街組合
若しくはこれを 会員とする 商工組合 連合 会をいう。） は、 主として中小小 売商業
者である組合員又は所属員の経営の 近代化を 図るため、 商店街の区域において
店舗、 ア ー ケ ー ド、 街路灯その他の施設又は設 備を設 置する事業について、 商
店街整備計 画を 作成し、 これを経済産業大臣に 提出して、 当該 商店街整備計 画

が政 令で定める基準に適 合するものである旨の認定を受けることができる。
2 事業 協同組合、 事業 協同小組合又は 協同組合 連合 会は、 主として中小小 売商

業者である組合員又は所属員の経営の 近代化を 図るため、 店舗を 一の 団地に 集

審 査 基 準 団して設 置する事業（当該事業に併せて ア ー ケ ー ド、 街路灯その他の施設又は
設 備を設 置する事業を含む。） について、 店舗集団化計 画を 作成し、 これを経済
産業大臣に 提出して、 当該 店舗集団化計 画が政 令で定める基準に適 合するもの

である旨の認定を受けることができる。
3 第1号又は第 2号に掲げる組合は当該各号に定める事業について、 第3号に

掲げる中小小 売商業者は当該 合併又は出資をしようとする他の中小小 売商業者
と 共同して同号に定める事業について、 第4号に掲げる 会社は同号に定める事
業について、 それぞれ 共同 店舗等 整備計 画を 作成し、 これを経済産業大臣に 提
出して、 当該 共同 店舗等 幣備計 画が政 令で定める基準に適 合するものである旨
の認定を受けることができる。

(1) 事業 協同組合又は事業 協同小組合 中小小 売商業者である組合員のため
の 共同 店舗又は 休憩所、 集会場その他の 共同 店舗と併設される施設若しくは
共同 店舗の設 備（ 以下この項及び第 8項において「 共同 店舗等」という。） の

設 置の事業



( 2 )  協業組合 組合の 店舗又は 休憩所、 集会場その他の 店舗と併設される施
設若しくは 店舗の設 備（ 次号において「 店舗等」という。） の設 置の事業

( 3 )  他の中小小 売商業者と 合併をしようとし、 又は他の中小小 売商業者とと
もに資本 金の額若しくは出資の 総額の大部分を出資して 会社を設 立しようと
する中小小 売商業者 次に掲げる事業

イ 合併又は出資により設 立される小 売業に属する事業を主たる事業として 営
む 会社（ 合併後存 続する 会社を含む。） の 店舗等の設 置の事業

ロ 出資により設 立される 会社及びその 会社に出資しようとする中小小 売商業
者のための 共同 店舗等の設 置の事業

( 4 )  2 以 上の中小小 売商業者が資本 金の額又は出資の 総額の大部分を出資し
ている 会社 当該 会社及び当該 会社に出資している中小小 売商業者のための
共同 店舗等の設 置の事業

4 第1号に掲げる組合等は同号に定める事業について、 第 2号に掲げる組合等
又は中小小 売商業者は当該出資をしようとする他の組合等又は中小小 売商業者
と 共同して同号に定める事業について、 第3号に掲げる 会社は同号に定める事
業について、 それぞれ電子 計算機 利用経営管理 計画を 作成し、 これを主務大臣
に 提出して、 当該電子 計算機 利用経営管理 計画が政 令で定める基準に適 合する
ものである旨の認定を受けることができる。
( 1 )  組合等 電子 計算機を 利用して、 中小小 売商業者である組合員又は所属

員の経営管理を 合理 化する事業の用に 供する施設又は設 備の設 置の事業
( 2 )  他の組合等又は中小小 売商業者とともに資本 金の額又は出資の 総額の大

部分を出資して 会社を設 立しようとする組合等又は中小小 売商業者 電子 計
算機を 利用して、 当該 会社に出資しようとする組合等の中小小 売商業者であ
る組合員若しくは所属員又は中小小 売商業者の経営管理を 合理 化する事業の
用に 供する施設又は設 備の設 置の事業

( 3 )  2 以 上の組合等又は中小小 売商業者が資本 金の額又は出資の 総額の大部
分を出資している 会社 電子 計算機を 利用して、 当該 会社に出資している組
合等の中小小 売商業者である組合員若しくは所属員又は中小小 売商業者の経
営管理を 合理 化する事業の用に 供する施設又は設 備の設 置の事業

5 連鎖化事業（主として中小小 売商業者に対し、 定 型 的な 約款による 契約に基
づき 継続的に、 商 品を 販売し、 又は 販売をあっせ んし、 かつ、 経営に関する指
導を行う事業をいう。 以下同じ。） を行う者は、 当該 連鎖化事業の用に 供する 倉
庫その他の施設又は設 備を設 置する事業について、 連鎖化事業 計画を 作成し、

これを主務大臣に 提出して、 当該 連鎖化事業 計画が政 令で定める基準に適 合す
るものである旨の認定を受けることができる。

6 中小 企業者が出資している 会社であって政 令で定める要 件に該当するもの
（ 以下「特定 会社」という。） 若しくは 一般 社団法 人若 しくは 一般 財団法 人（ 以
下「 一般 社団法 人等」という。） 又は特定 会社を設 立しようとする者は、 商店街
の区域、 団地又は 建物の 内 部に 集団して事業を 営む中小小 売商業者の経営の 近
代化を支 援するため、 共同 店舗、 ア ー ケ ー ド、 休憩所その他の施設又は設 備を
設 置する事業について、 商店街整備等支 援計画を 作成し、 これを経済産業大臣
に 提出して、 当該 商店街整備等支 援計画が政 令で定める基準に適 合するもので
ある旨の認定を受けることができる。

7 商店街整備計画、 店舗集団化計画、 共同 店舗等 整備計画、 電子 計算機 利用経
営管理 計画、 連鎖化事業 計画又は 商店街幣備等支 援計画（ 以下「高 度化事業 計
画」という。） には、 次に掲げる事項を記 載しなければならない。

(1) 第1項若しくは第 2項に規定する事業、 第3項若しくは第4項各号に定
める事業又は 愉 2項に規定する事業（ 以下「 裔度化事業」という。） の 目標及
び 内 容

( 2 )  高 度化事業の 実施時期



(3) 高 度化事業の 実施に必要な資金の額及びその 調達 方法
8 経済産業大臣は、 第3項の規定による認定をしようとするときは、 同項第1

号又は第 2号に定める事業に係る 共同 店舗等 整備計 画にあっては当該 共同 店舗
等 整備計 画に係る組合を所 管する大臣に、 同項第3号又は第4号に定める事業
に係る 共同 店舗等 整備計 画にあっては当該 共同 店舗等 整備計 画に係る 店舗又は
共同 店舗において行われる小 売業に属する事業を所 管する大臣に、 共同 店舗等

の設 置の事業に係る 商店街整備等支 援計 画について第6項の規定による認定を
しようとするときは、 当該 商店街整備等支 援計 画に係る 共同 店舗において行わ
れる小 売業に属する事業を所 管する大臣に 協議しなければならない。
， 前各項に規定するもののほか、 高 度化事業 計 画の認定及びその取 消しに関し

必要な事項は、 政 令で定める。
【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね3 0日

備 考

設 定 日 平成 3 1年 3月 3 1日



《ID301 200A申請 商工労働課 商工会法第23条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 商工労働課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 設 立の認 可

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 商工会法第 23条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
商工会法第 23条第 1項•第 2項
商工会法施行規則第 1条の 3

■設定 □未設定

（設 立の認 可）
第 23条 発起 人は、 創立総会の 終了後、 遅滞なく、 申 請書に定 款、 事業 計 画及び

収支予算並びに経済産業省 令で定める事項を記 載した書面を 添附して、 経済産
業大臣に設 立の認 可を 申 請しなければならない。

2 経済産業大臣は、 前項の認 可の 申 請があった場合において、 設 立しようとす
る 商工会が 次に掲げる要 件に適 合していないと認めるときは、 同項の認 可をし
てはならない。

(1) 設 立の手 続並びに定 款及び事業 計 画の 内 容が法 令に 違反しないこと。
(2) 第 13条本 文に規定する者の 2分の 1 以 上が 会員となるものであること。
(3) その設 立がその地区 内の 商 工業の 総合 的な改善発達に 寄与するものであ

審 査 基 準 ること。
(4) その事業を 実施するために必要な経済的基 礎を有すること。
(5) 設 立しようとする 商工会が第7条第 2項の規定により市町村の区域の 一

部をその地区の全 部又は 一部とする場合にあっては、 その設 立が関係市町村
内の 商工業の 総合 的な改善発達に支 障を生 じないこと。

3 経済産業大臣は、 第1項の認 可（第7条第 2項の規定により市町村の区域の
一部をその地区の全 部又は 一部とする 商工会の設 立に係るものに限る。）をする

場合には、関係 都道府県知事及び関係市町村長の 意見を 聴かなければならない。
【基準】
上記の条文による。



参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね3 0日

備 考 和歌 山 県の事務 処理の特例に関する条例第 2条による権限移 譲

設 定 日 平成 3 1年 3月 3 1日



《ID301 300A申請 商工労働課 商工会法第42条第5 項 、 第48条第5 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 商工労働課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 総会又は 総代会の 招集の 承認

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 商工会法第42条第 5項、 第48条第 5項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 商工会法第42条第 2項•第 5項、 第48条第 5項

■設定 □未設定

第 42 条 会長は、 必要があると認めるときは、 臨時 総会を 招集することができ
る。

2 会長は、 会員が 総会員の 5分の 1 以 上の同 意を得て、 会議の 目 的たる事項及
び 招集の理由を記 載した書面を 会長に 提出して 総会の 招集を 請求したときは、

その 請求のあった日から 3 週間 以 内に、 臨時 総会を 招集しなければならない。
3 前項の場合において、 電 磁的 方法により 議決権又は 選挙権を行 使することが

定 款で定められているときは、 当該書面の 提出に代えて、 当該書面に記 載すべ
き事項及び理由を当該電 磁的 方法により 提供することができる。 この場合にお
いて、 当該 会員は、 当該書面を 提出したものとみなす。

4 前項 前 段の電 磁的 方法（経済産業省 令で定める 方法を除く。） により行われた
当該書面に記 載すべき事項及び理由の 提供は、 会長の 使用に係る電子 計算機に
備えられた フ ァ イ ルヘの記 録がされた時に当該 会長に 到達したものとみなす。

審 査 基 準 5 第 2項の規定による 請求をした 会員は、 同項の 請求をした日から 2 週間 以 内
に 会長が 総会招集の手 続をしないときは、 経済産業大臣の 承認を得て 総会を 招
集することができる。 会長の 職務を行う者がない場合において、 会員が 総会員

の 5分の 1 以 上の同 意を得たときも、 同 様とする。

（ 総代会）
第48条 会員の 総数が 20 0 人をこ える 商工会は、 定 款で定めるところにより、 総

会に代わるべき 総代会を設けることができる。
2 総代は、 定 款で定めるところにより、 会員のうちから、 その住所、 事業の 種類

等に応じて 公平に 選挙されなければならない。
3 総代の定 数は、 その 選挙の時における 会員の 総数の 10 分の 2（ 会員の 総数が

50 0 人をこ える 商工会にあっては、 10 0 人） を下つてはならない。
4 総代の 任期は、 3年 以 内において定 款で定める期間とする。
5 総会に関する規定は、 総代会について準用する。 ただし、 総代会においては、



総代の 選挙をし、 又は 解散若しくは 合併の 議決をすることはできない。

【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね3 0日

備 考 和歌 山 県の事務 処理の特例に関する条例第 2条による権限移 譲

設 定 日 平成 3 1年 3月 3 1日



《ID301400A 申請 商工労働課 商工会法第44条第2 項 、 第48条第5 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 商工労働課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 定 款の 変更の認 可

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 商工会法第44条第 2項、 第48条第 5項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
商工会法第44条第 2項、 第48条第 5項
商工会法施行規則第4条第 1項

■設定 □未設定

（ 総会の 決議）
第44条 次の事項は、 総会の 議決を経なければならない。

(1) 定 款の 変更
(2) 規 約の設定、 変更又は 廃止
(3) 事業 計 画及び 収支予算の 決定又は 変更
(4) その他定 款で定める事項
2 会長は、 総会において定 款の 変更の 決議があったときは、 遅滞なく、 申 請書

に 変更の理由その他経済産業省 令で定める事項を記 載した書面を 添附して、 経
済産業大臣に定 款の 変更の認 可を 申 請しなければならない。

3 定 款の 変更は、 経済産業大臣の認 可を受けなければ、 その 効 力を生 じない。

審 査 基 準 4 第 23条第 2項及び第 3項並びに第 24条の規定は、 第 2項の認 可について準
用する。

（ 総代会）
第48条 会員の 総数が 20 0 人をこ える 商工会は、 定 款で定めるところにより、 総

会に代わるべき 総代会を設けることができる。
2 総代は、 定 款で定めるところにより、 会員のうちから、 その住所、 事業の 種類

等に応じて 公平に 選挙されなければならない。
3 総代の定 数は、 その 選挙の時における 会員の 総数の 10 分の 2（ 会員の 総数が

50 0 人をこ える 商工会にあっては、 10 0 人） を下つてはならない。
4 総代の 任期は、 3年 以 内において定 款で定める期間とする。
5 総会に関する規定は、 総代会について準用する。 ただし、 総代会においては、

総代の 選挙をし、 又は 解散若しくは 合併の 議決をすることはできない。



【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね3 0日

備 考 和歌 山 県の事務 処理の特例に関する条例第 2条による権限移 譲

設 定 日 平成 3 1年 3月 3 1日



《ID301 800A申請 商工労働課 商工会法第52条の2第2 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 商工労働課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 商工会の 合併の認 可

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 商工会法第 52条の 2第 2項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 商工会法第 23条第 2項、 第 52条の 2第 2項•第 3項

■設定 □未設定

（ 合併の手 続）
第 52条の 2 商工会が 合併しようとするときは、各 商工会の 総会の 議決を経なけ

ればならない。
2 合併をするには、 申 請書に 合併後存 続する 商工会又は 合併によって成立する

商工会（ 以下この条において「 新商工会」という。） の定 款、 事業 計 画書、 収支
予算書その他経済産業省 令で定める書 類を 添付して、 経済産業大臣に 合併の認
可を 申 請しなければならない。

3 経済産業大臣は、 前項の認 可の 申 請があった場合において、 新商工会が 次に
掲げる要 件に適 合していないと認めるときは、 同項の認 可をしてはならない。

審 査 基 準 ( 1 )  第 23条第 2項各号に掲げる要 件に適 合すること。
(2) 新商工会が第7条第 2項の規定により市町村の区域の 一部をその地区の

全 部又は 一部とする場合にあっては、 その 合併により 新商工会の事業が 合併
前の 商工会の事業に 比して著しく 効 率的なものとなること。

4 合併は、 経済産業大臣の認 可を受けなければ、 その 効 力を生 じない。
5 第 23条第 3項及び第 24条の規定は、 第 2項の認 可について準用する。
【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

標準処理期間 口設定 ■未設定



備 考 和歌 山 県の事務 処理の特例に関する条例第 2条による権限移 譲

設 定 日 平成 3 1年 3月 3 1日



《ID301 900A申請 商工労働課 商工会法第54条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 商工労働課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 財産 処分の 方法の認 可

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 商工会法第 54条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 商工会法第 54条第 1項

■設定 □未設定

（ 財産 処分の 方法等）
第 54条 清算 人は、 財産 処分の 方法を定め、 総会の 議決を経て、 経済産業大臣の

認 可を受けなければならない。
2 総会が 前項の 議決をしないとき又はすることができないときは、 清算 人は、

経済産業大臣の認 可を受けて、 財産 処分の 方法を定めなければならない。
審 査 基 準 3 残余財産は、 商工会又はその 目 的と 類似の 公益 目 的を有する法 人その他の 団

体に 帰属させなければならない。
4 第 24条の規定は、 第1項及び第 2項の認 可について準用する。

【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

口設定 ■未設定
標準処理期間

備 考 和歌 山 県の事務 処理の特例に関する条例第 2条による権限移 譲

設 定 日 平成 3 1年 3月 3 1日



《ID302000A申請 商工労働課 商工会法第54条第2 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 商工労働課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 総会の 決議を経ない 財産 処分の 方法の認 可

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 商工会法第 54条第 2項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 商工会法第 54条第 2項

■設定 □未設定

（ 財産 処分の 方法等）
第 54条 清算 人は、 財産 処分の 方法を定め、 総会の 議決を経て、 経済産業大臣の

認 可を受けなければならない。
2 総会が 前項の 議決をしないとき又はすることができないときは、 清算 人は、

経済産業大臣の認 可を受けて、 財産 処分の 方法を定めなければならない。
審 査 基 準 3 残余財産は、 商工会又はその 目 的と 類似の 公益 目 的を有する法 人その他の 団

体に 帰属させなければならない。
4 第 24条の規定は、 第1項及び第 2項の認 可について準用する。

【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

口設定 ■未設定
標準処理期間

備 考 和歌 山 県の事務 処理の特例に関する条例第 2条による権限移 譲

設 定 日 平成 3 1年 3月 3 1日
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《ID15 17 1 0A申請 建設総務課 道路法第48条の26第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 建設 総務課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 歩行者 利便増進計 画の認定

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 道路法第48条の 26第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 道路法第48条の 24、 第48条の 25、 第48条の 26

■設定 □未設定

（ 歩行者 利便増進計 画の認定）
第 48条の 26 道路管理者は、 前条第6項の規定により通知した 占用予定者が 提

出した 歩行者 利便増進計 画について、 道路の場所を指定して、 当該 歩行者 利便
増進計 画が適当である旨の認定をするものとする。

審 査 基 準
2 道路管理者は、 前項の認定をしたときは、 当該認定をした日及び認定の有 効
期間並びに同項の規定により指定した 道路の場所を 公示しなければならない。

【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね 30 日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID15 1 720A申請 建設総務課 道路法第48条の27第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 建設 総務課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 歩行者 利便増進計 画の 変更等

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 道路法第48条の 27第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 道路法第48条の 27

■設定 □未設定

（ 歩行者 利便増進計 画の 変更等）
第48条の 27 前条第1項の認定を受けた者（ 以下「認定 計 画提出者」という。）

は、当該認定を受けた 歩行者 利便増進計 画を 変更しようとする場合においては、
道路管理者の認定を受けなければならない。

2 道路管理者は、 前項の 変更の認定の 申 請があったときは、 次に掲げる基準に
適 合すると認める場合に限り、 その認定をするものとする。

(1) 変更後の 歩行者 利便増進計 画が第48条の 25第1項第1号から第 3号ま

審 査 基 準 でに掲げる基準を満たしていること。
(2) 当該 歩行者 利便増進計 画の 変更をすることについて、 歩行者 利便増進道

路の 歩行者の 利便の 一層の 増進に 寄与するものであると 見込まれること又は
やむを得ない事情があること。

3 前条第 2項の規定は、 第1項の 変更の認定をした場合について準用する。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね 14日



備 考

設 定 日 令和 6 年3月31日



《ID151740A 申請 建設総務課 道路法第48条の29》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 建設 総務課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 地 位の 承継

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 道路法第48条の 29

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 道路法第48条の 29

■設定 □未設定

（地 位の 承継）
第 48条の 29 次に掲げる者は、 道路管理者の 承認を受けて、 認定 計 画提出者が

有していた 計 画の認定に基づく地 位を 承継することができる。
(1) 認定 計 画提出者の 一般 承継人
(2) 認定 計 画提出者から、 認定 歩行者 利便増進計 画に基づき設 置又は 管理が

審 査 基 準 行われる 公募対 象歩行者 利便増進施設等の所有権その他当該 公募対 象歩行者
利便増進施設等の設 置又は 管理に必要な権原を取得した者

【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね 14日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID151750A 申請 建設総務課 道路法第48条の32第1 項 • 第3 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 建設 総務課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和4年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 車両の 停留の許可、 変更の許可

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 道路法第48条の 32第 1項•第 3項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
道路法第48条の 32、 第48条の 33
道路法施行 令第 35条の 8、 第 35条の 9

■設定 □未設定

（ 車両の 停留の許可）
第 48条の 32 特定 車両停留施設に 車両を 停留させようとする場合においては、

道路管理者の許可を受けなければならない。 ただし、 道路交通法第 39条第1項
に規定する 緊急 自 動車その他政 令で定める 車両については、 この限りでない。

2 前項の許可を受けようとする者は、 停留させる 車両に係る事項、 当該 車両を
停留させる日時その他特定 車両停留施設を 利用する特定 車両の 種類 ごとに国 土

交通省 令で定める事項を記 載した 申 請書を 道路管理者に 提出しなければならな
審 査 基 準 し‘゜

3 第1項の許可を受けた者は、 当該許可の 申 請に係る 前項に規定する事項を 変
更しようとする場合においては、 あらかじめ 道路管理者の許可を受けなければ

ならない。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね 14日

備 考



設 定 日 ］ 令和 6年 3月 3 1日



《ID15 1 800A申請 建設総務課 道路法第48条の60第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 建設 総務課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和4年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 道路協力 団体の指定

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 道路法第48条の 60 第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
道路法第48条の 60 第 1項、 第48条の 6 1

基 準 規 定 道路法施行 令第7条第 9号・第 12号
道路法施行規則第4条の 25、 第4条の 26
■設定 □未設定

（ 道路協力 団体の指定）
第 48条の 60 道路管理者は、 次条に規定する業務を適 正かつ確 実に行うことが

できると認められる法 人その他これに準ずるものとして国 上交通省 令で定める
団体を、 その 申 請により、 道路協力 団体として指定することができる。

2 道路管理者は、 前項の規定による指定をしたときは、 当該 道路協力 団体の 名
称、 住所及び事務所の所 在地を 公示しなければならない。

審 査 基 準 3 道路協力 団体は、 その 名 称、 住所又は事務所の所 在地を 変更しようとすると
きは、 あらかじめ、 その旨を 道路管理者に届け出なければならない。

4 道路管理者は、 前項の規定による届出があったときは、 当該届出に係る事項
を 公示しなければならない。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね3 0日

備 考



設 定 日 ］ 令和 6年 3月 3 1日



《ID1 52600A申請 建設総務課 道路法第91条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 建設 総務課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 区域決定後、 権原取得 前の 形質変更等の許可

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 道路法第 9 1条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 道路法第 9 1条第 1項

■設定 □未設定

（ 道路予定区域）
第 9 1条 第 18条第1項の規定により 道路の区域が 決定された後 道路の 供用が 開

始されるまでの間は、 何人も、 道路管理者（国 土交通大臣が 自ら 道路の 新設又
は改築を行う場合における国 土交通大臣を含む。 以下この条及び第 96条第 5項
後 段において同じ。）が当該区域についての 土地に関する権原を取得する 前にお
いても、 道路管理者の許可を受けなければ、 当該区域内において 土地の 形質を
変更し、 エ作物を 新築し、 改築し、 増築し、 若しくは大修繕し、 又は 物件を付 加
増置してはならない。

2 道路の区域が 決定された後 道路の 供用が 開始されるまでの間においても、 道
路管理者が当該区域についての 土地に関する権原を取得した後においては、 当

該区域又は当該区域内に設 置された 道路の 附属 物となるべきもの（ 以下「 道路
審 査 基 準 予定区域」という。） については、 第4条、 第3章第3 節、 第43条、 第44条か

ら第44条の 3まで、 第47条の 2 1、 第48条、 第48条の 45（第 32条第1項又
は第3項の規定の適用に係る 部分に限る。）、 第 7 1条、 第 72条、 第 72条の 2
（第 2項を除く。）、 第73条、 第75条、 第 87条及び 次条から第 95条までの規
定を準用する。

3 第1項の規定による 制限により 損失を受ける者がある場合においては、 道路
管理者は、 その者に対して通常受けるべき 損失を 補償しなければならない。

4 第44条第6項及び第7項の規定は、 前項の規定による 損失の 補償について準
用する。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。



参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね14日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID1 52700A申請 建設総務課 道路法第91条第2 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 建設 総務課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 5年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 道路予定区域における 占用許可、 占用の 変更許可（第 32条第 1項•第 3項準用）

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 道路法第 9 1条第 2項

＜審査基準／標準処理期間＞
道路法第 32条 ～第 35条

基 準 規 定 道路法施行 令第7条 ～第 15条、 第 16条の 2、 第 16条の 3、 第 17条
道路法施行規則第4条の 3～第4条の 4の 10
■設定 □未設定

（ 道路予定区域）
第 9 1条 第 18条第1項の規定により 道路の区域が 決定された後 道路の 供用が 開

始されるまでの間は、 何人も、 道路管理者（国 土交通大臣が 自ら 道路の 新設又
は改築を行う場合における国 士交通大臣を含む。 以下この条及び第 96条第 5項
後 段において同じ。）が当該区域についての 上地に関する権原を取得する 前にお
いても、 道路管理者の許可を受けなければ、 当該区域内において 士地の 形質を
変更し、 エ作物を 新築し、 改築し、 増築し、 若しくは大修緒し、 又は 物件を付 加
増置してはならない。

2 道路の区域が 決定された後 道路の 供用が 開始されるまでの間においても、 道
路管理者が当該区域についての 士地に関する権原を取得した後においては、 当

該区域又は当該区域内に設 置された 道路の 附属 物となるべきもの（ 以下「 道路
審 査 基 準 予定区域」という。） については、 第4条、 第3章第3 節、 第43条、 第44条か

ら第44条の 3まで、 第47条の 2 1、 第48条、 第48条の 45（第 32条第1項又
は第3項の規定の適用に係る 部分に限る。）、 第 7 1条、 第 72条、 第 72条の 2
（第 2項を除く。）、 第73条、 第75条、 第 87条及び 次条から第 95条までの規
定を準用する。

3 第1項の規定による 制限により 損失を受ける者がある場合においては、 道路
管理者は、 その者に対して通常受けるべき 損失を 補償しなければならない。

4 第44条第6項及び第7項の規定は、 前項の規定による 損失の 補償について準
用する。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。



参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね14日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID1 83400A申請 建設総務課 河川法第20条》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 建設 総務課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和4年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 河川 管理者 以外の者の施行する 工事等の 承認（準用 河川）

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 河川法第 20 条

＜審査基準／標準処理期間＞
河川法第 20 条

基 準 規 定 河川法施行 令第 1 1条、 第 12条
河川 管理施設等構造令

■設定 □未設定

（ 河川 管理者 以外の者の施行する 工事等）
第 20 条 河川 管理者 以外の者は、 第 1 1条、 第 16条の 3第1項、 第 16条の 4第

1項、 第 16条の 5第1項、 第 17条第1項及び第 18条の規定による場合のほ
か、 あらかじめ、 政 令で定めるところにより 河川 管理者の 承認を受けて、 河川

審 査 基 準
工事又は 河川の 維持を行うことができる。 ただし、 政 令で定める 軽易なものに

ついては、 河川 管理者の 承認を受けることを要しない。

【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね3 0日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID1 83600A申請 建設総務課 河川法第23条》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 建設 総務課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 流水 占用の許可（準用 河川）

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 河川法第 23条

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 河川法施行規則第 1 1条、 別 表第 1

■設定 □未設定

（ 流水の 占用の許可）
第 23条 河川の 流水を 占用しようとする者は、国 土交通省 令で定めるところによ

り、 河川 管理者の許可を受けなければならない。 ただし、 次条に規定する発電
のために 河川の 流水を 占用しようとする場合は、 この限りでない。

審 査 基 準

【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね3 0日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《 ID183700A 申 請 建設総務課 河川法第 23 条の 2》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 建設 総務課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 流水の 占用の 登録

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 河川法第 23条の 2

＜審査基準／標準処理期間＞
河川法第 23条の 2、 第 23条の 4

基 準 規 定 河川法施行 令第 14条の 2
河川法施行規則第 1 1条の 4
■設定 □未設定

（ 流水の 占用の 登録）
第 23条の 2 前条の許可を受けた 水利使用（ 流水の 占用又は第 26条第1項に規

定する 工作物で 流水の 占用のためのものの 新築若しくは改築をいう。 以下同
じ。）のために取 水した 流水その他これに 類する 流水として政 令で定めるものの

審 査 基 準
みを 利用する発電のために 河川の 流水を 占用しようとする者は、 国 土交通省 令
で定めるところにより、 河川 管理者の 登録を受けなければならない。

【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね3 0日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID1 83800A申請 建設総務課 河川法第24条》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 建設 総務課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 土地の 占用の許可（準用 河川）

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 河川法第 24条

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 河川法施行規則第 1 1条、 第 12条、 第 15条、 別 表第 1、 別 表第 2

■設定 □未設定

（ 土地の 占用の許可）
第 24条 河川区域内の 土地（ 河川 管理者 以外の者がその権原に基づき 管理する 土

地を除く。 以下 次条において同じ。） を 占用しようとする者は、 国 土交通省 令で
定めるところにより、 河川 管理者の許可を受けなければならない。

審 査 基 準

【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね3 0日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID1 83900A申請 建設総務課 河川法第25条》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 建設 総務課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 土石等の採取の許可（準用 河川）

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 河川法第 25条

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
河川法施行 令第 15条第 1項
河川法施行規則第 13条、 別 表第 2

■設定 □未設定

（ 土石等の採取の許可）
第 25条 河川区域内の 土地において 土石（ 砂を含む。 以下同じ。） を採取しよう

とする者は、 国 土交通省 令で定めるところにより、 河川 管理者の許可を受けな
ければならない。 河川区域内の 土地において 土石以外の 河川の 産出物で政 令で

審 査 基 準
指定したものを採取しようとする者も、 同 様とする。

【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね3 0日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID1 84000A申請 建設総務課 河川法第26条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 建設 総務課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 工作物の 新築等の許可（準用 河川）

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 河川法第 26条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
河川法第 26条

基 準 規 定
河川法施行 令第 15条の 2、 第 15条の 3
河川法施行規則第 1 1条、 第 15条、 別 表第 1、 別 表第 2
河川 管理施設等構造令

■設定 □未設定

（ 工作物の 新築等の許可）
第 26条 河川区域内の 上地において 工作物を 新築し、 改築し、 又は除 却しようと

する者は、 国 士交通省 令で定めるところにより、 河川 管理者の許可を受けなけ
ればならない。 河川の 河 口 附近の 海面において 河川の 流水を 貯留し、 又は 停滞
させるための 工作物を 新築し、 改築し、 又は除 却しようとする者も、 同 様とす
る。

2 裔規 格 堤防特別区域内の 士地においては、 前項の規定にかかわらず、 次に掲
げる行 為については、 同項の許可を受けることを要しない。

(1) 基 礎 ぐいその他の高規 格 堤防の 水の 浸透に対する機 能を減 殺するおそれ
のないものとして政 令で定める 工作物の 新築又は改築

(2) 前号の 工作物並びに用 排水路その他の通水施設及び 池その他の 貯水施設
審 査 基 準 で 漏水のおそれのあるもの 以外の 工作物の地 上又は地 表から政 令で定める 深

さ 以 内の地下における 新築又は改築
(3) 工作物の地 上における除 却又は 工作物の地 表から 前号の政 令で定める 深

さ 以 内の地下における除 却で当該 工作物が設けられていた 土地を直ちに 埋め
戻すもの

3 河川 管理者は、 高規 格 堤防特別区域内の 土地における 工作物の 新築、 改築又
は除 却について第1項の許可の 申 請又は第 37条の 2、 第 58条の 13、 第 95条
若しくは第 99条第 2項の規定による 協議があった場合において、その 申 請又は
協議に係る 工作物の 新築、 改築又は除 却が高規 格 堤防としての 効用を確保する
上で支 障を及ぼすおそれのあるものでない限り、 これを許可し、 又はその 協議

を成立させなければならない。
4 第1項 前 段の規定は、 樹林帯区域内の 土地における 工作物の 新築、 改築及び

除 却については、 適用しない。 ただし、 当該 工作物の 新築又は改築が、 隣接する



河川 管理施設（ 樹林帯を除く。） を保全するため特に必要であるとして 河川 管理
者が指定した 樹林帯区域（ 次項及び 次条第3項において「特定 樹林帯区域」と
いう。） 内の 士地においてされるものであるときは、 この限りでない。

5 河川 管理者は、 特定 樹林帯区域を指定するときは、 国 土交通省 令で定めると
ころにより、 その旨を 公示しなければならない。 これを 変更し、 又は 廃止する
ときも、 同 様とする。

【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね3 0日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID1841ODA 申請 建設総務課 河川法第27条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 建設 総務課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 土地の 掘削等の許可（準用 河川）

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 河川法第 27条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
河川法第 27条

基 準 規 定 河川法施行 令第 15条の 4第 1項、 第 15条の 5、 第 16条
河川法施行規則第 1 1条、 第 13条、 第 16条、 別 表第 1、 別 表第 2

■設定 □未設定

（ 上地の 掘削等の許可）
第 27条 河川区域内の 士地において 士地の 掘削、 盛士若しくは 切士その他 士地の

形状を 変更する行 為（ 前条第1項の許可に係る行 為のためにするものを除く。）
又は 竹木の 栽植若しくは 伐採をしようとする者は、 国 士交通省 令で定めるとこ
ろにより、 河川 管理者の許可を受けなければならない。 ただし、 政 令で定める
軽易な行 為については、 この限りでない。

2 高規 格 堤防特別区域内の 土地においては、 前項の規定にかかわらず、 次に掲
げる行 為については、 同項の許可を受けることを要しない。

(1) 前条第 2項第1号の行 為のためにする 土地の 掘削又は地 表から政 令で定
める 深さ 以 内の 士地の 掘削で当該 掘削した 士地を直ちに 埋め 戻すもの

( 2 )  盛土

審 査 基 準 (3) 士地の 掘削、 盛士及び 切 士以外の 士地の 形状を 変更する行 為
( 4 )  竹木の 栽植又は 伐採

3 樹林帯区域内の 土地においては、 第1項の規定にかかわらず、 次の各号（特
定 樹林帯区域内の 士地にあっては、 第 2号及び第3号） に掲げる行 為について
は、 同項の許可を要しない。

(1) 工作物の 新築若しくは改築のためにする 士地の 掘削又は 工作物の除 却の
ためにする 上地の 掘削で当該 掘削した 上地を直ちに 埋め 戻すもの

( 2 )  竹木の 栽植
(3) 通常の 管理行 為で政 令で定めるもの
4 河川 管理者は、 河川区域内の 士地における 士地の 掘削、 盛士又は 切 士により

河川 管理施設又は許可 工作物が 損傷し、 河川 管理 上著しい支 障が生 ずると認め
られる場合においては、 当該 河川 管理施設又は許可 工作物の存する 敷地を含む
一定の 河川区域内の 土地については、 第1項の許可をし、 又は第 58条の 13、 第
95条若しくは第 99条第 2項の規定による 協議に応じてはならない。



5 河川 管理者は、 前項の区域については、 国 士交通省 令で定めるところにより、
これを 公示しなければならない。

6 前条第3項の規定は、 裔規 格 堤防特別区域内の 士地における 士地の 掘削又は
切 土について第1項の許可の 申 請又は第 58条の 13、 第 95条若しくは第 99条

第 2項の規定による 協議があった場合に準用する。

【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね3 0日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID1 84200A申請 建設総務課 河川法第28条》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 建設 総務課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 竹木の 流送の許可等（準用 河川）

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 河川法第 28条

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
河川法施行 令第 16条の 3
河川法施行規則第 18条の 3

■設定 □未設定

（ 竹木の 流送等の 禁止、 制限又は許可）
第 28条 河川における 竹木の 流送又は 舟若しくはいかだの通航については、 1 級

河川にあっては政 令で、 2 級河川にあっては 都道府県の条例で、 河川 管理 上必
要な 範囲内において、 これを 禁止し、 若しくは 制限し、 又は 河川 管理者の許可

審 査 基 準
を受けさせることができる。

【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね3 0日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID1 84300A申請 建設総務課 河川法第29条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 建設 総務課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 河川 管理 上支 障のある行 為の許可等

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 河川法第 29条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
河川法施行 令第 16条の 8第 1項
河川法施行規則第 18条の 1 1

■設定 □未設定

（ 河川の 流水等について 河川 管理 上支 障を及ぼすおそれのある行 為の 禁止、 制限
又は許可）

第 29条 第 23条から 前条までに規定するものを除くほか、 河川の 流水の 方 向、
清潔、 流量、 幅員又は 深浅等について、 河川 管理 上支 障を及ぼすおそれのある

行 為については、 政 令で、 これを 禁止し、若しくは 制限し、 又は 河川 管理者の許
可を受けさせることができる。

審 査 基 準 2 2 級河川については、 前項に規定する行 為で政 令で定めるものについて、 都
道府県の条例で、 これを 禁止し、 若しくは 制限し、 又は 河川 管理者の許可を受

けさせることができる。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね3 0日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID184400A 申請 建設総務課 河川法第29条第2 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 建設 総務課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 2年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 河川 管理 上支 障のある行 為の許可等（ 二級河川）

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 河川法第 29条第 2項

＜審査基準／標準処理期間＞
河川法第 29条

基 準 規 定 河川法施行 令第 16条の 8第 1項
河川法施行規則第 18条の 1 1
■設定 □未設定

（ 河川の 流水等について 河川 管理 上支 障を及ぼすおそれのある行 為の 禁止、 制限
又は許可）

第 29条 第 23条から 前条までに規定するものを除くほか、 河川の 流水の 方 向、
清潔、 流量、 幅員又は 深浅等について、 河川 管理 上支 障を及ぼすおそれのある

行 為については、 政 令で、 これを 禁止し、若しくは 制限し、 又は 河川 管理者の許
可を受けさせることができる。

審 査 基 準 2 2 級河川については、 前項に規定する行 為で政 令で定めるものについて、 都
道府県の条例で、 これを 禁止し、 若しくは 制限し、 又は 河川 管理者の許可を受

けさせることができる。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね3 0日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID184500A 申請 建設総務課 河川法第30条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 建設 総務課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 許可 工作物の完成検査（準用 河川）

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 河川法第 30 条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 河川法第 26条第 1項

■設定 □未設定

（許可 工作物の 使用 制限）
第 30 条 第 26条第1項の許可を受けて ダムその他の政 令で定める 工作物を 新築

し、 又は改築する者は、 当該 工事について 河川 管理者の完成検査を受け、 これ
に 合 格した後でなければ、 当該 工作物を 使用してはならない。

2 前項の規定にかかわらず、 特別の事情があるときは、 同項に規定する者は、
審 査 基 準 当該 工作物の 工事の完成前においても、 河川 管理者の 承認を受けて、 当該 工作

物の 一部を 使用することができる。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね3 0日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID184600A 申請 建設総務課 河川法第30条第2 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 建設 総務課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 許可 工作物の完成前の 使用の 承認（準用 河川）

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 河川法第 30 条第 2項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 河川法第 30 条第 2項

■設定 □未設定

（許可 工作物の 使用 制限）
第 30 条 第 26条第1項の許可を受けて ダムその他の政 令で定める 工作物を 新築

し、 又は改築する者は、 当該 工事について 河川 管理者の完成検査を受け、 これ
に 合 格した後でなければ、 当該 工作物を 使用してはならない。

2 前項の規定にかかわらず、 特別の事情があるときは、 同項に規定する者は、
審 査 基 準 当該 工作物の 工事の完成前においても、 河川 管理者の 承認を受けて、 当該 工作

物の 一部を 使用することができる。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね3 0日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID184900A 申請 建設総務課 河川法第34条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 建設 総務課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 権 利譲渡の 承認（準用 河川）

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 河川法第 34条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
河川法第 34条第 1項
河川法施行規則第 22条

■設定 □未設定

（権 利の 譲渡）
第 34条 第 23条、第 24条若しくは第 25条の許可又は第 23条の 2の 登録に基づ

く権 利は、 河川 管理者の 承認を受けなければ、 譲渡することができない。
2 前項に規定する許可又は 登録に基づく権 利を 譲り受けた者は、 譲渡人が有し
ていたその許可又は 登録に基づく地 位を 承継する。

審 査 基 準 3 第 23条の 3及び第 23条の 4の規定は、 第1項に規定する 登録に係る同項の
承認について準用する。

【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね3 0日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID1 85000A申請 建設総務課 河川法第43条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 建設 総務課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 損失 補償前の 流水の 貯留又は取 水の 決定（準用 河川）

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 河川法第43条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 河川法第43条第 1項

■設定 □未設定

（ 流水の 貯留又は取 水の 制限）
第43条 水利使用の許可を受けた者は、 第 39条の 申出をした関係 河川 使用者に

係る 前条第1項の 協議又は同条第 2項の 裁定に係る 損失を 補償した後（ 損失の
補償が 損失防 止施設の設 置に係るものであるときは、 当該施設を設 置し、 かつ、
河川 管理者の確認を得た後） でなければ、 流水を 貯留し、 又は取 水してはなら

ない。 ただし、 第 39条の 申出をした関係 河川 使用者の受ける 損失であって 河川
管理者が当該 水利使用の許可に係る 流水の 貯留若しくは取 水の後でなければそ

の 程度を確定することができない旨の 決定をし、 若しくは当該 水利使用の許可
に係る 工作物が完成しなければ当該 損失防 止施設を設 置することができないこ
とその他当該 損失防 止施設の 種類、 構造等について特別の事情があることによ
り、 損失防 止施設の設 置の時期について当該 水利使用の許可に係る 流水の 貯留
若しくは取 水の後でよい旨の 決定をしたもの又は当該 水利使用の許可に係る 流

審 査 基 準 水の 貯留若しくは取 水につき同 意をした関係 河川 使用者の受ける 損失について
は、 この限りでない。

2 前項の場合において、 次の各号のいずれかに該当するときは、 水利使用の許
可を受けた者は、 補償金を 供託することができる。

(1) 補償金の 提供をした場合において、 補償金を受けるべき者がその受 領を
拒んだとき。

(2) 補償金を受けるべき者が 補償金を受 領することができないとき。
( 3 )  水利使用の許可を受けた者が 補償金を受けるべき者を確 知することがで

きないとき。 ただし、 水利使用の許可を受けた者に 過 失があるときは、 この
限りでない。

( 4 )  水利使用の許可を受けた者が 河川 管理者の 裁定した 補償金額に対して 不
服があるとき。

( 5 )  水利使用の許可を受けた者が差 押え又は 仮差 押えにより 補償金の払 渡し
を 禁じられたとき。



3 前項第4号の場合において 補償金を受けるべき者の 請求があるときは、 水利
使用の許可を受けた者は、 自 己の 見積金額を払い 渡し、 裁定による 補償金額と

の差額を 供託しなければならない。
4 第 2項の規定による 供託は、 水利使用を行なう 土地のもよりの 供託所にしな

ければならない。
5 水利使用の許可を受けた者は、 第 2項に規定する 供託をしたときは、 遅滞な
く、 その旨を 補償金を取得すべき者に通知しなければならない。

6 水利使用の許可を受けた者は、 第 2項に規定する 供託をしたときは、 遅滞な
く、 供託 物受入の記 載ある 供託書の 写しを 添付して、 その旨を 河川 管理者に届
け出なければならない。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね3 0日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID1 85200A申請 建設総務課 河川法第47条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 建設 総務課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 ダ ム 操作規 程の 承認（準用 河川）

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 河川法第47条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 河川法施行 令第 29条第 1項

■設定 □未設定

（ ダムの 操作規 程）
第47条 ダムを設 置する者は、当該 ダムを 流水の 貯留又は取 水の用に 供しようと

するときは、 あらかじめ、 政 令で定めるところにより、 当該 ダ ムの 操作の 方法
について 操作規 程を定め、 河川 管理者の 承認を受けなければならない。 これを
変更しようとするときも、 同 様とする。

2 河川 管理者は、 ダ ムで政 令で定めるものについて 前項の 承認をしようとする
ときは、 あらかじめ、 関係 都道府県知事の 意見をきかなければならない。

審 査 基 準 3 ダ ムの 操作は、 第1項の 承認を受けた 操作規 程に 従って行なわなければなら
なし‘。

4 河川 管理者は、 当該 ダムに関する 工事又は 河川の 状況の 変化その他当該 河川
に関する特別の事情により、 当該 操作規 程によっては 河川 管理 上支 障を生 ずる
と認める場合においては、 当該 操作規 程の 変更を 命ずることができる。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね3 0日



備 考

設 定 日 令和 6 年3月31日



《ID1 85500A申請 建設総務課 河川法第53条の2第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 建設 総務課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 渇水時における 水利使用の特例の 承認（準用 河川）

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 河川法第 53条の 2第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
河川法第 53条
河川法施行規則第 28条の 2

■設定 □未設定

（ 渇水時における 水利使用の特例）
第 53条の 2 水利使用者は、 河川 管理者の 承認を受けて、 異常な 渇水により許可

に係る 水利使用が 困 難となった他の 水利使用者に対して、 当該 異常な 渇水が 解
消するまでの間に限り、 自 己が受けた第 23条及び第 24条の許可に基づく 水利
使用の全 部又は 一部を行わせることができる。

2 前項の 承認に係る 水利使用を行わないこととなった場合においては、 当該 承

審 査 基 準 認を受けた者は、 遅滞なく、 河川 管理者にその旨を届け出なければならない。
3 河川 管理者は、 前項の規定による届出があった場合又は第1項に規定する他
の 水利使用者の許可に係る 水利使用が困難でなくなった場合においては、 同項
の 承認を取り 消さなければならない。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね3 0日

備 考



設 定 日 ］ 令和 6年 3月 3 1日



《ID1 85600A申請 建設総務課 河川法第55条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 建設 総務課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 河川保全区域内の行 為の許可（準用 河川）

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 河川法第 55条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
河川法施行 令第 34条
河川法施行規則第 15条、 第 30 条

■設定 □未設定

（ 河川保全区域における行 為の 制限）
第 55条 河川保全区域内において、 次の各号の 一に掲げる行 為をしようとする者

は、 国 土交通省 令で定めるところにより、 河川 管理者の許可を受けなければな
らない。 ただし、 政 令で定める行 為については、 この限りでない。
( 1 )  土地の 掘さく、 盛土又は 切 士その他 士地の 形状を 変更する行 為
( 2 )  工作物の 新築又は改築

2 第 33条の規定は、 相 続人、 合併又は分割により設 立される法 人その他の 前項
の許可を受けた者の 一般 承継人（分割による 承継の場合にあっては、 その許可

審 査 基 準 に係る 士地若しくは エ作物又は当該許可に係る 工作物の 新築等をすべき 土地
（ 以下この項において「許可に係る 土地等」という。）を 承継する法 人に限る。）、
同項の許可を受けた者からその許可に係る 土地等を 譲り受けた者及び同項の許
可を受けた者から 賃貸借その他により当該許可に係る 土地等を 使用する権 利を

取得した者について準用する。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね3 0日



備 考

設 定 日 令和 6 年3月31日



《ID1 85700A申請 建設総務課 河川法第57条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 建設 総務課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 河川予定地 内の行 為の許可（準用 河川）

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 河川法第 57条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
河川法施行 令第 35条
河川法施行規則第 15条、 第 33条

■設定 □未設定

（ 河川予定地における行 為の 制限）
第 57条 河川予定地において、 次の各号の ーに掲げる行 為をしようとする者は、

国 土交通省 令で定めるところにより、 河川 管理者の許可を受けなければならな
い。 ただし、 政 令で定める行 為については、 この限りでない。

(1) 土地の 掘さく、 盛土又は 切 士その他 士地の 形状を 変更する行 為
(2) 工作物の 新築又は改築
2 河川 管理者は、 前項の規定による 制限により 損失を受けた者がある場合にお
いては、 その者に対して、 通常生 ずべき 損失を 補償しなければならない。

3 第 22条第4項及び第5項の規定は 前項の規定による 損失の 補償について、第
審 査 基 準 33条の規定は相 続人、 合併又は分割により設 立される法 人その他の第1項の許

可を受けた者の 一般 承継人（分割による 承継の場合にあっては、 その許可に係
る 土地若しくは エ作物又は当該許可に係る 工作物の 新築等をすべき 土地（ 以下
この項において「許可に係る 土地等」という。） を 承継する法 人に限る。）、 同項
の許可を受けた者からその許可に係る 士地等を 譲り受けた者及び同項の許可を
受けた者から 賃貸借その他により当該許可に係る 土地等を 使用する権 利を取得
した者について、 準用する。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

標準処理期間 ■設定 □未設定



おおむね3 0日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID1 85800A申請 建設総務課 河川法第58条の4第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 建設 総務課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 河川保全 立体区域内の行 為の許可（準用 河川）

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 河川法第 58条の 4第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
河川法第 58条の 4第 1項
河川法施行 令第 35条の 2、 第 35条の 3

■設定 □未設定

（ 河川保全 立体区域における行 為の 制限）
第 58 条の 4 河川保全 立体区域内において、 次に掲げる行 為をしようとする者

は、 国 土交通省 令で定めるところにより、 河川 管理者の許可を受けなければな
らない。 ただし、 政 令で定める行 為については、 この限りでない。

(1) 土地の 掘削、 盛士又は 切 土その他 士地の 形状を 変更する行 為
( 2 ) 工作物の 新築、 改築又は除 却

(3) 載荷重が 1 平 方 メ ー ト ルにつき政 令で定める 重量以 上の 士石その他の 物
件の 集積

2 第 33条の規定は、 相 続人、 合併又は分割により設 立される法 人その他の 前項
審 査 基 準 の許可を受けた者の 一般 承継人（分割による 承継の場合にあっては、 その許可

に係る 士地若しくは エ作物又は当該許可に係る 工作物の 新築等をすべき 土地
（ 以下この項において「許可に係る 土地等」という。）を 承継する法 人に限る。）、
同項の許可を受けた者からその許可に係る 土地等を 譲り受けた者及び同項の許
可を受けた者から 賃貸借その他により当該許可に係る 土地等を 使用する権 利を

取得した者について準用する。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

標準処理期間 ■設定 □未設定



おおむね3 0日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID1 85900A申請 建設総務課 河川法第58条の6第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 建設 総務課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 河川予定 立体区域内の行 為の許可（準用 河川）

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 河川法第 58条の 6第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
河川法第 58条の 6第 1項
河川法施行 令第 35条

■設定 □未設定

（ 河川予定 立体区域における行 為の 制限）
第 58 条の 6 河川予定 立体区域内において、 次に掲げる行 為をしようとする者

は、 国 土交通省 令で定めるところにより、 河川 管理者の許可を受けなければな
らない。 ただし、 政 令で定める行 為については、 この限りでない。

(1) 土地の 掘削、 盛士、 切 士その他 土地の 形状を 変更する行 為
(2) 工作物の 新築又は改築
2 河川 管理者は、 前項の規定による 制限により 損失を受けた者がある場合にお
いては、 その者に対して、 通常生 ずべき 損失を 補償しなければならない。

3 第 22条第4項及び第5項の規定は 前項の規定による 損失の 補償について、第
審 査 基 準 33条の規定は相 続人、 合併又は分割により設 立される法 人その他の第1項の許

可を受けた者の 一般 承継人（分割による 承継の場合にあっては、 その許可に係
る 土地若しくは エ作物又は当該許可に係る 工作物の 新築等をすべき 土地（ 以下
この項において「許可に係る 土地等」という。） を 承継する法 人に限る。）、 同項
の許可を受けた者からその許可に係る 士地等を 譲り受けた者及び同項の許可を
受けた者から 賃貸借その他により当該許可に係る 土地等を 使用する権 利を取得
した者について、 準用する。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

標準処理期間 ■設定 □未設定



おおむね3 0日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID 186000A申請 建設総務課 河川法第58条の8第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 建設 総務課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 河川 協力 団体の指定

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 河川法第 58条の 8第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
河川法第 58条の 8第 1項、 第 58条の 9
河川法施行規則第 33条の 8、 第 33条の 9

■設定 □未設定

（ 河川 協力 団体の指定）
第 58条の 8 河川 管理者は、 次条に規定する業務を適 正かつ確 実に行うことがで

きると認められる法 人その他これに準ずるものとして国 土交通省 令で定める 団
体を、 その 申 請により、 河川 協力 団体として指定することができる。

2 河川 管理者は、 前項の規定による指定をしたときは、 当該 河川 協力 団体の 名
称、 住所及び事務所の所 在地を 公示しなければならない。

審 査 基 準 3 河川 協力 団体は、 その 名 称、 住所又は事務所の所 在地を 変更しようとすると
きは、 あらかじめ、 その旨を 河川 管理者に届け出なければならない。

4 河川 管理者は、 前項の規定による届出があったときは、 当該届出に係る事項
を 公示しなければならない。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね3 0日

備 考



設 定 日 ］ 令和 6年 3月 3 1日



《ID1 88800A申請 建設総務課 砂利採取法第16条 、 第20条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 建設 総務課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 砂利採取 計 画の認 可、 変更の認 可

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 砂利採取法第 16条、 第 20 条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定

審 査 基 準

砂利採取法第 17条、 第 19条
砂利の採取 計 画等に関する規則（昭和43年通商産業 省・ 建設 省令第 1号） 第 2条

■設定 □未設定

（採取 計 画の認 可）
第 16条 砂利採取業者は、 砂利の採取を行おうとするときは、 当該採取に係る 砂

利採取場ごとに採取 計 画を定め、 次の各号に掲げる場合の区分に応じ、 当該各
号に定める者の認 可を受けなければならない。

(1) 次号に掲げる場合 以外の場合 当該 砂利採取場の所 在地を 管轄する 都道
府県知事（地 方 自治法（昭和 22年法律第 67号） 第 252条の 19第1項の指定
都市（ 以下「指定 都市」という。） の区域内にあっては、 指定 都市の長。 以下

この章（第 28条第 2項を除く。） 及び第43条において同じ。）
(2) 当該 砂利採取場の区域の全 部又は 一部が 河川区域等（ 河川法（昭和 39年

法律第 167号） 第6条第1項に規定する 河川区域（同法第 58条の 2第1項の
規定により指定されたものを含む。）、同法第 54条第1項に規定する 河川保全
区域及び同法第 58条の 3第1項に規定する 河川保全 立体区域をいう。 以下同
じ。）の区域内にある場合 当該 河川区域等に係る同法第7条に規定する 河川
管理者 （同法第9条第 2項若しくは第5項、 第 11条第 3項又は第 98条の規

定により、同法第 26条第1項及び第 27条第1項若しくは第 55条第1項及び
第 58条の 4第1項の規定に基づく権限に属する事務を行い、 その権限を代わ
って行い、 又はその権限の委任を受けた者があるときは、 その者。 以下「 河川
管理者」という。）

（ 変更の認 可等）
第 20 条 第 16条の認 可を受けた 砂利採取業者は、 当該認 可に係る採取 計 画を 変

更しようとするときは、 その認 可をした 都道府県知事又は 河川 管理者の認 可を
受けなければならない。 ただし、 経済産業 省令、 固土交通省令で定める 軽微な
変更をしようとするときは、 この限りでない。

2 第 16条の認 可を受けた 砂利採取業者は、当該認 可に係る採取 計 画について 前
項ただし書の経済産業 省令、 国 土交通省令で定める 軽微な 変更をしようとする



ときは、 その旨をその認 可をした 都道府県知事又は 河川 管理者に届け出なけれ
ばならない。

3 第 16条の認 可を受けた 砂利採取業者は、 第 18条第1項第1号又は第 2号の
事項に 変更があったときは、 遅滞なく、 その旨をその認 可をした 都道府県知事
又は 河川 管理者に届け出なければならない。

4 前条の規定は、 第1項の規定による 変更の認 可に準用する。

【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね6 0日

備 考 和歌 山 県の事務 処理の特例に関する条例第 2条による権限移 譲

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID309500A申請 建設総務課 採石法第33条》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 建設 総務課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 採取 計 画の認 可

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 採 石法第 33条

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 採 石法第 33条

■設定 □未設定

（採取 計 画の認 可）
第 33条 採 石業者は、 岩石の採取を行おうとするときは、 当該 岩石の採取を行う

場所（ 以下「 岩石採取場」という。） ごとに採取 計 画を定め、 当該 岩石採取場の
所 在地を 管轄する 都道府県知事（当該所 在地が地 方 自治法（昭和 22年法律第 67
号） 第 252条の 19第1項の指定 都市 （ 以下「指定 都市」という。） の区域に属

審 査 基 準 する場合にあっては、 当該所 在地を 管轄する指定 都市の長。 以下この 節並びに
第 33条の 17、 第 34条の 6及び第42条から第42条の 2の 2までにおいて同
じ。） の認 可を受けなければならない。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね6 0日

備 考 和歌 山 県の事務 処理の特例に関する条例第 2条による権限移 譲

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID309600A申請 建設総務課 採石法第33条の5第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 建設 総務課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 採取 計 画の 変更の認 可

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 採 石法第 33条の 5第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 採 石法第 33条の 5

■設定 □未設定

（ 変更の認 可等）
第 33条の 5 第 33条の認 可を受けた採 石業者は、 当該認 可に係る採取 計 画を 変

更しようとするときは、 その認 可をした 都道府県知事の認 可を受けなければな
らない。 ただし、 経済産業省 令で定める 軽微な 変更をしようとするときは、 こ
の限りでない。

2 第 33条の認 可を受けた採 石業者は、当該認 可に係る採取 計 画について 前項た
だし書の経済産業省 令で定める 軽微な 変更をしようとするときは、 その旨をそ

審 査 基 準 の認 可をした 都道府県知事に届け出なければならない。
3 前条の規定は、 第1項の規定による 変更の認 可に準用する。
4 第 33条の認 可を受けた採 石業者は、 第 33条の 3第1項第1号又は第 2号の

事項に 変更があったときは、 遅滞なく、 その旨をその認 可をした 都道府県知事
に届け出なければならない。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね6 0日



備 考 和歌 山 県の事務 処理の特例に関する条例第 2条による権限移 譲

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID 156050A申請 都市計画課 土地区画整理法第19条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 都市 計 画課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 宅地の所有者及び 借地権者の同 意 申 請

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 土地区 画整理法第 19条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 土地区 画整理法第 19条

■設定 □未設定

（ 借地権の 申 告）
第 19条 前条に規定する同 意を得ようとする者は、 あらかじめ、 施行地区となる

べき区域の 公告を当該区域を 管轄する市町村長に 申 請しなければならない。
2 市町村長は、 前項に規定する 申 請があった場合においては、 政 令で定めるとこ

ろにより、 遅滞なく、 施行地区となるべき区域を 公告しなければならない。
3 前項の規定により 公告された施行地区となるべき区域内の 宅地について 未 登

記の 借地権を有する者は、 前項の 公告があった日から 1月以 内に当該市町村長に
審 査 基 準 対し、 その 借地権の 目 的となっている 宅地の所有者と 連署し、 又はその 借地権を

証する書面を 添えて、 国 士交通省 令で定めるところにより、 書面をもつてその 借
地権の 種類及び 内 容を 申 告しなければならない。

4 未 登記の 借地権で 前項の規定による 申 告のないものは、 前項の 申 告の期間を経
過した後は、 前条の規定の適用については、 存しないものとみなす。

【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

口設定 ■未設定
標準処理期間



備 考

設 定 日 令和4年3月31日



《ID1 57740A申請 都市計画課 土地区画整理法第85条の2第5 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 都市 計 画課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 換地を住 宅 先行 建設区 内に定められるべき 宅地の指定等

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 土地区 画整理法第 85条の 2第 5項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 I 土地区 画整理法第 85条の 2第 5項

■設定 □未設定

（住 宅 先行 建設区 への 換地の 申出等）
第 85条の 2 第6条第 2項（第 16条第1項、 第 5 1条の 4、 第 54条、 第 68条及

び第7 1条の 3第 2項において準用する場合を含む。）の規定により事業 計 画にお
いて住 宅 先行 建設区が定められたときは、施行地区 内の 宅地の所有者で当該 宅地
についての 換地に住 宅を 先行して 建設しようとするものは、 施行者に対し、 国 土
交通省 令で定めるところにより、 換地 計 画において当該 宅地についての 換地を住
宅 先行 建設区 内に定めるべき旨の 申出をすることができる。

2 前項の規定による 申出をしようとする者は、 国 土交通省 令で定めるところによ
り、 施行者に、 当該 申出に係る 宅地についての 換地に 建設しようとする住 宅の 建
設に関する 計 画（ 次項及び第 5項並びに第 1 17条の 2第1項及び第 2項において
「 建設 計 画」という。） を 提出しなければならない。

3 第1項の規定による 申出に係る 宅地について住 宅の所有を 目 的とする 借地権
審 査 基 準 I を有する者があるときは、当該 申出及び 建設 計 画についてその者の同 意がなけれ

ばならない。
4 第1項の規定による 申出は、 次の各号に掲げる場合の区分に応じ、 当該各号に

掲げる 公告があった日から起算して 60 日 以 内に行わなければならない。
(1) 事業 計 画が定められた場合 第 76条第1項各号に掲げる 公告（事業 計 画

の 変更の 公告又は事業 計 画の 変更についての認 可の 公告を除く。）
( 2) 事業 計 画の 変更により 新たに住 宅 先行 建設区が定められた場合 当該事

業 計 画の 変更の 公告又は当該事業 計 画の 変更についての認 可の 公告
( 3) 事業 計 画の 変更により 従前の施行地区外の 土地が 新たに施行地区に 編入

されたことに伴い住 宅 先行 建設区の面 積が 拡張された場合 当該事業 計 画の
変更の 公告又は当該事業 計 画の 変更についての認 可の 公告

5 施行者は、 第1項の規定による 申出があった場合には、 遅滞なく、 当該 申出が
次に掲げる要 件に該当すると認めるときは、 当該 申出に係る 宅地を、 換地 計 画に

おいてその 宅地についての 換地を住 宅 先行 建設区 内に定められるべき 宅地とし



て指定し、 当該 申出が 次に掲げる要 件に該当しないと認めるときは、 当該 申出に
応じない旨を 決定しなければならない。

(1) 当該 申出に係る 宅地に 建築物その他の 工作物（ 容易に移 転し、 又は除 却す
ることができるもので国 土交通省 令で定めるものを除く。） が存しないこと。

(2) 当該 申出に係る 宅地に地 上権、 永小 作権、 賃借権その他の当該 宅地を 使用
し、 又は 収 益することができる権 利（住 宅の所有を 目 的とする 借地権及び地 役
権を除く。） が存しないこと。

(3) 当該 申出に係る 宅地についての 換地に、第 117条の 2第1項に規定する指
定期間を経過する日までに、 建設 計 画に 従って住 宅が 建設されることが確 実で
あると 見込まれること。

6 施行者は、 前項の規定による指定又は 決定をしたときは、 遅滞なく、 第1項の
規定による 申出をした者に対し、 その旨を通知しなければならない。

7 施行者は、 第 5項の規定による指定をしたときは、 遅滞なく、 その旨を 公告し
なければならない。

8 施行者が第 14条第1項の規定により設 立された組合である場合においては、
最初の 役員が 選挙され、又は 選任されるまでの間は、第1項の規定による 申出は、
同条第1項の規定による認 可を受けた者が受理するものとする。
【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

口設定 ■未設定
標準処理期間

備 考

設 定 日 令和4年 3月 3 1日



《ID1 57750A申請 都市計画課 土地区画整理法第85条の3第4 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 都市 計 画課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 換地が市 街地 再開発事業区 内に定められるべき 宅地の指定等

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 土地区 画整理法第 85条の 3第4項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 I 土地区 画整理法第 85条の 3第4項

審 査 基 準

■設定 □未設定

（市 街地 再開発事業区 への 換地の 申出等）
第 85条の 3 第6条第4項（第 16条第1項、 第 51条の 4、 第 54条、 第 68条及

び第7 1条の 3第 2項において準用する場合を含む。）の規定により事業 計 画にお
いて市 街地 再開発事業区が定められたときは、施行地区 内の 宅地について所有権
又は 借地権を有する者は、 施行者に対し、 国 土交通省 令で定めるところにより、
換地 計 画において当該 宅地についての 換地を市 街地 再 開発事業区 内に定めるべ

き旨の 申出をすることができる。
2 前項の規定による 申出をしようとする者は、 申出に係る 宅地（市 街地 再開発事

業区外のものに限る。） について、 当該 申出をする者 以外に所有権若しくは地 上
権、 永小 作権、 賃借権その他の当該 宅地を 使用し、 若しくは 収 益することができ
る権 利（地 役権を除く。） 又は当該 宅地に存する 建築物その他の エ作物の所有権
若しくは 賃借権その他の当該 工作物を 使用し、若しくは 収 益することができる権
利を有する者があるときは、当該 申出についてこれらの者の同 意を得なければな

らない。
3 第1項の規定による 申出は、 次の各号に掲げる場合の区分に応じ、 当該各号に

掲げる 公告があった日から起算して 60 日 以 内に行わなければならない。
(1) 事業 計 画が定められた場合 第 76条第1項各号に掲げる 公告（事業 計 画

の 変更の 公告又は事業 計 画の 変更についての認 可の 公告を除く。）
( 2) 事業 計 画の 変更により 新たに市 街地 再 開発事業区が定められた場合 当

該事業 計 画の 変更の 公告又は当該事業 計 画の 変更についての認 可の 公告
( 3) 事業 計 画の 変更により 従前の施行地区外の 土地が 新たに施行地区に 編入

されたことに伴い市 街地 再 開発事業区の面 積が 拡張された場合 当該事業 計
画の 変更の 公告又は当該事業 計 画の 変更についての認 可の 公告

4 施行者は、 第1項の規定による 申出があった場合においては、 前項の期間の経
過後 遅滞なく、第1号に該当すると認めるときは当該 申出に係る 宅地の全 部を 換

地 計 画においてその 宅地についての 換地が市 街地 再 開発事業区 内に定められる



べき 宅地として指定し、第 2号に該当すると認めるときは当該 申出に係る 宅地の
うち 一部を指定し、他の 宅地について 申出に応じない旨を 決定しなければならな
し‘゜

( 1 )  換地 計 画において、当該 申出に係る 宅地の全 部についての 換地の地 積が市
街地 再開発事業区の面 積を超えないこととなる場合

( 2 )  換地 計 画において、当該 申出に係る 宅地の全 部についての 換地の地 積が市
街地 再開発事業区の面 積を超えることとなる場合

5 施行者は、 前項の規定による指定又は 決定をしたときは、 遅滞なく、 第 1項の
規定による 申出をした者に対し、 その旨を通知しなければならない。

6 施行者は、 第 4項の規定による指定をしたときは、 遅滞なく、 その旨を 公告し
なければならない。

7 施行者が第 14条第 1項の規定により設 立された組合である場合においては、
最初の 役員が 選挙され、又は 選任されるまでの間は、第 1項の規定による 申出は、
同条第 1項の規定による認 可を受けた者が受理するものとする。
【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

口設定 ■ 未設定
標準処理期間

備 考

設 定 日 令和4年 3月 3 1日



《ID1 57760A申請 都市計画課 土地区画整理法第85条の4第5 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 都市 計 画課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称
換地又は 共有 持分を与える 土地を高 度利用 推進区 内に定められるべき 宅地の指定

等

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 土地区 画整理法第 85条の 4第 5項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 土地区 画整理法第 85条の 4第 5項

■設定 □未設定

（ 圏度利用 推進区 への 換地の 申出等）
第 85条の 4 第6条第6項（第 16条第1項、 第 51条の 4、 第 54条、 第 68条及

び第7 1条の 3第 2項において準用する場合を含む。 次項において同じ。） の規定
により事業 計 画において高 度利用 推進区が定められたときは、施行地区 内の 宅地
について所有権又は 借地権を有する者は、 施行者に対し、 国 土交通省 令で定める
ところにより、 一人で、 又は 数人共同して、 換地 計 画において当該 宅地について
の 換地を 圏度利用 推進区 内に定めるべき旨の 申出をすることができる。 この場合
において、 借地権を有する者にあっては、 当該 借地権の 目 的となっている 土地の
所有権を有する者と 共同でしなければならない。

2 第6条第6項の規定により事業 計 画において高 度利用 推進区が定められたと
きは、 施行地区 内の 宅地について所有権を有する者は、 施行者に対し、 国 土交通
省 令で定めるところにより、 数人共同して、 換地 計 画において当該 宅地について

審 査 基 準 換地を定めないで高 度利用 推進区 内の 土地の 共有 持分を与えるように定めるべ
き旨の 申出をすることができる。

3 前 2項の 申出は、 次に掲げる要 件のすべてに該当するものでなければならな
し‘゜

(1) 当該 申出に係る 宅地について、当該 申出をする者 以外に地 上権、 永小 作権、
賃借権その他の当該 宅地を 使用し、 又は 収 益することができる権 利（地 役権を

除く。） が存しないこと。
(2) 当該 申出に係る 宅地について、 建築物その他の エ作物（ 容易に移 転し、 又

は除 却することができるもので国 土交通省 令で定めるものを除く。） の所有権
又は 賃借権その他の当該 工作物を 使用し、若しくは 収 益することができる権 利
を有する者があるときは、 これらの者の同 意（当該 申出をした者が、 新たに高
度利用 推進区において 裔度利用地区、 都市 再生 特別地区又は特定地区 計 画等区

域の 都市 計 画に適 合する 建築物を 建築することについての同 意を 含む。） が得
られていること。



参 考 資 料

標準処理期間

( 3 )  当該 申出に係る 宅地の地 積（ 数人共同して 申出をする場合にあっては、 当
該 申出に係る 宅地の地 積の 合 計） が、 高 度利用地区、 都市 再生 特別地区又は特
定地区 計 画等区域の 都市 計 画において定められた 建築物の 建ぺい 率（ 建築面 積
の 敷地面 積に対する割合をいう。） の最高限 度及び 建築物の 建築面 積の最低限
度を 勘案して、 士地の 合理 的かつ健全な高 度利用を 図るのに必要な地 積の 換地

又は 共有 持分を与える 上地を定めることができるものとして規準、 規 約、 定 款
又は施行規 程で定める規模 以 上であること。

4 第1項及び第 2項の規定による 申出は、 次の各号に掲げる場合の区分に応じ、
当該各号に定める 公告があった日から起算して 60 日 以 内に行わなければならな
し ‘。

(1) 事業 計 画が定められた場合 第 76条第1項各号に掲げる 公告（事業 計 画
の 変更の 公告又は事業 計 画の 変更についての認 可の 公告を除く。）

( 2 )  事業 計 画の 変更により 新たに 裔度利用 推進区が定められた場合 当該事
業 計 画の 変更の 公告又は当該事業 計 画の 変更についての認 可の 公告

( 3 )  事業 計 画の 変更により 従前の施行地区外の 士地が 新たに施行地区に 編入
されたことに伴い高 度利用 推進区の面 積が 拡張された場合 当該事業 計 画の
変更の 公告又は当該事業 計 画の 変更についての認 可の 公告

5 施行者は、 第1項又は第 2項の規定による 申出があった場合において、 前項の
期間の経過後 遅滞なく、第1号に該当すると認めるときは当該 申出に係る 宅地の
全 部を 換地 計 画においてその 宅地についての 換地又は 共有 持分を与える 土地を
高 度利用 推進区 内に定められるべき 宅地として指定し、第 2号に該当すると認め
るときは当該 申出に係る 宅地のうち 一部を指定し、他の 宅地について 申出に応じ
ない旨を 決定しなければならない。
( 1 )  換地 計 画において、第 1項の規定による 申出に係る 宅地の全 部についての

換地の地 積及び第 2項の規定による 申出に係る 宅地の全 部についての 共有 持
分を与える 土地の地 積との 合 計が高 度利用 推進区の面 積を超えないこととな
る場合

( 2 )  換地 計 画において、第 1項の規定による 申出に係る 宅地の全 部についての
換地の地 積及び第 2項の規定による 申出に係る 宅地の全 部についての 共有 持

分を与える 土地の地 積との 合 計が高 度利用 推進区の面 積を超えることとなる
場合

6 施行者は、 前項の規定による指定又は 決定をしたときは、 遅滞なく、 第1項又
は第 2項の規定による 申出をした者に対し、 その旨を通知しなければならない。

7 施行者は、 第 5項の規定による指定をしたときは、 遅滞なく、 その旨を 公告し
なければならない。

8 施行者が第 14条第1項の規定により設 立された組合である場合においては、
最初の 役員が 選挙され、 又は 選任されるまでの間は、 第1項又は第 2項の規定に
よる 申出は、 同条第1項の規定による認 可を受けた者が受理するものとする。
【基準】
上記の条文による。

口設定 ■ 未設定



備 考

設 定 日 令和4年3月31日



《ID1 59400A申請 都市計画課 都市公園法第5条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 都市 計 画課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 公園管理者 以外の 公園施設の設 置 管理の許可、 変更の許可

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 都市 公園法第 5条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
都市 公園法第 2条第 2項、 第4条、 第 5条

基 準 規 定 都市 公園法施行 令第 5条、 第 6条、 第7条、 第 8条
0紀の川市 都市 公園条例第 10 条、 第 12条

■設定 □未設定

（ 公園管理者 以外の者の 公園施設の設 置等）
第 5条 第 2条の 3の規定により 都市 公園を 管理する者（ 以下「 公園管理者」と

いう。） 以外の者は、 都市 公園に 公園施設を設け、 又は 公園施設を 管理しようと
するときは、 条例 （国の設 置に係る 都市 公園にあっては、 国 士交通省 令） で定
める事項を記 載した 申 請書を 公園管理者に 提出してその許可を受けなければな
らない。 許可を受けた事項を 変更しようとするときも、 同 様とする。

2 公園管理者は、 公園管理者 以外の者が設ける 公園施設が 次の各号のいずれか
に該当する場合に限り、 前項の許可をすることができる。

(1) 当該 公園管理者が 自ら設け、 又は 管理することが 不適当又は 困 難である
と認められるもの

(2) 当該 公園管理者 以外の者が設け、 又は 管理することが当該 都市 公園の機

審 査 基 準 能の 増進に資すると認められるもの
3 公園管理者 以外の者が 公園施設を設け、 又は 管理する期間は、 10 年をこ える

ことができない。 これを 更新するときの期間についても、 同 様とする。
4 民 間資金等の活用による 公共施設等の 整備等の 促進に関する法律（平成 11年

法律第 1 17号） 第 2条第5項に規定する 選定事業者が同条第4項に規定する 選
定事業として行う 公園施設の設 置又は 管理の期間は、 前項の規定にかかわらず、
当該 選定事業に係る同法第 5条第 2項第 5号に規定する事業 契約の 契約期間
（当該 契約期間が 30 年を超える場合にあっては、 30 年） の 範囲内において 公
園管理者が定める期間とする。

0紀の）1|市 都市 公園条例
（ 公園施設の設 置若しくは 管理又は 占用の許可の 申 請書の記 載事項）

第 10 条 法第 5条第 1項の条例で定める事項は、 次の各号に掲げる場合 ごとに、
それぞれ当該各号に定めるものとする。



参 考 資 料

標準処理期間

備 考

(1) 公園施設を設けようとするときは、 次に掲げる事項
ア 氏名、 住所及び 職業
イ 設 置の 目 的
ウ 設 置の期間
エ 設 置の場所
オ 公園施設の構造
カ 公園施設の外 観
キ 公園施設の 管理の 方法
ク 工事 実施の 方法
ケ 工事の 着手及び完 了の時期
コ 都市 公園の 復 旧 方法

サ その他市長の指 示する事項
(2) 公園施設を 管理しようとするときは、 次に掲げる事項

ア 氏名、 住所及び 職業
イ 管理の 目 的
ウ 管理の期間
エ 管理する 公園施設
オ 管理の 方法
力 その他市長の指 示する事項

(3) 許可を受けた事項を 変更しようとする場合 当該 変更に係る事項
2 法第 6条第 2項の条例で定める事項は、 次に掲げるものとする。
(1) 氏名、 住所及び 職業
(2) 占用 物件の外 観
(3) 占用 物件の 管理の 方法
(4) 工事 実施の 方法
(5) 工事の 着手及び完 了の時期
(6) 都市 公園の 復 旧 方法
(7) その他市長の指 示する事項
（設 計書等）

第 12 条 公園施設の設 置若しくは 都市 公園の 占用許可を受けようとする者又は
これらの許可を受けた事項の 一部を 変更しようとする者は、 当該許可の 申 請書
に設 計書、 仕様書及び 図面を 添付しなければならない。
【基準】
上記の条文による。

■設定 □未設定

おおむね14日

設 定 日 I 令和4年 3月 3 1日



《ID159440A 申請 都市計画課 都市公園法第5条の4第3 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 都市 計 画課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 設 置等予定者の 選定

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 都市 公園法第 5条の 4第 3項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 都市 公園法第 5条の 4

■設定 □未設定

（設 置等予定者の 選定）
第 5条の 4 公園管理者は、 前条第1項の規定により 公募対 象公園施設を設け、 又

は 管理しようとする者から 公募設 置等 計 画が 提出されたときは、当該 公募設 置等
計 画が 次に掲げる基準に適 合しているか どうかを 審査しなければならない。

(1) 当該 公募設 置等 計 画が 公募設 置等指 針に 照らし適 切なものであること。
( 2) 当該 公募対 象公園施設が第 5条第 2項各号のいずれかに該当するもので

あること。
( 3) 当該 公募設 置等 計 画を 提出した者が 不正又は 不誠実な行 為をするおそれ

が明らかな者でないこと。
2 公園管理者は、 前項の規定により 審査した 結果、 公募設 置等 計 画が同項各号に

掲げる基準に適 合していると認められるときは、第 5条の 2第 2項第9号の 評価
の基準に 従って、その適 合していると認められた全ての 公募設 置等 計 画について

審 査 基 準 評価を行うものとする。
3 公園管理者は、 前項の 評価に 従い、 都市 公園の機 能を 損なうことなくその 利用

者の 利便の 向 上を 図る 上で最も適 切であると認められる 公募設 置等 計 画を 提出
した者を設 置等予定者として 選定するものとする。

4 公園管理者は、 前項の規定により設 置等予定者を 選定しようとするときは、 国
土交通省 令で定めるところにより、 あらかじめ、 学識経験者の 意見を 聴かなけれ

ばならない。
5 公園管理者は、 第 3項の規定により設 置等予定者を 選定したときは、 その者に

その旨を通知しなければならない。
【基準】
上記の条文による。



参 考 資 料

口設定 ■未設定

標 準 処 理 期 間

備 考

設 定 日 令和4年3月31日



《ID1 59450A申請 都市計画課 都市公園法第5条の5第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 都市 計 画課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 公募設 憧等 計 画の認定

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 都市 公園法第 5条の 5第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 都市 公園法第 5条の 5

■設定 □未設定

（ 公募設 置等 計 画の認定）
第 5条の 5 公園管理者は、 前条第 5項の規定により通知した設 置等予定者が 提出

した 公募設 置等 計 画について、 公募対 象公園施設の場所を指定して、 当該 公幕設
置等 計 画が適当である旨の認定をするものとする。

2 公園管理者は、 前項の認定をしたときは、 当該認定をした日及び認定の有効期
審 査 基 準 間並びに同項の規定により指定した 公募対 象公園施設の場所を 公示しなければ

ならない。
【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

口設定 ■未設定
標準処理期間

備 考

設 定 日 令和4年 3月 3 1日



《ID1 59460A申請 都市計画課 都市公園法第5条の6第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 都市 計 画課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 公募設 憧等 計 画の 変更の認定

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 都市 公園法第 5条の 6第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 都市 公園法第 5条の 6

■設定 □未設定

（ 公募設 置等 計 画の 変更等）
第 5条の 6 前条第1項の認定を受けた者（ 以下「認定 計 画提出者」という。） は、

当該認定を受けた 公募設 置等 計 画を 変更しようとする場合においては、 公園管理
者の認定を受けなければならない。

2 公園管理者は、 前項の 変更の認定の 申 請があったときは、 次に掲げる基準に適
合すると認める場合に限り、 その認定をするものとする。

(1) 変更後の 公募設 置等 計 画が第 5条の 4第1項第1号及び第 2号に掲げる
審 査 基 準 基準を満たしていること。

(2) 当該 公募設 置等 計 画の 変更をすることについて、 都市 公園の 利用者の 利便
の 一層の 向 上に 寄与するものであると 見込まれること又はやむを得ない事情
があること。

3 前条第 2項の規定は、 第1項の 変更の認定をした場合について準用する。
【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

口設定 ■未設定
標準処理期間



備 考

設 定 日 令和4年3月31日



《ID1 59470A申請 都市計画課 都市公園法第5条の8》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 都市 計 画課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 地 位の 承継の 承認

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 都市 公園法第 5条の 8

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 都市 公園法第 5条の 8

■設定 □未設定

（地 位の 承継）
第 5条の 8 次に掲げる者は、 公園管理者の 承認を受けて、 認定 計 画提出者が有し

ていた 計 画の認定に基づく地 位を 承継することができる。
(1) 認定 計 画提出者の 一般 承継人
(2) 認定 計 画提出者から、認定 公募設 置等 計 画に基づき設 置又は 管理が行われ

審 査 基 準 る 公募対 象公園施設の所有権その他当該 公募対 象公園施設の設 憧又は 管理に
必要な権原を取得した者

【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

口設定 ■未設定
標準処理期間

備 考

設 定 日 令和4年 3月 3 1日



《ID1 59500A申請 都市計画課 都市公園法第6条第1 項 • 第3 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 都市 計 画課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 都市 公園の 占用の許可、 変更の許可

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 都市 公園法第 6条第 1項•第 3項

＜審査基準／標準処理期間＞
都市 公園法第 6条、 第7条

基 準 規 定 都市 公園法施行 令第 12条第 2項、 第 14条、 第 15条、 第 16条、 第 17条
0紀の川市 都市 公園条例第 10 条、 第 11条、 第 12条

■設定 □未設定

（ 都市 公園の 占用の許可）
第6条 都市 公園に 公園施設 以外の 工作物その他の 物件又は施設を設けて 都市 公

園を 占用しようとするときは、 公園管理者の許可を受けなければならない。
2 前項の許可を受けようとする者は、 占用の 目 的、 占用の期間、 占用の場所、 エ

作物その他の 物件又は施設の構造その他条例 （国の設 置に係る 都市 公園にあっ
ては、 国 士交通省 令） で定める事項を記 載した 申 請書を 公園管理者に 提出しな
ければならない。

3 第1項の許可を受けた者は、 許可を受けた事項を 変更しようとするときは、
当該事項を記 載した 申 請書を 公園管理者に 提出してその許可を受けなければな
らない。 ただし、 その 変更が、 条例 （国の設 置に係る 都市 公園にあっては、 政
令） で定める 軽易なものであるときは、 この限りでない。

審 査 基 準 4 第1項の規定による 都市 公園の 占用の期間は、 10 年をこ えない 範囲内におい
て政 令で定める期間をこ えることができない。 これを 更新するときの期間につ
いても、 同 様とする。

0紀の川市 都市 公園条例
（ 公園施設の設 置若しくは 管理又は 占用の許可の 申 請書の記 載事項）

第 10 条 法第 5条第 1項の条例で定める事項は、 次の各号に掲げる場合 ごとに、
それぞれ当該各号に定めるものとする。

(1) 公園施設を設けようとするときは、 次に掲げる事項
ア 氏名、 住所及び 職業
イ 設 置の 目 的
ウ 設 置の期間
工 設 置の場所
オ 公園施設の構造



参 考 資 料

標準処理期間

備 考

カ 公園施設の外 観
キ 公園施設の 管理の 方法
ク 工事 実施の 方法
ケ 工事の 着手及び完 了の時期
コ 都市 公園の 復 旧 方法

サ その他市長の指 示する事項
(2) 公園施設を 管理しようとするときは、 次に掲げる事項

ア 氏名、 住所及び 職業
イ 管理の 目 的
ウ 管理の期間
エ 管理する 公園施設
オ 管理の 方法
力 その他市長の指 示する事項

(3) 許可を受けた事項を 変更しようとする場合 当該 変更に係る事項
2 法第 6条第 2項の条例で定める事項は、 次に掲げるものとする。
(1) 氏名、 住所及び 職業
(2) 占用 物件の外 観
(3) 占用 物件の 管理の 方法
(4) 工事 実施の 方法
(5) 工事の 着手及び完 了の時期
(6) 都市 公園の 復 旧 方法
(7) その他市長の指 示する事項
（法第 6条第 3項ただし書の条例で定める 軽易な 変更）

第 11条 法第 6条第 3項ただし書の条例で定める 軽易な 変更は、 次に掲げるもの
とする。

(1) 都市 公園を 占用する 公園施設 以外の エ作物その他の 物件又は施設（ 以下
「 占用 物件」という。 ）の模 様替えで、 当該 占用 物件の外 観又は構造の著しい
変更を伴わないもの

(2) 占用 物件に対する 物件の 添加で、当該 占用者が当該 占用の 目 的に付 随して
行うもの

（設 計書等）
第 12 条 公園施設の設 置若しくは 都市 公園の 占用許可を受けようとする者又は

これらの許可を受けた事項の 一部を 変更しようとする者は、 当該許可の 申 請書
に設 計書、 仕様書及び 図面を 添付しなければならない。
【基準】
上記の条文による。

■設定 □未設定

おおむね14日



設 定 日 ］ 令和4年 3月 3 1日



《IDl 60400A 申請 都市計画課 都市公園法第33条第4 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 都市 計 画課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称
公園管理者 以外の予定 公園施設の設 置 管理の許可、 変更の許可（第 5条第 1項準

用）

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 都市 公園法第 33条第4項

＜審査基準／標準処理期間＞
都市 公園法第 2条第 2項、 第4条、 第 5条

基 準 規 定 都市 公園法施行 令第 5条、 第 6条、 第7条、 第 8条
0紀の川市 都市 公園条例第 10 条、 第 12条

■設定 □未設定

（ 公園予定区域等）
第 33条 地 方公共団体は、 必要があると認めるときは、 都市 公園を設 置すべき区

域を定めることができる。
2 国 士交通大臣は、 都市 公園を 新設しようとするときは、 都市 公園を設 置すべ

き区域を定めなければならない。
3 地 方公共団体又は国 士交通大臣は、 都市 公園を設 置すべき地域の 状況を 勘案

し、 適 正かつ 合理 的な 土地 利用の 促進を 図るため必要があると認めるときは、
前 2項の規定による 都市 公園を設 置すべき区域を、 立体 的区域とすることがで

きる。
4 第1項又は第 2項の規定により 都市 公園を設 置すべき区域が 決定され、 その

旨が 公告された後当該区域に 都市 公園が設 置されるまでの間においても、 当該

審 査 基 準 都市 公園を設 置しようとする地 方公共団体又は国が当該区域についての 士地に
閑する権原を取得した後においては、 第 2条の 3、 第4条、 第 5条、 第6条か

ら第 12条まで、 第 13条、 第 14条、 第 19条、 第 25条から第 28条まで及び 前
条の規定は、 当該区域（ 以下「 公園予定区域」という。） 又は当該 公園予定区域
内に設けられる施設で 公園施設となるべきもの（ 以下「予定 公園施設」という。）

について準用する。
5 地 方公共団体は、 第1項の規定により 都市 公園を設 置すべき区域を 決定しよ

うとするときは、 あらかじめ、 当該地 方公共団体の 議会の 議決を経なければな
らない。

6 国 士交通大臣は、 第 2項の規定により第 2条第1項第 2号 イの 都市 公園を設
置すべき区域を 決定しようとするときは、 あらかじめ、 当該 都市 公園が存する

こととなる 都道府県と 協議しなければならない。

0紀の川市 都市 公園条例



参 考 資 料

標準処理期間

備 考

（ 公園施設の設 置若しくは 管理又は 占用の許可の 申 請書の記 載事項）
第 10 条 法第 5条第 1項の条例で定める事項は、 次の各号に掲げる場合 ごとに、

それぞれ当該各号に定めるものとする。
(1) 公園施設を設けようとするときは、 次に掲げる事項

ア 氏名、 住所及び 職業
イ 設 置の 目 的
ウ 設 置の期間
エ 設 置の場所
オ 公園施設の構造
カ 公園施設の外 観
キ 公園施設の 管理の 方法
ク 工事 実施の 方法
ケ 工事の 着手及び完 了の時期
コ 都市 公園の 復 旧 方法

サ その他市長の指 示する事項
(2) 公園施設を 管理しようとするときは、 次に掲げる事項

ア 氏名、 住所及び 職業
イ 管理の 目 的
ウ 管理の期間
エ 管理する 公園施設
オ 管理の 方法
力 その他市長の指 示する事項

(3) 許可を受けた事項を 変更しようとする場合 当該 変更に係る事項
2 法第 6条第 2項の条例で定める事項は、 次に掲げるものとする。
(1) 氏名、 住所及び 職業
(2) 占用 物件の外 観
(3) 占用 物件の 管理の 方法
(4) 工事 実施の 方法
(5) 工事の 着手及び完 了の時期
(6) 都市 公園の 復 旧 方法
(7) その他市長の指 示する事項
（設 計書等）

第 12 条 公園施設の設 置若しくは 都市 公園の 占用許可を受けようとする者又は
これらの許可を受けた事項の 一部を 変更しようとする者は、 当該許可の 申 請書
に設 計書、 仕様書及び 図面を 添付しなければならない。
【基準】
上記の条文 による。

■設定 □未設定

おおむね1 4日



設 定 日 ］ 令和4年 3月 3 1日



《IDl 60500A申請 都市計画課 都市公園法第33条第4 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 都市 計 画課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 公園予定区域等における 占用の許可、 変更の許可（第 6条第 1項•第 3項準用）

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 都市 公園法第 33条第4項

＜審査基準／標準処理期間＞
都市 公園法第 6条、 第7条

基 準 規 定 都市 公園法施行 令第 12条第 2項、 第 14条、 第 15条、 第 16条、 第 17条
0紀の川市 都市 公園条例第 10 条、 第 11条、 第 12条

■設定 □未設定

（ 公園予定区域等）
第 33条 地 方公共団体は、 必要があると認めるときは、 都市 公園を設 置すべき区

域を定めることができる。
2 国 士交通大臣は、 都市 公園を 新設しようとするときは、 都市 公園を設 置すべ

き区域を定めなければならない。
3 地 方公共団体又は国 士交通大臣は、 都市 公園を設 置すべき地域の 状況を 勘案

し、 適 正かつ 合理 的な 土地 利用の 促進を 図るため必要があると認めるときは、
前 2項の規定による 都市 公園を設 置すべき区域を、 立体 的区域とすることがで

きる。
4 第1項又は第 2項の規定により 都市 公園を設 置すべき区域が 決定され、 その

旨が 公告された後当該区域に 都市 公園が設 置されるまでの間においても、 当該

審 査 基 準 都市 公園を設 置しようとする地 方公共団体又は国が当該区域についての 士地に
閑する権原を取得した後においては、 第 2条の 3、 第4条、 第 5条、 第6条か

ら第 12条まで、 第 13条、 第 14条、 第 19条、 第 25条から第 28条まで及び 前
条の規定は、 当該区域（ 以下「 公園予定区域」という。） 又は当該 公園予定区域
内に設けられる施設で 公園施設となるべきもの（ 以下「予定 公園施設」という。）

について準用する。
5 地 方公共団体は、 第1項の規定により 都市 公園を設 置すべき区域を 決定しよ

うとするときは、 あらかじめ、 当該地 方公共団体の 議会の 議決を経なければな
らない。

6 国 士交通大臣は、 第 2項の規定により第 2条第1項第 2号 イの 都市 公園を設
置すべき区域を 決定しようとするときは、 あらかじめ、 当該 都市 公園が存する

こととなる 都道府県と 協議しなければならない。

0紀の川市 都市 公園条例



（ 公園施設の設 置若しくは 管理又は 占用の許可の 申 請書の記 載事項）
第 10 条 法第 5条第 1項の条例で定める事項は、 次の各号に掲げる場合 ごとに、

それぞれ当該各号に定めるものとする。
(1) 公園施設を設けようとするときは、 次に掲げる事項

ア 氏名、 住所及び 職業
イ 設 置の 目 的
ウ 設 置の期間
エ 設 置の場所
オ 公園施設の構造
カ 公園施設の外 観
キ 公園施設の 管理の 方法
ク 工事 実施の 方法
ケ 工事の 着手及び完 了の時期
コ 都市 公園の 復 旧 方法

サ その他市長の指 示する事項
(2) 公園施設を 管理しようとするときは、 次に掲げる事項

ア 氏名、 住所及び 職業
イ 管理の 目 的
ウ 管理の期間
エ 管理する 公園施設
オ 管理の 方法
力 その他市長の指 示する事項

(3) 許可を受けた事項を 変更しようとする場合 当該 変更に係る事項
2 法第 6条第 2項の条例で定める事項は、 次に掲げるものとする。
(1) 氏名、 住所及び 職業
(2) 占用 物件の外 観
(3) 占用 物件の 管理の 方法
(4) 工事 実施の 方法
(5) 工事の 着手及び完 了の時期
(6) 都市 公園の 復 旧 方法
(7) その他市長の指 示する事項
（法第 6条第 3項ただし書の条例で定める 軽易な 変更）

第 1 1条 法第 6条第 3項ただし書の条例で定める 軽易な 変更は、 次に掲げるもの
とする。

(1) 都市 公園を 占用する 公園施設 以外の 工作物その他の 物件又は施設（ 以下
「 占用 物件」という。 ）の模 様替えで、 当該 占用 物件の外 観又は構造の著しい
変更を伴わないもの

(2) 占用 物件に対する 物件の 添加で、当該 占用者が当該 占用の 目 的に付 随して
行うもの

（設 計書等）
第 12 条 公園施設の設 置若しくは 都市 公園の 占用許可を受けようとする者又は

これらの許可を受けた事項の 一部を 変更しようとする者は、 当該許可の 申 請書
に設 計書、 仕様書及び 図面を 添付しなければならない。
【基準】
上記の条文による。



参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね14日

備 考

設 定 日 令和4年 3月 3 1日



《ID1 7401 0A申請 都市計画課 宅地造成等規制法第13条第2 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 都市 計 画課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 検査済証の交付

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 宅地 造成等規 制法第 13条第 2項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
宅地 造成等規 制法第 9条、 第 13条
宅地 造成等規 制法施行 令第 5条 ～第 10 条、 第 12条、 第 13条

■設定 □未設定

（ 工事完 了の 検査）
第 13条 第 8条第1項本 文の許可を受けた者は、当該許可に係る 工事を完 了した

場合においては、 国 土交通省 令で定めるところにより、 その 工事が第9条第1
項の規定に適 合しているか どうかについて、 都道府県知事の 検査を受けなけれ
ばならない。

審 査 基 準 2 都道府県知事は、 前項の 検査の 結果工事が第9条第1項の規定に適 合してい
ると認めた場合においては、 国 土交通省 令で定める 様式の 検査済証を第 8条第
1項本 文の許可を受けた者に交付しなければならない。

【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料 宅地 造成の手 引き（ 監修 和歌 山 県県土整備部 都市住 宅 局 都市政 策課）

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね14日

備 考 和歌 山 県の事務 処理の特例に関する条例第 2条による権限移 譲

設 定 日 平成 3 1年 3月 3 1日



《IDl 91 000A申請 都市計画課 都市計画法第26条第1 項 • 第3 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 都市 計 画課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 障害物の 伐除及び 試掘等の許可

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 都市 計 画法第 26条第 1項•第 3項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 都市 計 画法第 26条

■設定 □未設定

（ 障害物の 伐除及び 士地の 試掘等）
第 26 条 前条第1項の規定により他 人の 占有する 土地に 立ち入って 測量又は 調

査を行う者は、 その 測量又は 調杏を行うに当たり、 やむを得ない必要があって、
障害となる 植物若しくは 垣、 柵等（ 以下「 障害物」という。） を 伐除しようとす

る場合又は当該 士地に 試掘若しくは ボ ー リ ン グ若しくはこれらに伴う 障害物の
伐除（ 以下「 試掘等」という。） を行おうとする場合において、 当該 障害物又は

当該 士地の所有者及び 占有者の同 意を得ることができないときは、 当該 障害物
の所 在地を 管轄する市町村長の許可を受けて当該 障害物を 伐除し、 又は当該 土
地の所 在地を 管轄する 都道府県知事（市の区域内にあっては、 当該市の長。 以
下「 都道府県知事等」という。） の許可を受けて当該 土地に 試掘等を行うことが
できる。 この場合において、 市町村長が許可を与えようとするときは 障害物の
所有者及び 占有者に、 都道府県知事等が許可を与えようとするときは 土地又は

審 査 基 準 障害物の所有者及び 占有者に、 あらかじめ、 意見を 述べる機 会を与えなければ
ならない。

2 前項の規定により 障害物を 伐除しようとする者又は 土地に 試掘等を行なおう
とする者は、 伐除しようとする日又は 試掘等を行なおうとする日の 3日 前まで
に、 その旨を当該 障害物又は当該 土地若しくは 障害物の所有者及び 占有者に通
知しなければならない。

3 第1項の規定により 障害物を 伐除しようとする場合（ 土地の 試掘又は ボ ー リ
ン グに伴う 障害物の 伐除をしようとする場合を除く。） において、 当該 障害物の

所有者及び 占有者がその場所にいないためその同 意を得ることが 困 難であり、
かつ、 その現 状を著しく 損傷しないときは、 国 土交通大臣、 都道府県若しくは
市町村又はその 命じた者若しくは委任した者は、 前 2項の規定にかかわらず、
当該 障害物の所 在地を 管轄する市町村長の許可を受けて、 ただちに、 当該 障害
物を 伐除することができる。 この場合においては、 当該 障害物を 伐除した後、
遅滞なく、 その旨をその所有者及び 占有者に通知しなければならない。



【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね14日

備 考

設 定 日 平成 3 1年 3月 3 1日



《IDl 91 21 0A申請 都市計画課 都市計画法第36条第2 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 都市 計 画課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 5年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 検査済証の交付

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 都市 計 画法第 36条第 2項

＜審査基準／標準処理期間＞
都市 計 画法第 33条、 第 34条、 第 36条

基 準 規 定 都市 計 画法施行 令第 19条 ～第 30 条
都市 計 画法施行規則第 30 条

■設定 □未設定

（ 工事完 了の 検査）
第 36 条 開発許可を受けた者は、 当該 開発区域（ 開発区域を 工区に分けたとき

は、 エ区） の全 部について当該 開発行 為に関する 工事（当該 開発行 為に関する
工事のうち 公共施設に関する 部分については、 当該 公共施設に関する 工事） を

完 了したときは、 国 土交通省 令で定めるところにより、 その旨を 都道府県知事
に届け出なければならない。

2 都道府県知事は、 前項の規定による届出があったときは、 遅滞なく、 当該 エ
事が 開発許可の 内 容に適 合しているか どうかについて 検査し、 その 検査の 結果
当該 工事が当該 開発許可の 内 容に適 合していると認めたときは、 国 土交通省 令
で定める 様式の 検杏済証を当該 開発許可を受けた者に交付しなければならな
し‘

゜

3 都道府県知事は、 前項の規定により 検杏済証を交付したときは、 遅滞なく、
審 査 基 準 国 士交通省 令で定めるところにより、 当該 工事が完 了した旨を 公告しなければ

ならない。 この場合において、 当該 工事が 津波災害特別 警戒区域（ 津波防災地
域づくりに関する法律第72条第1項の 津波災害特別 警戒区域をいう。 以下この
項において同じ。） 内における同法第 73条第1項に規定する特定 開発行 為（同
条第4項各号に掲げる行 為を除く。） に係るものであり、 かつ、 当該 工事の完 了
後において当該 工事に係る同条第4項第1号に規定する 開発区域（ 津波災害特
別 警戒区域内のものに限る。） に地 盤面の高さが同法第 53条第 2項に規定する
基準 水位以 上である 土地の区域があるときは、 その区域を併せて 公告しなけれ
ばならない。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。



参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね14日

備 考 和歌 山 県の事務 処理の特例に関する条例第 2条による権限移 譲

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《IDl 91 220A申請 都市計画課 都市計画法第37条》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 都市 計 画課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 工事用の 仮設 建築物等の 建築等の認定

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 都市 計 画法第 37条

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 都市 計 画法第 37条

■設定 □未設定

（ 建築制限等）
第 37条 開発許可を受けた 開発区域内の 土地においては、 前条第 3項の 公告があ

るまでの間は、 建築物を 建築し、 又は特定 工作物を 建設してはならない。 ただ
し、 次の各号の ーに該当するときは、 この限りでない。

(1) 当該 開発行 為に関する 工事用の 仮設 建築物又は特定 工作物を 建築し、 又
審 査 基 準 は 建設するとき、 その他 都道府県知事が支 障がないと認めたとき。

( 2 )  第 33条第1項第 14号に規定する同 意をしていない者が、 その権 利の行
使として 建築物を 建築し、 又は特定 工作物を 建設するとき。

【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね14日

備 考 和歌 山 県の事務 処理の特例に関する条例第 2条による権限移 譲

設 定 日 平成 3 1年 3月 3 1日



《IDl 91 650A申請 都市計画課 都市計画法第47条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 都市 計 画課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称
開発 登録簿への 登録（第 34条の 2第 2項又は第 35条の 2第4項において準用する

場合を含む。）

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 都市 計 画法第47条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 都市 計 画法第47条第 1項

■設定 □未設定
第47条 都道府県知事は、 開発許可をしたときは、 当該許可に係る 土地について、

次に掲げる事項を 登録簿に 登録しなければならない。
(1) 開発許可の年月日
( 2) 予定 建築物等 （用 途地域等の区域内の 建築物及び第1 種特定 工作物を除

く。） の用 途
(3) 公共施設の 種類、 位置及び区域
(4) 前 3号に掲げるもののほか、 開発許可の 内 容

( 5 ) 第41条第1項の規定による 制限の 内 容
(6) 前各号に定めるもののほか、 国 土交通省 令で定める事項
2 都道府県知事は、 第 36条の規定による完 了検査を行なった場合において、 当

該 工事が当該 開発許可の 内 容に適 合すると認めたときは、 登録簿にその旨を 附記
審 査 基 準 しなければならない。

3 第41条第 2項ただし 甚若しくは第42条第1項ただし書の規定による許可があ
ったとき、 又は同条第 2項の 協議が成立したときも、 前項と同 様とする。

4 都道府県知事は、 第 8 1条第1項の規定による 処分により第1項各号に掲げる
事項について 変動を生 じたときは、 登録簿に必要な 修正を 加 えなければならな
し‘゜

5 都道府県知事は、 登録簿を 常に 公衆の 閲覧に 供するように保 管し、 かつ、 請求
があったときは、 その 写しを交付しなければならない。

6 登録簿の 調製、 閲覧その他 登録簿に関し必要な事項は、国 土交通省 令で定める。
【基準】
上記の条文による。



参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね 14日

備 考

設 定 日 令和4年 3月 3 1日



《IDl 91 800A申請 都市計画課 都市計画法第53条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 都市 計 画課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和4年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 都市 計 画施設の区域又は市 街地 開発事業の施行区域における 建築の許可

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 都市 計 画法第 53条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
都市 計 画法第 54条、 第 55条

基 準 規 定 都市 計 画法施行 令第 37条 ～第 38条
都市 計 画法施行規則第 39条

■設定 □未設定

（ 建築の許可）
第 53 条 都市 計 画施設の区域又は市 街地 開発事業の施行区域内において 建築物

の 建築をしようとする者は、 国 上交通省 令で定めるところにより、 都道府県知
事等の許可を受けなければならない。 ただし、 次に掲げる行 為については、 こ
の限りでない。

(1) 政 令で定める 軽易な行 為
(2) 非常災害のため必要な応 急措置として行う行 為
(3) 都市 計 画事業の施行として行う行 為又はこれに準ずる行 為として政 令で

定める行 為
( 4 ) 第 1 1 条第3項後 段の規定により 離隔距離の最小限 度及び 載荷軍の最大

限 度が定められている 都市 計 画施設の区域内において行う行 為であって、 当
審 査 基 準 該 離隔距離の最小限 度及び 載荷重の最大限 度に適 合するもの

(5) 第 12条の 1 1に規定する 道路（ 都市 計 画施設であるものに限る。） の区域
のうち 建築物等の 敷地として併せて 利用すべき区域内において行う行 為であ
つて、 当該 道路を 整備する 上で著しい支 障を及ぼすおそれがないものとして
政 令で定めるもの

2 第 52条の 2第 2項の規定は、 前項の規定による許可について準用する。
3 第1項の規定は、 第 65条第1項に規定する 告 示があった後は、 当該 告 示に係

る 士地の区域内においては、 適用しない。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。



参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね14日

備 考

設 定 日 令和 5年 3月 3 1日



《ID209840A申請 都市計画課 都市緑地法第24条第5 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 都市 計 画課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 管理 協定の 締結の認 可

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 都市 緑地法第 24条第 5項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 都市 緑地法第 24条第 5項、 第 26条

■設定 □未設定

（ 管理 協定の 締結等）
第 24条 地 方公共団体又は第 69条第1項の規定により指定された 緑地保全・ 緑化

推進法 人（第70 条第1号 イに掲げる業務を行うものに限る。） は、 緑地保全地域
又は特別 緑地保全地区 内の 緑地の保全のため必要があると認めるときは、当該 緑
地保全地域又は特別 緑地保全地区 内の 土地又は 木竹の所有者又は 使用及び 収 益
を 目 的とする権 利（ 臨時設 備その他 一時 使用のため設定されたことが明らかなも
のを除く。） を有する者（ 以下「 土地の所有者等」と 総称する。） と 次に掲げる事
項を定めた 協定（ 以下「 管理 協定」という。） を 締結して、 当該 土地の区域内の
緑地の 管理を行うことができる。

(1) 管理 協定の 目 的となる 土地の区域（ 以下「 管理 協定区域」という。）
(2) 管理 協定区域内の 緑地の 管理の 方法に関する事項
( 3) 管理 協定区域内の 緑地の保 全に関 連して必要とされる施設の 照備が必要

審 査 基 準 な場合にあっては、 当該施設の 椴備に関する事項
(4) 管理 協定の有効期間
(5) 管理 協定に 違反した場合の措置
2 管理 協定については、 管理 協定区域内の 土地の所有者等の全員の 合 意がなけれ

ばならない。
3 管理 協定の 内 容は、 次の各号に掲げる基準のいずれにも適 合するものでなけれ

ばならない。
(1) 緑地保全地域内の 緑地に係る 管理 協定については、基本 計 画及び 緑地保全

計 画との 調和が保たれ、 かつ、 緑地保全 計 画に第6条第 3項第 2号に掲げる事
項が定められている場合にあっては当該事項に 従って 管理を行うものである
こと。

(2) 特別 緑地保全地区 内の 緑地に係る 管理 協定については、基本 計 画との 調和
が保たれ、 かつ、 基本 計 画に第4条第 2項第4号 ハに掲げる事項が定められて
いる場合にあっては当該事項に 従って 管理を行うものであること。



( 3 )  士地及び 木竹の 利用を 不当に 制限するものでないこと。
( 4 )  第1項各号に掲げる事項について国 土交通省 令で定める基準に適 合する

ものであること。
4 地 方公共団体又は第1項の 緑地保全 ・ 緑化推進法 人は、 管理 協定に同項第 3号

に掲げる事項を定めようとする場合においては、当該事項について、あらかじめ、
都道府県知事等と 協議し、 その同 意を得なければならない。 ただし、 都道府県が

当該 都道府県の区域（市の区域を除く。） 内の 士地について、 又は市が当該市の
区域内の 土地について 管理 協定を 締結する場合は、 この限りでない。

5 第1項の 緑地保全 ・ 緑化推進法 人が 管理 協定を 締結しようとするときは、 あら
かじめ、 市町村長の認 可を受けなければならない。
【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

口設定 ■未設定
標準処理期間

備 考

設 定 日 令和 4年 3月 3 1日



《ID21 1 0 1 0A申請 都市計画課 都市緑地法第69条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 都市 計 画課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 推進法 人の指定

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 都市 緑地法第 69条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 都市 緑地法第 69条

■設定 □未設定

（指定）
第 69条 市町村長は、 特定 非営利活 動促進法（ 平成 10 年法律第7号） 第 2条第 2

項に規定する特定 非営利活 動法 人、 一般 社団法 人若しくは 一般 財団法 人その他の
営利を 目 的としない法 人又は 都市における 緑地の保全及び 緑化の 推進を 図るこ

とを 目 的とする 会社であって、 次条各号に掲げる業務を適 正かつ確 実に行うこと
ができると認められるものを、 その 申 請により、 緑地保全・ 緑化推進法 人（ 以下
「 推進法 人」という。） として指定することができる。

2 市町村長は、 前項の規定による指定をしたときは、 当該 推進法 人の 名 称、 住所
審 査 基 準 及び事務所の所 在地を 公示しなければならない。

3 推進法 人は、 その 名 称、 住所又は事務所の所 在地を 変更しようとするときは、
あらかじめ、 その旨を市町村長に届け出なければならない。

4 市町村長は、 前項の規定による届出があったときは、 当該届出に係る事項を 公
示しなければならない。

【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

口設定 ■未設定
標準処理期間



備 考

設 定 日 令和4年3月31日



《ID255730A 申請 都市計画課 都市再生特別措置法第93条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 都市 計 画課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称
開発行 為の許可（第 93条第 1項において市町村の長が 処理することとされる 都市
計 画法第 29条第 1項の適用）

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 都市 再生 特別措置法第 93条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 都市 計 画法第 29条

■設定 □未設定

（市町村の長による 開発許可関係事務の 処理）
第 93条 地 方 自治法第 252条の 19第1項に規定する指定 都市及び同法第 252条の

22 第1項に規定する中核市 以外の市町村が居住 調整地域に関する 都市 計 画を定
めたときは、 当該市町村の長は、 当該市町村の区域内において、 都道府県知事に
代わって 都市 計 画法第 3章第1 節の規定に基づく事務（ 以下 「 開発許可関係事務」
という。） を 処理することができる。 この場合においては、 当該規定中都道府県
知事に関する規定は、市町村長に関する規定として当該市町村長に適用があるも

のとする。
2 前項の規定により 開発許可関係事務を 処理しようとする市町村長は、 あらかじ

め、 これを 処理することについて、 都道府県知事と 協議しなければならない。 こ
の場合において、 町村の長にあっては 都道府県知事の同 意を得なければならな
し‘

審 査 基 準 3 第1項の規定により 開発許可関係事務を 処理しようとする市町村長は、 その 処
理を 開始する日の 30 日 前までに、 国 土交 通省 令で定めるところにより、 その旨
を 公示しなければならない。

4 第1項の規定によりその長が 開発許可関係事務を 処理する市町村は、 都市 計 画
法第 33条第6項、 第 34条第 1 1号及び第 12号、 第 34条の 2、 第 35条の 2第4
項、 第43条第 3項並びに第78条第1項、 第 3項、 第 5項、 第6項及び第 8項の
規定の適用については、 同法第 29条第1項に規定する指定 都市等とみなす。 こ
の場合において、 同法第78条第1項中 「 置く」とあるのは、 「 置くことができる」
とする。
【基準】
上記の条文による。



参 考 資 料

口設定 ■未設定

標 準 処 理 期 間

備 考

設 定 日 令和4年3月31日



《ID255735A 申請 都市計画課 都市再生特別措置法第93条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 都市 計 画課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称
開発行 為の 変更許可（第 93条第 1項において市町村の長が 処理することとされる
都市 計 画法第 35条の 2第 1項の適用）

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 都市 再生 特別措置法第 93条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 都市 計 画法第 35条の 2第 1項

■設定 □未設定

（市町村の長による 開発許可関係事務の 処理）
第 93条 地 方 自治法第 252条の 19第1項に規定する指定 都市及び同法第 252条の

22 第1項に規定する中核市 以外の市町村が居住 調整地域に関する 都市 計 画を定
めたときは、 当該市町村の長は、 当該市町村の区域内において、 都道府県知事に
代わって 都市 計 画法第 3章第1 節の規定に基づく事務（ 以下 「 開発許可関係事務」
という。） を 処理することができる。 この場合においては、 当該規定中都道府県
知事に関する規定は、市町村長に関する規定として当該市町村長に適用があるも

のとする。
2 前項の規定により 開発許可関係事務を 処理しようとする市町村長は、 あらかじ

め、 これを 処理することについて、 都道府県知事と 協議しなければならない。 こ
の場合において、 町村の長にあっては 都道府県知事の同 意を得なければならな
し‘

審 査 基 準 3 第1項の規定により 開発許可関係事務を 処理しようとする市町村長は、 その 処
理を 開始する日の 30 日 前までに、 国 土交 通省 令で定めるところにより、 その旨
を 公示しなければならない。

4 第1項の規定によりその長が 開発許可関係事務を 処理する市町村は、 都市 計 画
法第 33条第6項、 第 34条第 1 1号及び第 12号、 第 34条の 2、 第 35条の 2第4
項、 第43条第 3項並びに第78条第1項、 第 3項、 第 5項、 第6項及び第 8項の
規定の適用については、 同法第 29条第1項に規定する指定 都市等とみなす。 こ
の場合において、 同法第78条第1項中 「 置く」とあるのは、 「 置くことができる」
とする。
【基準】
上記の条文による。



参 考 資 料

口設定 ■未設定

標 準 処 理 期 間

備 考

設 定 日 令和4年3月31日



《ID255740A 申請 都市計画課 都市再生特別措置法第93条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 都市 計 画課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称
工事完 了の 検査（第 93条第 1項において市町村の長が 処理することとされる 都市
計 画法第 36条第 2項の適用）

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 都市 再生 特別措置法第 93条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 都市 計 画法第 36条第 1項•第 2項

■設定 □未設定

（市町村の長による 開発許可関係事務の 処理）
第 93条 地 方 自治法第 252条の 19第1項に規定する指定 都市及び同法第 252条の

22 第1項に規定する中核市 以外の市町村が居住 調整地域に関する 都市 計 画を定
めたときは、 当該市町村の長は、 当該市町村の区域内において、 都道府県知事に
代わって 都市 計 画法第 3章第1 節の規定に基づく事務（ 以下 「 開発許可関係事務」
という。） を 処理することができる。 この場合においては、 当該規定中都道府県
知事に関する規定は、市町村長に関する規定として当該市町村長に適用があるも

のとする。
2 前項の規定により 開発許可関係事務を 処理しようとする市町村長は、 あらかじ

め、 これを 処理することについて、 都道府県知事と 協議しなければならない。 こ
の場合において、 町村の長にあっては 都道府県知事の同 意を得なければならな
し‘

審 査 基 準 3 第1項の規定により 開発許可関係事務を 処理しようとする市町村長は、 その 処
理を 開始する日の 30 日 前までに、 国 土交 通省 令で定めるところにより、 その旨
を 公示しなければならない。

4 第1項の規定によりその長が 開発許可関係事務を 処理する市町村は、 都市 計 画
法第 33条第6項、 第 34条第 1 1号及び第 12号、 第 34条の 2、 第 35条の 2第4
項、 第43条第 3項並びに第78条第1項、 第 3項、 第 5項、 第6項及び第 8項の
規定の適用については、 同法第 29条第1項に規定する指定 都市等とみなす。 こ
の場合において、 同法第78条第1項中 「 置く」とあるのは、 「 置くことができる」
とする。
【基準】
上記の条文による。



参 考 資 料

口設定 ■未設定

標 準 処 理 期 間

備 考

設 定 日 令和4年3月31日



《ID255745A 申請 都市計画課 都市再生特別措置法第93条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 都市 計 画課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1日

く処分の概要＞

開発許可を受けた 開発区域内の 土地における 公告 飢の 建築物の 建築等の特例 承認
許認可等の名称 （第 93条第 1項において市町村の長が 処理することとされる 都市 計 画法第 37条た

だし書の適用）

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 都市 再生 特別措置法第 93条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 都市 計 画法第 37条

■設定 □未設定

（市町村の長による 開発許可関係事務の 処理）
第 93条 地 方 自治法第 252条の 19第1項に規定する指定 都市及び同法第 252条の

22 第1項に規定する中核市 以外の市町村が居住 調整地域に関する 都市 計 画を定
めたときは、 当該市町村の長は、 当該市町村の区域内において、 都道府県知事に
代わって 都市 計 画法第 3章第1 節の規定に基づく事務（ 以下 「 開発許可関係事務」
という。） を 処理することができる。 この場合においては、 当該規定中都道府県
知事に関する規定は、市町村長に関する規定として当該市町村長に適用があるも

のとする。
2 前項の規定により 開発許可関係事務を 処理しようとする市町村長は、 あらかじ

め、 これを 処理することについて、 都道府県知事と 協議しなければならない。 こ
の場合において、 町村の長にあっては 都道府県知事の同 意を得なければならな
し‘

審 査 基 準 3 第1項の規定により 開発許可関係事務を 処理しようとする市町村長は、 その 処
理を 開始する日の 30 日 前までに、 国 土交 通省 令で定めるところにより、 その旨
を 公示しなければならない。

4 第1項の規定によりその長が 開発許可関係事務を 処理する市町村は、 都市 計 画
法第 33条第6項、 第 34条第 1 1号及び第 12号、 第 34条の 2、 第 35条の 2第4
項、 第43条第 3項並びに第78条第1項、 第 3項、 第 5項、 第6項及び第 8項の
規定の適用については、 同法第 29条第1項に規定する指定 都市等とみなす。 こ
の場合において、 同法第78条第1項中 「 置く」とあるのは、 「 置くことができる」
とする。
【基準】
上記の条文による。



参 考 資 料

口設定 ■未設定

標 準 処 理 期 間

備 考

設 定 日 令和4年3月31日



《ID255750A 申請 都市計画課 都市再生特別措置法第93条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 都市 計 画課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称
建築物の 建蔽率等の指定の特例許可（第 93条第 1項において市町村の長が 処理す

ることとされる 都市 計 画法第41条第 2項ただし書の適用）

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 都市 再生 特別措置法第 93条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 都市 計 画法第41条

■設定 □未設定

（市町村の長による 開発許可関係事務の 処理）
第 93条 地 方 自治法第 252条の 19第1項に規定する指定 都市及び同法第 252条の

22 第1項に規定する中核市 以外の市町村が居住 調整地域に関する 都市 計 画を定
めたときは、 当該市町村の長は、 当該市町村の区域内において、 都道府県知事に
代わって 都市 計 画法第 3章第1 節の規定に基づく事務（ 以下 「 開発許可関係事務」
という。） を 処理することができる。 この場合においては、 当該規定中都道府県
知事に関する規定は、市町村長に関する規定として当該市町村長に適用があるも

のとする。
2 前項の規定により 開発許可関係事務を 処理しようとする市町村長は、 あらかじ

め、 これを 処理することについて、 都道府県知事と 協議しなければならない。 こ
の場合において、 町村の長にあっては 都道府県知事の同 意を得なければならな
し‘

審 査 基 準 3 第1項の規定により 開発許可関係事務を 処理しようとする市町村長は、 その 処
理を 開始する日の 30 日 前までに、 国 土交 通省 令で定めるところにより、 その旨
を 公示しなければならない。

4 第1項の規定によりその長が 開発許可関係事務を 処理する市町村は、 都市 計 画
法第 33条第6項、 第 34条第 1 1号及び第 12号、 第 34条の 2、 第 35条の 2第4
項、 第43条第 3項並びに第78条第1項、 第 3項、 第 5項、 第6項及び第 8項の
規定の適用については、 同法第 29条第1項に規定する指定 都市等とみなす。 こ
の場合において、 同法第78条第1項中 「 置く」とあるのは、 「 置くことができる」
とする。
【基準】
上記の条文による。



参 考 資 料

口設定 ■未設定

標 準 処 理 期 間

備 考

設 定 日 令和4年3月31日



《ID255755A 申請 都市計画課 都市再生特別措置法第93条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 都市 計 画課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称
開発許可を受けた 土地における 建築等の特例許可（第 93条第 1項において市町村

の長が 処理することとされる 都市 計 画法第42条第 1項ただし書の適用）

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 都市 再生 特別措置法第 93条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 都市 計 画法第42条

■設定 □未設定

（市町村の長による 開発許可関係事務の 処理）
第 93条 地 方 自治法第 252条の 19第1項に規定する指定 都市及び同法第 252条の

22 第1項に規定する中核市 以外の市町村が居住 調整地域に関する 都市 計 画を定
めたときは、 当該市町村の長は、 当該市町村の区域内において、 都道府県知事に
代わって 都市 計 画法第 3章第1 節の規定に基づく事務（ 以下 「 開発許可関係事務」
という。） を 処理することができる。 この場合においては、 当該規定中都道府県
知事に関する規定は、市町村長に関する規定として当該市町村長に適用があるも

のとする。
2 前項の規定により 開発許可関係事務を 処理しようとする市町村長は、 あらかじ

め、 これを 処理することについて、 都道府県知事と 協議しなければならない。 こ
の場合において、 町村の長にあっては 都道府県知事の同 意を得なければならな
し‘

審 査 基 準 3 第1項の規定により 開発許可関係事務を 処理しようとする市町村長は、 その 処
理を 開始する日の 30 日 前までに、 国 土交 通省 令で定めるところにより、 その旨
を 公示しなければならない。

4 第1項の規定によりその長が 開発許可関係事務を 処理する市町村は、 都市 計 画
法第 33条第6項、 第 34条第 1 1号及び第 12号、 第 34条の 2、 第 35条の 2第4
項、 第43条第 3項並びに第78条第1項、 第 3項、 第 5項、 第6項及び第 8項の
規定の適用については、 同法第 29条第1項に規定する指定 都市等とみなす。 こ
の場合において、 同法第78条第1項中 「 置く」とあるのは、 「 置くことができる」
とする。
【基準】
上記の条文による。



参 考 資 料

口設定 ■未設定

標 準 処 理 期 間

備 考

設 定 日 令和4年3月31日



《ID255760A 申請 都市計画課 都市再生特別措置法第93条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 都市 計 画課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称
開発許可を受けた 土地 以外の 土地における 建築等の許可（第 93条第 1項において

市町村の長が 処理することとされる 都市 計 画法第43条第 1項の適用）

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 都市 再生 特別措置法第 93条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 都市 計 画法第43条

■設定 □未設定

（市町村の長による 開発許可関係事務の 処理）
第 93条 地 方 自治法第 252条の 19第1項に規定する指定 都市及び同法第 252条の

22 第1項に規定する中核市 以外の市町村が居住 調整地域に関する 都市 計 画を定
めたときは、 当該市町村の長は、 当該市町村の区域内において、 都道府県知事に
代わって 都市 計 画法第 3章第1 節の規定に基づく事務（ 以下 「 開発許可関係事務」
という。） を 処理することができる。 この場合においては、 当該規定中都道府県
知事に関する規定は、市町村長に関する規定として当該市町村長に適用があるも

のとする。
2 前項の規定により 開発許可関係事務を 処理しようとする市町村長は、 あらかじ

め、 これを 処理することについて、 都道府県知事と 協議しなければならない。 こ
の場合において、 町村の長にあっては 都道府県知事の同 意を得なければならな
し‘

審 査 基 準 3 第1項の規定により 開発許可関係事務を 処理しようとする市町村長は、 その 処
理を 開始する日の 30 日 前までに、 国 土交 通省 令で定めるところにより、 その旨
を 公示しなければならない。

4 第1項の規定によりその長が 開発許可関係事務を 処理する市町村は、 都市 計 画
法第 33条第6項、 第 34条第 1 1号及び第 12号、 第 34条の 2、 第 35条の 2第4
項、 第43条第 3項並びに第78条第1項、 第 3項、 第 5項、 第6項及び第 8項の
規定の適用については、 同法第 29条第1項に規定する指定 都市等とみなす。 こ
の場合において、 同法第78条第1項中 「 置く」とあるのは、 「 置くことができる」
とする。
【基準】
上記の条文による。



参 考 資 料

口設定 ■未設定

標 準 処 理 期 間

備 考

設 定 日 令和4年3月31日



《ID255765A 申請 都市計画課 都市再生特別措置法第93条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1 都市 計 画課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称
開発許可に基づく地 位の 承継の 承認（第 93条第 1項において市町村の長が 処理す

ることとされる 都市 計 画法第45条の適用）

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 都市 再生 特別措置法第 93条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 都市 計 画法第45条

■設定 □未設定

（市町村の長による 開発許可関係事務の 処理）
第 93条 地 方 自治法第 252条の 19第1項に規定する指定 都市及び同法第 252条の

22 第1項に規定する中核市 以外の市町村が居住 調整地域に関する 都市 計 画を定
めたときは、 当該市町村の長は、 当該市町村の区域内において、 都道府県知事に
代わって 都市 計 画法第 3章第1 節の規定に基づく事務（ 以下 「 開発許可関係事務」
という。） を 処理することができる。 この場合においては、 当該規定中都道府県
知事に関する規定は、市町村長に関する規定として当該市町村長に適用があるも

のとする。
2 前項の規定により 開発許可関係事務を 処理しようとする市町村長は、 あらかじ

め、 これを 処理することについて、 都道府県知事と 協議しなければならない。 こ
の場合において、 町村の長にあっては 都道府県知事の同 意を得なければならな
し‘

審 査 基 準 3 第1項の規定により 開発許可関係事務を 処理しようとする市町村長は、 その 処
理を 開始する日の 30 日 前までに、 国 土交 通省 令で定めるところにより、 その旨
を 公示しなければならない。

4 第1項の規定によりその長が 開発許可関係事務を 処理する市町村は、 都市 計 画
法第 33条第6項、 第 34条第 1 1号及び第 12号、 第 34条の 2、 第 35条の 2第4
項、 第43条第 3項並びに第78条第1項、 第 3項、 第 5項、 第6項及び第 8項の
規定の適用については、 同法第 29条第1項に規定する指定 都市等とみなす。 こ
の場合において、 同法第78条第1項中 「 置く」とあるのは、 「 置くことができる」
とする。
【基準】
上記の条文による。



参 考 資 料

口設定 ■未設定

標 準 処 理 期 間

備 考

設 定 日 令和4年3月31日



《ID1 47500A申請 住宅政策課 公営住宅法第25条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く 個 票 情 報 ＞

所 管 部 署 1住 宅政 策課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 2年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 公営住 宅の入居者の 決定

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 公営住 宅法第 25条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
公営住 宅法施行 令第7条

基 準 規 定
0紀の川市 営住 宅条例第4条、 第4条の 2、 第 5条、 第 6条、 第7条、 第 8条、 第
9条
0紀の）1|市 営住 宅条例施行規則第 2条

■設定 □未設定

（入居者の 選考等）
第 25条 事業主 体の長は、入居の 申 込みをした者の 数が入居させるべき 公営住 宅

の 戸数を超える場合においては、 住 宅に 困窮する 実情を 調査して、 政 令で定め
る 選考基準に 従い、 条例で定めるところにより、 公正な 方法で 選考して、 当該
公営住 宅の入居者を 決定しなければならない。

審 査 基 準 2 事業主 体の長は、 借上 げに係る 公営住 宅の入居者を 決定したときは、 当該入
居者に対し、 当該 公営住 宅の 借上 げの期間の満 了時に当該 公営住 宅を明け 渡さ
なければならない旨を通知しなければならない。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね9 0日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日



《ID147600A 申請 住宅政策課 公営住宅法第45条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1住 宅政 策課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 3年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 社会福祉法 人等 への 使用許可

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 公営住 宅法第45条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
公営住 宅法第45条第 1項の事業等を定める省 令
0紀の川市 営住 宅条例第42条

■設定 □未設定
（ 社会福祉法 人等による 公営住 宅の 使用等）
第45条 事業主 体は、 公営住 宅を 社会福祉法第 2条第1項に規定する 社会福祉事

業その他の 社会福祉を 目 的とする事業のうち 厚生労働省 令・国 土交通省 令で定
める事業を 運営する同法第 22条に規定する 社会福祉法 人その他 厚生労働省 令・
国 士交通省 令で定める者（ 以下この項において「 社会幅祉法 人等」という。） に
住 宅として 使用させることが必要であると認める場合において国 土交通大臣の
承認を得たときは、 公営住 宅の適 正かつ 合理 的な 管理に著しい支 障のない 範囲
内で、 当該 公営住 宅を 社会福祉法 人等に 使用させることができる。

2 事業主 体は、 特定 優良賃貸住 宅の 供給の 促進に関する法律（ 平成 5年法律第
52号） 第6条に規定する特定 優良賃貸住 宅その他の同法第 3条第4号 イ又は ロ

に掲げる者の居住の用に 供する 賃貸住 宅の 不足その他の特別の事由により 公営
審 査 基 準 住 宅を同号 イ又は 口に掲げる者に 使用させることが必要であると認める場合に

おいて国 土交通大臣の 承認を得たときは、 公営住 宅の 道正かつ 合理 的な 管理に
著しい支 障のない 範囲内で、 当該 公営住 宅をこれらの者に 使用させることがで
きる。 この場合において、 事業主 体は、 当該 公営住 宅を同法第 18条第 2項の国
士交通省 令で定める基準に 従って 管理しなければならない。

3 前 2項の規定により、 市町村が国 土交通大臣の 承認を求めるときは、 都道府
県知事を経由してしなければならない。

4 第1項又は第 2項の規定による 公営住 宅の 使用に関する事項は、 条例で定め
なければならない。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。



参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね14日

備 考

設 定 日 令和 6年 3月 3 1日
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《IDl 6631 0A申請 下水道課 下水道法第25条の10第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 I下 水道課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和4年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 雨水貯留浸透施設 整備計 画の認定

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 下 水道法第 25条の 10 第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 下 水道法第 25条の 10 、 第 25条の 1 1

■設定 □未設定

（ 雨水貯留浸透施設 整備計 画の認定）
第 25条の 10 浸水被 害対 策区域（特定 都市 河川 浸水被 害対 策法（ 平成 15年法律

第77号） 第 2条第 2項に規定する特定 都市 河川 流域の区域を除く。） において、
雨水貯留浸透施設 （ 雨水を 一時 的に 貯留し、 又は地下に 浸透させる機 能を有す

る施設であって、 浸水被 害の防 止を 目 的とするものをいう。 以下同じ。） の設 置
及び 管理をしようとする者は、 国 土交通省 令で定めるところにより、 当該 雨水
貯留浸透施設の設 置及び 管理に関する 計 画（ 以下「 雨水貯留浸透施設 整備計 画」

という。） を 作成し、 公共下 水道管理者の認定を 申 請することができる。
2 雨水貯留浸透施設 整備計 画には、 次に掲げる事項を記 載しなければならない。
(1) 雨水貯留浸透施設の 位置

審 査 基 準 (2) 雨水貯留浸透施設の規模
( 3 )  雨水貯留浸透施設の構造及び設 備
( 4 )  雨水貯留浸透施設の設 置に係る資金 計 画

(5) 雨水貯留浸透施設の 管理の 方法及び期間
( 6 )  その他国 土交通省 令で定める事項

3 雨水貯留浸透施設 整備計 画には、 前項各号に掲げる事項のほか、 雨水貯留浸
透施設から 公共下 水道に 雨水を 排除するために必要な 排水施設その他の 公共下
水道の施設に関する 工事に関する事項を記 載することができる。

【基準】
上記の条文及び基準規定による。



参 考 資 料

口設定 ■未設定

標 準 処 理 期 間

備 考

設 定 日 令和 5 年3月31日



《IDl 66320A申請 下水道課 下水道法第25条の13第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 I下 水道課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和4年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 雨水貯留浸透施設 整備計 画の 変更の認定

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 下 水道法第 25条の 13第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 下 水道法第 25条の 1 1、 第 25条の 13

■設定 □未設定

（ 雨水貯留浸透施設 整備計 画の 変更）
第 25条の 13 第 25条の 10 第1項の認定を受けた者は、 当該認定を受けた 雨水

貯留浸透施設 整備計 画の 変更（国 土交通省 令で定める 軽微な 変更を除く。） をし
ようとするときは、 公共下 水道管理者の認定を受けなければならない。

審 査 基 準
2 前 2条の規定は、 前項の場合について準用する。

【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

口設定 ■未設定
標準処理期間

備 考

設 定 日 令和 5年 3月 3 1日



《 IDl 66330A 申 請 下水道課 下水道法第 25 条の 1 9》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 I下 水道課

適用 日 （掲載 日 ） I 令和4年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 地 位の 承継の 承認

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 下 水道法第 25条の 19

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 下 水道法第 25条の 19

■設定 □未設定

（地 位の 承継）
第 25条の 19 認定事業者の 一般 承継人又は認定事業者から認定 計 画に係る 雨水

貯留浸透施設の 敷地である 土地の所有権その他当該 雨水貯留浸透施設の設 置及
び 管理に必要な権原を取得した者は、 公共下 水道管理者の 承認を受けて、 当該

審 査 基 準
認定事業者が有していた 計 画の認定に基づく地 位を 承継することができる。

【基準】
上記の条文及び基準規定による。

参 考 資 料

口設定 ■未設定
標準処理期間

備 考

設 定 日 令和 5年 3月 3 1日
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《ID141500A 申請 生涯学習課 文化財保護法第43条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1生 涯学習課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 3 1年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 重要文 化財の現 状変更な どの許可

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 文 化財保 護法第43条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
文 化財保 護法第43条第 1項・第 2項

基 準 規 定 国 宝又は 重要文 化財の現 状変更等及び 輸出並びに 重要有 形民 俗文 化財の 輸出の許
可 申 請等に関する規則第 8条

■設定 □未設定

（現 状変更等の 制限）
第43条 軍要文 化財に関しその現 状を 変更し、 又はその保存に影轡を及ぼす行 為

をしようとするときは、 文 化庁長 官の許可を受けなければならない。 ただし、
現 状変更については 維持の措置又は 非常災害のために必要な応 急措置を 執る場
合、 保存に影響を及ぼす行 為については影響の 軽微である場合は、 この限りで

なし‘。
2 前項 但書に規定する 維持の措置の 範囲は、 文 部 科学省 令で定める。

3 文 化庁長 官は、 第1項の許可を与える場合において、 その許可の条 件として
同項の現 状変更又は保存に影響を及ぼす行 為に関し必要な指 示をすることがで
きる。

審 査 基 準 4 第1項の許可を受けた者が 前項の許可の条 件に 従わなかったときは、 文 化庁
長 官は、 許可に係る現 状変更若しくは保存に影響を及ぼす行 為の 停止を 命じ、
又は許可を取り 消すことができる。

5 第1項の許可を受けることができなかったことにより、 又は第3項の許可の
条 件を付せられたことによって 損失を受けた者に対しては、 国は、 その通常生
ずべき 損失を 補償する。

6 前項の場合には、 第41条第 2項から第4項までの規定を準用する。
【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料



■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね3 0日

備 考

設 定 日 令和 2年 3月 3 1日



《ID141900A 申請 生涯学習課 文化財保護法第53条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1生 涯学習課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 重要文 化財の所有者 以外による 公開の許可

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 文 化財保 護法第 53条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定 文 化財保 護法第 53条第 1項

■設定 □未設定

（所有者等 以外の者による 公開）
第 53 条 重要文 化財の所有者及び 管理 団体 以外の者がその主 催する 展覧会その

他の 催しにおいて 重要文 化財を 公衆の 観覧に 供しようとするときは、 文 化庁長
官の許可を受けなければならない。 ただし、 文 化庁長 官以外の国の機関若しく

は地 方公共 団 体があらかじめ文 化庁長 官の 承認を受けた 博物館その他の施設
（ 以下この項において「 公開承認施設」という。） において 展覧会その他の 催し
を主 催する場合又は 公開承認施設の設 置者が当該 公開承認施設においてこれら
を主 催する場合は、 この限りでない。

2 前項ただし書の場合においては、 同項に規定する 催しを主 催した者（文 化庁
長 官を除く。） は、 重要文 化財を 公衆の 観覧に 供した期間の最終日の 翌日から起

審 査 基 準 算して 20 日 以 内に、 文 部 科学省 令で定める事項を記 載した書面をもつて、 文 化
庁長 官に届け出るものとする。

3 文 化庁長 官は、 第1項の許可を与える場合において、 その許可の条 件として、
許可に係る 公開及び当該 公開に係る 重要文 化財の 管理に関し必要な指 示をする
ことができる。

4 第1項の許可を受けた者が 前項の許可の条 件に 従わなかったときは、 文 化庁
長 官は、 許可に係る 公開の 停止を 命じ、 又は許可を取り 消すことができる。
【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料



■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね3 0日

備 考

設 定 日 平成 3 1年 3月 3 1日



《ID142400A 申請 生涯学習課 文化財保護法第1 25条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1生 涯学習課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 史跡名 勝天然記 念物の現 状変更等の許可

処 分 権 者 教育委員 会

根 拠 規 定 文 化財保 護法第 125条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
文 化財保 護法第 125条第 1項•第 2項

基 準 規 定 特別 史跡名 勝天然記 念物又は 史跡名 勝天然記 念物の現 状変更等の許可 申 請等に関
する規則第4条

■設定 □未設定

（現 状変更等の 制限及び原 状回復の 命令）
第 125条 史跡名 勝天然記 念物に関しその現 状を 変更し、 又はその保存に影響を

及ぼす行 為をしようとするときは、文 化庁長 官の許可を受けなければならない。
ただし、 現 状変更については 維持の措置又は 非常災害のために必要な応 急措置
を 執る場合、 保存に影響を及ぼす行 為については影響の 軽微である場合は、 こ
の限りでない。

2 前項ただし書に規定する 維持の措置の 範囲は、 文 部 科学省 令で定める。
3 第1項の規定による許可を与える場合には、 第43条第3項の規定を、 第1項

の規定による許可を受けた者には、 同条第4項の規定を準用する。
4 第1項の規定による 処分には、 第 11 1条第1項の規定を準用する。
5 第1項の許可を受けることができなかったことにより、 又は第3項で準用す

審 査 基 準 る第 43 条第3項の許可の条 件を付せられたことによって 損失を受けた者に対
しては、 国は、 その通常生 ずべき 損失を 補償する。

6 前項の場合には、 第41条第 2項から第4項までの規定を準用する。
7 第1項の規定による許可を受けず、又は第3項で準用する第43条第3項の規

定による許可の条 件に 従わないで、 史跡名 勝天然記 念物の現 状を 変更し、 又は
その保存に影響を及ぼす行 為をした者に対しては、 文 化庁長 官は、 原 状回復を
命ずることができる。 この場合には、 文 化庁長 官は、 原 状回復に関し必要な指
示をすることができる。

【基準】
上記の条文による。



参 考 資 料

■設定 □未設定

標 準 処 理 期 間
おおむね 3 0日

備 考

設 定 日 平成 31年3月31日



《ID272600A申請 生涯学習課 地域にお ける歴史的風致の維持及び向上に関する法律第34条第1 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 1生 涯学習課

適用 日 （掲載 日 ） I 平成 30 年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 歴史的 風致維持 向 上支 援法 人の指定

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 地域における 歴史的 風致の 維持及び 向 上に関する法律第 34条第 1項

＜審査基準／標準処理期間＞

基 準 規 定
地域における 歴史的 風致の 維持及び 向 上に関する法律第 34条第 1項、 第 35条
地域における 歴史的 風致の 維持及び 向 上に関する法律施行 令第 16条

■設定 □未設定

（ 歴史的 風致維持 向 上支 援法 人の指定）
第 34条 市町村長は、 一般 社団法 人若しくは 一般 財団法 人又は特定 非営利活 動促

進法（ 平成 10 年法律第7号） 第 2条第 2項に規定する特定 非営利活 動法 人であ
って、 次条に規定する業務を適 正かつ確 実に行うことができると認められるも
のを、 その 申 請により、 歴史的 風致維持向 上支 援法 人（ 以下「支 援法 人」とい
う。） として指定することができる。

2 市町村長は、 前項の規定による指定をしたときは、 当該支 援法 人の 名 称、 住
審 査 基 準 所及び事務所の所 在地を 公示しなければならない。

3 支 援法 人は、 その 名 称、 住所又は事務所の所 在地を 変更しようとするときは、
あらかじめ、 その旨を市町村長に届け出なければならない。

4 市町村長は、 前項の規定による届出があったときは、 当該届出に係る事項を
公示しなければならない。

【基準】
上記の条文による。

参 考 資 料

■設定 □未設定
標準処理期間

おおむね3 0日



備 考

設 定 日 平成 3 1年 3月 3 1日
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《ID31 6200A申請 総合行政委員会事務局 地方税法第433条第11 項》

申請に対する処分／審査基準・標準処理期間 個票（紀の川市）

く個票情報＞

所 管 部 署 I 総合行政委員 会事務 局

適用 日 （掲載 日 ） I 令和 5年4月 1日

く処分の概要＞

許認可等の名称 手 数料の減免（行政 不服審査法第 38条第 5項準用）

処 分 権 者 市長

根 拠 規 定 地 方税法第433条第 1 1項

＜審査基準／標準処理期間＞
地 方税法第433条第 1 1項

基 準 規 定 行政 不服審査法第 38条第 5項
0紀の川市手 数料条例第 6条

■設定 □未設定

（ 固定資産 評価審査委員 会の 審査の 決定の手 続）
第433条 固定資産 評価審査委員 会は、 前条第1項の 審査の 申出を受けた場合に

おいては、 直ちにその必要と認める 調査その他事 実審査を行い、 その 申出を受
けた日から 30 日 以 内に 審査の 決定をしなければならない。

2 不服の 審理は、 書面による。 ただし、 審査を 申し出た者の求めがあった場合
には、 固定資産 評価審査委員 会は、 当該 審査を 申し出た者に 口 頭で 意見を 述べ
る機 会を与えなければならない。

3 固定資産 評価審杏委員 会は、 審査のために必要がある場合においては、 職権
に基づいて、 又は関係 人の 請求によって 審査を 申し出た者及びその者の 固定資
産の 評価に必要な資料を所 持する者に対し、 相当の期間を定めて、 審査に関し

必要な資料の 提出を求めることができる。

審 査 基 準 4 固定資産 評価審杏委員 会は、 審査のために必要がある場合においては、 固定
資産 評価員に対し、 評価調書に 閑する事項についての 説明を求めることができ
る。

5 審査を 申し出た者は、 市町村長に対し、 当該 申出に係る主 張に理由があるこ
とを明らかにするために必要な事項について、 相当の期間を定めて、 書面で 回
答するよう、 書面で 照会をすることができる。 ただし、 その 照会が 次の各号の

いずれかに該当するときは、 この限りでない。
(1) 具体 的又は 個別 的でない 照会
(2) 既にした 照会と 重複する 照会
(3) 意見を求める 照会
(4) 回答するために 不相当な費用又は時間を要する 照会
(5) 当該 審杏を 申し出た者 以外の者が所有者である 固定資産に関する事項に

ついての 照会
6 固定資産 評価審杏委員 会は、 審査のために必要がある場合においては、 第 2



項の規定にかかわらず、 審査を 申し出た者及び市町村長の出 席を求めて、 公開
による 口 頭審理を行うことができる。

7 前項の 口 頭審理を行う場合には、 固定資産 評価審査委員 会は、 固定資産 評価
員その他の関係者の出席及び証 言を求めることができる。

8 第6項の 口 頭審理の指 揮は、 審査長が行う。
9 固定資産 評価審査委員 会は、 当該市町村の条例の定めるところによって、 審

査の 議事及び 決定に関する記 録を 作成しなければならない。
10 固定資産 評価審査委員 会は、 前項の記 録を保存し、 その定めるところによっ

て、 これを関係者の 閲覧に 供しなければならない。
1 1  行政 不服審査法第 24条、 第 27条、 第 29条第1項本 文、 第 2項及び第 5項、

第 30 条第1項及び第3項、 第 32条、 第 34条から第 37条まで、 第 38条（第6
項を除く。）、 第 39条、 第41条第1項及び第 2項、 同条第3項（ 審理手 続を 終
結した旨の通知に関する 部分に限る。）、 第44条、 第45条第1項及び第 2項、

第 50 条第1項（ 審理員 意見書並びに行政 不服審査会等及び 審議会等の 答 申書に
関する 部分を除く。）、 第 5 1条第1項から第3項まで並びに第 53条の規定は、
第1項の 審査の 決定について準用する。 この場合において、 これらの規定（同
法第44条の規定を除く。） 中 「審理員」とあるのは 「審査庁」と、 同法第 24条
第1項中 「審査庁」とあるのは 「地 方税法第432条第1項の 審査の 申出を受け
た 固定資産 評価審査委員 会（ 以下 「審杏庁」という。）」と、 「次 節に規定する 審
理手 続」とあるのは 「同法第433条に規定する 審査の 決定の手 続」と、 同法第
29条第1項本 文中 「審査庁から指 名されたときは、 直ちに」とあるのは 「審査

の 申出がされたときは、第 24条の規定により当該 審査の 申出を 却下する場合を
除き、 速やかに」と、 同法第 37条第1項及び第3項中 「第 3 1条から 前条まで
に定める 審理手 続」とあるのは 「地 方税法第433条に規定する 審査の 決定の手
続」と、 同法第 38条第1項中 「第 29条第4項各号に掲げる書面又は第 32条第
1項若しくは第 2項若しくは第 33 条の規定により 提出された書 類その他の 物
件」とあるのは 「第 32条第1項若しくは第 2項の規定により 提出された書 類そ

の他の 物件又は地 方税法第433条第3項の規定によって 提出させた資料」と、
「当該書面若しくは当該書 類の 写し」とあるのは 「当該書 類若しくは当該資料

の 写し」と、 同条第4項及び第 5項中 「政 令」とあるのは 「条例」と、 同法第41
条第 2項第1号 ホ中 「第 33条 愉 段 書 類その他の 物件」とあるのは 「地 方税法
第433条第3項 資料」と、 同項第 2号中 「 口 頭意見陳述」とあるのは 「地 方
税法第433条第 2項ただし書に規定する 口 頭で 意見を 述べる機 会」と、 同法第

44条中 「行政 不服審査会等から 諮問に対する 答 申を受けたとき（ 前条第1項の
規定による 諮問を要しない場合 （同項第 2号又は第3号に該当する場合を除
く。） にあっては 審理員 意見書が 提出されたとき、 同項第 2号又は第3号に該当
する場合にあっては同項第 2号又は第3号に規定する 議を経たとき）」とあるの
は 「審理手 続を 終結したとき」と、 同法第 53条中 「第 33条の規定による 提出
要求に応じて 提出された書 類その他の 物件」とあるのは 「地 方税法第433条第
3項の規定によって 提出させた資料」と読み替えるものとする。

12 固定資産 評価審査委員 会は、第1項の規定による 決定をした場合においては、
その 決定のあった日から 10 日 以 内に、 これを 審査を 申し出た者及び市町村長に
文書をもつて通知しなければならない。 この場合において同項の期限までに 決
定がないときは、 その 審査の 申出を 却下する旨の 決定があったものとみなすこ
とができる。
【基準】
上記の条文及び基準規定による。



参 考 資 料

口設定 ■未設定

標 準 処 理 期 間

備 考

設 定 日 令和 6 年3月31日




